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計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

保健体育
課

2 幼児期の身体活動推進
事業

(R1廃止)

神経系の発達が著しい幼児期に焦
点を当て、運動の基礎となる運動
感覚を育てるためのプログラムを
普及させることで、動ける身体、動
きたくなる身体の育成を図る。

○園への単発での講師派遣（年間
１回）では、園の指導者の指導力向
上が難しい。
○保護者への幼児期の運動遊び
の啓発が弱い。

○県内の全ての幼稚園・保育園・
認定こども園において、幼児期運動
指針に基づく運動遊びが周知され
ている。
（幼保支援課との連携）
○県内全ての市町村（34市町村）に
おいて、親子で楽しむ運動遊び事
業が実施される。

○幼児期の運動遊びの実践を行う
指定園を増やすことで、県内の園に
おいて、幼児期運動指針に基づく
運動遊びの取組を進める。

○県内の幼稚園・保育所・こども園
の保育士や教諭の中から、幼児期
運動指針に基づく運動遊びを指導
できる人材育成を進める。

薬務衛生
課

3 動物愛護体験事業 動物とのふれあいを通じ命の尊厳
や友愛の精神と動物愛護の精神を
養うことを目的とする。

○動物愛護教室の募集をしても、
希望数が少ないため、毎年、20回
程度開催できるよう広報していく。

○動物愛護教室の広報をすること
で、動物愛護教室の開催数を増や
し、動物の命を尊重する考え方を育
んでいくと共に、動物の適正な飼養
について理解することにつなげる。

○動物愛護教室を毎年20回程度開
催する。

○福祉保健所を通じて管内小学校に開催案内を
送付
○動物愛護教室の開催

○各小学校に広報できるよう、県教
委と連携する
○福祉保健所を通じて管内小学校
に開催の案内を個別に実施する
○動物愛護教室の開催

15回開催、347名参加 ○開催数を増やす広報等が必要
・各小学校の年間スケジュールに組み込んでも
らえるよう、前年度末に開催案内を送付する
・学童保育等にも開催案内を送付する

子ども・
子育て支
援課

4 子育て応援広報紙作成
等委託事業（「わいわい
くじら」夏休み号）

（R１廃止）

子どもたちが、県内各地で実施さ
れている体験学習を計画的に選択
し参加できるよう、体験学習事業に
係る情報を一元的に提供する。

わいわいくじら夏休み号はNPO高
知市民会議が高知市内の小学生を
対象とした夏休みに開催される県
内の体験イベントをまとめた情報紙
であるが、情報提供のニーズは高
知市外の市町村の子育て家庭にも
ある。

○情報紙等を通じて、体験学習事
業に関する情報がより充実して提
供され、行き届いている。

○情報紙「わいわいくじら」を作成
し、夏休み前に小学校等に配布　
   　・７月配布　部数　15,500部

国際交流
課

5 友好姉妹都市学生等交
流推進事業

高知県と姉妹交流協定を締結して
いる韓国・全羅南道と本県の青少
年を相互派遣し、様々な体験活動
を行うとともに両県道の交流を推進
する。（隔年で受入と派遣を実施）
本県と全羅南道の高校生を１年ご
とに相互派遣し、現地高校訪問
や、ホームステイ等を通した国際交
流を行う。

○次世代を担う若い世代の国際交
流の推進

○多様な文化と出会うことによる国
際感覚の醸成
○日本(高知)と韓国(全羅南道)の
架け橋となる意識を持つ生徒が増
える
○草の根の国際交流の推進
○両県道の交流のルーツである田
内千鶴子氏について理解を深める

○平成30年度は全羅南道庁に加
え、高知県教育委員会高等学校課
と連携をしながら進める

全羅南道側と調整し、R2年8月に高知県から高
校生を派遣する予定（ただし、新型コロナウィル
スの状況によっては、延期または中止の可能性
あり）

令和２年度については新型コロナウ
イルスの感染拡大により、（公財）高
知県国際交流協会及び韓国側とも
協議のうえ中止。

新型コロナウイルスの状況を注視し
つつR３年度事業の実施について検
討する。

R３年度については全羅南道側からの高校生の
受入れを想定。（ただし、新型コロナウイルスの
状況によっては延期または中止の可能性有り）

環境共生
課

6 環境活動支援センター
事業

環境学習の講師の紹介、派遣、育
成、環境学習プログラムの作成及
び活動団体の交流会の開催によ
り、子どもたちの環境学習や環境
活動を支援する。
また、地域イベントへの出展やホー
ムページ運営等による情報発信を
行う。

○学校における学習指導要領や年
間の行事スケジュール等との調整

○環境学習の受講者数　1,800人/
年
○生物多様性こうち戦略推進リー
ダー登録者数　50人（累計）

○空白地帯（未実施市町村、未実
施校）の解消
○推進リーダー育成研修の充実

○環境学習講師の紹介、派遣（受講者数　2,500
人以上）　　
○生物多様性リーダー育成講座の開催（2回、受
講者数20人以上）
○環境学習プログラムの作成
○こどもエコクラブ交流会の開催
○地域イベントへの出展（3回）
○ホームページ、メールマガジン、Facebookによ
る情報発信

○講師派遣44件、受講者1,777人
○生物多様性リーダー養成講座の
開催（8/8、8/29、新規登録8名）
○小学生向け環境学習プログラムリ
ストを活用した授業プランづくり
○ホームページ、メールマガジン、
Facebookによる情報発信

○新型コロナウィルス感染症の影響
により、実績が低調となったほか、
子どもエコクラブ交流会の開催や、
地域イベントへの出展ができなかっ
た
○しかしながら、ＷＥＢの活用などの
対策や工夫により、一定の成果をあ
げることができた
○また、オンライン観察会など新た
な仕組みの検討がすすんでいる

○環境学習講師の紹介、派遣（受講者数　2,500
人以上）　　
○生物多様性リーダー育成講座の開催（2回、受
講者数20人以上）
○環境学習プログラムを活用した環境学習の推
進
○こどもエコクラブ交流会の開催
○地域イベントへの出展（5回）
○ホームページ、メールマガジン、Facebookによ
る情報発信

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１　子どもが豊かな体験をするための支援）　

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

生涯学習
課

1 環境学習推進事業 平成22年度に開催した「全国生涯
学習フォーラム高知大会」における
「環境フォーラム」での提言を受
け、ＮＰＯ等の団体や学校、青少年
団体が連携した自然体験活動や環
境学習を推進する。

○資格を取ることが目的であった講
習から受講者の実際の活動に即し
た高知県独自の自然体験活動企
画セミナーに変更したことで参加者
が増加した。
・自然体験指導者の養成状況
H25:19人→H26:21人→H27：11人→
H28:12人→H29：23人→H30：25人
（計：111人）※H30年度事業終了
○フィールドワークやボランティア
体験を通して体験的に地域課題を
知り、課題解決に向けたアイデアを
出すことができた。
●大人も子どもも自然体験離れが
進んでいるため、体験活動等の講
師依頼が少ない。

○自然体験に関わる指導者の育成
や、その活動の場の拡大により、よ
り多くの子どもたちに自然体験の機
会が提供されている。
◇各地で子どもが主体となった活
動が展開され、地域コミュニティの
活性化にもつながっている。
・自然体験活動指導者の育成
（H25～H31累計） 100人以上※H30
年度事業終了

○指導者養成研修の実施（委託）
※H30年度事業終了
◇各校への周知や募集チラシの改
善を図るとともに、体験活動の教育
効果やその重要性について啓発を
行う。
○体験活動を希望する団体等への
指導者の派遣
○市町村訪問・校長会での説明を
行い、周知を図る。

○自然体験型学習事業
・学校行事として実施する2泊3日以上の自然体
験型学習事業実施校：20校
市町村教育委員会や校長会で事業の説明や勧
誘を行う。青少年教育施設に事業説明を行い、
プログラム開発や関係機関との連携を依頼。
・概ね高校生以下を対象とした、民間団体等が
実施する1泊2日以上の自然体験型学習事業実
施団体：5団体
県内のNPO団体や自然体験活動団体へ周知、
参加を依頼

◇子ども地域学習推進事業
子どもが主体的に中山間地域の活性化のため
に、森林や林業などの課題を解決するためのプ
ロセスを体験する。
　目標：各回の参加者数１４名
　　　　　参加者満足度９０％以上

○自然体験型学習事業
・学校行事として実施する2泊3日以
上の自然体験型学習事業実施地域
（校）
　香美市（片地小）
　日高村（日下小・日高中）
・概ね高校生以下を対象とした、民
間団体等が実施する1泊2日以上自
然体験型事業実施団体
　高知市子ども劇場
　高知県青年団協議会
　特定非営利活動法人GIFT

◇子ども地域学習推進事業
・講座のべ参加数40名
　第１回　５名（大学生）
　第２回16名（小中高、大学生）
　第３回15名（小中高、大学生）
　動画制作４名（大学生）
・高知県社会教育委員会において
事業の報告を行う。

○自然体験型学習事業
・今年度は、新型コロナウィルス感
染症の影響により、やむを得ず予定
していた実施数までは至らない状況
であった。

◇子ども地域学習推進事業
・参加者満足度87％
・活動動画アクセス数
　Facebook255回
　YouTube53回
・小中高、大学生すべての校種の参
加者が揃ったことで、幅広い意見が
出される等、活動の充実に繋がっ
た。
・大学生がすべての運営を担ったこ
とで企画力・運営力を身につけた。

○自然体験型学習事業
森林環境保全、防災等、校地の豊かな森林をは
じめとした自然環境を活用した多様なプログラム
の実施
・学校行事として実施する2泊3日以上の自然体
験型学習事業実施校：15校
　（実施予定校）
　仁淀川町（2校）・須崎市（1校）・香美市（1校）
　大川村（2校）・檮原町（1校）・津野町（4校）
　四万十町（1校）
・概ね高校生以下を対象とした、民間団体等が
実施する1泊2日以上の自然体験型学習事業実
施団体：10団体

○森林活用指導者育成事業
・学校林をはじめとした地域の森林等、豊かな自
然環境等を活用し、保幼、小中高の児童生徒を
対象に体験を中心とした森林環境教育を推進す
ることのできる人材育成研修を行う。
・目標：学校林などを活用した除間伐作業の補
助、動植物の観察、植林、木登りなどの野遊びな
どの体験活動を支援できる地域人材を100名以
上育成する。
（令和3～7年の5年間）
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計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１　子どもが豊かな体験をするための支援）　

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

環境共生
課

7 牧野植物園管理運営費
（企画広報事業）

植物を通じた学習や体験活動がで
きるイベントを広く周知するため
に、県内向けテレビ・ラジオＣＭの
放送や、チラシ・ポスターの製作を
行う。

子どもを含めた入園者数が伸び悩
んでいる。
また、子どもを対象とした学習プロ
グラムは好評であるが、実施するた
めの場所や体制が十分でなく、また
学校側の希望時期が重なることも
あり、必ずしも希望に添えていな
い。

児童生徒の利用の増 平成３０年度に子ども等を対象とし
た学習プログラムを実施するため
の園地を整備するとともに、プログ
ラムの充実をはかり、年間を通して
学校に利用していただける体制を
整えたうえで、効果的な広報を実施
する。

○各種イベントチラシ
　小・中・高等学校に定期的に送付する
　（３４０校に対し５回）
○体重15kgまでのお子様を対象にした「オオオニ
バスにのろう」のチラシを県内幼・保育園に配布
するなど、対象や興味をしぼり、お子様の目に直
接触れる広報を実施
○学習プログラム実施のための新園地を広報
し、学校の校外学習利用につなげる

○各種イベントチラシ
　小・中・高等学校にチラシを送付し
た
　（３４０校に対し２回）
○新型コロナウイルス感染拡大防
止のため「オオオニバスにのろう」の
実施は中止となった
○学習プログラム実施のための新
園地利用を校長会等で広報した

○新型コロナウイルス感染症対策に
かかる休園や団体利用の自粛によ
り子どもの入園者数は減少している
　R１　24,733人　→R２　16,298人

○ふむふむ広場での学習プログラ
ムを引き続き各学校と連携して作
成・広報し、児童の学習利用機会を
提供していく必要がある。

○各種イベントチラシ
　小・中・高等学校に定期的に送付する
　（３４０校に対し５回）
○体重15kgまでのお子様を対象にした「オオオニ
バスにのろう」のチラシを県内幼・保育園に配布
するなど、対象や興味をしぼり、お子様の目に直
接触れる広報を実施
○学習プログラム実施のためのふむふむ広場利
用を広報し、学校の校外学習利用につなげる

生涯学習
課

10 長期宿泊体験活動推進
事業

(R1廃止)

県内における長期集団宿泊活動の
モデルを構築し、小学校等を主体
とした３泊４日以上の宿泊体験活
動を支援するとともに、これを受け
入れる青少年教育施設の教育プロ
グラムを確立する。

●3泊4日以上の長期宿泊体験活
動を行っている小学校等がほとん
どない。
●青少年教育施設に学校の様々な
ニーズに応えられるプログラムが不
足している。

○長期宿泊体験活動を通じて、子
どもたちの豊かな心の育成と確か
な学力の基盤形成が図られてい
る。
○3泊4日以上の長期宿泊体験活
動の教育効果に対する実施校の肯
定的評価の割合：100％
○長期宿泊体験活動を実施する小
学校等：30校以上

○活動のモデルプログラムの活用
により事業効果を高めるとともに、
本事業の有効な活用方法を学校や
市町村訪問等により周知し、実施
校の拡大を図る。

生涯学習
課

8 新・放課後子ども総合プ
ラン推進事業
（H30　放課後子ども総
合プラン推進事業）

放課後の子どもたちの安全・安心
な居場所づくりや学びの場の充実
を図るために、放課後児童クラブや
放課後子ども教室の設置を促進す
るとともに、地域の方々の参画を得
た放課後のさまざまな活動を支援
する。

○全小学校区の94.3％に放課後児
童クラブ又は放課後子供教室が設
置され、学習習慣の定着に向けた
学習支援が行われている。

・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活動
内容には差があり、充実した活動
事例の共有に加え、特別な支援が
必要な児童の受入に伴う専門知識
の向上等が求められる。

○学校と地域の連携により、放課
後において子どもたちがより安全で
健やかに育まれるとともに、放課後
の学びの場において、子どもたちが
学ぶ力を身につける風土ができて
いる。

・放課後子ども教室及び放課後児
童クラブの設置率
小学校：95%以上　
・放課後学びの場における学習支
援の実施率
小学校：96％以上

○放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に対
し運営等の補助を行うとともに、実
施状況調査等による市町村等への
助言や人材育成等の支援を行う。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ185(98)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成11か所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、教材等購入経費、
　　発達障害児等への支援者の謝金
　　への補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 10回
　・全市町村訪問 9～10月
　・取組状況調査 8～9月

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ182(95)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成　4
市10箇所
　 　　（うち2施設R3へ繰越）
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、
　 食育学習経費、
　 教材等購入経費、
　 発達障害児等の支援者
　への謝金に対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への
支援
(6) 学び場人材バンクの活動
　・夏期出前講座実施回数　89件
(7) 活動内容の充実と指導員等の人
材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
（全4日）10～12月
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）
研修（全2日）12月
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 8回（新型ｺﾛﾅ対
策、発達障害理解、防災）10～2月　　
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

○全小学校区の96.3％に児童クラブ
又は子ども教室が設置されており、
学習支援の実施率はR1：98.1％から
R2：98.8％と増加している。

・待機児童及び児童の定員等、国の
施設基準等を満たしていない児童ク
ラブの解消に向け、新たな児童クラ
ブの整備と従事する職員の確保が
必要である。

・各児童クラブや子ども教室の活動
内容に差があり、充実した活動事例
の共有に加え、特別な支援が必要
な児童の受入に伴う専門知識・技能
の向上などが求められる。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室141(41)ヵ所
　児童クラブ189(94)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成5箇所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、
　　発達障害児等の支援者への謝金に
　　対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 11回
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

生涯学習
課

9 環境学習推進事業　
　※再掲（1番）

平成22年度に開催した「全国生涯
学習フォーラム高知大会」における
「環境フォーラム」での提言を受
け、ＮＰＯ等の団体や学校、青少年
団体が連携した自然体験活動や環
境学習を推進する。

○資格を取ることが目的であった講
習から受講者の実際の活動に即し
た高知県独自の自然体験活動企
画セミナーに変更したことで参加者
が増加した。
・自然体験指導者の養成状況
H25:19人→H26:21人→H27：11人→
H28:12人→H29：23人→H30：25人
（計：111人）※H30年度事業終了
○フィールドワークやボランティア
体験を通して体験的に地域課題を
知り、課題解決に向けたアイデアを
出すことができた。
●大人も子どもも自然体験離れが
進んでいるため、体験活動等の講
師依頼が少ない。

○自然体験に関わる指導者の育成
や、その活動の場の拡大により、よ
り多くの子どもたちに自然体験の機
会が提供されている。
◇各地で子どもが主体となった活
動が展開され、地域コミュニティの
活性化にもつながっている。
・自然体験活動指導者の育成
（H25～H31累計） 100人以上※H30
年度事業終了

○指導者養成研修の実施（委託）
※H30年度事業終了
◇各校への周知や募集チラシの改
善を図るとともに、体験活動の教育
効果やその重要性について啓発を
行う。
○体験活動を希望する団体等への
指導者の派遣
○市町村訪問・校長会での説明を
行い、周知を図る。

○自然体験型学習事業
・学校行事として実施する2泊3日以上の自然体
験型学習事業実施校：20校
市町村教育委員会や校長会で事業の説明や勧
誘を行う。青少年教育施設に事業説明を行い、
プログラム開発や関係機関との連携を依頼。
・概ね高校生以下を対象とした、民間団体等が
実施する1泊2日以上の自然体験型学習事業実
施団体：5団体
県内のNPO団体や自然体験活動団体へ周知、
参加を依頼

◇子ども地域学習推進事業
子どもが主体的に中山間地域の活性化のため
に、森林や林業などの課題を解決するためのプ
ロセスを体験する。
　目標：各回の参加者数１４名
　　　　　参加者満足度９０％以上

○自然体験型学習事業
・学校行事として実施する2泊3日以
上の自然体験型学習事業実施地域
（校）
　香美市（片地小）
　日高村（日下小・日高中）
・概ね高校生以下を対象とした、民
間団体等が実施する1泊2日以上自
然体験型事業実施団体
　高知市子ども劇場
　高知県青年団協議会
　特定非営利活動法人GIFT

◇子ども地域学習推進事業
・講座のべ参加数40名
　第１回　５名（大学生）
　第２回16名（小中高、大学生）
　第３回15名（小中高、大学生）
　動画制作４名（大学生）
・高知県社会教育委員会において
事業の報告を行う。

○自然体験型学習事業
・今年度は、新型コロナウィルス感
染症の影響により、やむを得ず予定
していた実施数までは至らない状況
であった。

◇子ども地域学習推進事業
・参加者満足度87％
・活動動画アクセス数
　Facebook255回
　YouTube53回
・小中高、大学生すべての校種の参
加者が揃ったことで、幅広い意見が
出される等、活動の充実に繋がっ
た。
・大学生がすべての運営を担ったこ
とで企画力・運営力を身につけた。

○自然体験型学習事業
森林環境保全、防災等、校地の豊かな森林をは
じめとした自然環境を活用した多様なプログラム
の実施
・学校行事として実施する2泊3日以上の自然体
験型学習事業実施校：15校
　（実施予定校）
　仁淀川町（2校）・須崎市（1校）・香美市（1校）
　大川村（2校）・檮原町（1校）・津野町（4校）
　四万十町（1校）
・概ね高校生以下を対象とした、民間団体等が
実施する1泊2日以上の自然体験型学習事業実
施団体：10団体

○森林活用指導者育成事業
・学校林をはじめとした地域の森林等、豊かな自
然環境等を活用し、保幼、小中高の児童生徒を
対象に体験を中心とした森林環境教育を推進す
ることのできる人材育成研修を行う。
・目標：学校林などを活用した除間伐作業の補
助、動植物の観察、植林、木登りなどの野遊びな
どの体験活動を支援できる地域人材を100名以
上育成する。
（令和3～7年の5年間）

◇子ども地域学習推進事業
・事業廃止
・これまでの活動は委託先のホームページにて
紹介
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

文化振興
課

11 県立坂本龍馬記念館
（教育普及事業）

小中学校を対象に記念館職員等に
よる坂本龍馬を通じた歴史学習・地
域学習・総合学習の出前授業を実
施する。

○出前授業の認知度がまだ低い。
○子どもたちの興味をひき、かつ参
加しやすい内容の検討。

○年間20校程度
○参加者30名程度

○県内市町村の教育委員会に出
向き、出前講座についての説明を
行い、認知度をあげるよう努める
○6月上旬までに内容を確定させ、
夏休み前には広報を行う。（８月上
旬実施）

〇出前授業
　年間20校→40校
〇夏休み・子ども龍馬フォーラム
　参加者　30名
〇夏休み子ども教室
　参加者　40名

〇出前授業
　学校実施箇所：２校
　参加者：108人
　児童クラブ実施箇所：16ヶ所
　参加者：624人
〇夏休み・子ども龍馬フォーラム
　新型コロナウイスル感染症の影響
により中止
〇夏休み子ども教室
　回数：２回（１日、午前・午後で実
施）
　参加者：９名

○新型コロナウイルス感染症の影響
により、やむを得ず事業の中止や定
員の減を行ったため、目標の達成が
困難であった。
○出前授業では、児童クラブへの案
内をＲ元年度より早い６月頃に送付
したことにより、夏休み期間中の出
前授業の開催につながり、コロナ禍
ではあったが一定の開催機会を確
保できた。
○子ども教室では、「和紙」をテーマ
に、工作を楽しみながら坂本龍馬や
幕末の手紙・本について知識を広め
ることができるよう取り組みを行っ
た。

○夏休み・とさっ子幕末ツアー
　 １回開催、親子15組（30名）
○夏休み・りょうま工作教室
　 ２回開催、延べ40人（10組（20人）×２回）
○出前授業
　 30回開催、延べ500人

文化振興
課

13 県立高知城歴史博物館
（教育普及事業）　

子ども達へ歴史・文化を体験する場
を提供し、文化財や伝統文化への
興味・関心の目を向ける機会を作
る。また、学校の授業に協力し、出
張授業や見学受け入れを行う。

○子どもたちが楽しみながら歴史に
親しめるよう、子ども向け体験型講
座等を実施している。

○子どもたちが、日本と土佐の歴
史・文化にふれる機会と内容の充
実を図る。

○子供向け体験講座の開催等によ
り、子どもたちに歴史・文化を体験
する場を提供するとともに、展示方
法に工夫を加えることで、文化財や
伝統文化への興味・関心の目を向
ける機会を充実させる。また、学校
の授業に協力し、出前授業や見学
の受け入れ等を行う。

○子供向け体験型講座
○わくわくたんけんシリーズ
○夏休み工作教室
○みるきくさわるシリーズ
○学校見学の受け入れ
○学校出前授業
○フィールドワーク学習への協力
○職場体験学習の受入
○スクール・ミュージアムバス事業

○子供向け体験型講座
○わくわくたんけんシリーズ
○夏休み工作教室
○みるきくさわるシリーズ
○学校見学の受け入れ
○学校出前授業
○フィールドワーク学習への協力
○職場体験学習の受入
○スクール・ミュージアムバス事業

文化振興
課

14 県立歴史民俗資料館
（教育普及（学校教育）
事業）

小学校への歴史に関する出張派遣
授業の実施、中高生の職場体験学
習の受入れ、来館して展示見学や
ビデオ学習等を行う学校に対して
バス借上げ料を負担する。

○子どもたちの歴史や文化に触れ
る機会を充実させるよう、ワクワク
ワーク(子ども歴史教室)等を実施し
ている。

○子どもたちが、歴史や文化に触
れる機会を充実させる。

○小学校への歴史に関する出張派
遣授業の実施や中高生の職場体
験学習の受入れ、来館による展示
見学・ビデオ学習等を行う学校に対
するバス借上げ料の費用負担。

○ワクワクワーク
○派遣授業　８回
○体験学習　15校
○バス借上げ来館授業　１回　
○授業応援教材の開発
○職場体験

○ワクワクワーク　２回開催　24人
○派遣授業　４回　140人
○調査・調べ学習　中学校１校（２
回）　18人
○体験学習（学校来館）　１校
○学校教育活動支援事業　１校
○旧大栃高校民具見学　２校
○教材貸出　３校

○体験活動など子どもたちの歴史や
文化に触れる機会を充実させるとと
もに、学ぶこと、働くことを通して社会
的・職業的自立に向けて必要な基盤
となる資質・能力の育成につながる
よう、引き続き取組を実施していく。

○ワクワクワーク　３回
○派遣授業　８回
○体験学習　15校
○学校教育活動支援事業　６校
○授業応援教材の開発　１件
○調査・調べ学習への支援　２回
○職場体験の受入

文化振興
課

15 県立美術館
（教育普及事業）

美術館職員が学校に出向き、授業
目的に応じた美術講座を実施する
とともに、遠隔地の学校の児童、生
徒に対して、美術作品を学校の体
育館等に１日展示紹介することで、
本物の作品に触れる機会を提供す
る。

○平成25年度から平成29年度まで
の5年間で、87回（3,868人）の出前
講座を開催している。

○年間20件以上の出前講座の開
催

○現在行っている出前講座を継続
して行っていく。

○スクールプログラム
　①出前びじゅつ講座
　②出前クラシック教室
　③出前演劇教室

○スクールプログラム
　①出前びじゅつ講座：７回、４校、
353人
　②出前クラシック教室：５回、２校、
34人
　③出前演劇教室：１回、１校、160
人
　④ミュージアムバスツアー：６回、６
校、166人
　⑤学校見学の受入：10回、８校、
358人

○コロナ禍により、中止になった学
校などもあったが、要望があった学
校に対し、教育委員会、学校、教員
と連携を取りながら実施できた。
○「マテリアル・ミュージアム」の素材
を活用した、鑑賞と体験の２本立て
の授業を実施し、子どもたちから高
い満足度が得られた。
○県内小中学校等へのスクールプ
ログラムの更なる広報や、学校等来
館時の受入体制整備（スタッフ、鑑
賞ツール等）が課題として挙げられ
る。
〇依然として、利用のない学校・地
域は少なくないので、プログラムの
広報や利用の見直しが課題として挙
げられる。

○スクールプログラム
　①出前びじゅつ講座
　②出前クラシック教室
　③出前演劇教室
　④ミュージアムバスツアー

スポーツ課 16 「わいわいチャレンジ！」　
（スポーツ体験事業）

(R1廃止)

県下小学生を対象にオリンピック種
目からニュースポーツまで、日頃経
験できないスポーツ体験活動を通し
て、種目の特性を知ったり､生涯に
わたってスポーツに親しむための
基盤作りとなるようにする。また、
ジュニア選手として必要な知識やト
レーニングについて、実践を通して
学べる場とする。

○一定認知度も上がり、参加人数
も確保できるようなっている。
○内容を精査し、経験したスポーツ
を継続して続ける環境を作ることが
今後の課題。

○いろいろなスポーツを体験するこ
とにより、スポーツの楽しさを知り、
生涯にわたってスポーツに親しむ
習慣を持てるようになる。
○目標年間参加者数　のべ250人
以上

○年間10回のスポーツ体験事業を
設定。学校体育で経験しないような
スポーツを中心にスポーツに子ども
たちがふれあう場を設定する。
○経験したスポーツを続けていける
環境を作る。また、生涯にわたりス
ポーツに親しむ基礎を作る。

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

文化振興
課

12 県立文学館
（教育普及事業）

朗読を通して文学に親しむ子どもた
ちを育てるため、小中学生を対象に
朗読コンクールを実施する。カル
チャサポーターによる子どもたちが
興味を持つお話しや、土佐民話の
紙芝居、絵本の読み聞かせを行
う。

○次代を担う子どもたちに喜びと感
動を与え、創造性豊かな心を育む
ことができるよう、児童生徒文学作
品朗読コンクール等を実施してい
る。

○次代を担う子どもたちに喜びと感
動を与え、創造性豊かな心を育む。

小中学生を対象にした朗読コン
クールや絵本の読み聞かせを実施
する。

○児童生徒文学作品朗読
　　　　　　　　　　　コンクール
○おはなしキャラバン（館内・出張）

○児童生徒文学作品朗読コンクー
ル
   新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止
○おはなしキャラバン（館内・出張）
　26回（館内６回、出張20回）
　参加者 1,964人
＊新型コロナウイルス及び吊り天井
工事の臨時休館で館内開催は６回

○朗読コンクールは中止のため評価
無し。

○新型コロナウイルス感染拡大状況
の中で、依頼も例年に比べて少な
かったが、感染防止対策を十分に講
じた上で事業を展開し、土佐民話紙
芝居や絵本の読み聞かせを通して、
参加者の皆さんに楽しい時間を届け
ることができた。
　カルチャーサポーターからも、どの
ような状況にあっても活動を継続し
ていきたいとの意見も寄せられるな
ど、当該事業の意義を再確認できる
機会となった。

○児童生徒文学作品朗読コンクール
○おはなしキャラバン（館内・出張）

○夏休み　博物館クイズラリー　 
   8／1～8／31（238名）
○博物館バックヤードツアー　　
   ①11／1　②11／3（計14名）
○開館４周年「城博の日」高知城な
ぞときツアー！　
   3／7（13名）
○学校見学の受入　91校
○学校出前授業　10校
○フィールドワーク学習への協力　
13校
○職場体験学習の受入　１校
　（職業インタビュー　２校）
○ホームページに「おうちミュージア
ム」を特設

＊以下の事業は、新型コロナウイル
スの感染拡大防止のため中止。
○わくわくたんけんシリーズ
○夏休み工作教室シリーズ
○みるきくさわるシリーズ
○スクール・ミュージアムバス事業

○子ども向けの催事では、子どもた
ちが自ら考え、発見する探求型の学
びを目指し、その内容や進め方等の
工夫を行った。今後も子どもたちが
能動的・主体的に関わり、知的好奇
心に満ちた学習の場となるよう、より
一層内容の充実を図っていきたい。
○新型コロナウイルスの感染拡大を
受けて、子どもたちが自宅でも楽しく
学ぶことができるようなコンテンツ（お
うちミュージアム）を用意した他、展
示室内の密を防ぎながら楽しく学べ
る博物館全体を用いたクイズラリー
等の催事を実施した。
○学校教育への協力については、
博物館を活用することでより高い学
習効果が得られるよう、学校来館時
の見学・体験プログラムやワーク
シート、体験道具等の充実を図って
いきたい。

4
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

生涯学習
課

17 ふるさと教育推進事業 郷土の偉人や歴史等の学習や体
験活動を通じて、ふるさとへの理解
を深め郷土愛を育むために、専門
性や広域性を生かして活動する団
体を支援し、ふるさと教育を推進す
る。

○本来、社会教育で公民館等が担
うべき郷土学習が十分になされて
いない。または、対象が一部の大
人に留まっている。

○ふるさと教育を更に推進するた
め、小学生が郷土の偉人の生き方
や志について公民館を学びの拠点
としてフィールドワーク等を通して学
ぶ機会を増やす。

○活動全般において子ども達の積
極的な参加を促す。　　

○子ども達の郷土の歴史、偉人の
志に対する興味・関心、知識が向
上している。

○子ども達がおもてなしの精神を学
ぶことで他者を思いやる心を身につ
けている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○フィールドワーク等、体験を通じ
て郷土の歴史や文化に触れさせる
ことで、子ども達の知的好奇心を喚
起させ、意欲的に郷土学習に取り
組むように促すことで、教育大綱に
掲げられた基本理念「郷土への愛
着と誇りを持ち、高い志を掲げ、日
本や高知の未来を切り拓く人材の
育成」の実現を目指す。

○お遍路さんへの接待を毎年度行
い、おもてなしを通じて子ども達の
道徳性の涵養（自尊感情、夢や志、
思いやり、規範意識、公共の精神
等）に繋げる。　　　　　　　　　　　

○ふるさと教育推進事業費補助
＜土佐史談会＞
・出前講座等の実施
＜高知県連合婦人会＞
・子どもによるお遍路さんの接待等

○郷土学習支援事業実施　　　　　　　　　　　　　
＜土佐史談会＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・フィールドワーク等の実施

○ふるさと教育推進事業費補助
＜土佐史談会＞
・出前講座等の実施
　高知追手前高校90名（２時間）
　須崎総合高校７名
＜高知県連合婦人会＞
・子どもによるお遍路さんの接待等
　室戸市：65名参加　第25番札所
　津野町：35名参加　第37番札所

○郷土学習支援事業実施
＜土佐史談会＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・フィールドワーク等の実施
　南国市　大湊小学校４・５年生
　　　　　　　全５回　のべ参加者54名　　　　　
　高知市　布師田小学校３・４年生
　　　　　　　全３回　のべ参加者69名

○ふるさと教育推進事業費補助
・出前講座では、郷土の歴史や先人
たち功績についてふれ、縁のある史
跡等を訪問することで、郷土への関
心や愛着を高め、郷土の魅力の再
発見につなげることができた。
・子どもによるお遍路さんの接待で
は、小学生が地域での世代間交流
や県外の方々への接待から、感謝
する心やおもてなしの心の大切さに
ついて学ぶことができた。

○郷土学習支援事業
・校区の公民館と連携した取組を行
うことで、学校教育だけでは得ること
のできない地域の方々との交流や地
域の歴史について深い学習を展開
することができた。
・学習成果を小冊子にし、学校及び
関係者に配布することで情報の発信
を行った。
　南国市：参加者満足度75.5％
　高知市：参加者満足度87.2％

○ふるさと教育推進事業費補助
＜土佐史談会＞
・出前講座等の実施
＜高知県連合婦人会＞
・子どもによるお遍路さんの接待等

○郷土学習支援事業実施　　　　　　　　　　　　　
・事業廃止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生涯学習
課

18 地域学校協働活動推進
事業
（H30　学校支援地域本
部等事業）

学校・家庭・地域が一体となり、地
域ぐるみで子どもたちを見守り育て
る体制づくりを推進する。

○全市町村で学校支援地域本部
の取組が行われている。
・学校支援地域本部が設置された
学校数　小：114校、中：73校、義務
教育学校2校

・未実施校へのアプローチを強化
し、設置拡大の取組を更に進めて
いく必要がある。
・市町村や学校によって地域と連携
した学校支援活動の内容に差があ
る。
・学校と地域とがパートナーとして
子どもたちを見守り育てる「高知県
版地域学校協働本部」の仕組みを
県内各地へ展開させていく必要が
ある。
・地域コーディネーター人材の確保
や育成に課題がある。

○学校や地域の実情に応じて、地
域の方が学校のさまざまな活動に
参画し、地域全体で子どもたちを見
守り育てる仕組みが構築されてい
る。
○各地域学校協働本部において、
充実した様々な活動が活発に実施
されている。
・地域学校協働本部が設置された
学校数
小学校：150校以上
中学校：80校以上　　
・地域学校協働本部における学習
支援、登下校安全指導、環境整備
等の学校支援活動回数　
15,000回以上　　
・民生・児童委員が活動に参画して
いる地域学校協働本部の割合
　　100%

○市町村への財政支援を継続する
とともに、地域学校協働本部の未
設置校、設置校、高知県版地域学
校協働本部（市町村推進校）それ
ぞれに対し、働きかけと支援を行
い、設置促進と活動内容の充実及
び学校支援から連携・協働へ向け
て、取組の深化を図っていく。
○活動に携わる地域コーディネー
ターや支援者等の確保、育成につ
なげる研修の場を提供していく。

（１）運営等補助
　 34市町村204本部289校（うち、県立校8本部8
校、高知市42本部42校）
（２）市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研修会　3
回
・地域コーディネーター研修会　3回
・取組状況調査（9月）
（４）学校地域連携推進担当指導主事の配置（4
名）
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支
援（4月～）
・実施校状況確認票による現状確認の取組（6月
～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協議（6回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
・市町村毎の高知県版地域学校協働本部設置促
進計画更新の支援（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働本部設置計画
の再検討・作成（2月）

（１）運営等補助
　 34市町村204本部289校（うち、県
立校8本部8校、高知市42本部42校）
　※補助対象は高知市除く
（２）市町村訪問　適宜
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動ブロック
別研修会
　中・西・東部×各1回開催
（11～2月）
・地域コーディネーター研修会
　中・西・東部×各1回開催
（10～11月）
（４）学校地域連携推進担当指導主
事の配置（4名）
・高知県版地域学校協働本部（実施
校）の決定・取組支援（4月～）
・実施校事業状況調査票による現状
確認の取組（6月～）
・学校地域連携推進担当指導主事と
の協議（6回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
（年間419回）
・市町村毎の高知県版地域学校協
働本部宇設置促進計画作成の支援
（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働
本部設置計画更新（3月）

○地域学校協働本部の設置は順調
に進んでおり、コロナ禍における見
守り活動や学習支援が不安を抱える
子どもたちの心の安定につながった
という声もあった。
・地域学校協働本部が設置された学
校数　小：171校、中：100校、義務教
育学校2校

・市町村や学校によって活動内容に
差があることから、学校と地域の理
解を深めるとともに、活動の充実の
鍵となる地域コーディネーターの確
保・育成などが求められる。

○高知県版地域学校協働本部実施
校において、高知県版の趣旨に沿っ
た特色ある仕組みや工夫した取組
が行われた。
・H29-R2実績 小：135校、中：63校

○高知県版地域学校協働本部実施
校数は、昨年度の各市町村の設置
計画を上回っている。

・各市町村の「高知県版地域学校協
働本部」の取組が円滑に進むよう県
の支援が必要である。

（１）運営等補助
　 34市町村205本部288校（うち、県立校8本部8
校、高知市46本部46校）
（２）市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研修会　3
回
・地域コーディネーター研修会　6回
・取組状況調査（9月）
（４）学校地域連携推進担当指導主事の配置（4
名）
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支
援（4月～）
・実施校事業状況調査票による現状確認の取組
（4月～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協議（6回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
・市町村毎の高知県版地域学校協働本部設置促
進計画更新の支援（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働本部設置計画
の再検討・作成（2月）

生涯学習
課

19 新・放課後子ども総合プ
ラン推進事業
（H30　放課後子ども総
合プラン推進事業）
　※再掲(８番)

放課後の子どもたちの安全・安心な
居場所づくりや学びの場の充実を
図るために、放課後児童クラブや放
課後子ども教室の設置を促進する
とともに、地域の方々の参画を得た
放課後のさまざまな活動を支援す
る。

○全小学校区の94.3％に放課後児
童クラブ又は放課後子供教室が設
置され、学習習慣の定着に向けた
学習支援が行われている。

・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活動
内容には差があり、充実した活動
事例の共有に加え、特別な支援が
必要な児童の受入に伴う専門知識
の向上等が求められる。

○学校と地域の連携により、放課
後において子どもたちがより安全で
健やかに育まれるとともに、放課後
の学びの場において、子どもたちが
学ぶ力を身につける風土ができて
いる。

・放課後子ども教室及び放課後児
童クラブの設置率
小学校：95%以上　
・放課後学びの場における学習支
援の実施率
小学校：96％以上

○放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に対
し運営等の補助を行うとともに、実
施状況調査等による市町村等への
助言や人材育成等の支援を行う。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ185(98)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成11か所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、教材等購入経費、
　　発達障害児等への支援者の謝金
　　への補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 10回
　・全市町村訪問 9～10月
　・取組状況調査 8～9月

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ182(95)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成　4
市10箇所
　 　　（うち2施設R3へ繰越）
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、
　 食育学習経費、
　 教材等購入経費、
　 発達障害児等への
　　 支援者の謝金への補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への
支援
(6) 学び場人材バンクの活動
　・夏期出前講座実施回数　89件
(7) 活動内容の充実と指導員等の人
材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
（全4日）10～12月
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）
研修（全2日）12月
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 8回（新型ｺﾛﾅ対
策、発達障害理解、防災）10～2月　　
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

○全小学校区の96.3％に児童クラブ
又は子ども教室が設置されており、
学習支援の実施率はR1：98.1％から
R2：98.8％と増加している。

・待機児童及び児童の定員等、国の
施設基準等を満たしていない児童ク
ラブの解消に向け、新たな児童クラ
ブの整備と従事する職員の確保が
必要である。

・各児童クラブや子ども教室の活動
内容に差があり、充実した活動事例
の共有に加え、特別な支援が必要な
児童の受入に伴う専門知識・技能の
向上などが求められる。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室141(41)ヵ所
　児童クラブ189(94)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成5箇所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、
　　発達障害児等への支援者の謝金
　　への補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 11回
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

文化財課 21 高知県立埋蔵文化財セ
ンター
（出前考古学教室事業）

埋蔵文化財センターの職員が学校
に出向き、学校と連携して埋蔵文化
財の授業や体験学習を実施し、歴
史学習と文化財保護に関する普及
啓発を推進する。

埋蔵文化財を通して、子ども達を中
心とする次世代に歴史や文化、地
域への愛着について継承していくこ
と。

○埋蔵文化財の授業や体験学習
の実施をとおして、生徒の地域の
歴史と文化財保護に関する意識が
高まる。

4・5月
　前年度の実績報告
　当年度の契約の締結

9・10月
　次年度の取組の検討・募集

3月
　次年度の計画の決定

（指定管理機関：平成30年度～令
和４年度）

○出前考古学授業
対象：県内の小学校等約80校(前期50校,後期30
校)
前期：5月～7月　後期：9月～2月                                                                                                                                                                                                                    
前期は主に学校を対象として行い、後期は学校に
加えＰＴＡ、団体等も対象として実施する。

○52校1906人に考古学事業、展示
解説（出土遺物の実見）、体験学習
（火起こし、勾玉づくり）

埋蔵文化財への関心を持ってもらえ
る機会として貴重な機会であり、更
に教材に工夫を重ねながら実施して
いく。

○出前考古学授業
対象：県内の小学校等約80校(前期50校,後期30
校)
前期：5月～7月　後期：9月～2月                                                                                                                                                                                                                    
前期は主に学校を対象として行い、後期は学校に
加えＰＴＡ、団体等も対象として実施する。

【鑑賞事業】
絵本deクラシック、ウラシマコタロウ、
明和電機ライブ＆ヒゲ博士以外は中
止。

【普及事業】
〇ダンスワークショップ｢響-Kyoと踊
ろう！」では、車いすダンサーと健常
者ダンサーらと一緒にパフォーマン
スを体験するワークショップを実施。
〇ヨーロッパ企画のエチュードで学
ぶ演劇ワークショップを実施。
〇能のレクチャーから解説を交えた
実演まで盛りだくさんの内容の｢能
meetｓ高知｣を実施。

・新型コロナウイルスの影響で鑑賞
事業、普及事業ともに満足のいく事
業が出来なかった。制約がある中
で、感染防止対策をしたうえで、でき
る限りの事業を実施した。

生涯学習
課

20 青少年教育施設振興事
業

青少年の健全な育成に向けて、県
立青少年教育施設としての機能を
生かし、子どもも大人も参加できる
多様で魅力的な体験プログラムを
提供する。
また、体験活動等を通じて、中１
ギャップやいじめ・不登校等の未然
防止に向けて取り組む。

○社会の中で生きる力を子どもた
ちに育むために、青少年教育施設
の機能を生かした多様な体験活動
の提供を行っているが、少子化の
影響等により、施設の利用者数は
減少傾向にある。
○従来の体験活動や仲間づくりに
加え、地域の自然や歴史・文化など
を生かしてふるさとの良さを伝える
体験活動なども求められる。
○子どもも大人も参加できる魅力的
な体験プログラムを実施し、子ども
と大人が共に学び合う機会を増や
していくことが必要である。

○魅力的な主催事業の実施によ
り、様々な体験活動・集団活動への
参加を通じて、青少年の施設利用
者が増加している。

　県立青少年教育施設の青少年
（25歳未満）の利用者数
　　　延べ172，000人以上

○自然体験の充実や交通手段の
提供など、施設の特性やスタッフの
ノウハウを生かした活動プログラム
を提供することにより、更なる利用
促進を図る。

○リニューアルによる施設機能の
充実を有効に活用し、利用者の多
様な活動を実現させ、利用促進に
つなげていく。

○利用者のニーズを踏まえた魅力的な主催事業
の実施
○中１学級づくり合宿事業、不登校対策事業の実
施
○積極的な広報活動の実施

○主催事業の実施
　　青少年センター　７事業
　　幡多青少年の家　７事業

○中１学級づくり合宿事業の実施
　　青少年センター　２校
　　幡多青少年の家　８校

　不登校対策事業の実施
　　青少年センター　３回
　　　（延10人参加）
　　幡多青少年の家　４回
　　　（延51人参加）

○広報活動の実施
　・施設のパンフレットや主催事業の
チラシの配布
　・ホームページへの掲載　

○主催事業の実施
　新型コロナウイルス感染症の影響
により、やむを得ず中止した事業は
あったが、定員の減、日帰り日程へ
の変更など、内容を見直し工夫しな
がら実施することができた。
○中１学級づくり合宿事業は、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、キャンセルが多く発生したが、日
帰り日程への変更、受入時期の変
更、学校への出張指導への切り替え
など、臨機応変に対応し、参加した
学校からは好評価を得ることができ
た。
　不登校対策事業についても、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、当初予定した日程での実施はで
きなかったが、市町村別に２日に分
けて受け入れるなど、工夫して実施
することができた。
○広報活動の実施
　訪問による事業説明は控えざるを
得なかったが、パンフレットやチラシ
の配布、ホームページへの掲載等に
より、広く周知することができた。

○利用者のニーズを踏まえた魅力的な主催事業
の実施
○中１学級づくり合宿事業、不登校対策事業の実
施
○効果的な広報活動の実施

文化財課 22 高知県立埋蔵文化財セ
ンター
（公開講座事業）

市町村や学校と連携し、考古学の
基礎知識や地域の遺跡、遺物の概
要等についての講座を開催するこ
とで、歴史学習と文化財保護に関
する普及啓発を推進する。

埋蔵文化財センターの持っている
資料や知識を活かしながら、セン
ターの認知度向上と埋蔵文化財に
関する拠点施設となることを目指
す。

○公開講座事業を通じて、県民の
地域の歴史と文化財保護に関する
意識が高まる。

4・5月
　前年度の実績報告
　当年度の契約の締結

9・10月
　次年度の取組の検討・募集

3月
　次年度の計画の決定

（指定管理機関：平成30年度～令
和４年度）

○遺跡解説会(2回)
○まいぶん講座(4回)
○古代ものづくり体験教室(17回)
○親子考古学教室(34回)
○まいぶんセンターまつり(11月15日)
○考古学研究最前線解説会(2回)
○考古学から学ぶ史跡の見方(3回)
○山城講座と城歩き(4回)

○埋蔵文化財に関する各種講座や
市町村と連携した地域展・遺跡説明
会(１回)
○まいぶん講座(４回)
○古代ものづくり体験教室(14回)
○親子考古学教室(32回)
○まいぶんセンターまつり(中止)
○考古学研究最前線解説会(２回)
○考古学から学ぶ史跡の見方(２回)
○山城講座と街歩き(３回)
○移動展「土佐市の遺跡展」 

入館者数：年間3,914人
＜成果＞
・展示内容について時代背景を絞り
込んだことで分かりやすいと好評で
あった。
・小学生向けの歴史コーナーの設置
により調べ物学習での活用や入館
者からも分かりやすいとのとの評価
であった。
＜課題＞
・埋蔵文化財に関する核となる施設
として、発掘調査成果について新し
い知見や最前線の発掘情報を分か
りやすく、また、体験や講座を通した
講座など、更に、調査研究や埋蔵文
化財に対する関心や親しみが広が
るよう努めていく必要がある。
・各種講座等の企画や実施につい
て、さまざまな広報ツールを活用して
積極的に情報提供するとともに、地
域や歴史教育に欠くことのできない
施設であることを一層アピールして
いく。
・来館しにくい地域には積極的に出
向いて地域教育や歴史教育への活
用施設として一層アピールする。

○遺跡解説会(2回)
○まいぶん講座(3回)
○古代ものづくり体験教室(19回)
○親子考古学教室(32回)
○まいぶんセンターまつり(10月31日)
○考古学研究最前線解説会(2回)
○考古学から学ぶ史跡の見方(3回)
○山城講座と城歩き(4回)
○地域展「黒潮町の遺跡展」

文化振興
課

23 県立県民文化ホール
（子どもを対象としたコン
サート、映画等）

親子で楽しめる映画の上映、こども
たちを対象にビッグバンドスタイル
の演奏会や大型ミュージカルの上
演、県内高等学校吹奏楽部の合同
演奏会を実施する。

○0歳から5歳ぐらいまで(未就学児)
のこどもたちは成長の個人差が大
きいため、年齢制限の境い目設定
が難しい、また内容についても理解
の個人差が大きいため平準化が難
しい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○こどもだけの入場を許可するかし
ないかの判断に悩むことが大きい。

○児童生徒に対して質の高い芸術
文化に触れる機会を提供する。

○親子で楽しめるコンサートや映画
の上映、こどもたちを対象にした演
奏会や大型ミュージカルの上演、県
内高等学校の演劇指導や吹奏楽
部の合同演奏会を実施する。

【鑑賞事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○ドラゴンクエストコンサートI、Ⅱ、Ⅲ  
〇県文シネマ日和vol.13映画「おかあさんといっ
しょ　すりかえかめんえをつかまえろ」
○スライドモンスターズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○東京混成合唱団　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                                                       
○恐竜どうぶつ園
〇スケリグ
〇絵本deクラシック
〇ヨーロッパ企画第40回公演
○ウラシマコタロウ
○ウルトラマンステージ
○明和電機ライブ＆ヒゲ博士
【普及事業】
○高校演劇の技術指導
〇アウトリーチ事業
○児童生徒向けワークショップ 
○こうちこども音楽プロジェクト
○高知ジュニアオーケストラの育成
　　〃　第8回定期演奏会
　　〃　施設外演奏会

【鑑賞事業】
○ドラゴンクエストコンサートI、Ⅱ、Ⅲ  
〇ウルトラマンステージ
○スライドモンスターズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○東京混成合唱団ゾリステン公演　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                                                       
○恐竜どうぶつ園
〇ファミリーミュージカルおしりたんてい
〇高知市こども劇場50周年記念 こんにゃくざ「オ
ペラ森は生きている｣
〇ヨーロッパ企画第40回公演
〇まらしぃ ピアニストでYou Tuberのまらしぃによ
るコンサート
【普及事業】
○高校演劇の技術指導
〇アウトリーチ事業
○児童生徒向けワークショップ 
○こうちこども音楽プロジェクト
○高知ジュニアオーケストラの育成
　　〃　第９回定期演奏会
　　〃　施設外演奏会
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

文化振興
課

24 県立美術館
（教育普及事業）
　※再掲（１５番）

美術館職員が学校に出向き、授業
目的に応じた美術講座を実施する
とともに、遠隔地の学校の児童、生
徒に対して、美術作品を学校の体
育館等に１日展示紹介することで、
本物の作品に触れる機会を提供す
る。

○平成25年度から平成29年度まで
の5年間で、87回（3,868人）の出前
講座を開催している。

○年間20件以上の出前講座の開
催

○現在行っている出前講座を継続
して行っていく。

スクールプログラム
　①出前びじゅつ講座
　②出前クラシック教室
　③出前演劇教室
　④ミュージアムバスツアー

○スクールプログラム
　①出前びじゅつ講座：７回、４校、
353人
　②出前クラシック教室：５回、２校、
34人
　③出前演劇教室：１回、１校、160
人
　④ミュージアムバスツアー：６回、６
校、166人
　⑤学校見学の受入：10回、８校、
358人

○コロナ禍により、中止になった学
校などもあったが、要望があった学
校に対し、教育委員会、学校、教員
と連携を取りながら実施できた。
○「マテリアル・ミュージアム」の素材
を活用した、鑑賞と体験の２本立て
の授業を実施し、子どもたちから高
い満足度が得られた。
○県内小中学校等へのスクールプ
ログラムの更なる広報や、学校等来
館時の受入体制整備（スタッフ、鑑
賞ツール等）が課題として挙げられ
る。
〇依然として、利用のない学校・地
域は少なくないので、プログラムの
広報や利用の見直しが課題として挙
げられる。

○スクールプログラム
　①出前びじゅつ講座
　②出前クラシック教室
　③出前演劇教室
　④ミュージアムバスツアー

国際交流
課

25 親子で学ぶ国際理解講
座開催事業

子供たちに国際的な関心を持って
もらうための手段として、在住外国
人や県南米研修員が講師となり、
料理作り等を通して、様々な国の文
化や生活様式を知る。

○受講対象者を小学生（1年～6年）
とその親に拡大し、より多くの希望
者が参加可能となるようにする。

○県南米研修員や在住外国人に
講師として参加してもらい、外国人
住民の活躍の場・県民との接点を
作り多文化共生を推進する。
○国際感覚を持つ子供の育成。
○高知県人の南米移住に対する理
解促進。

○外国人住民や県南米研修生に
講師となってもらい、毎年２～３講
座程度開催する。学びの場・国際
交流の場とする。

○R2.8、県国際交流員、外国人住民、南米研修
員等を講師に招き、講座を開催する。

新型コロナウイルス感染拡大の影響
により中止

新型コロナウイルスの影響を注視し
つつ、可能な範囲での実施

○R３.８ 県国際交流員、外国人住民、南米研修
員等を講師に招き、講座を開催する。

国際交流
課

26 高知県・韓国全羅南道
小中学生相互国際交流

JALの支援（児童、引率の往復航
空券）により、本県と全羅南道の児
童福祉施設の児童の相互国際交
流（文化交流）を行う。

○全羅南道との児童交流事業を着
実に進める。
○若い世代の国際交流の促進。

○本県と全羅南道との児童交流事
業で、毎年、両地域の児童の相互
訪問が着実に進んでいる。
○相互訪問が進むことで、日本(高
知)と韓国(全羅南道)の友好交流に
意識を持つ児童が増えている。
両県道の交流のルーツである田内
千鶴子氏について理解を深める。

○県と包括協定を締結しているＪＡ
Ｌ全羅南道と連携しながら、児童交
流事業を着実に進める。
○相互訪問を毎年実施することで、
日本(高知)と韓国(全羅南道)の友
好交流に意識を持つ児童の増加に
つなげる。

R２年度の実施予定は現時点では未定 R２年度は未実施 課題：今後も同事業を実施するなら
ば、複雑な状況を抱える児童を国外
派遣する体制をきっちり構築してか
らの事業実施を考えていかなければ
ならない。

R３年度の実施予定は現時点では未定

まんが王
国土佐推
進課

27 「まんが教室」開催事業 県内のプロ、セミプロの漫画家が小
中学校等を訪問し、総合的な学習
の時間やクラブ活動の時間を利用
して、まんがの描き方、ストーリー
の作り方、表現方法を指導する。

○これまでの取組を着実に進める
とともに、開催したことのない地域
での開催に取り組む。

○これまでの取組を着実に進める
とともに、開催したことのない地域
での開催。

○これまでの取組を着実に進める
とともに、開催したことのない地域
での開催。

○県内の小中学生（ただし、高知市を除く）を対象
としたまんが教室の実施
○これまでの取組を着実に進めるとともに、開催
したことのない地域での開催。東部地区での応募
増加。
○コロナウィルス感染症の影響を受けて、例年よ
りも募集開始の遅延または中止も考えられる。

○17回開催、346名受講
（７／７、７／20、７／30、８／19、８
／20、８／31、９／４、９／17、９／
29、10／５、10／21、10／22、10／
27、11／12、11／30、12／４、12／
９）

【評価】
○東部地区、西部地区において同
等の開催数を確保できた。
○開催校及び受講生徒から好評を
得ている。
【課題】
○これまで高知市により実施されて
いた同様の事業が終わったため、高
知市内（地域限定）も対象として実施
する必要がある。

○県内の小中学生（ただし、高知市は鏡地区、春
野地区、土佐山地区に限る）を対象としたまんが
教室の実施。
○これまでの取組を着実に進めるとともに、開催
したことのない学校・団体での開催。
○コロナウイルス感染症の影響を考慮した実施と
感染予防の徹底。

まんが王
国土佐推
進課

28 「まんが塾」開催事業 県内の中高生を対象に年６回の講
座を開催し１枚まんが等の描き方
や考え方を学び、まんがで自分の
思いや考え方を表現できる人材の
育成を図る。
※令和２年度より、高知まんがＢＡ
ＳＥ運営委託先にて実施。

○県内で活動するプロやセミプロの
漫画家の協力を得て実施
○まんがを学ぶことに意欲的な中
高生の参加を得られる募集広報

○まんがで自分の思いや考え方を
表現出来る人材の育成
○まんが甲子園参加者のすそ野拡
大

○ＨＰや広報ツールでの募集
高文連や市町村教育委員会への
周知依頼

○「高知まんがBASE」の人材育成事業として、管
理運営事業者が実施
○令和２年４月～５月　「高知まんがＢＡＳＥ」が参
加者募集
○令和２年５月～令和３年３月　初級編、上級編
各６回の講座を実施

○参加者は５名（募集人員25名）
○全３回の講座を実施（会場：高知
まんがBASE）
○最終的に作品を提出した４名につ
いて、令和３年３月６日（土）に全国
漫画家大会議（イベント）にてプロの
漫画家３名＋講師、アドバイザーに
よる講評を実施

【評価】
○新型コロナウイルス感染症の影響
により参加者の確保が難しかった。
○５名中４名が最終作品を提出。プ
ロによる講評と具体的なアドバイスを
受けることができ、「まんが」による人
材育成につながった。
【課題】
○人員確保
○新型コロナウイルス感染症対策

○高知まんがBASEの人材育成事業として、管理
運営事業者が実施。
○募集人員25名（５月中募集）
○令和３年６月～令和４年３月で全６回の講座を
実施（クラス分けなし）。
○令和４年３月にプロの漫画家による講評を行
う。

スポーツ課 29 「わいわいチャレンジ！」　
（スポーツ体験事業）
※再掲（16番）

(R1廃止)

県下小学生を対象にオリンピック種
目からニュースポーツまで、日頃経
験できないスポーツ体験活動を通し
て、種目の特性を知ったり､生涯に
わたってスポーツに親しむための
基盤作りとなるようにする。また、
ジュニア選手として必要な知識やト
レーニングについて、実践を通して
学べる場とする。

○一定認知度も上がり、参加人数
も確保できるようなっている。
○内容を精査し、経験したスポーツ
を継続して続ける環境を作ることが
今後の課題。

○いろいろなスポーツを体験するこ
とにより、スポーツの楽しさを知り、
生涯にわたってスポーツに親しむ
習慣を持てるようになる。
○目標年間参加者数　のべ250人
以上

○年間10回のスポーツ体験事業を
設定。学校体育で経験しないような
スポーツを中心にスポーツに子ども
たちがふれあう場を設定する。
○経験したスポーツを続けていける
環境を作る。また、生涯にわたりス
ポーツに親しむ基礎を作る。

鳥獣対策
課

30 野鳥とのふれあい事業 愛鳥週間のポスター原画募集や親
子野鳥ふれあい教室などを実施
し、県民に鳥獣保護思想の普及・啓
発を図る。

○野鳥や自然にふれあう機会が少
なくなっていることから、親子で野鳥
観察を行うなど、自然観察による愛
鳥思想の普及啓発が求められてい
る。

○野鳥とのふれあい事業を通じ、
野生鳥類を身近に感じ、野鳥の保
護および自然環境保護についての
意識を醸成する。

○渡り鳥など野鳥の多い冬期に親
子野鳥ふれあい教室を実施し、夏
休みを利用してポスター原画コン
クールを行うと共に、愛鳥週間にあ
わせてポスター展を実施すること
で、年間を通して愛鳥思想の普及
を図る。

○愛鳥ポスター原画コンクール

○親子野鳥ふれあい教室の実施

○愛鳥週間ポスター展　　　　　

○愛鳥ポスター原画コンクール
・応募点数：5校・28点
・入選点数：3点
　　（うち全国入選：1点）

○親子野鳥ふれあい教室の実施
・令和3年1月17日　高知市鏡川河畔
柳原・みどりの広場にて実施
・参加人数：10組・23人

○愛鳥週間ポスター展　
・日時：令和2年5月10日～5月16日
・場所：本庁舎１階北（正庁ホール
前）　　　　

○親子野鳥ふれあい教室やポス
ター原画展などを通じて野生鳥類を
身近に感じ、野鳥の保護及び野鳥思
想の普及啓発をすすめることができ
た。

○野鳥の保護及び野鳥思想のさら
なる普及。

○愛鳥ポスター原画コンクールの開催

○親子野鳥ふれあい教室の実施

○愛鳥週間ポスター展の開催　　

林業環境
政策課

31 山の学習支援事業 「木の文化」を身に付け、活動でき
る人材を養成するとともに、木や森
に関わる人々の技術や伝統を次代
に伝える。また、将来を担う子ども
達に「木の文化」が身に付く学習支
援を行う。

事業を活用する市町村（学校）の固
定化

○5年間で延べ300校、26,000人の
児童が森林環境教育を受ける。
○山の学習総合支援事業を継続
し、実施校の年間カリキュラムに森
林環境教育を組み込む。

○年間60校、5,200人の児童が森
林環境教育を受ける。
○山の学習総合支援事業を継続
し、小中学校長会等を通じて事業
の周知を図り、実施校の増加につ
なげる。

○森林環境教育を実施する小中学校等を対象に
補助する

○年間を通した森林環境教育を実
施　67校、5,253人

○目標の目安となる年間60校、
5,200人の児童という数値に対して近
い実績値で事業を行えている。
○事業を活用する市町村（学校）が
固定化の傾向にある。

○森林環境教育を実施する小中学校等を対象に
補助する

7
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

林業環境
政策課

32 森林公園等管理運営費
（甫喜ヶ峰森林公園森
林環境学習支援事業・
森林研修センター情報
交流館森林環境教育推
進事業）　

親子で参加できる木工クラフトや、
自然観察、炭焼体験などの子ども
向けイベントを開催し、森や自然環
境への関心を高める。　

平成27年度より、甫喜ヶ峰森林公
園、森林研修センター情報交流館
の管理業務内容に森林環境教育
の企画・実施が含まれており、実施
回数も増加傾向にあることから継
続実施

○児童生徒が参加するイベントの
回数
甫喜ヶ峰森林公園　５年間で150回
情報交流館　　　　　５年間で500回

○児童生徒が参加するイベントの
回数
甫喜ヶ峰森林公園　年間30回
情報交流館　　　　年間100回

○甫喜ヶ峰森林公園
・木工クラフト、間伐体験などのイベント
・小中学校や幼稚園等を対象とした森林環境学
習

○森林研修センター情報交流館
・森の音楽会、炭焼き体験などのイベント
・小中学校や幼稚園・保育園等を対象とした森林
環境学習

○甫喜ヶ峰森林公園
・木工クラフトや間伐体験など小中学
校や幼稚園・保育園等を対象とした
森林環境学習 42回

○森林研修センター情報交流館
・木工クラフトや間伐体験など小中学
校や幼稚園・保育園等を対象とした
森林環境学習　68回

○甫喜ヶ峰森林公園では、目標の目
安となる年間30回以上という数値で
事業を行えている。
○森林研修センター情報交流館で
は、新型コロナウィルス感染防止対
策のため17回分が中止になるなど、
目標の目安となる年間100回以上と
いう数値に対し少ない実績値となっ
た。

○甫喜ヶ峰森林公園
・木工クラフトや間伐体験など小中学校や幼稚
園・保育園等を対象とした森林環境学習

○森林研修センター情報交流館
・木工クラフトや間伐体験など小中学校や幼稚
園・保育園等を対象とした森林環境学習

木材産業
振興課

33 乳幼児等木育推進事業
（乳幼児等木育推進事
業木の香るまちづくり推
進事業（木育推進事業）
へ統合）

市町村等が行う乳幼児への木製玩
具等の配布を支援する。

取り組み市町村の増加に向けた制
度の周知が必要

多くの市町村で取り組むことで、保
護者と乳幼児が日頃からから家庭
で木に触れ木に親しむ機会をつくる

事業実施市町村の拡大 ・木育の周知
・補助事業の実施
・補助事業要望の実施
・補助金交付要綱の制定

〇５市町　198人へ木製玩具を配布 〇令和元年度に引き続き事業の周
知・活用が進んでいる、
（令和３年度要望調査：５市町２４３
人（予定））

〇事業を継続して行うとともに、活用
していない市町村に向けての周知を
徹底していく

・補助事業の交付決定
・補助事業の実施
・木育の周知
・補助事業要望調査の実施
・補助金交付要綱の改正

環境共生
課

34 環境活動支援センター
事業
　※再掲（6番）

子どもたちが環境について考え、行
動し、その経験を絵日記すること
で、環境意識を育むことを目的とし
た環境絵日記コンテストを実施す
る。
また、体験型の環境イベントを開催
して子どもたちが環境について見
て、触れて、遊んで、学べる機会を
提供する。

○環境絵日記の応募作品の普及
啓発活動への活用。
○環境絵日記については、子ども
たちの参加意欲を促すため全作品
をデジタル化してウエブ公開してい
るが、費用を要するため、応募数が
増えすぎると予算面で対応が難しく
なる。

○環境絵日記コンテストの応募作
品数は現状レベル（3,500～4,000
点）を維持。

○空白地帯（未実施市町村、未実
施校）の解消

○環境絵日記コンテストの開催
○体験型環境イベントの実施（1回/年）

○環境絵日記コンテストの開催（募
集期間6/15～9/8、応募作品数
3,305点）
○環境イベントの開催（2/27シンポ
ジウム「深海のふしぎな生きものと海
洋プラスチック汚染」）

○環境絵日記コンテストについては
新型コロナ感染症の影響で学校行
事が大幅に縮小されるなか、応募作
品数は対前年比８６％にとどめるこ
とができた。
○体験型イベントの実施が難しいた
め、イベントの内容をシンポジウム
（ＷＥＢ配信あり）に見直すことで効
果的な実施につなげることができ
た。

○環境絵日記コンテストの開催
○環境イベントの開催（1回/年）

環境共生
課

35 牧野植物園管理運営費
（教育普及事業）

親子で参加できる「子ども自然体験
教室」や、夏休み中の子ども向けイ
ベントの開催等により、植物や自然
環境への関心を高める。また、小中
学校向け教育プログラムを実施す
る。

子どもを含めた入園者数が伸び悩
んでいる。
また、子どもを対象とした学習プロ
グラムは好評であるが、実施するた
めの場所や体制が十分でなく、また
学校側の希望時期が重なることも
あり、必ずしも希望に添えていな
い。

児童生徒の利用の増 平成３０年度に子ども等を対象とし
た学習プログラムを実施するため
の園地を整備するとともに、学校関
係者等との意見交換も踏まえてプ
ログラムの充実をはかり、年間を通
して学校に利用していただける体制
を整える。

○植物教室
　押花教室、植物画教室、ふれあい植物観察会、
五感で楽しむ子ども自然体験教室等
○夏休みイベント等
　「サボテンと多肉植物展」「夏にスタンプラリー」
「オオオニバスにのろう」「夜の植物園」
○学習プログラムの拡充
ふむふむ広場及び展示館シアターを活用した植
物園の学校利用の促進

○植物教室
　新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止となった
○夏休みイベント等
　「夏にスタンプラリー」「夜の植物
園」を実施した
新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため「サボテンと多肉植物展」「オオ
オニバスにのろう」は中止となった
○学習プログラムの拡充
校外学習向けの教育プログラムを実
施した

○新型コロナウイルス感染症対策に
かかる休園や団体利用の自粛によ
り子どもの入園者数は減少している
　R１　24,733人　→R２　16,298人

○ふむふむ広場での学習プログラム
を引き続き各学校と連携して作成・
広報し、児童の学習利用機会を提供
していく必要がある

○植物教室
　押花教室、植物画教室、ふれあい植物観察会、
五感で楽しむ子ども自然体験教室等

○夏休みイベント等
　「食虫植物展」「夜の植物園」「オオオニバスに乗
ろう」「植物スタンプラリー」

○学習プログラム
　ふむふむ広場及び展示館シアターを活用した植
物園の学校利用の促進

環境共生
課

36 県立こどもの森管理運
営費

自然の中での野外活動を通じ、子
どもたちの心身の育成を図ることを
目的に設置された月見山こどもの
森の施設管理運営を行う。

第三期計画の五年目にあたるH29
年度に目標数値であった、年間利
用者数23,000人を上回ることができ
た。
第四期については、5ヵ年通じての
目標数の達成を目指す。

○目標年間利用者数23,000人 小学校の遠足等の受け入れ数を増
やしていけるよう、また一般の来園
者についても県内から広く来ていた
だけるよう広報活動に取組む。

○森林環境教育・体験学習 
　・アスレチック、
　・木工クラフト等
　・自然観察
○森の学校
　・レインスティック、竹笛作り等
　・グリーンアドベンチャー
　・写真展
○森と海の学校
　・親子木工教室、竹とんぼ大会等
　・木工クラフト体験
○出前教室
　・木の実クラフト
　・木工体験
○他団体との連携
　・木の実クラフト、木工クラフト体験

○森林環境教育・体験学習 
　・アスレチック
　・木の実クラフト
　・ネイチャーゲーム
○森の学校
　・木の実クラフト、万年暦作り
　・木工教室等
　・写真展
○出前教室
　・万年暦作り
　・自然観察
○他団体との連携
　・ペーパークラフト体験
　・アスレチック、ネイチャーゲーム

○新型コロナ感染症のため例年開
催している「森と海の学校」事業は中
止となったが、新型コロナ感染症対
策を行いながら事業を実施する等で
年間26,548人の利用があり、令和２
年度の利用者目標25,000人を達成
することができた。

○学校等の遠足利用については、よ
り一層広報を充実させて利用促進に
つなげていく必要がある。

○森林環境教育・体験学習 
　・アスレチック、
　・木工クラフト等
　・自然観察
○森の学校
　・木工クラフト等
　・ネイチャーゲーム
　・写真展
○森と海の学校
　・木工教室
　・木工クラフト体験
○出前教室
　・木の実クラフト等
　・竹とんぼ、竹笛作り等
○他団体との連携
　・木の実クラフト、木工クラフト体験等

防災砂防
課

37 こども防災キャンプ 子ども達が家族や地域とともに災
害についての知識を授業形式によ
る体験学習を通じて学び、地域も一
体となって学習する。

災害についての知識や身の守り方
を知らない子供達にわかりやすく教
育していく必要がある。

こども達が家族や地域とともに災害
についての知識を学習し、いざとい
う場合の対応方法を実習すること
で、こども達が自ら自分の安全を守
る力を身につける。

毎年２校程度継続して、こども防災
キャンプを実施していく。

６/20　吾北小学校
11/７　大栃小学校

11/14　大栃小学校
 2/20　吾北小学校

・近年も、台風や多発する豪雨によ
る土砂災害が県下で発生しており、
子どもたちの土砂災害に対する学習
の場として引き続き開催し、地域防
災力の向上にも資する取り組みとし
て進めていく。

8/25　拳ノ川・伊与喜小学校（合同開催）
10/16　山奈小学校

港湾・海岸
課

38 こども防災キャンプ 子ども達が家族や地域とともに災
害についての知識を授業形式によ
る体験学習を通じて学び、地域も一
体となって学習する。その一環とし
て、津波学習を行う。

災害についての知識や身の守り方
を知らない子供達にわかりやすく教
育していく必要がある。

こども達が家族や地域とともに災害
についての知識を学習し、いざとい
う場合の対応方法を実習すること
で、こども達が自ら自分の安全を守
る力を身につける。

毎年２校程度継続して、こども防災
キャンプを実施していく。

６/20　吾北小学校
11/７　大栃小学校

2/20　吾北小学校 ・津波防災学習を内陸部の学校で開
催したことで、津波対策に関する情
報等が広く周知されていない状況を
確認した。

・今後も若い世代から災害に関する
知識や身の守り方を身につけてもら
えるよう津波防災学習の取り組みを
続けていく。

8/25　黒潮町立拳ノ川・伊与喜小学校（合同）
10/16　宿毛市立山奈小学校

8
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小中学校
課

39 教育文化祭 県内の幼児、児童生徒及び教職員
の教育文化活動を広く県民に周知・
公開し、その成果をたたえ、本県の
教育文化の向上を図る。

◯幼児、児童生徒の教育文化の向
上に役立っている。
◯外部団体との連携が図れている
ため認知度が高い。
◯少子化による児童生徒数の減
少、学校統廃合による学校数減少
が予想され、児童生徒の参加者数
の微減が進む。

◯応募、出品の呼びかけをさらに進める。◯応募、出品の積極的な働きかけ
を行う。
◯外部団体との連携を図りながら、
認知度を向上させる。

◯教育文化祭行事の実施
・科学（理科）研究発表会
・音楽会
・連合音楽会
・作品展
・英語弁論
・体験発表
・作文
・読書感想文
・読書感想画

○行事実施状況
・高校生理科研究発表会（49名参
加）
・吹奏楽祭（1,819名参加）
・発明くふう展（360名参加）
・全国小・中作文コンクール（62名参
加）
・紙上書道展（111名参加）
・中高英語弁論大会（61名参加）
・美術教育総合展（20,001名参加）
・読書感想文コンクール（22,998名参
加）
・読書感想画コンクール（4,117名参
加）
・小砂丘賞（452名参加）
・こども県展（73,558名参加）
・定時制通信制生徒生活体験発表
会（270名参加）
　　児童生徒参加数　･･･　116,252名
　　観客等参加数　　･･･　　7,606名
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　
123,858名

○新型コロナウィルス感染症の拡大
によって、開幕式を含め９つの行事
が中止となった。
○会場変更、入場者数の制限、日程
の一部変更など感染予防をすること
で12の行事は開催できた。
○行事は半減したが、のべ12万人を
超える児童生徒、保護者、教職員、
関係者並びに一般県民が参加し、各
行事で目標を達成するとともに、例
年以上の高い評価を受けた。

◯教育文化祭行事の実施
・科学（理科）研究発表会
・音楽会
・連合音楽会
・作品展
・英語弁論
・体験発表
・作文
・読書感想文
・読書感想画

高等学校
課

40 感性を育む教育推進費
※令和２年度 全国高等
学校総合文化祭（こうち
総文）終了

高校生の文化活動の活性化、豊か
な情操や技術の向上を図る高等学
校総合文化祭を開催する。

○大会開催準備は概ね良好に推
移。
○各種公募を実施し、大会テーマ、
同毛筆表現、マスコットキャラク
ター、大会イメージソング歌詞が決
定した。
○平成28年度の「基本計画生徒検
討委員会」、平成29年度の「生徒広
報委員会」を開催し、それぞれ、今
後の方針や具体的な広報を考える
中で、生徒の大会への機運が向上
した。
○関係機関の協力体制が構築さ
れ、各機関の大会開催の意識を高
めることができた。
○高知県高等学校文化連盟に設
置されていない専門部関係の部門
に対する支援や部門委員の意識高
揚が課題
○天皇即位、オリパラに係る大会
日程や部門会場の変更の可能性
がある。
○オリ・パラ開催における、大会開
催時期の国内移動の制限や資材
の不足が予想される。
○配宿・交通などについて、高知県
のキャパシティの上で、課題が見ら
れることから、平成30年度からの調
査、調整を必要としている。

○生徒の文化活動が活性化し、生
徒の豊かな感性の育成や技術の
向上が見られる。

○第44回全国高等学校総合文化
祭高知県実行委員会を６月に設立
し、関係機関の協力体制を整える。

○第44回全国高等学校総合文化
祭生徒実行委員会を７月に立ち上
げ、生徒による本大会の企画立
案、実行に向けた取組を後押しす
る。

○第5回・第6回実行委員会の開催

○年間2回の企画運営委員会の開催

○月１回程度の部門代表者会の開催

○月１～２回程度の生徒実行委員会の開催

○100日前、50日前イベントの計画と開催

○総合開会式・パレードの計画と実施

○部門大会の計画と実施

令和２年５月12日に全国高文連から
開催内容の変更について、決定・発
表される。
○第５回高知県実行委員会開催（令
和２年６月19日）
　　※令和２年度事業計画の変更に
ついて承認される。
    　（国際交流事業・パレードは中
止）
　 第６回高知県実行委員会開催（令
和３年２月15日）
　 第７回高知県実行委員会開催（書
面開催）
○第６回企画運営委員会開催（令和
２年５月７日）
○部門代表者会（計６回実施）
○生徒実行委員会（計１回実施）
○生徒統括会議　解散式（令和２年
８月30日）
○100日前イベント（令和２年４月22
日）
　プレ大会動画等のWeb配信
○50日前イベント（令和２年６月11日
～７月30日）
　Twitter上でカウントダウンイベント
を実施
○総合開会式（令和２年８月６日）
○実施報告発表会（令和２年８月２
日～６日）
○WEB SOUBUN実施（（令和２年７
月31日～10月31日）

成果：全国高総文祭史上初となる
WEB SOUBUNを実施することができ
た。
新型コロナウイルス感染症対策を講
じ、県内の高校生のみで総合開会式
を行い、県内代表生徒の発表の場と
して実施報告発表会を実施すること
ができた。

生涯学習
課

41 環境学習推進事業
　※再掲（1番）

平成22年度に開催した「全国生涯
学習フォーラム高知大会」における
「環境フォーラム」での提言を受け、
ＮＰＯ等の団体や学校、青少年団
体が連携した自然体験活動や環境
学習を推進する。

○フィールドワークやボランティア体
験を通して体験的に地域課題を知
り、課題解決に向けたアイデアを出
すことができた。
●大人も子どもも自然体験離れが
進んでいるため、体験活動等の講
師依頼が少ない。

○自然体験に関わる指導者の育成
や、その活動の場の拡大により、よ
り多くの子どもたちに自然体験の機
会が提供されている。
◇各地で子どもが主体となった活
動が展開され、地域コミュニティの
活性化にもつながっている。

○指導者養成研修の実施（委託）
※H30年度事業終了
◇各校への周知や募集チラシの改
善を図るとともに、体験活動の教育
効果やその重要性について啓発を
行う。
○体験活動を希望する団体等への
指導者の派遣
○市町村訪問・校長会での説明を
行い、周知を図る。

○自然体験型学習事業
・学校行事として実施する2泊3日以上の自然体験
型学習事業実施校：20校
市町村教育委員会や校長会で事業の説明や勧
誘を行う。青少年教育施設に事業説明を行い、プ
ログラム開発や関係機関との連携を依頼。
・概ね高校生以下を対象とした、民間団体等が実
施する1泊2日以上の自然体験型学習事業実施
団体：5団体
県内のNPO団体や自然体験活動団体へ周知、参
加を依頼

◇子ども地域学習推進事業
子どもが主体的に中山間地域の活性化のため
に、森林や林業などの課題を解決するためのプロ
セスを体験する。
　目標：各回の参加者数１４名
　　　　　参加者満足度９０％以上

○自然体験型学習事業
・学校行事として実施する2泊3日以
上の自然体験型学習事業実施地域
（校）
　香美市（片地小）
　日高村（日下小・日高中）
・概ね高校生以下を対象とした、民
間団体等が実施する1泊2日以上自
然体験型事業実施団体
　高知市子ども劇場
　高知県青年団協議会
　特定非営利活動法人GIFT

◇子ども地域学習推進事業
・講座のべ参加数40名
　第０回　５名（大学生）
　第１回16名（小中高、大学生）
　第２回15名（小中高、大学生）
　動画制作４名（大学生）
・高知県社会教育委員会において事
業の報告を行う。

○自然体験型学習事業
・今年度は、新型コロナウィルス感染
症の影響により、やむを得ず予定し
ていた実施数までは至らない状況で
あった。

◇子ども地域学習推進事業
・参加者満足度87％
・活動動画アクセス数
　Facebook255回
　YouTube53回
・小中高、大学生すべての校種の参
加者が揃ったことで、幅広い意見が
出される等、活動の充実に繋がっ
た。
・大学生がすべての運営を担ったこ
とで企画力・運営力を身につけた。

○自然体験型学習事業
森林環境保全、防災等、校地の豊かな森林をは
じめとした自然環境を活用した多様なプログラム
の実施
・学校行事として実施する2泊3日以上の自然体験
型学習事業実施校：15校
　（実施予定校）
　仁淀川町（2校）・須崎市（1校）・香美市（1校）
　大川村（2校）・檮原町（1校）・津野町（4校）
　四万十町（1校）
・概ね高校生以下を対象とした、民間団体等が実
施する1泊2日以上の自然体験型学習事業実施
団体：10団体

○森林活用指導者育成事業
・学校林をはじめとした地域の森林等、豊かな自
然環境等を活用し、保幼、小中高の児童生徒を
対象に体験を中心とした森林環境教育を推進す
ることのできる人材育成研修を行う。
・目標：学校林などを活用した除間伐作業の補
助、動植物の観察、植林、木登りなどの野遊びな
どの体験活動を支援できる地域人材を100名以上
育成する。
（令和3～7年の5年間）

◇子ども地域学習推進事業
・事業廃止
・これまでの活動は委託先のホームページにて紹
介
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広報広聴
課

43 県庁見学 県民に県庁の仕事を身近に感じて
いただくために実施する。

○県庁見学の受け入れ（随時） ○県庁見学を通じて、子どもたちが
県庁や県政に関心を持つようにな
る。

○県庁見学の受け入れ（随時） ○県庁見学の受け入れ（随時） 土佐女子中学校 134人
日高村日下小学校　23人

学校の希望に添う内容で実施するこ
とができた。
今後も県庁見学の受け入れを行い、
子どもが県庁や県政に関心を持つよ
う努める。

○県庁見学の受け入れ（随時）

林業環境
政策課

44 山の学習支援事業
（山の一日先生派遣事
業）

人と木の共生を基本理念とする「木
の文化県構想」の一環として、県民
一人ひとりに森林や山を守る活動
の重要性に対する理解と関心を深
めて「こうち山の日」(１１月１１日)を
中心に行われる県民活動を支援す
る。

実施事業者が減少しており、事業
者の育成が必要

○5年間で延べ500回以上の派遣を
実施する。
○山の一日先生派遣事業を継続す
ることで、森林環境教育に携わる人
材を育成する。

年間100回以上の派遣を実施する
○山の一日先生派遣事業を継続す
ることで、森林環境教育に携わる人
材を育成する。

○次世代を担う子ども達等を対象に、森林環境教
育を推進するために、山の一日先生の派遣を行う
団体等に対して補助する

○幼稚園、保育園、小学校、子ども
会等で森林環境教育を実施
4団体で計77回、3,400人

○目標の目安となる年間100回以上
の派遣という数値に対して2割程度
少ない実績値となった。
○事業を活用する市町村（学校）が
固定化の傾向にある。

○次世代を担う子ども達等を対象に、森林環境教
育を推進するために、山の一日先生の派遣を行う
団体等に対して補助する

林業環境
政策課

45 木育指導員活動支援事
業

木育を推進することにより、木に対
する親しみや関心を持ってもらうた
め、幼児等に対して行う木育の活
動を支援する。

県内の木育指導は、任意団体が認
定した指導員（木育インストラク
ター）が行っているが、積極的に活
動の場を掘り起こして活動している
木育指導員が少ないため、新たな
指導員の育成とともに、保育園や
幼稚園での活躍の場を広く掘り起こ
し確保が必要

○新たな木育指導員の育成につな
がる養成講座等の実施と、養成し
た指導員の木育指導活動の定着
のため、活動の場の確保
○木育指導員を派遣する回数　５０
回
○地域のキーマンとなる木育指導
員の育成　５名

○当事業の実施により、木育指導
員の活動や養成講座等の実施を支
援するとともに、木育指導員養成や
活動に向けた課題や解決に向けた
手段を共有することにより、活動の
増加につなげていく。
○木育指導員を派遣する回数　５０
回

○木育指導員（木育インストラクター）の活動を支
援する団体等を対象に支援する。

○木育指導員養成講座のカリキュラ
ムを作成した

○新たな木育指導員を養成する準
備が一定整った

○木育指導員（木育インストラクター）の活動を支
援する団体等を対象に支援する。

木材産業
振興課

46 木の香るまちづくり推進
事業
（学校関連環境整備）

県内の幼稚園、保育園、小学校、
中学校その他子ども達の利用が多
い放課後児童クラブや図書館など
への木製品の導入を支援する。

事業実施する幼稚園、保育園、小
学校、中学校等を拡大するため事
業周知

○より多くの学校等に机や椅子な
どの木製品が導入され、子ども達
が木に触れ合う機会が増えてい
る。

事業実施する幼稚園、保育園、小
学校、中学校等の拡大

・補助事業の交付決定（4月～）
・補助事業の実施（4月～）
・令和３年度に向けた事業のＰＲ（ホームページへ
の導入事例紹介等）及び要望調査（10月）

〇R2年度　19団体　30施設（小中学
校や保育園等への机、椅子、遊具、
棚等の導入）

〇小中学校や保育園等への机や椅
子、木製の玩具や遊具、ロッカーや
棚等様々な場面で子ども達が木に
触れ合う機会が増え、子どもの木育
が着実に推進されている。

〇新たな事業体を増やすため、事業
周知の徹底が必要。

・補助事業の交付決定
・補助事業の実施
・来年度に向けた事業周知（HPでの過去事例紹
介等）
・補助事業要望調査の実施
・補助金交付要綱の改正

環境共生
課

47 環境活動支援センター
事業
　※再掲（6番）

地域の企業等の施設を訪問し、日
頃公開されていない場所を見学し
て、環境に配慮した取組について
学ぶ視察研修を実施する。

○学校における学習指導要領や年
間の行事スケジュール等との調整

○事業活動等に際してどのような
環境配慮がなされているか、子ども
たちの理解が進んでいる。

○学校側が参加しやすい時期（８
月）に実施する方向で調整

○環境イベントでの環境に対する意識の高い企
業の紹介や、生物多様性こうち推進リーダー制度
への企業の参加を検討

○環境学習講師派遣の一環として、
高知工科大学の協力を得て「エネル
ギーと地球環境」をテーマに環境学
習を実施（３回）

○ニーズに応じた環境学習を実施し
た。

○学校のニーズに応じた環境学習講師の派遣

環境共生
課

48 牧野植物園管理運営費
（教育普及事業）
　※再掲（35番）

親子で参加できる「子ども自然体験
教室」や、夏休み中の子ども向けイ
ベントの開催等により、植物や自然
環境への関心を高める。また、小中
学校向け教育プログラムを実施す
る。

子どもを含めた入園者数が伸び悩
んでいる。
また、子どもを対象とした学習プロ
グラムは好評であるが、実施するた
めの場所や体制が十分でなく、また
学校側の希望時期が重なることも
あり、必ずしも希望に添えていな
い。

児童生徒の利用の増 平成３０年度に子ども等を対象とし
た学習プログラムを実施するため
の園地を整備するとともに、学校関
係者等との意見交換も踏まえてプ
ログラムの充実をはかり、年間を通
して学校に利用していただける体制
を整える。

○植物教室
　押花教室、植物画教室、ふれあい植物観察会、
五感で楽しむ子ども自然体験教室等
○夏休みイベント等
　「サボテンと多肉植物展」「夏にスタンプラリー」
「オオオニバスにのろう」「夜の植物園」
○学習プログラムの拡充
ふむふむ広場及び展示館シアターを活用した植
物園の学校利用の促進

○植物教室
　新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止となった
○夏休みイベント等
　「夏にスタンプラリー」「夜の植物
園」を実施した
新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため「サボテンと多肉植物展」「オオ
オニバスにのろう」は中止となった
○学習プログラムの拡充
校外学習向けの教育プログラムを実
施した

○新型コロナウイルス感染症対策に
かかる休園や団体利用の自粛によ
り子どもの入園者数は減少している
　R１　24,733人　→R２　16,298人

○ふむふむ広場での学習プログラム
を引き続き各学校と連携して作成・
広報し、児童の学習利用機会を提供
していく必要がある

○植物教室
　押花教室、植物画教室、ふれあい植物観察会、
五感で楽しむ子ども自然体験教室等

○夏休みイベント等
　「食虫植物展」「夜の植物園」「オオオニバスに乗
ろう」「植物スタンプラリー」

○学習プログラム
　ふむふむ広場を活用した植物園の学校利用の
促進

障害保健
福祉課

49 障害者委託訓練事業
（特別支援学校早期訓
練コース）

特別支援学校高等部等に在籍する
生徒で就職先が内定していない就
職希望者を対象に、民間企業等に
おいて職業訓練を実施し、就職を
支援する。

障害者のニーズに応じて、受入先
企業の職種の拡大等が必要であ
る。

○特別支援学校のみならず、学校
教育法第１条に規定されている学
校においても、発達障害の生徒が
増えてきており、今後委託訓練の
ニーズが高まると予想されるので、
15コース程度を見込む。

特別支援学校高等部等を3月に卒
業する際には、就職先が内定する
よう、当該職業訓練の受講を確実
につなげる。

・４コース（4人）
【課題への対処】
・特別支援学校に対する事前調査を実施し、一般
就労が可能な学生の人数・希望職種等を把握す
る。
・一般就労が可能な学生の10月時点の内定状況
等（見込み）について追加調査を行い、内定して
いない学生に対する就労訓練のあっせん等を速
やかに実施する。

実績なし。 案内は行ったが、対象となる者がい
なかった。引き続き、関係機関に周
知を図る。

・４コース（4人）
【課題への対処】
・特別支援学校に対する事前調査を実施し、一般
就労が可能な学生の人数・希望職種等を把握す
る。
・一般就労が可能な学生の10月時点の内定状況
等（見込み）について追加調査を行い、内定して
いない学生に対する就労訓練のあっせん等を速
やかに実施する。

生涯学習
課

42 青少年教育施設振興事
業
　※再掲（20番）

青少年の健全な育成に向けて、県
立青少年教育施設としての機能を
生かし、子どもも大人も参加できる
多様で魅力的な体験プログラムを
提供する。
また、体験活動等を通じて、中１
ギャップやいじめ・不登校等の未然
防止に向けて取り組む。

○社会の中で生きる力を子どもた
ちに育むために、青少年教育施設
の機能を生かした多様な体験活動
の提供を行っているが、少子化の
影響等により、施設の利用者数は
減少傾向にある。
○従来の体験活動や仲間づくりに
加え、地域の自然や歴史・文化など
を生かしてふるさとの良さを伝える
体験活動なども求められる。
○子どもも大人も参加できる魅力的
な体験プログラムを実施し、子ども
と大人が共に学び合う機会を増や
していくことが必要である。

○魅力的な主催事業の実施によ
り、様々な体験活動・集団活動への
参加を通じて、青少年の施設利用
者が増加している。

　県立青少年教育施設の青少年
（25歳未満）の利用者数
　　　延べ172，000人以上

○自然体験の充実や交通手段の
提供など、施設の特性やスタッフの
ノウハウを生かした活動プログラム
を提供することにより、更なる利用
促進を図る。

○リニューアルによる施設機能の
充実を有効に活用し、利用者の多
様な活動を実現させ、利用促進に
つなげていく。

○利用者のニーズを踏まえた魅力的な主催事業
の実施
○中１学級づくり合宿事業、不登校対策事業の実
施
○積極的な広報活動の実施

○主催事業の実施
　　青少年センター　７事業
　　幡多青少年の家　７事業

○中１学級づくり合宿事業の実施
　　青少年センター　２校
　　幡多青少年の家　８校

　不登校対策事業の実施
　　青少年センター　３回
　　　（延10人参加）
　　幡多青少年の家　４回
　　　（延51人参加）

○広報活動の実施
　・施設のパンフレットや主催事業の
チラシの配布
　・ホームページへの掲載　

○主催事業の実施
　新型コロナウイルス感染症の影響
により、やむを得ず中止した事業は
あったが、定員の減、日帰り日程へ
の変更など、内容を見直し工夫しな
がら実施することができた。
○中１学級づくり合宿事業は、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、キャンセルが多く発生したが、日
帰り日程への変更、受入時期の変
更、学校への出張指導への切り替え
など、臨機応変に対応し、参加した
学校からは好評価を得ることができ
た。
　不登校対策事業についても、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、当初予定した日程での実施はで
きなかったが、市町村別に２日に分
けて受け入れるなど、工夫して実施
することができた。
○広報活動の実施
　訪問による事業説明は控えざるを
得なかったが、パンフレットやチラシ
の配布、ホームページへの掲載等に
より、広く周知することができた。

○利用者のニーズを踏まえた魅力的な主催事業
の実施
○中１学級づくり合宿事業、不登校対策事業の実
施
○効果的な広報活動の実施
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

文化振興
課

50 県立歴史民俗資料館
（教育普及（学校教育）
事業）
※再掲（14番）

県有施設における中高生の職場体
験の受入を行う。

○子どもたちの歴史や文化に触れ
る機会を充実させるよう、ワクワク
ワーク(子ども歴史教室)等を実施し
ている。

○子どもたちが、歴史や文化に触
れる機会を充実させる。

○中高生の職場体験の受入を行
う。

○職場体験 ○職場体験
　４校申込みがあったが、学校の新
型コロナウイルス感染防止対策のた
め４校とも中止

〇新型コロナウイルスの影響によ
り、全て中止となった。
〇来年度もどうなるか分からない
が、しっかり受入体制を整えて対応
する。

○職場体験の受入

まんが王
国土佐推
進課

51 まんが甲子園開催事業 国内外の高等学校等から予選テー
マに沿ったまんが作品を募集し、予
選審査で選抜された学校が本県で
開催する本選大会に参加し、第一
次競技、敗者復活戦、決勝戦を
行って最優秀校等を決定する。ま
た、高校生同士の文化的国際交流
も行われる。本選会場で、出版社
から派遣されたスカウトマンの目に
留まった生徒は、プロの漫画家を目
指した指導を受けることができるス
カウト制度を実施している。

○高等学校芸術・文化連盟との連
携による、高校生スタッフ参加数の
確保

○幅広い高校生に進路シンポジウ
ムに興味を持ってもらえるよう、シン
ポジウム内容の充実

○まんが甲子園の大会運営サポー
トによって、高校生自身が自主的な
活動に積極的に取り組む経験を培
い、大会を通して全国の高校生と
の交流を深める。

○進路シンポジウムを通して、まん
がを学ぶことが将来における職業
にどうつながるかのイメージや、そ
れに対して現在から準備していくこ
と等の具体的なイメージを持っても
らう。

○大会終了後、高知県高等学校文
化連盟への大会実績報告を行い、
次年度に向けた連携の強化を図
る。

○シンポジウム開催に関する内容
をアンケートに追加し、次年度に向
けた内容の充実を図る。

○第29回まんが甲子園のコロナウィルス感染症
の影響による開催方法等の検討
○まんが甲子園の教育的効果についてのＰＲ冊
子作成

【評価】
○コロナ禍において様々な大会・イ
ベントが中止となる中、一早く代替イ
ベントを発表・実施できた。
○まんが甲子園オンラインへの応
募、まんが甲子園増刊号生配信視
聴共に、一定の参加者を得ることが
できた。
【課題】
○30回を迎える大会の全国的な認
知度、注目度の向上（ブランド力向
上）
○国内外からの応募校数の増加
○新型コロナウイルス感染症の拡大
状況を見極めながら、開催内容の柔
軟な見直しが必要。
○今後の大会運営にかかる財源の
確保（協賛金、助成金の確保、維持
／生徒参加費の見直しの検討）

○第30回大会の開催
　・第30回記念大会として開催
　・記念大会としての取組
　　→本選出場校数40校（通常33校）
　　→第30回大会記念誌の制作（Web公開）
　・まんが甲子園オンラインの同時開催
　　　※全世界の高校生対象
　・本選大会生配信を番組として構成し配信
○地元企業・団体等による協賛の拡大
○まんがを文化として育む「まんが王国・土佐」と
「まんが甲子園」の国内外での認知度向上
○新たな海外招待国の開拓

まんが王
国土佐推
進課

52 「まんが教室」開催事業
　※再掲（27番）

県内のプロ、セミプロの漫画家が小
中学校等を訪問し、総合的な学習
の時間やクラブ活動の時間を利用
して、まんがの描き方、ストーリー
の作り方、表現方法を指導する。

○これまでの取組を着実に進める
とともに、開催したことのない地域
での開催に取り組む。

○これまでの取組を着実に進める
とともに、開催したことのない地域
での開催。

○これまでの取組を着実に進める
とともに、開催したことのない地域
での開催。

○県内の小中学生（ただし、高知市を除く）を対象
としたまんが教室の実施
○これまでの取組を着実に進めるとともに、開催
したことのない地域での開催。東部地区での応募
増加。
○コロナウィルス感染症の影響を受けて、例年よ
りも募集開始の遅延または中止も考えられる。

○17回開催、346名受講
（７／７、７／20、７／30、８／19、８
／20、８／31、９／４、９／17、９／
29、10／５、10／21、10／22、10／
27、11／12、11／30、12／４、12／
９）

【評価】
○東部地区、西部地区において同
等の開催数を確保できた。
○開催校及び受講生徒から好評を
得ている。
【課題】
○これまで高知市により実施されて
いた同様の事業が終わったため、高
知市内（地域限定）も対象として実施
する必要がある。

○県内の小中学生（ただし、高知市は鏡地区、春
野地区、土佐山地区に限る）を対象としたまんが
教室の実施。
○これまでの取組を着実に進めるとともに、開催
したことのない学校・団体での開催。
○コロナウイルス感染症の影響を考慮した実施と
感染予防の徹底。

まんが王
国土佐推
進課

53 「まんが塾」開催事業
※再掲（28番）

県内の中高生を対象に年６回の講
座を開催し１枚まんが等の描き方
や考え方を学び、まんがで自分の
思いや考え方を表現できる人材の
育成を図る。

○県内で活動するプロやセミプロの
漫画家の協力を得て実施
○まんがを学ぶことに意欲的な中
高生の参加を得られる募集広報

○まんがで自分の思いや考え方を
表現出来る人材の育成
○まんが甲子園参加者のすそ野拡
大

○ＨＰや広報ツールでの募集
高文連や市町村教育委員会への
周知依頼

○「高知まんがBASE」の人材育成事業として、管
理運営事業者が実施
○令和２年４月～５月　「高知まんがＢＡＳＥ」が参
加者募集
○令和２年５月～令和３年３月　初級編、上級編
各６回の講座を実施

○参加者は５名（募集人員25名）
○全３回の講座を実施（会場：高知
まんがBASE）
○最終的に作品を提出した４名につ
いて、令和３年３月６日（土）に全国
漫画家大会議（イベント）にてプロの
漫画家３名＋講師、アドバイザーに
よる講評を実施

【評価】
○新型コロナウイルス感染症の影響
により参加者の確保が難しかった。
○５名中４名が最終作品を提出。プ
ロによる講評と具体的なアドバイスを
受けることができ、「まんが」による人
材育成につながった。
【課題】
○人員確保
○新型コロナウイルス感染症対策

○高知まんがBASEの人材育成事業として、管理
運営事業者が実施。
○募集人員25名（５月中募集）
○令和３年６月～令和４年３月で全６回の講座を
実施（クラス分けなし）。
○令和４年３月にプロの漫画家による講評を行
う。

私学・大学
支援課

54 私立学校教育力強化教
育改革推進事業

私立学校が行う特色に応じた学力
等向上対策や進路指導の充実に
かかる経費、また特色ある教育の
取組に対して補助することにより、
県全体の学力等の向上を図る。

○各学校がそれぞれの特色に応じ
た方法により、生徒の伝統文化に
親しむ活動や、スポーツ活動、また
職業体験への取組などを実施して
いる。

○各学校において、特色に応じた
学力等向上対策や進路指導の充
実等に取り組まれている。（全ての
学校における事業の活用）

○県、国における事業の継続 ○学校に対する事業の周知及び事業の実施 ○外国人教員による指導
○学力推移調査
○進学講演会開催
○スクールカウンセラー雇用
○伝統文化（華道・茶道等）に関する
指導
○部活（スポーツ）指導員の雇用
○自然体験・職業体験　他

○各学校において特色ある教育の
推進に係る様々な取組が行われた。

○学校に対する事業の周知及び事業の実施

私学・大学
支援課

55 職場体験活動・インター
ンシップ等の推進

県内私立中学・高等学校に対して、
職場体験活動インターンシップや職
場見学の受入れが可能な事務所に
関する情報提供を行う。

○一方的な情報提供となっており、
活用状況が不明

○確実な学校への情報提供の実
施

○確実な学校への情報提供の実
施

○学校に対する事業の周知及び事業の実施 ○県が情報提供を受けた情報や資
料について、メール送付等により、各
学校へ適宜情報提供を行った。

○職業体験活動やインターンシップ
を通じて転職・職業に関する現状や
自己の適性に関する理解を深めて
いる。

○学校に対する事業の周知及び事業の実施

○新型コロナウイルス感染症の影響
により、参集して行う第29回大会は
中止。
○代替Ｗｅｂイベントとして「まんが甲
子園増刊号」を開催し、オンラインコ
ンテスト「まんが甲子園オンライン」
や、まんが甲子園で例年実施されて
いる応援企画を番組として４時間の
「まんが甲子園増刊号　生配信」を
実施した。
　＜まんが甲子園オンライン募集実
績＞
　　応募総数：372作品
　　（日本：303、韓国：６、シンガポー
ル：９、台湾：54）
　＜まんが甲子園増刊号生配信視
聴実績＞
　　視聴者数：11,484人
　　コメント数：1,500件
○まんが甲子園の教育的効果につ
いてのＰＲ冊子7,000冊作成（配布
先：小中学校ＰＴＡ連合会、高等学校
ＰＴＡ連合会　等）

スポーツ課 56 タレント発掘四国ブロッ
ク展開事業

（R2廃止）

四国各県で実施されている地域タ
レント発掘事業（高知県は「高知くろ
しおキッズ・高知くろしおジュニア」）
で発掘された優秀な選手を、年代
別の日本代表選手レベルに引き上
げるとともに、効果的な発掘・育成
システムを広域レベルで構築してく
ため、四国ブロック規模でより質の
高いプログラムを実施する。

○両競技（トランポリン競技・ライフ
ル射撃競技）ともに専用の練習場
や器具が必要なため、今後は、本
事業の参加者の中でも特に将来有
望なタレント生に対して、質・量とも
に十分な育成環境を整備する必要
がある。
○競技団体だけでなく、本事業に参
画している各県のスポーツ振興を
担当する部署のネットワークを生か
し、アクセシビリティの良い体育館
等の施設を確保する必要がある。

○H30年度より全国大会の入賞を
徐々に輩出。
○H34年度には国体出場、ナショナ
ルタレント候補生へ輩出。

○本事業は、委託事業であること
から、徐々に競技団体が主となり事
業が展開されるようにH30・31年度
に基盤づくりを進める。
その間、各競技でのサポート等を
模索し、より良いシステムづくりとし
て事業を成立させる。
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

公園下水
道課

57 県立のいち動物公園管
理運営事業（教育普及
活動）

飼育職員や獣医職員が学校に出
向いての講義・講習や、中学・高校
生の職場体験学習等を受け入れ、
動物園という特殊な職業に触れる
機会づくりを進める。

職場体験の依頼数増加や日程の
重複により、受入人数や受入校の
調整をしている。出前授業では、職
員の講義のスキルアップや業務と
の調整が課題。

飼育職員や獣医職員だけでなく、
売店、入園窓口も含む動物園という
特殊な職業に触れる機会をつくる。
また、自然散策路等を利用し、自然
に触れる機会もつくり、こども達の
動物（生物）への関心を高める。

飼育職員や獣医職員だけでなく、
売店、入園窓口も含む動物園という
特殊な職業に触れる機会をつくると
共に、第3者委員会などで、提言を
いただきながら自然観察会等を実
施予定。
また、友の会でも飼育体験や自然
観察会を毎年開催して、動物（生
物）に親しみ、関心を高める機会を
つくる。

職場体験、ふれあい教室、レクチャーの受入れ
友の会の開催（飼育体験、磯の観察会など）
サマースクールの開催
夏休み特別教室の開催
探鳥会の開催
アサギマダラ観察会の開催
タカの渡り観察会の開催
どんぐり感謝祭の開催

レクチャーの受入れ　40件
夏休み特別教室　　　　　　8/9、
8/16、8／23　
探鳥会の開催　1/17
アサギマダラ観察会　10/24
タカの渡り観察会の開催
（天候不良のため中止）
どんぐり感謝祭　11/23
中学校出前授業　2件　

新型コロナウィルス流行のため休園
したり、ふれあい教室や友の会など
一部の計画を中止した。今後開催方
法について計画ごとに検討が必要。

ふれあい教室、レクチャーの受入れ
友の会の開催（スケッチ教室、動物ワークショップ
など）
サマースクールの開催
夏休み特別教室の開催
探鳥会の開催
アサギマダラ観察会の開催
タカの渡り観察会の開催
どんぐり感謝祭の開催
出前授業の実施

高等学校
課

59 ２１ハイスクールプラン
推進費
（R3組替えにより学びの
保障・充実のための取
組推進事業の内数へ）
　※再掲(62番)

各県立高校等における生徒の個性
や学校・地域の特色を生かした自
主的な、創造的で取組を推進する。

○魅力ある学校づくりに向けて、地
域との連携・協働による多様な取組
が各学校で進められている。

○地域や地元企業と連携・協働し
た学習活動をさらに推進

○学習意欲の向上や深い学びにつ
ながるような活動となる取組とす
る。

○生徒が充実した学校生活を送る
ことで、生徒や保護者の学校への
満足度が向上し、県民に信頼され
る学校づくりが推進できている。
○地元高校の教育活動への理解
が深まり、志願者の増加につな
がっている。
○資格取得を推進することにより、
就職内定率の向上につながってい
る。

○魅力ある学校づくりを推進
（広報促進、地域新商品開発・販
売、地域防災支援、地域課題解決
学習、地域活性化に向けた取組な
ど）

○専門高校等における資格取得の
推進

各学校において、学校や地域の特色を生かした
取組を実施
○地域でのボランティア活動の実施
○国際交流活動の推進
○ものづくり、資格取得の推進
○防災教育の推進
○伝統文化の伝承活動の実施
○販売市の開催
○生徒支援の推進
○学校広報誌・通信の発行
○人権教育の推進
○環境教育の推進　　　　　など　　　　
　・県立高等学校　33校  ・県立中学校 4校

各学校において、年間計画に基づ
き、学校や地域の特色を生かした取
組を実施
○地域でのボランティア活動の実施
○国際交流活動の推進
○ものづくり、資格取得の推進
○防災教育の推進
○伝統文化の伝承活動の実施
○販売市の開催
○生徒支援の推進
○学校広報誌・通信の発行
○人権教育の推進
○環境教育の推進　　　　　など　　　　
　・県立高等学校　33校  ・県立中学
校 4校

成果：各校において、学校・地域の
特色を生かし、自主的・創造的な取
組を実施した。

課題：学習意欲の向上や、主体的、
対話的で深い学びにつながる活動
へつなげることが必要である。

各高校において、学校や地域の特色を生かした
取組を実施
○地域でのボランティア活動の実施
○国際交流活動の推進
○ものづくり、資格取得の推進
○防災教育の推進
○伝統文化の伝承活動の実施
○販売市の開催
○生徒支援の推進
○学校広報誌・通信の発行
○人権教育の推進
○環境教育の推進　　　　　など　　　　
　・高校　34校  ・県立中学校 4校

高等学校
課

60 キャリアアップ事業（イン
ターンシップ）
→事業の一部を産業教
育推進費に組み替えて
再編

生徒に自らの学習内容や将来の進
路等に関係した県内企業等で就業
体験をさせることにより、県内企業
に対する理解を深めさせるととも
に、学校では学ぶことのできない知
識・技術を習得させる。また、勤労
観・職業観の育成を図り、生徒が自
らキャリア形成を行う力を身に付け
させる。

○各学校において、外部講師を招
へいしたビジネスマナー講習や就
職試験等に対応した筆記試験対策
講座などが実施されている。

○卒業後に必要とされるスキルや
マナーを身につけさせる必要があ
る。

○社会生活に必要なスキルやコ
ミュニケーション能力の向上を図る
ことで、自らの将来を切り拓く力を
身につけ、希望に添った進路の実
現が進んでいる。

○希望進路実現に向け、現行の事
業を継続的に実施するとともに、就
職内定者を対象としたブラッシュ
アップセミナーなどの外部のセミ
ナーなどを効果的に活用する。

○生徒が自分の将来のプランを自ら設計すること
ができるように、企業や学校の見学、就業体験、
社会人講話等を通じて生徒のキャリアデザイン力
の向上を図る。
　・インターンシップ
　・企業学校見学
　・企業等との共同研究
　・県内企業理解促進

○企業・学校見学の実施
　・19校　1,245人が参加
○就業体験・インターンシップの実施
　・９校　274人が参加
○農林業体験インターンシップ
　・４校　130人が参加
○ものづくり総合技術展の中止
　・新型コロナウイルス感染拡大防
止のため　高校生の見学は中止と
なったことから、出展する企業の情
報を生徒に提供するため、DVDを作
成、7月に学校に配付

成果：新型コロナウイルス感染症の
影響で、実施できなかったものもあっ
たが、生徒の進路選択の参考となる
など一定の効果はみられた。

課題：新型コロナウイルス感染拡大
防止対策をして、企業や学校見学の
機会を増やす。

○生徒が自分の進路を具体的にイメージしながら
将来を自ら設計することができるように、企業や
学校の見学、就業体験、社会人講話等を通じて
生徒のキャリアデザイン力の育成の向上を図る。
　・インターンシップ
　・企業、学校見学
　・企業等との共同研究
　・県内企業理解促進

高等学校
課

61 キャリアアップ事業（進
路に向けた課題解決支
援）
（※H31組替えにより廃
止）

専門的なスキルを持った講師を招
き、スキルアップ講習会を実施し、1
年生の早い段階から生徒のビジネ
スマナーや就職基礎学力の向上を
図り、併せて、継続的に指導してい
かなければならない教員のスキル
の向上を目指す。

○各学校において、外部講師を招
へいしたビジネスマナー講習や就
職試験等に対応した筆記試験対策
講座などが実施されている。

○卒業後に必要とされるスキルや
マナーを身につけさせる必要があ
る。

○社会生活に必要なスキルやコ
ミュニケーション能力の向上を図る
ことで、自らの将来を切り拓く力を
身につけ、希望に添った進路の実
現が進んでいる。

○希望進路実現に向け、現行の事
業を継続的に実施するとともに、就
職内定者を対象としたブラッシュ
アップセミナーなどの外部のセミ
ナーなどを効果的に活用する。

小中学校
課

58 小中学校キャリア教育
充実プラン

子どもたちの社会的・職業的自立
に向けた力を育てるために、高知
のキャリア教育の指針に基づき、各
地域の特色を生かしたキャリア教
育の実践を支援するとともに、県民
ぐるみのキャリア教育を推進して、
児童生徒が将来の夢や志を持てる
ようにする。

○Ｈ２９年度全国・学力学習状況調
査の児童生徒質問紙において、児
童生徒のキャリア発達に関する質
問に対する肯定的な回答の割合
が、中学校において特に改善傾向
にあり、小中学校ともほぼ全国並と
なっている。
　・人の役に立つ人間になりたいと
思う　　　　　　　　　　　　　　　
　　　小学生（＋1.5p）　　中学生（＋
1.4p）
　・ものごとを最後までやりとげて、
うれしかったことがある
　　　小学生（＋0.5p）　　中学生（－
0.3p） 
　・将来の夢や目標をもっている
　　　小学生（－0.7p）　　中学生（＋
3.1p）
○キャリア教育に関する校内研修
の実施が進んできたものの、100％
には達していない。
○キャリアシートの活用率は高い
が、その内容や授業での扱い方に
は差がある。

○県内の教員全体のキャリア教育
の指導力が向上し、児童生徒の
キャリア発達が促されている。
　【全国学力・学習状況調査児童生
徒質問紙】　
　・児童生徒のキャリア発達に関す
る質問事項における肯定的な回答
の割合
　　小学校：全国平均＋2ポイント
　　中学校：全国平均＋4ポイント
　【キャリア教育に関する実態調査】
　・キャリアシートの活用率
　　小学校：90％以上
　　中学校：90％以上
　・キャリア教育に関する校内研修
を計画し、実施している割合
　　小学校：80％
　　中学校：80％

Ｈ３０　・中学生のためのキャリア教
育副読本「みらいスイッチ」改訂・配
付
　・キャリアシート「指導の手引き」
のシステム配信

Ｈ３０～Ｈ３４
　・取組の充実・成果の普及
　・キャリアシート「指導の手引き」
の更新

Ｈ３１～Ｈ３４
　・キャリアシート及び「みらいスイッ
チ」の活用実践事例の収集・発信

○児童生徒が活動を記録し蓄積する教材（キャリ
アパスポート等）を、小・中・高等学校を通じて、そ
の進路も含め、学校段階を越えて活用できるよ
う、市町村教育委員会の担当者及び学校担当者
へ周知する。

○キャリア教育担当者を対象とした研修会や指導
主事による学校訪問等を通じて、キャリアシートや
みらいスイッチの活用の周知を図るとともに、活用
事例を収集し、好事例を発信していく。

○キャリア・パスポート活用推進中
高連絡協議会の実施（10月）

○キャリア教育に関する実態調査の
実施（２月）

○R3中学入学生用中学生のための
キャリア教育副読本「みらいスイッ
チ」配付　4,780冊

○キャリア・パスポートの効果的な活
用方法の周知・共有ができた。
○キャリア教育に関する校内研修の
実施が定着してきている。
　（小学校）
  R2　　94.2%
  R1　  93.7%
　H30　57.8%

（中学校）
  R2　  96.3%
  R1    94.4%
  H30  49.5%

○キャリア・パスポート活用推進中高連絡協議会
の実施

○キャリア教育副読本「みらいスイッチ」の学習支
援プラットフォームへの掲載
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

高等学校
課

63 産業教育推進費
キャリアアップ事業（外
部講師活用事業）

農業・家庭・水産クラブの研究活動
の奨励事業や企業実習、地域産業
を支える人材育成事業等を実施
し、産業教育の充実を図る。
※Ｒ３よりキャリアアップ事業の一
部を組替

○将来のスペシャリストとしての基
礎的・基本的な知識、技術・技能の
定着を図りつつ、生徒の学習意欲
を高めるため外部機関との連携や
競技会への挑戦等を推進していく
必要がある。

○産業教育の専門的な知識や技
能を更に深め、自らの将来を切り拓
く力を身につけ、希望に添った進路
の実現が進んでいる。

○外部機関との連携（講師の招へ
い）
○研究活動の奨励
○発表会等の機会の充実

○産業教育生徒研究発表会の実施（１月）
○高知県地域産業担い手人材育成事業（産業教
育共同研究）
○外部講師活用事業（専門力向上）
○農業・家庭・水産クラブの研究活動の奨励生徒
研究発表会、研究集録発行
○産業教育生徒技術競技会の開催支援
○全国産業教育フェアへの参加支援

○産業6分野に13校13チームの参加
により、産業教育生徒研究発表会を
実施（１月）。
○産業教育共同研究（６校、連携企
業７社）　
○専門力向上（27校172テーマ）
○農業・家庭・水産クラブの研究活
動の奨励
　生徒研究発表会、研究集録発行
○産業教育生徒技術競技会の開催
支援（農業、工業、商業、水産、看
護、家庭）
○全国産業教育フェアへの参加支
援（10月　大分県　２校作品展示）

各産業分野の発表会や競技会、研
究による学びをとおして、専門的な
知識･技術の習得につながり、自己
の希望に添った進路の実現が進ん
でいる。

○産業教育生徒研究発表会の実施（１月）
○地域産業を支える人材育成（共同研究の実施）
○産業教育充実事業
　・産業教育技術者活用事業
　・産業教育企業実習
○農業・家庭・水産クラブの研究活動の奨励
　　生徒研究発表会、研究集録発行
○産業教育生徒技術競技会の開催支援
○全国産業教育フェアへの参加支援

高等学校
課

62 学びの保障・充実のた
めの取組推進事業
ソーシャルスキルアップ
事業
※キャリアアップ事業
（地域産業を支える人材
育成）→産業教育推進
費に事業を組み替えて
再編

充実した高校生活を送れる環境を
整えるとともに、高知県の将来を担
う良き社会人の育成に取り組み、
全国平均と比べて高い中途退学
率、就職後の離職率を全国平均に
近づける。
高知のキャリア教育の３つの柱であ
る「学力向上」「基本的な生活習慣
の確立」「社会性の育成」のうちの
「学力向上」に関して、「生徒の学習
支援」「学校の学習支援体制の充
実」を図る。

○入学時の早い段階で、高校生活
を共にする仲間としての意識が芽
生え、学校生活に対する不安の解
消にもつながる取組が必要。

○特別な支援が必要な生徒に対し
て、対人行動力を向上させるため
の支援が必要。

○各校において、成績不振の生徒
への補習ができる体制を整備して
おり、対象の生徒数は減少している
が、十分ではない。また、国公立大
学の進学実績は着実に伸びている
ものの、難関大学へ進学する割合
は少ない。その要因としては、生徒
の学習習慣の定着が十分でないこ
とや、生徒の進路意識の啓発が十
分でないことなどがあげられ、継続
的な取組が必要である。

○学校における人間関係を早期に
築かせ、高校生活への適応が円滑
に行われている。

○特にコミュニケーション能力が不
足している生徒に対して効果的な
指導・支援が行われている。

○高校２年生の１月の学力定着把
握検査におけるＤ３層の生徒の割
合
　10％以下

○国公立大学進学者の割合（現
役）
　10%以上（Ｒ５)

○仲間づくり合宿など、実施計画や
実施方法のさらなる改善を図る。

○ソーシャルスキルトレーニングの
より効果的な指導・支援体制を構築
するために指定校を中心として研
究を進める。

○これまでの取組に加え、平成30
年度から「学校支援チーム」を編成
し、定期的な学校訪問を通じて、授
業改善や学校経営に関する具体的
な指導・助言を行うことで、各校の
支援を強化する。特に、授業改善
については、指導主事等が授業見
学や各校の教科会に参加して、指
導・助言を行う。

○特に、郡部校、中山間校を中心
に生徒の学力層の幅が大きい一方
で、教員数が限られており、低学力
層の学力対策に追われ、上位層の
学力が十分に伸ばしきれていない
現状があるため、平成30年度から、
上位層対象の学習支援員を新設し
た。

○仲間づくり合宿
　宿泊合宿実施　17校
　１日体験活動　６校

○ソーシャルスキルトレーニングの研究・実践（4
校）

○学校支援チームの派遣
・基礎力診断テスト実施校（29校）において、国
語・数学・英語・地歴公民に理科を加えて授業改
善に向けた学校訪問を実施する。
・「授業づくりベーシックガイドブック（高校版）」を
活用した授業の型の定着に加え、「思考力・判断
力・表現力」の育成に向けた授業改善の支援を行
う。
・授業改善の取組を他教科にも広げることや、授
業以外の学習時間を増加させるための組織的な
取組に向けた管理職への指導・助言を行う。

○学力定着把握検査の実施
・学力定着把握検査：年間２回
・学力向上プランの作成
・学力分析会の実施（年２回）
・研究協議会の実施（２月）

○仲間づくり合宿及び体験活動
・実施：２校
・新型コロナウイルス感染症の影響
により中止：28校
（校内オリエンテーション等で代替）

○学校支援チームの派遣
・基礎力診断テスト実施校（29校）
に、国語・数学・英語・理科・地歴公
民の指導主事等が年間のべ570回
の授業改善に係わる学校訪問を実
施。

○学力定着把握検査の実施
・学力定着把握検査
　全日制・多部制昼間部：第１回（５、
６、７月）、第2回（８～１月）
　定時制・多部制夜間部・通信制の
希望者：８月
・学力向上プランの作成
・学力分析会の実施（２回）
・研究協議会の実施（２月）

○仲間づくり合宿及び体験活動
課題：新型コロナウイルス感染症の
影響により、ほとんどの学校が宿泊
を中止し、代替策で対応したが、円
滑な集団行動等において課題が見
られた。

○学校支援チームの派遣
成果：授業改善に係る学校訪問を実
施することにより、国語・数学・英語・
理科・地歴公民の５教科において、
授業改善に対する教員の意識が高
まってきた。
課題：５教科以外の教科の授業改善
にはつながっておらず、取組が学校
全体のものにはなっていない。
　授業以外の学習時間が学年を追う
ごとに減少する傾向にある。
○学力定着把握検査の実施
成果：高校２年生の１月のD3層の割
合は17.9%であり、目標値には届かな
かったものの、どの学年においても
一定の改善が見られる。
　研究協議会を開催し、観点別評価
の導入の経緯等を共有することがで
きた。

○仲間づくり合宿
　宿泊合宿実施　16校
　１日体験活動　９校

○ソーシャルスキルトレーニングの研究・実践（４
校）

○学校支援チームの派遣
・学力定着把握検査実施校（36校）において、国
語・数学・英語・理科・地歴公民の授業改善に向
けた学校訪問を実施する。
・「授業づくりベーシックガイドブック（高校版)」を活
用した授業の型の定着に加え、「思考力・判断力・
表現力」の育成に向けた授業改善の支援を行う。
・授業改善の取組を他教科にも広げることや、授
業以外の学習時間を増加させるための組織的な
取組に向けた管理職への指導・助言を行う。

○学力定着把握検査の実施
・学力定着把握検査：年間２回
・学力向上プランの作成
・学力分析会の実施（年２回）
・研究協議会の実施（７月、２月）

高等学校
課

64 教師力ブラッシュアップ
事業

高知のキャリア教育の３つの柱であ
る「学力向上」「基本的な生活習慣
の確立」「社会性の育成」のうちの
「学力向上」に重点化して、「教員の
指導力向上」を図る。

基礎学力の定着については、十分
に身についていないと判定される生
徒は減少しているが、その割合は
依然として大きい。また、国公立大
学の進学実績は着実に伸びている
ものの、難関大学へ進学する割合
は少ない。
その要因として、基礎学力の定着
では、教科指導が個々の教員の力
量に依存しており、学校の組織的な
取組が十分ではないことがあげら
れる。また、大学進学に関する指導
では、特に難関大学の受験に向け
ての教科指導について、個々の教
員の指導力が十分でなく、学校の
中で教員の指導力を向上させてい
く環境が整っていない。

○国公立大学進学者数（現役）
　700人以上

○県内大学入学定員数に占める県
内公立高校卒業者数の割合
　25％以上

○英語担当教員の英検準１級程度
取得率（Ｈ32末）
　高等学校：75％以上

○教科指導力向上研修Ⅰ
　  大学進学チャレンジセミナーを
活用した進学指導力の向上を図
る。
○教科指導力向上研修Ⅱ
    県内の県立高校において、大学
進学や基礎学力定着の指導に実
績のある、他県のスーパーティー
チャーや予備校講師を招へいした
授業研究や、授業改善に向けた教
科研究の研修会などを実施するこ
とで、教員の教科指導力や進学に
関する指導力向上を図る。

○英語発信力の育成
・Ｈ30年までに高等学校における英
語担当教員の英検準１級程度取得
率70％、Ｈ３２年までに75％以上の
目標達成を目指す。方策として、英
語力ブラッシュアップ講座、英語教
育推進研修を実施し、教員の英語
力、指導法の向上を図る。

○大学進学に向けた指導力の向上
・教科指導力向上研修Ⅰ：大学進学チャレンジセ
ミナーを活用した進学指導力の向上（実施形態、
日程未定）
・教科指導力向上研修Ⅱ：5校程度
①県外講師による研究授業及び研究協議
②教職員に対する研修等

○英語発信力の育成
　高知県高等学校教育研究会英語部会のプロ
ジェクト別による研究及び事業
・授業研究
・テスティング研究　
・英語ディベート研究
・学校実践研究
・全英連大会等報告会

○大学進学に向けた指導力の向上
・教科指導力向上研修Ⅰ
　高吾地区チャレンジセミナーにあわ
せて、県内の進学指導実績のある
講師（元県立高校長、塾講師等）の
指導を研究する研修を実施した。
　開催：R2.8.18-8.20
　参加：22名
　難関大学チャレンジセミナー、東部
地区チャレンジセミナーは中止。

・教科指導力向上研修Ⅱ
　他県で進学指導の実績のある講
師を招聘し、授業及び研究協議を安
芸高で実施した。
　　開催：R2.8.5
　　教科：英語
　　参加：33名

○英語発信力の育成
・英語授業研究
　研修会の実施（12月）
　山田高で公開授業
・学校実践研究
　授業研究とテスティング研究、ディ
ベート研究をリンクして実施（オンラ
インによる教員研修を11～２月に計
５回実施）

○大学進学に向けた指導力の向上
・教科指導力向上研修Ⅰでは、多く
の教員が教科の枠を越えて参加し、
授業参観を通じて、授業改善に向け
た手がかりを得ることができた。
・教科指導力向上研修Ⅱの実施校
は１校であったが、多くの教員が参
加し、指導力の向上につなげること
ができた。
・コロナ禍においても教員の指導力
向上に資する研修が実施できるよう
内容等を検討し計画する。
・学校の自発的な研修につなげられ
るように、情報提供を行う等、学校へ
の支援を行う。

○英語発信力の育成
・コロナ禍においても、研修の内容を
見直し、オンライン研修に切り替える
等により、自己研鑽の機会を確保
し、指導力向上に資することがでた。
・高等学校における英語担当教員の
英検準１級程度取得率は80.4%とな
り、全国平均を上回った。

○大学進学に向けた指導力の向上
・教科指導力向上研修Ⅰ：大学進学チャレンジセ
ミナーを活用した進学指導力の向上（実施形態、
日程未定）

・教科指導力向上研修Ⅱ
　①県外講師による研究授業及び研究協議
　②教職員に対する研修等

○英語発信力の育成
　高知県高等学校教育研究会英語部会のプロ
ジェクト別による研究及び事業
・授業研究
・テスティング研究　
・英語ディベート研究
・学校実践研究
・全英連大会等報告会
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

保健体育
課

66 トップアスリート夢先生
派遣事業

（R1廃止）

スポーツに対する興味・関心を高め
るとともに、自らの「夢」を持とうとす
る気持ちや夢に向かって取り組もう
とする意欲を向上させるために、
トップアスリートを各学校に派遣し
夢の教室を実施する。

○県内では、トップアスリートに直
接触れ合う機会が少ない。
○2020年オリンピック・パラリンピッ
ク東京大会を控え、スポーツにおけ
る多様な楽しみ方や多面的な教育
的価値を持つオリパラ教育へのア
プローチが弱い。

○県内の全ての小中学校におい
て、トップアスリートに直接触れ合う
機会を設ける。
（オリパラ全国展開事業とも連携）
〔目標数値〕
　小学校　58校（現在132校）
　中学校　80校（現在20校）
○県内の全ての小学校・中学校・
高等学校・特別支援学校におい
て、オリパラ教育が実践されてい
る。

○オリパラ全国展開事業とも連携し
ながら、県内の全ての小中学校に
おいて、トップアスリートに直接触れ
合ったり、スポーツにおける多様な
楽しみ方や多面的な教育的価値を
持つオリパラ教育の取組を進める。

スポーツ課 67 私立高等学校運動部活
動強化校支援事業

運動部活動の競技力の向上を図る
ため、私立学校の運動部活動推進
校等を指定し、競技力向上に向け
た支援を行う。

○29年度より公立高等学校に対し
て運動部活道強化校支援事業が
開始されたが、私立高等学校に対
する支援ができていなかったため、
30年度から私立学校の運動部活動
推進校等を指定することとした。
○30年度からは、強化指定校の基
準に当てはまる私立高等学校が１
校だけである。種目は相撲・卓球の
みとなっている。

○全国大会で安定して上位入賞す
る競技を増やす。
○全国高等学校総合体育大会入
賞競技数が増えている。(Ｈ29：６、R
４：13)

○優秀な競技実績を有する私立高
等学校運動部に対して補助金を交
付し、競技力の向上を図る。
支援の内容
①活動費の補助
②スポーツ医・科学面からのサポー
トの実施

○明徳義塾高校卓球部（男・女）
・強化合宿（県内）
・全国大会参加
○明徳義塾高校相撲部
・県外遠征（東京）
・全国大会参加（大分、青森）
○明徳義塾高校野球部
・県外遠征（岡山、愛媛、九州）
○高知高等学校弓道部
・県外遠征（愛媛）
○高知中央高等学校ハンドボール部
・コロナの影響により未定

○明徳義塾高校卓球部（男・女）
・強化合宿（県内）７/23～26・10月
・全国大会参加　１月
○明徳義塾高校相撲部
・全国大会参加（東京）１月
○明徳義塾高校野球部
・県外遠征（岡山、愛媛）９月・10月
○高知高等学校弓道部
・県外遠征（愛媛）
○高知中央高等学校ハンドボール
部
・県外遠征（大分、鳥取）７月・12月・
３月
○全国高等学校総合体育大会は中
止

○新型コロナの影響により、全国大
会の中止や強化練習、合宿等の実
施が制限されるなど、厳しい状況で
の強化活動となった。
○明徳義塾高校卓球部
・全日本選手権で３位入賞
○明徳義塾高校相撲部
・全国大会に参加することにより、次
年度に繋がる強化を実施できた。
○明徳義塾高校野球部
・県外遠征による強化で選抜代替大
会等に県代表として出場を果たし
た。
○高知中央高等学校ハンドボール
部
・県外遠征による強化により、全国
選抜大会で県勢として20年ぶりの初
戦突破を果たした。

○明徳義塾高校卓球部（男・女）
・強化合宿（県内）
・全国大会参加
○明徳義塾高校相撲部
・県外遠征（九州）
・全国大会参加（大分、青森）
○明徳義塾高校野球部
・県外遠征（愛媛、九州）
○高知高等学校弓道部
・県外遠征（愛媛）
○高知中央高等学校ハンドボール部
・県外遠征（大分）

スポーツ課 68 中学生競技力向上対策
事業

中学生の競技力の向上を図るた
め、高知県中学校体育連盟が行う
競技力向上事業に対し補助する。

○ジュニア期から一貫した育成・強
化の指導体制の確立が必要であ
る。
○将来有望な選手や全国大会で優
秀な成績を有する選手への、質の
高い指導機会の提供が必要であ
る。

○全国大会で安定して上位入賞す
る競技を増やす。
○全国中学校体育大会の入賞競
技数が増えている。(Ｈ29：６、R４：
13)

○高知県中学校体育連盟に加盟し
ている18競技19種目に補助金を交
付。
○各競技（専門部）ごとに育成強化
を展開。

○県外優秀校の招聘　（9競技）
○アドバイザー招聘　（7競技）
○強化練習、合宿や遠征の実施
○競技力向上に資する大会への参加

○新型コロナウイルス感染症の影響
により、予定されていた県外遠征等
が中止になることが多かった。
○全国中学校体育大会は中止

○高知県内の感染症の状況は比較
的落ち着いていたが、遠征先の状態
により多くの県外遠征が中止となっ
た。
○コロナ禍でもできることを模索しな
がら、安心・安全を確保した強化活
動を実施する必要がある。
○Ｒ５年度の全中四国ブロック大会
に向けて計画的に強化を図る必要
がある。

○県外優秀校の招聘　（５競技）
○アドバイザー招聘　（４競技）
○強化練習、合宿や遠征の実施
○競技力向上に資する大会への参加
○中１の強化選手を対象とした強化

スポーツ課 69 タレント発掘四国ブロッ
ク展開事業
　※再掲（56番）

（R2廃止）

四国各県で実施されている地域タ
レント発掘事業（高知県は「高知くろ
しおキッズ・高知くろしおジュニア」）
で発掘された優秀な選手を、年代
別の日本代表選手レベルに引き上
げるとともに、効果的な発掘・育成
システムを広域レベルで構築してく
ため、四国ブロック規模でより質の
高いプログラムを実施する。

○両競技（トランポリン競技・ライフ
ル射撃競技）ともに専用の練習場
や器具が必要なため、今後は、本
事業の参加者の中でも特に将来有
望なタレント生に対して、質・量とも
に十分な育成環境を整備する必要
がある。
○競技団体だけでなく、本事業に参
画している各県のスポーツ振興を
担当する部署のネットワークを生か
し、アクセシビリティの良い体育館
等の施設を確保する必要がある。

○H30年度より全国大会の入賞を
徐々に輩出。
○R４年度には国体出場、ナショナ
ルタレント候補生を輩出。

○本事業は、委託事業であること
から、徐々に競技団体が主となり事
業が展開されるようにH30・31年度
に基盤づくりを進める。
その間、各競技でのサポート等を
模索し、より良いシステムづくりとし
て事業を成立させる。

特別支援
教育課

65 特別支援学校キャリア・
プロジェクト（キャリア教
育・就労支援推進事業）

学習指導要領の改定の趣旨を踏ま
え、特別支援学校の児童生徒一人
一人の実態や進路希望に応じ、地
域や関係機関等と連携、協働した
早期からのキャリア教育、進路指導
の充実を図り、自立と社会参加を実
現する。

○進路指導主事及び就職アドバイ
ザーを中心に、就労支援等の進路
指導が充実してきており、県立知的
障害特別支援学校の一般就労率
は全国平均を上回っている。（全国
平均Ｈ２７：３２．１％、高知県Ｈ２７：
３２．９％、Ｈ２８：４９．５％）
○できるだけ早期から進路の方向
性を決定し、その進路に即した教育
内容・進路に関する指導・支援の充
実を図る必要がある。
○一般企業に障害者雇用につい
て、更に理解を深めてもらうことが
必要である。

○教育・福祉・労働等の関係機関、
企業との連携体制が充実するとと
もに就労支援のためのネットワーク
の構築ができている。
○特別支援学校のキャリア教育の
充実が図られている。
○各学校で早期からのキャリアガイ
ダンスが開催され、卒業後の生活
を見据え、適切な進路につなげる
ための取組が個別に計画されてい
る。
○就職を希望している生徒の就職
支援の強化を行い、進路保障の充
実ができている。
○一般就労を希望する高等部生徒
の
就職率１００％
○職場定着率（卒後1年）１００％

○特別支援学校の生徒への就労
支援として、進路支援推進会議を
設置する。
○キャリア教育アドバイザーの派遣
により、作業学習・生活単元学習等
の授業改善を行う。
○小学部段階から卒業後を見通し
た進路指導を行うとともに、就労支
援セミナーや地域相談会への参加
を保護者に促す。
○卒業後の自立や社会参加に向け
て、就労体験や施設見学会を実施
する。
○就職アドバイザーを配置し、企業
への啓発、職場開拓等就職支援体
制の強化を図り、就職を希望してい
る生徒の就労を実現するための取
組を進める。

○キャリア教育の視点での授業改善の実施
・キャリア教育スーパーバイザーの派遣（知的障
害特別支援学校３校）
○早期からのキャリアガイダンスの実施
・各学校の状況に応じて、できるだけ早期から保
護者や児童生徒へのガイダンスを実施
○就労体験・職場実習・施設体験等の実施
・生徒の障害の特性等の実態を十分に把握し、就
職アドバイザーと連携してマッチング
○就職アドバイザーの活用
・２名配置し７校で活用
○高知県特別支援学校技能検定実施
・高知市、四万十市の2会場で開催
・雇用促進セミナーの同時開催
○職場定着支援
○進路支援推進会議の実施
・企業との意見交換
○特別支援学校、企業、関係機関等との連携協
力体制の充実を図る
・特別支援学校就職サポート隊こうちの設置

○キャリア教育スーパーバイザーの
派遣
　・知的障害特別支援学校へ（3校）
派遣
○早期からのキャリアガイダンスの
実施
　・保護者や児童生徒へのガイダン
ス（11校54回）
○就労体験・職場実習・施設体験等
の実施（10校53件）
○就職アドバイザーの配置
　・特別支援学校2校に2名配置し7
校で活用
　 企業訪問数894件
○第５回高知県特別支援学校技能
検定の実施
　・高知大会（R2.11.14）
　・幡多大会（R2.11.28）
　　受検者数135名
○職場定着支援の実施
　・アフターケア
（11校226件　延べ数　226名）
○進路支援推進会議の開催
（R2.10.29)
　・参加者（企業・団体15名、関係機
関17名、学校関係17名）
○「特別支援学校就職サポート隊こ
うち」の設置（R2.12）

○スーパーバイザーの派遣により、
専門的な技術を学ぶことができ、教
育課程の見直しや授業改善につな
がった。
⇒スーパーバイザーの活用を促し派
遣校を増やす必要がある。
○就職アドバイザーの企業訪問によ
り、企業等の障害理解や、就労体
験・現場実習等の機会が広がってい
る。
○技能検定は、新型コロナウイルス
感染症予防のため開催時期を変更
し、高知市・四万十市の2会場で実施
することができた。また、情報部門の
検定種目を増やした。受検者は、
年々増加している。雇用促進セミ
ナーは、労働局の意向もあり、開催
することができなかった。
⇒次年度の開催に向けて、新型コロ
ナウイルス感染症予防対策を踏まえ
た、会場の確保や運営の仕方等を
検討していく。
○進路支援推進会議では、昨年度
に比べ参加企業や参加者が増え、
特別支援学校と企業等が情報交換
を行い、障害のある生徒の就労やそ
の支援について互いに理解を深めら
れる場となった。
⇒参加企業を拡大し、さらなるネット
ワーク作りが必要である。
○「特別支援学校就職サポート隊こ
うち」を令和2年12月に立ち上げ、周
知のためリーフレットを作成した。そ
れらを活用し企業等に周知を図っ
た。
⇒登録企業等の拡大を図るため、就
職アドバイザーや教育委員会が積
極的に企業等を訪問し広報活動を
行う必要がある。

○キャリア教育の視点での授業改善の実施
・キャリア教育スーパーバイザーの派遣（知的障
害特別支援学校３校）
○早期からのキャリアガイダンスの実施
・各学校の状況に応じて、できるだけ早期から保
護者や児童生徒へのガイダンスを実施
○就労体験・職場実習・施設体験等の実施
○就職アドバイザーの活用
・２名配置し７校で活用
○高知県特別支援学校技能検定実施
・高知市、四万十市の2会場で開催
・雇用促進セミナーの同時開催
○職場定着支援
○進路支援推進会議の実施
・企業との意見交換
○キャリア教育戦略会議の開催（県立知的障害
特別支援学校5校）
○「特別支援学校就職サポート隊こうち」の登録
企業等の拡大
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

スポーツ課 70 高知県スポーツ少年団
育成事業

スポーツ少年団組織の充実と活動
の活性化を図る各種の事業を行
う。

○児童数の減少に伴い、団員数や
団数の減少が見られる。
○指導者の高齢化、若い指導者の
先導的リーダーの不足。

○団数（H29：218団体）、団員数
（H29：4,102名）、総合交流大会の
実施競技（H29:17競技）、指導者数
（H29：962名）が増加している。

○総合交流大会充実を図り、団数
や団員数の増加につなげる。
○指導者研修会などを通じて、積
極的に若い指導者の養成を図る。

○総合交流大会の実施（4月）
○指導者養成及び資質向上に向けた活動の推進
○国際交流

○競技ごとに総合交流大会の代替
え大会を実施（５競技・９～２月）
○リーダー研修会を実施（桂浜周辺
にて開催、20名参加）
○スタートコーチ養成講習会は日本
スポーツ協会からの要請で中止
○日独交流は日本スポーツ協会か
らの要請で中止
○R２年度スポーツ少年団登録状況
・団数：184団
・団員数：3,302人
・指導者数：618人

○コロナ禍においてリーダー研修会
が実施出来たことは、次年度の活動
につながる研修会であった。
○コロナ禍において参加者の安心・
安全を確保した活動を行う事が必
要。

○総合交流大会の実施（４月～５月）
○指導者養成及び資質向上に向けた活動の推進
○日独交流

保健体育
課

72 運動部活動サポート事
業

①運動部活動に専門的な指導やス
ポーツ医・科学面からのサポートが
出来る運動部活動支援員を派遣、
②運動部活動支援員の資質向上
のための研修会の実施、③中山間
地域における運動部活動支援員の
配置促進を図る。

○各部の実情に応じた派遣回数を
設定することで、派遣した運動部で
は質の高い指導実践に繋がってい
る。
○運動部活動の指導が可能な外
部人材が不足している。特に、中山
間地域において、運動部活動支援
員の派遣を希望していても、指導可
能な人材がいないため配置できて
いない部活動がある。

○顧問と運動部活動支援員が連携
して、運動部活動を実施することに
より、生徒の運動・スポーツに対し
ての意欲が高まり、競技力の向上
や学校・地域の活性化につながっ
ている。
・派遣部数
　　中学校：84部
　　高等学校：63部
　　特別支援学校：４部

○顧問と運動部活動支援員が連携
して、運動部活動を実施することに
より、生徒の運動・スポーツに対し
ての意欲が高まり、競技力の向上
や学校・地域の活性化を進める。

○要項の作成・通知
○派遣校の調整・決定（決定通知の送付）
○運動部活動支援員の派遣
○運動部活動支援員対象の研修会（年２回）の実
施
○事業報告書の作成・提出（派遣校）

○運動部活動では、専門の指導が
難しい顧問教員や部員数の多い運
動部活動等に対する外部指導者へ
の協力が定着した。

○運動部活動への外部指導者の支
援は、単独での指導、大会引率ので
きる部活動指導員に一元化する。

（R3廃止）

保健体育
課

73 運動部活動指導員派遣
事業

①運動部活動に係る教員の働き方
に関する負担軽減と運動部活動の
質的向上を図るのために、単独指
導等が可能な運動部活動指導員
の配置とその促進②運動部活動指
導員の資質向上のための研修会を
実施する。

○部活動に係る勤務時間が長く、
部活動終了後に校務分掌やクラス
運営等の業務を行う教員が多いた
め、放課後の勤務時間が増大して
いる。
○これまで、派遣していた運動部活
動支援員は、単独での指導や引率
ができないため、顧問と連携・協力
しながら技術的な指導にあたってい
る。

○部活動指導員が顧問の業務を負
担することで、教員が生徒と向き合
う時間や自己研鑽する時間が確保
されている。
○部活動指導員を効果的に活用す
るために、学校が練習時間や休養
日の設定等の部活動全体計画をよ
り機能させることで、部活動の適正
化が図られている。
○専門的な知識・技能を有した部
活動指導員が継続的・計画的に指
導を行うことで、部活動の質的な向
上が図られている。
・派遣部数
　県内全ての公立中学校、高等学
校に１名以上配置

○部活動指導員の配置により、生
徒の健康面への配慮とバランスの
とれた生活の確保に努めるととも
に、教員のワークライフバランスの
改善を進める。

○部活動指導員を効果的に活用す
るために、学校が練習時間や休養
日の設定等の部活動全体計画をよ
り機能させることで、部活動の適正
化を進める。

○部活動指導員の県内全ての公
立中学校、高等学校への配置を進
める。

○要項・要領の作成及び周知
○市町村立中学校に対しては、県補助金要綱の
作成及び市町村への周知
○申請書の作成・提出（学校）
○派遣校の決定・実施
○運動部活動指導員の研修会の実施（年間２回）
○指導主事等による派遣校の訪問
○中間報告の提出（県立学校においては、毎月
の活動実績報告を提出）
○実績報告書の作成・提出（学校）

○「高知県運動部活動ガイドライン」
に基づく、適切な部活動運営に向け
た取組を進めることができた。

○教員の業務改善に向けた取組とし
て、運動部活動指導員の配置をさら
に増員する必要がある。一方で、運
動部活動の指導が可能な外部人材
の不足が課題であり、知事部局のス
ポーツ課とも連携しながら人材確保
に努める。

○要項・要領の作成及び周知
○市町村立中学校に対しては、県補助金要綱の
作成及び市町村への周知
○申請書の作成・提出（学校）
○派遣校の決定・実施
○運動部活動指導員の研修会の実施（年間２回）
○指導主事等による派遣校の訪問
○中間報告の提出（県立中学校においては、毎
月の活動実績報告を提出）
○実績報告書の作成・提出（学校）

保健体育
課

71 県立学校運動部活動活
性化事業
（旧運動部活動強化校
支援事業）

本県のスポーツにおける競技力の
向上及び運動部活動を地域づくり
や学校運営の核とするため、県立
学校（高等学校・特別支援学校）に
運動部活動活性化推進部及び運
動部活動強化推進部を指定し、活
動費の支援等を行う。

○全国大会における県立学校の競
技力の低迷が続いている。
○県立高等学校の部員数が減少
傾向にある。
○全国レベルの県内選手が県外へ
流出している。
○専門的な指導者が不足してい
る。

○計画的な指導が強化され、全体
の競技力向上に繋がる。
○運動部活動の活性化が図られ
る。
○指導者の資質向上が図られる。
〔目標数値〕
・県立高等学校入賞数の増加
　四国大会ベスト４の入賞数の増加
　全国大会ベスト８の入賞数の増加
・指導者の発掘・育成（スポーツ課・
競技団体との連携）

○強化拠点校・強化推進校におい
て、競技力向上の取組が進み、四
国大会以上の大会での入賞数を増
やす。

【県立学校運動部活動活性化事業】
◯名称及び事業趣旨を変更（リニューアル）し、事
業を実施
○新規指定校の選定・決定・予算案提出（予定）
○活性化推進部・強化推進部での活動開始（予
定）
○指導主事等の視察訪問（予定）
○次年度推進校の選定
○実績報告書の作成・提出

○指定校交付式6/24
〔活性化推進部〕
県立室戸高等学校女子硬式野球部
県立須崎総合高等学校カヌー部
県立中村高等学校野球部
県立中村高等学校西土佐分校カ
ヌー部
県立檮原高等学校野球部・アーチェ
リー部
県立大方高等学校陸上競技部
県立佐川高等学校ソフトボール部
県立四万十高等学校ソフトボール部
県立山田高等学校陸上競技部
県立幡多農業高等学校馬術部
県立安芸高等学校陸上競技部
県立高知東高等学校水泳競技水球
部
〔強化推進部A〕
県立高知南高等学校レスリング部
県立高知農業高等学校陸上競技部
県立安芸高等学校弓道部
〔強化推進部B〕
県立高知工業高等学校少林寺拳
法・空手道部・自転車競技部・ボート
部・陸上競技部・ソフトボール部
県立岡豊高等学校野球部・バスケッ
トボール部（女子）・柔道部・陸上競
技部・弓道部・ボクシング部・ソフト
ボール部
県立中村高等学校陸上競技部
県立高知南高等学校柔道部
県立高知丸の内高等学校ソフトボー
ル部
高知農業高等学校相撲部

○休業等の影響により、各部の指定
決定が遅れ、活動開始が７月下旬か
らとなった。また、感染症拡大に伴い
活動が制限されたため、計画どおり
の活動ができなかった。

【県立学校運動部活動活性化事業】
○指定２年間の２年目として、事業を実施
○指定部の希望確認・予算案提出
○活性化推進部・強化推進部での活動開始
○指導主事等の視察訪問（予定）
○次年度の推進部選定
○実績報告書の作成・提出

○公立中学校・高等学校において、
４２校１１３部に、のべ７０名の運動
部活動支援員を派遣し、生徒の競技
力向上を図った。　　
　・公立中学校・・２５校６２部(３８名)　            
　・県立高等学校・・1７校５１部(３２
名)

○研修会の実施
　１２月（オンデマンドによる研修）
　矢野宏光氏（高知大学教授）「運動
部活動における指導について」
　中森　徹氏（県スポーツ科学セン
ター）「部活動のコンディショニングに
ついて」

○単独での指導や大会引率ができ
る運動部活動指導員は、県立学校
において、中学校では４校１３部８
名、高等学校では１８校３３部３５名
を配置した。

○市町村立中学校では、８市町（室
戸市、香南市、香美市、南国市、い
の町、四万十町、四万十市、高知
市）において、１６校３５部２６名を配
置した。

○運動部活動指導員の研修会・・２
回開催
　・第１回・・県保健体育課による服
務規程などに関する研修　※市町村
立中学校は、当該教育委員会にお
いて実施。
　・第２回・・１２月（オンデマンド）
　　矢野宏光氏（高知大学教授）「運
動部活動における指導について」
　　中森　徹氏（県スポーツ科学セン
ター）「部活動のコンディショニングに
ついて」
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン２　文化や芸術、スポーツ自然に触れる機会や幅広い職業体験の機会づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

スポーツ課 74 高知県パスウェイシステ
ム事業

・県内の優秀な小学生に対しトップ
アスリートに向けた育成・強化を行
う。
・自分に合った競技を見つけること
ができる測定会やスポーツ体験会
を実施する取組。

〇小中学生は地元でできる競技が
限定されており、自分の適性に応じ
た競技を見出す機会が少ない。
〇競技人口が一部の競技に偏って
おり他の競技で活躍できる冠毛性
を持つ選手が埋もれている場合が
ある。

○全国大会で優秀な成績を収める
選手が増加している。
○マッチングプログラムの参加者が
890名
○くろしおキッズ選考会への応募者
が180名以上
○キッズの体力Ａ判定が７割以上
○キッズ修了生が国際大会へ３名
出場

○自分に合ったスポーツに出会う
機会が増えている。
〇各競技団体において誰でも挑戦
できるシステムが確立されている。
〇国際大会や全国大会で活躍する
事業修了生が増えている。

〇マッチングプログラムⅠ－１
　３回（東部・中部・西部）
〇マッチングプログラムⅠ－２
　３回（東部・中部・西部）
〇マッチングプログラムⅡ－１
　１回
〇マッチングプログラムⅡ－２
　３回（東部・中部・西部）
〇育成プログラム
　・４・５年生：各18回
　・6年生：18回
　・中学２・３年生：5回
〇特別プログラム
　1回（8月末予定）

　新型コロナの影響で一部開催を中
止
〇マッチングプログラムⅠ－１
　３回（東部・中部・西部）
〇マッチングプログラムⅠ－２
　1回（中部）
〇マッチングプログラムⅡ－１
　１回
〇マッチングプログラムⅡ－２
　１回（中部）
〇育成プログラム
　・４・５年生：各17回
　・６年生：17回
　・中学２・３年生：４回
〇特別プログラム
　・実施なし

○コロナ禍でスポーツ機会が減少す
る中、マッチングプログラムによって
多くの児童へスポーツの参加機会を
創出する事ができた。（延べ参加者
数：1,061名）
○くろしおキッズ選考会への参加者
が昨年度より増加した。（R元：115名
⇒R２：167名）
○修了生1名が国際大会で入賞
○マッチングプログラムはより多くの
参加者が安全に参加していただける
よう受け入れ体制の整備やプログラ
ムの実施方法などの工夫に取り組
む事が必要。
○マッチングプログラムやくろしお
キッズ選考会の参加者増に向け情
報発信力の強化が必要。

〇マッチングプログラムⅠ－１
　３回（東部・中部・西部）
〇マッチングプログラムⅠ－２
　３回（東部・中部・西部）
〇マッチングプログラムⅡ－１
　１回
〇マッチングプログラムⅡ－２
　３回（東部・中部・西部）
〇育成プログラム
　・４・５年生：各18回
　・６年生：18回
　・中学２・３年生：６回
〇特別プログラム
　１回（11月末予定）
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

少子対策
課

77 子ども条例推進事業
（子どもの環境づくり事
業）

「子ども条例」の目的及び基本理念
を広め、子どもたちが健やかに育つ
環境づくりを推進する。
子どもの環境づくり推進委員会を通
じて進捗管理を行う。
フォーラムの内容検討、開催を行
う。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の向上。

○庁内各部局や子どもの環境づく
り推進委員会との連携により、子ど
もの環境づくり推進計画（第三期）
の取り組みが着実に進んでいる。

○子ども条例フォーラムの開催、各
種媒体やイベントにおける広報活
動の成果として、子ども条例の認知
度がアップしている。

○子どもの環境づくり推進委員会
において、各事業の取り組み実績
を報告し、意見を頂きながら取り組
みを着実に進める。

○子ども条例フォーラムを毎年開
催することで、子ども条例に関わる
方を増やし、子ども条例の認知度
の向上等につなげる。

○子どもの環境づくり推進委員会（第七期）の開
催

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

○子どもの環境づくり推進委員会
（第七期）の開催
　・第4回　6/14
　・第5回　9/13

○子ども条例フォーラムの開催
　（実施名称：こうち子ども未来
フォーラム２０２０）
　・11/23　ちより街テラス

○子どもの環境づくり推進委員会に
おいて、子どもの環境づくり推進計
画（第四期）に対して意見をいただ
き、取組を着実に進めることができ
た。

○子ども条例フォーラムを開催する
ことで、子ども条例に関わる方を増
やし、子ども条例の認知度の向上等
につなげることができた。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の更なる向
上。

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

まんが王
国土佐推
進課

78 まんが甲子園開催事業
※再掲（５１番）

国内外の高等学校等から予選テー
マに沿ったまんが作品を募集し、予
選審査で選抜された学校が本県で
開催する本選大会に参加し、第一
次競技、敗者復活戦、決勝戦を
行って最優秀校等を決定する。ま
た、高校生同士の文化的国際交流
も行われる。本選会場で、出版社
から派遣されたスカウトマンの目に
留まった生徒は、プロの漫画家を目
指した指導を受けることができるス
カウト制度を実施している。

○高等学校芸術・文化連盟との連
携による、高校生スタッフ参加数の
確保

○幅広い高校生に進路シンポジウ
ムに興味を持ってもらえるよう、シン
ポジウム内容の充実

○まんが甲子園の大会運営サポー
トによって、高校生自身が自主的な
活動に積極的に取り組む経験を培
い、大会を通して全国の高校生との
交流を深める。

○進路シンポジウムを通して、まん
がを学ぶことが将来における職業
にどうつながるかのイメージや、そ
れに対して現在から準備していくこ
と等の具体的なイメージを持っても
らう。

○大会終了後、高知県高等学校文
化連盟への大会実績報告を行い、
次年度に向けた連携の強化を図
る。

○シンポジウム開催に関する内容
をアンケートに追加し、次年度に向
けた内容の充実を図る。

○第29回まんが甲子園のコロナウィルス感染症
の影響による開催方法等の検討
○まんが甲子園の教育的効果についてのＰＲ冊
子作成

【評価】
○コロナ禍において様々な大会・イ
ベントが中止となる中、一早く代替イ
ベントを発表・実施できた。
○まんが甲子園オンラインへの応
募、まんが甲子園増刊号生配信視
聴共に、一定の参加者を得ることが
できた。
【課題】
○30回を迎える大会の全国的な認
知度、注目度の向上（ブランド力向
上）
○国内外からの応募校数の増加
○新型コロナウイルス感染症の拡
大状況を見極めながら、開催内容の
柔軟な見直しが必要。
○今後の大会運営にかかる財源の
確保（協賛金、助成金の確保、維持
／生徒参加費の見直しの検討）

○第30回大会の開催
　・第30回記念大会として開催
　・記念大会としての取組
　　→本選出場校数40校（通常33校）
　　→第30回大会記念誌の制作（Web公開）
　・まんが甲子園オンラインの同時開催
　　　※全世界の高校生対象
　・本選大会生配信を番組として構成し配信
○地元企業・団体等による協賛の拡大
○まんがを文化として育む「まんが王国・土佐」と
「まんが甲子園」の国内外での認知度向上
○新たな海外招待国の開拓

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン３　子ども自身の自発的な活動を支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

生涯学習
課

75 読書活動推進事業 「高知県子ども読書活動推進計画」
に基づき、県内のすべての子どもに
読書習慣を定着させるため、多様
な読書機会の提供や読書に関わる
人材育成を図り、県内の読書環
境、情報環境の充実と活性化を図
る。

○読書をする子どもの割合は減少
の兆しが見られ、子ども読書活動
推進計画に位置付けた取組み
PDCAサイクルに基づき着実に進め
ていく必要がある。
○読書環境の厳しい地域において
読書活動を推進する人材を育成す
る必要がある。
○高知県図書館振興計画策定後
の計画の周知と実行

○平日の授業時間以外に10分以
上読書をしている児童生徒の割合
小学校：75％以上
中学校：70％以上
○平日の家や図書館で全く読書を
しない児童生徒の割合
小学校：8.0％以下
中学校：15.0％以下
○学校における読書ボランティア活
用率
小学校：80％
中学校：35％

○子ども読書推進計画の着実な推
進
・市町村訪問等による啓発・依頼
○読書ボランティア養成講座の実
施及びボランティア登録簿の周知・
活用
○高知県図書館振興計画策定後
の着実な推進
・市町村訪問による周知・啓発

○子ども読書活動推進協議会における進捗確
認・評価

○読書ボランティア養成講座
・全体会1回、地区別講座6箇所、出張講座３回

○市町村図書館等振興協議会の開催

○子ども読書活動推進協議会
・令和2年12月4日開催

○読書ボランティア養成講座
・全体会：令和２年12月6日
　　　　　　参加者（53名）
・地区別講座
（東部） 
　①11月8日：安芸市（13名）
　②11月28日：田野町（14名）
（中部）
　①9月27日：高知市（12名）
　②11月22日：本山町（13名）
（西部）
　①9月13日：四万十町（9名）
　②10月25日：宿毛市（8名）
・出張講座（合計：41名）
　①10月4日：仁淀川町
　②10月17日：香美市
　③2月20日：佐川町

○市町村図書館等振興協議会の開
催
・令和2年9月16日に実施

○子ども読書活動推進協議会
（課題）
・GIGAスクール構想やICTの整備が
進んでいる。その中で、読書をどの
ようにつなげていくかが課題である。

○読書ボランティア養成講座
（課題）
・市町村・地域によって参加者数に
差が生じている。
・こども図書館だけの広報だけでは
カバーできない部署・部局がある。
県の委託事業として正当性をもたせ
るため、市町村教委に講座の実施を
連絡する等、細やかな配慮があると
活動が進めやすくなるのではないか
と思う。

○市町村図書館等振興協議会の開
催
・個別の市町村に向けた支援が必
要である。

○子ども読書活動推進協議会
・進捗管理を行うとともに、令和3年度に計画が
終了する第三次計画に変わる第四次計画を策
定する。

○読書ボランティア養成講座
・効果的な講座の実施箇所を設定する。
・対象者の拡大の検討を行う。
・市町村教委を通じて放課後児童クラブや子ども
教室など広く広報を行っていく。

○市町村図書館等振興協議会の開催
・進捗管理は2年に1回のため、令和3年度は開
催はしない。

地域福祉
政策課

76 県ボランティアセンター
事業

県内のボランティア活動の推進を
図るため、市町村社会福祉協議会
のボランティアセンター機能の強化
を図るほか、地域で福祉教育・ボラ
ンティア学習の推進役となる人材や
ボランティアコーディネーターの育
成を行う。

〇市町村社協のボランティアセン
ター機能の向上
〇ボランティア活動の意義について
の啓発（活動側、受け入れ側）

○市町村ボランティアセンターの機
能が強化されている
○地域で福祉教育・ボランティア学
習の推進役となる人材やボランティ
アコーディネーターの育成が進み、
ボランティア活動が活発になってい
る

○市町村ボランティアセンターの体
制強化に向けた取組促進
○福祉教育・ボランティア学習の推
進
○地域のボランティアコーディネー
ション機能の向上

【災害ボランティアセンター】
市町村災害ボランティアセンター体制強化支援
　①災害ボランティア活動支援本部ネットワーク
会議開催
　②各種研修会、訓練の実施
　③バックヤード拠点の検討

【ボランティアセンター】
　①社協と学校、教育委員会が連携し、小中学
生のボランティアチャレンジ体験事業の実施
　②福祉教育基礎講座の開催
　③ボランティアコーディネーター研修事業の実
施

【災害ボランティアセンター】
　①災害ボランティア活動支援本部
ネットワーク会議開催：12月10日
　②各種研修会、訓練の実施
　　・運営基礎研修：1月26日　57名
　　・所属長等研修：1月17日 33名
（23社協）
　　・中核スタッフ研修：2月26日 56
名
　　・運営模擬訓練：4回（四万十町、
津野町、安芸市、香南市）
　③バックヤード拠点を決定（香南
市、四万十町）

【ボランティアセンター】
　①ボランティアチャレンジ体験事業
の実施：　
  　　2回開催（仁淀川町、本山町）
　②福祉教育基礎講座開催：12月22
日　28名
　③ボランティアコーディネーター研
修の実施：
　　　11月20日   9名

･学生から専門職まで段階に応じた
研修や訓練が行われ、ボランティア
センターの設置･運営に関わる人材
が育成されている。

【災害ボランティアセンター】
市町村災害ボランティアセンター等
支援のためのバックヤード拠点の効
果的な運営体制の検討や県外から
の受入体制を強化が必要

【ボランティアセンター】
地域福祉を担う人材を育成するに
は、学校と連携した若年層への働き
かけが重要であるため、学校及び教
育委員会の取組への理解促進が必
要

【災害ボランティアセンター】
市町村災害ボランティアセンター体制強化支援
　①災害ボランティア活動支援本部ネットワーク
会議開催
　②各種研修会、訓練の実施
　③バックヤード拠点機能の検討

【ボランティアセンター】
　①社協と学校、教育委員会が連携し、小中学
生のボランティアチャレンジ体験事業の実施
　②福祉教育基礎講座、実践研修の開催
　③ボランティアコーディネーター研修会の開催

○新型コロナウイルス感染症の影
響により、参集して行う第29回大会
は中止。
○代替Ｗｅｂイベントとして「まんが甲
子園増刊号」を開催し、オンラインコ
ンテスト「まんが甲子園オンライン」
や、まんが甲子園で例年実施されて
いる応援企画を番組として４時間の
「まんが甲子園増刊号　生配信」を
実施した。
　＜まんが甲子園オンライン募集実
績＞
　　応募総数：372作品
　　（日本：303、韓国：６、シンガポー
ル：９、台湾：54）
　＜まんが甲子園増刊号生配信視
聴実績＞
　　視聴者数：11,484人
　　コメント数：1,500件
○まんが甲子園の教育的効果につ
いてのＰＲ冊子7,000冊作成（配布
先：小中学校ＰＴＡ連合会、高等学校
ＰＴＡ連合会　等）
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計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン３　子ども自身の自発的な活動を支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

防災砂防
課

79 こども防災キャンプ
※再掲（37番）

子ども達が家族や地域とともに災
害についての知識を授業形式によ
る体験学習を通じて学び、地域も一
体となって学習する。

災害についての知識や身の守り方
を知らない子供達にわかりやすく教
育していく必要がある。

こども達が家族や地域とともに災害
についての知識を学習し、いざとい
う場合の対応方法を実習すること
で、こども達が自ら自分の安全を守
る力を身につける。

毎年２校程度継続して、こども防災
キャンプを実施していく。

6/20　吾北小学校
11/7　大栃小学校

11/14　大栃小学校
 2/20　吾北小学校

・近年も、台風や多発する豪雨によ
る土砂災害が県下で発生しており、
子どもたちの土砂災害に対する学
習の場として引き続き開催し、地域
防災力の向上にも資する取り組みと
して進めていく。

8/25　拳ノ川・伊与喜小学校（合同開催）
10/16　山奈小学校

港湾・海岸
課

80 こども防災キャンプ
※再掲（38番）

子ども達が家族や地域とともに災
害についての知識を授業形式によ
る体験学習を通じて学び、地域も一
体となって学習する。その一環とし
て、津波学習を行う。

災害についての知識や身の守り方
を知らない子供達にわかりやすく教
育していく必要がある。

こども達が家族や地域とともに災害
についての知識を学習し、いざとい
う場合の対応方法を実習すること
で、こども達が自ら自分の安全を守
る力を身につける。

毎年２校程度継続して、こども防災
キャンプを実施していく。

６/20　吾北小学校
11/７　大栃小学校

2/20　吾北小学校 ・津波防災学習を内陸部の学校で
開催したことで、津波対策に関する
情報等が広く周知されていない状況
を確認した。

・今後も若い世代から災害に関する
知識や身の守り方を身につけてもら
えるよう津波防災学習の取り組みを
続けていく。

8/25　黒潮町立拳ノ川・伊与喜小学校（合同）
10/16　宿毛市立山奈小学校

学校安全
対策課

81 防災教育研修会 震災を体験した教職員による講演、
安全教育プログラムに基づく教育
手法の演習や実践発表等の研修
から、「自分の命を守りきる力」を子
どもたちに身に付けさせる防災教
育の徹底、学校や教職員の危機管
理力や防災力の向上を図る。

○県内公立学校において、防災の
授業及び避難訓練は確実に実施さ
れているが、取組内容に温度差が
あるため、質の向上を図る必要が
ある。

○防災教育研修会の研修内容を、
自校の防災教育及び安全管理に
活かした学校の割合100％

○学校悉皆研修と位置付けた防災
教育研修会を３地区４回の予定で
毎年開催し、防災教育に携わる教
職員の指導力の向上を目指して、
研修内容を工夫する。

○防災教育研修会の研修内容の
活用状況をアンケート調査等で把
握し、必要に応じて指導助言する。

○学校悉皆の防災教育研修会を３地区で開催
（震災体験をした教職員による講演、防災教育
実践の講義・演習、モデル地域による実践発表
等）

○防災教育研修会の研修内容の活用状況をア
ンケート調査等で検証、必要に応じて指導助言

○学校悉皆の防災教育研修会をオ
ンデマンド研修で実施（新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の観点か
ら実施方式を変更）

○各学校１名以上の参加（市町村立
学校・県立学校）（377人）

○受講後、各学校から受講報告書
の提出

○アンケートによる１年間の取組状
況調査（１/22 実施）

○公立学校における防災教育研修
会の研修内容の活用率は100％（受
講報告書による）。

特に、研修会（オンデマンド研修）の 
「多賀城市教育長　麻生川　敦　氏」　
動画資料の視聴において、日々の
学校防災の在り方、各校でマニュア
ルの見直しの重要性について深く学
ぶことができた。子どもたちの命を守
る防災管理の強化につなげることが
できた。)という参加者からの声が多
くあった。

○学校悉皆の防災教育研修会を４地区で開催
（震災体験をした教職員による講演、防災教育
実践の講義・演習等）【半日集合研修＋オンデマ
ンド】

○防災教育研修会の研修内容の活用状況をア
ンケート調査等で検証、必要に応じて指導助言

学校安全
対策課

82 防災教育指導事業 防災ハンドブック（高１）及び防災教
育副読本（小３、中１）の配付等、防
災教育についての環境整備を通し
て、安全教育プログラムに基づく防
災教育の徹底を図る。

○通知や各種研修会を通じて、「高
知県安全教育プログラム」に基づく
防災教育の推進を図る。
○平成26年度から毎年、防災教育
教材として対象学年の全児童生徒
に配付。
・防災教育副読本（小３、中１）
・防災ハンドブック（高１）
○「高知県安全教育プログラム」の
改訂

○「高知県安全教育プログラム※
改訂版」に基づく防災を含む安全教
育の充実
・防災の授業の実施100％
　小中学校（各学年５時間以上）
　高等学校（各学年３時間以上）
・様々な状況を想定した避難訓練
の実施100％
　各学校（年間３回以上）
○防災教育における教材の活用率
の向上

○防災教育教材を対象学年の全児
童生徒に毎年配付

○配付している教材を有効に活用
した防災教育の事例を研修会等で
紹介、啓発

○新学習指導要領や第２次学校安
全の推進に関する計画等を反映し
た「高知県安全教育プログラム」の
改訂、これに基づく防災教育を推進

○防災教育教材を対象学年の全児童生徒に配
付

○防災教育における教材の活用状況を、アン
ケート調査等で検証、必要に応じて指導助言

○「高知県安全教育プログラム」の改訂（配付教
材を活用した授業展開例等の掲載を含む）

学校安全
対策課

83 実践的防災教育推進事
業

「高知県高校生津波サミット」の取
組を通じて、高校生による主体的な
防災活動を支援し、高校生防災
リーダーの育成を図る。
モデル地域を指定し、拠点校の防
災を中心とした組織的取組をモデ
ル地域で共有・検証し、各学校での
取組の促進や地域全体での学校
安全推進体制を構築する。その仕
組みを県内に普及し、県内全域で
の学校安全の取組の推進を目指
す。

○「高知県高校生津波サミット」に
実践校として参加した高校生は、黒
潮宣言に基づく防災活動を積極的
に行った。その取組を他校と共有す
ることにより、広く県内高校生の防
災意識を高めることができた。しか
し、高校における防災意識や活動
に温度差が見られるため、サミット
の実施内容を検討するとともに、実
践校の拡大や交流を図る工夫が必
要である。
○モデル地域の市町村に対して
は、学校安全推進体制を構築する
ための支援が必要である。

○県立学校等において、防災リー
ダー組織が構築され、高校生によ
る主体的な防災活動が展開されて
いる。

○モデル地域の市町村の事業実績
である学校安全推進体制の構築の
仕組みが県内に普及され、県内全
域で地域や学校の防災上の課題に
応じた防災教育が展開されている。

○「高知県高校生津波サミット」に
おける実践校の拡大と交流
○「高知県高校生津波サミット」の
成果を啓発

○モデル地域の市町村への事業遂
行に対する指導支援
○拠点校を含むモデル地域の市町
村の取組の成果報告の機会を設
定、県内の他地域への普及

○「高知県高校生津波サミット」
・学習会　
・被災地訪問　
・「「世界津波の日」2020高校生サミットin新潟」　
9/15～16
・「高知県高校生津波サミット」開催　12/12

○高知県実践的防災教育推進事業
・拠点校を含むモデル地域への訪問指導
・推進委員会（県主催）の開催
・モデル地域の市町村（拠点校）における成果発
表
・防災教育研究会（県主催）での実践発表

○「高知県高校生津波サミット」
・学習会　6/20
・高知県内フィールド（高知県沿岸部）8/23
・「世界津波の日」2020高校生サミットin新潟」
　　　　　　　　　　　　　　　（R3.4.12現在未定）
・「高知県高校生津波サミット」開催　11/14

○高知県実践的防災教育推進事業
・拠点校を含むモデル地域への訪問指導
・推進委員会（県主催）の開催
・モデル地域の市町村（拠点校）における研究発
表会
・防災教育研究会（県主催）における実践報告

○防災教育教材を対象学年の全児
童生徒に配付（内容の一部を改訂）
・防災教育副読本（小３、中１）３月末
配付
・防災ハンドブック（高１）３月末配付

○防災教育における教材の活用状
況を、アンケート調査等で把握（１
/22 実施）

○「高知県安全教育プログラム」の
改訂の実施
→「高知県安全教育プログラム」に
基づく安全教育の充実に向けて（安
全教育参考資料の原稿作成）

○「高知県安全教育プログラム」に
基づく防災を含む安全教育の充実
・防災の授業の実施：　小中学校（各
学年５時間以上）、高等学校（各学
年３時間以上）
小98%、中97%、高88%（※コロナウイ
ルス感染症対策の休校措置の影響
により、授業時間の確保が難しかっ
た現状がある。）

・様々な状況を想定した避難訓練の
実施：各学校（年間３回以上）
小96%、中94%、高79%（コロナウイル
ス感染症拡大防止の観点から実施
回数が減少した学校がある）
○防災教育における教材の活用：小
97%、中99%、高83%
○各学校における防災教育は一定
定着してきたものの、取組の質の向
上を図るため、教職員一人一人に配
付する安全教育参考資料を活用し
た実践を促進する。

○防災教育教材を対象学年の全児童生徒に配
付

○防災教育における教材の活用状況を、アン
ケート調査等で検証、必要に応じて指導助言

○「高知県安全教育プログラム」に基づく安全教
育参考資料の活用の促進

○「高知県高校生津波サミット」
・学習会　6/9（各学校で実施）、R3.2
月（ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄ  教材を活用し各学校
で実施）
・被災地訪問　7/27～29（中止）
・「「世界津波の日」2020高校生サ
ミット新潟」
 9/14～16（中止）
・「高知県高校生津波サミット」（中
止）
※新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため

○高知県実践的防災教育推進事業
・拠点校を含むモデル地域への訪問
指導　４～２月
・推進委員会（県主催）中止（新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観
点から）
・モデル地域の市町村（拠点校）に
おける成果発表会（芸西村、南国
市、黒潮町、土佐清水市、大月町）
・防災教育研究会（県主催）における
モデル地域（拠点校）の実践報告書
の掲載

○「高知県高校生津波サミット」は、
平成29年度から継続して３回開催を
していたが、本年度は、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の観点か
ら中止とした。
学習会については、オンデマンド教
材を活用し各学校で実施した。

○高知県実践的防災教育推進事業
では、モデル地域内の学校の学校
安全担当教員が連携して防災教育
に取り組む事例が見られた。今後
も、拠点校のみならず、モデル地域
全体の防災教育の組織的取組の向
上を目指す事業目的が達成できる
よう、市町村への支援を行い、取組
成果を広く県内に普及する。
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン３　子ども自身の自発的な活動を支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

学校安全
対策課

84 学校防災アドバイザー
派遣事業

県内の大学等の有識者を学校防災
アドバイザーとして学校に派遣し、
各校の避難場所・避難経路等につ
いて専門的知見から助言を行うこと
を通して、学校防災マニュアルの見
直しや避難訓練の改善等、安全管
理の強化を図る。

○平成25年度から延べ366校へ、
学校防災アドバイザーを派遣してお
り、避難経路や避難場所について
の助言や防災についての講話を通
して、学校の安全管理の強化を進
めてきた。ただし、学校防災アドバ
イザーを派遣する学校の固定化も
見られるので、津波浸水想定外の
学校にも働きかけが必要である。
○学校防災アドバイザーの派遣に
係る報償費の財源の確保。

○学校防災アドバイザーからの専
門的な知見に基づく指導助言が、
派遣校やモデル地域内の学校の安
全管理に確実に活用されている。

○学校防災アドバイザーからの指
導助言が、派遣校の安全管理に確
実に活かされるよう、事後の取組を
把握し、適宜指導助言にあたる。ま
た、派遣校だけでなく、モデル地域
内の多くの学校に共有・活用できる
ような派遣の方法を工夫する。

○学校防災アドバイザー派遣
・モデル地域の市町村に派遣（１回予定）
・県立学校等に派遣（13回予定）

○学校防災アドバイザー派遣
・モデル地域の市町村に派遣（１回）
・県立学校等に派遣（11回）

○学校防災アドバイザー派遣に係る
各校の満足度は高い。学校防災アド
バイザーによる講話や訓練への専
門的な助言を通して、教職員や児童
生徒が自然災害の危険性を認識
し、避難行動のあり方や日頃の備え
の必要性等を改めて考え直す機会
となっている。また、避難場所や避
難経路等の検討、学校防災マニュア
ルの見直しにつながっている。
○派遣校が、学校防災アドバイザー
の助言を、事前事後を含めた一連
の取組の中で確実に安全管理に活
かすよう、指導することが必要であ
る。

○学校防災アドバイザー派遣
・モデル地域の市町村に派遣（２回予定）
・県立学校等に派遣（26回予定）

学校安全
対策課

85 防災キャンプ推進事業

（R1廃止）

学校等を避難所と想定した生活体
験等を地域住民や保護者の協力を
得て実践する防災キャンプを、市町
村へ委託して実施する。

○防災キャンプを通して、学校・家
庭・地域の連携が強まり、子どもた
ちだけでなく、地域住民の防災意識
の向上が期待できる。単発で終わ
らせることなく、市町村や地域が主
体となって継続または発展的な取
組を実施し、地域全体の防災力の
向上に繋げていくことが必要であ
る。

○市町村や地域が主体的に防災
キャンプを実施する。

○防災キャンプでの避難生活体験
を通して、多くの子どもたちが地域
防災への関心を高め、地域の安全
に貢献していこうとする心を持って
いる。

○市町村内でモデルとなるような、
子どもたちが家族や地域とともに防
災について体験し学ぶことのできる
防災キャンプを実施する。（事業の
継続）

○本事業の防災キャンプの成果を
研修会等で紹介したり、当課ＨＰに
掲載したりして、効果的な啓発を行
う。

幼保支援
課

86 南海トラフ地震対策研
修等事業

園の防災に対する意識の向上に係
る研修や各園の防災マニュアルの
検証・情報交換等を行い、保育所・
幼稚園等の防災力の向上を図る。

各園の防災マニュアルを充実させ、
避難訓練等に活かし、保育所・幼稚
園等の防災力の向上につなげるこ
とが必要。

園児が、災害発生時に、保育者の
指示のもと、適切な避難行動をとる
ことができる。

○園児が適切な避難行動ができる
よう、保育者の知識の習得や防災
に対する意識の向上を図る。
○研修において、防災マニュアル
の検証・情報交換等の場をもち、防
災マニュアルの充実を図る。

○県内３箇所で研修を開催 ○防災教育等研修を中止 ○新型コロナウイルス感染症拡大
予防に留意した開催が必要

○県内３箇所で研修を開催

生涯学習
課

87 新・放課後子ども総合プ
ラン推進事業（うち、放
課後子ども教室等の安
全対策）
※再掲（19番）

放課後の子どもたちの安全・安心な
居場所づくりを図るため、児童クラ
ブや子ども教室における室内安全
対策の実施や支援員等を対象とし
た防災研修会を開催する。

○全小学校区の94.3％に放課後児
童クラブ又は放課後子供教室が設
置され、学習習慣の定着に向けた
学習支援が行われている。

・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活動
内容には差があり、充実した活動
事例の共有に加え、特別な支援が
必要な児童の受入に伴う専門知識
の向上等が求められる。

○学校と地域の連携により、放課
後において子どもたちがより安全で
健やかに育まれるとともに、放課後
の学びの場において、子どもたちが
学ぶ力を身につける風土ができて
いる。

・放課後子ども教室及び放課後児
童クラブの設置率
小学校：95%以上　
・放課後学びの場における学習支
援の実施率
小学校：96％以上

○放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に対
し運営等の補助を行うとともに、実
施状況調査等による市町村等への
助言や人材育成等の支援を行う。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ185(98)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成11か所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・うち防災対策経費への補助
(4) 学び場人材バンクの活動
(5) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・支援員等研修　うち、防災対策研修会3回 
　・全市町村訪問 9～10月
　・取組状況調査 8～9月

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ182(95)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成　4
市10箇所
　 　　（うち2施設R3へ繰越）
(3) 放課後学びの場充実事業
　・防災対策経費への補助は実績な
し
(6) 学び場人材バンクの活動
　・夏期出前講座（防災学習）の開催
(7) 活動内容の充実と指導員等の人
材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
（全4日）10～12月
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）
研修（全2日）12月
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修
　　　うち、防災対策研修会 2回　　
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

○全小学校区の96.3％に児童クラブ
又は子ども教室が設置されており、
学習支援の実施率はR1：98.1％から
R2：98.8％と増加している。

・待機児童及び児童の定員等、国の
施設基準等を満たしていない児童ク
ラブの解消に向け、新たな児童クラ
ブの整備と従事する職員の確保が
必要である。

・各児童クラブや子ども教室の活動
内容に差があり、充実した活動事例
の共有に加え、放課後の子どもたち
の安全・安心な居場所づくりを図る
ため、児童クラブや子ども教室にお
ける室内安全対策の実施や支援員
等を対象とした防災研修会などの機
会を維持していく必要がある。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室141(41)ヵ所
　児童クラブ189(94)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成5箇所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・うち防災対策経費への補助
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・支援員等研修　うち、防災対策研修会3回 
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

少子対策
課

88 子ども条例推進事業
（子どもの環境づくり事
業）
※再掲（77番）

「子ども条例」の目的及び基本理念
を広め、子どもたちが健やかに育つ
環境づくりを推進する。
子どもの環境づくり推進委員会を通
じて進捗管理を行う。
フォーラムの内容検討、開催を行
う。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の向上。

○庁内各部局や子どもの環境づく
り推進委員会との連携により、子ど
もの環境づくり推進計画（第三期）
の取り組みが着実に進んでいる。

○子ども条例フォーラムの開催、各
種媒体やイベントにおける広報活
動の成果として、子ども条例の認知
度がアップしている。

○子どもの環境づくり推進委員会
において、各事業の取り組み実績
を報告し、意見を頂きながら取り組
みを着実に進める。

○子ども条例フォーラムを毎年開
催することで、子ども条例に関わる
方を増やし、子ども条例の認知度
の向上等につなげる。

○子どもの環境づくり推進委員会（第七期）の開
催

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

○子どもの環境づくり推進委員会
（第七期）の開催
　・第4回　6/14
　・第5回　9/13

○子ども条例フォーラムの開催
　（実施名称：こうち子ども未来
フォーラム２０２０）
　・11/23　ちより街テラス

○子どもの環境づくり推進委員会に
おいて、子どもの環境づくり推進計
画（第四期）に対して意見をいただ
き、取組を着実に進めることができ
た。

○子ども条例フォーラムを開催する
ことで、子ども条例に関わる方を増
やし、子ども条例の認知度の向上等
につなげることができた。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の更なる向
上。

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

高等学校
課

89 ２１ハイスクールプラン
推進費
※再掲（62番）

各県立高校等における生徒の個性
や学校・地域の特色を生かした自
主的な、創造的で取組を推進する。

○魅力ある学校づくりに向けて、地
域との連携・協働による多様な取組
が各学校で進められている。

○地域や地元企業と連携・協働し
た学習活動をさらに推進

○学習意欲の向上や深い学びにつ
ながるような活動となる取組とす
る。

○生徒が充実した学校生活を送る
ことで、生徒や保護者の学校への
満足度が向上し、県民に信頼され
る学校づくりが推進できている。
○地元高校の教育活動への理解
が深まり、志願者の増加につながっ
ている。
○資格取得を推進することにより、
就職内定率の向上につながってい
る。

○魅力ある学校づくりを推進
（広報促進、地域新商品開発・販
売、地域防災支援、地域課題解決
学習、地域活性化に向けた取組な
ど）

○専門高校等における資格取得の
推進

各学校において、学校や地域の特色を生かした
取組を実施
○地域でのボランティア活動の実施
○国際交流活動の推進
○ものづくり、資格取得の推進
○防災教育の推進
○伝統文化の伝承活動の実施
○販売市の開催
○生徒支援の推進
○学校広報誌・通信の発行
○人権教育の推進
○環境教育の推進　　　　　など　　　　
　・県立高等学校　33校  ・県立中学校 4校

各学校において、年間計画に基づ
き、学校や地域の特色を生かした取
組を実施
○地域でのボランティア活動の実施
○国際交流活動の推進
○ものづくり、資格取得の推進
○防災教育の推進
○伝統文化の伝承活動の実施
○販売市の開催
○生徒支援の推進
○学校広報誌・通信の発行
○人権教育の推進
○環境教育の推進　　　　　など　　　　
　・県立高等学校　33校  ・県立中学
校 4校

成果：各校において、学校・地域の
特色を生かし、自主的・創造的な取
組を実施した。

課題：学習意欲の向上や、主体的、
対話的で深い学びにつながる活動
へつなげることが必要である。

各高校において、学校や地域の特色を生かした
取組を実施
○地域でのボランティア活動の実施
○国際交流活動の推進
○ものづくり、資格取得の推進
○防災教育の推進
○伝統文化の伝承活動の実施
○販売市の開催
○生徒支援の推進
○学校広報誌・通信の発行
○人権教育の推進
○環境教育の推進　　　　　など　　　　
　・高校　34校  ・県立中学校 4校

【全所属】 90 【全所属事業】

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン４　子どもが公共の仕事や地域活動などに参加する機会づくり）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

・子どもの地域活動などへの参加事例や活動に

関する情報提供
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン５　自尊心や思い遣りを育む土壌となる「安心できる居場所」づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

子ども・子
育て支援
課

91 地域子ども・子育て支
援事業

子ども・子育て支援法に規定する
地域子ども・子育て支援事業（利用
者支援事業（母子保健型））に対し
て補助する。（市町村が設置する
子育て世代包括支援センターの運
営費等の支援）

○子育て世代包括支援センターは
33か所に設置済み(合計31市町
村）R3.4月現在
※H27年度から事業開始

○市町村による利用者支援事業
（母子保健型）の活用
○センター全市町村設置

○利用者支援事業（母子保健型）
活用に向けた市町村支援

○センター設置予定市町村への訪問（現地調査・
説明・ヒアリング）〈相談場所とセンター機能の確
保〉
○センターの機能強化
○母子保健コーディネーター等のスキルアップ
（人材育成）

○１２市町村が子育て世代包括支
援センターを設置
○子育て世代包括支援センター連
絡調整会議　R2.10.16
○母子保健コーディネーター等研修　
R2.9.4
○総合相談窓口機能強化のための
スキルアップ研修　R2.9.4
○高知県版妊娠届出時等初回アセ
スメントシートの活用の手引き作成

○新たに母子保健コーディネーター
となった保健師等のスキルアップが
できた
○継続的に妊産婦を支援するため
のアセスメント力向上が課題

○中土佐町の子育て世代包括支援センター開設
に向けた支援（現地訪問等）
○子育て世代包括支援センター連絡調整会議
○母子保健コーディネーター等研修
○総合相談窓口機能強化のためのスキルアップ
研修

子ども・子
育て支援
課

92 乳児家庭全戸訪問事
業・養育支援訪問事業

乳児がいる全家庭及び養育支援
が必要な家庭の訪問による支援、
家庭での養育が一時的に困難と
なった児童等の養育・保護の実施
等により、児童及びその家庭の福
祉の向上を図る。

支援が必要と判断される家庭の把
握や、養育支援訪問事業による早
期の養育環境改善のために、訪問
者の人事育成及び資質の向上が
必要

乳児家庭全戸訪問事業の周知及
び本事業を活用した地域での見守
り及び支援体制の構築が図られて
いる。

全市町村訪問による地域での見守
り体制の現状把握

○補助金を活用してない市町村に対して活用へ
の支援を行い、人材確保や適切な支援の実施に
つなげていく。

・乳児家庭全戸訪問事業
　補助金を活用して実施：20市町村
　母子保健法に基づく訪問等として
実施：14町村
・養育支援訪問事業
　補助金を活用して実施：17市町村
　母子保健法に基づく訪問等として
実施：17町村

○全市町村において事業としての実
施又は母子保健法に基づく保健師
訪問等として実施がなされており、
養育上の支援が必要な家庭に対し
て市町村がきめ細かな対応ができ
るよう、引き続き補助金を活用しな
がら適切な支援を行う必要がある。

○補助金を活用してない市町村に対して活用へ
の支援を行い、人材確保や適切な支援の実施に
つなげていく。

子ども・子
育て支援
課

93 子どもの見守り体制推
進事業

市町村における児童虐待防止対
策等を抜本強化するため、妊娠・
出産・新生児・乳幼児期からの保
健と福祉等との連携強化による地
域での見守り体制を整備する市町
村に対し交付金の交付を行う。

母子保健からつながれた要支援家
庭に適切に対応していくため、児童
虐待防止コーディネーターによる市
町村支援会議の開催、個別ケース
管理、学校・保育所訪問等が不可
欠であるが、人材不足により児童
虐待防止コーディネーターの配置
が７市町（H29実績）にとどまってい
る。

H30目標
12市町村への児童虐待防止コー
ディネーターの配置

全市町村訪問による地域での見守
り体制の現状把握

○子ども家庭総合支援拠点の設置に向けた取組
を行う市町村に対して財政支援を行うよう交付金
の目的を見直し、各市町村に活用を働き掛けてい
く。
（支援拠点については令和４年度までに全国展開
することとされているもの）

○子ども家庭総合支援拠点の設置
及び設置準備を行った県内９市町に
交付金を交付。
　（設置済み）５市町
　（設置準備中）４市町

○交付金の活用により各市町村に
おける子ども家庭総合支援拠点の
設置が進んでいる。一方、人材確保
が困難である等の理由から設置が
進まない町村がある。

○子ども家庭総合支援拠点の設置に向けた取組
を推進するため、市町村に対して財政支援を行う
よう交付金の活用を働き掛けていく。
（支援拠点については令和４年度までに全国展開
することとされているもの）

子ども・子
育て支援
課

94 地域子ども・子育て支
援事業

子ども・子育て支援法に規定する
地域子ども・子育て支援事業（利用
者支援事業（基本型及び特定型）、
子育て短期支援事業、子どもを守
る地域ネットワーク機能強化事業、
地域子育て支援拠点事業）に対し
て補助する

○利用者支援事業（基本型）にお
いては、実施市町村数が少ないう
えに、コーディネーターとなることが
できる経験のある職員が不足して
いる。
○子育て短期支援事業は近隣に
児童養護施設等がないだけでな
く、委託先である施設等の空室が
不足しており、保護者の必要に応
じた受け入れができていない。
○子どもを守る地域ネットワーク機
能強化事業については、事業内容
の周知ができていない。
○地域子育て支援拠点事業につ
いては、職員の固定が難しく継続し
た支援につながりにくい。

○地域の実情に合わせて子ども・
子育て支援事業が実施されてい
る。

○市町村への事業の周知 ○里親の新規登録拡充を進める。
○市町村訪問時に事業の周知を図るとともに効
果的な事業実施に向けて協議を進める

○利用者支援事業（基本型）1市
　 利用者支援事業（特定型）1市
○ショートステイ27市町村
　トワイライトステイ１市
○要保護児童地域対策協議会設置
状況　全市町村設置
○地域子育て支援拠点　
23市町村1広域連合49ヶ所設置（1カ
所休止中）

○子育て短期支援事業について
は、近隣に児童養護施設等のない
市町村での実施が困難であり、里親
への委託についても進めていく必要
がある。
○子どもを見守る地域ネットワーク
機能強化事業については、専門職
の配置が必要であるが、小規模市
町村においては専任で配置すること
が困難
○地域子育て支援拠点事業の機能
強化

○里親の新規登録拡充を進める。
○市町村訪問時に事業の周知を図るとともに効
果的な事業実施に向けて協議を進める

子ども・子
育て支援
課

95 安心子育て応援事業 市町村や団体・企業、子育てサー
クル等が行う子育て支援の取組に
対して補助

○市町村における地域子育て支援
拠点事業の運営や子育て支援の
取組については、国の子ども・子育
て支援事業交付金の活用等で取り
組むことができるが、少子高齢化
の進む高知県内の市町村の一部
では国の交付金を活用するための
事業要件を満たすことが困難な場
合も見受けられる。
○地域地域で子育て家庭を支援し
ている子育てサークルにおいて
は、任意団体であるため、活動を
するための資金の確保が課題とし
てあげられている。

○全ての家庭が安心して子どもを
育てることができる環境が整ってい
る。

○市町村や子育てサークル等の
ニーズを把握しながら、より効果的
に補助金が活用できるよう年度ご
とに要綱の見直しを行う。

○１3市町村1広域連合、サークルに交付予定
○予算額15,132千円

○10市町村1広域連合、15サークル
に交付
○実績額　8,859千円

○高知版ネウボラの推進のために
事業実施に向けた検討が必要

※予算の組み替え（地域子育て支援等機能強化
事業、子育て講座等実施委託事業）

子ども・子
育て支援
課

96 地域子育て支援等機
能強化事業

市町村や団体・企業等が行う子育
て支援の取組に対して補助
・利用者支援専門員育成事業
・施設整備事業
・環境整備事業
・市町村が値域の実情に応じて実
施する子育て支援に視する事業
・高知家の出会い・結婚・子育て応
援団が行う子育て支援に資する事
業
・臨時託児室の設置事業

○子育て世代包括支援センターと
地域子育て支援センターの設置は
進んできたが、「相談先がわからな
い」「情報がキャッチしづらい」など
が課題。
○子育て世代のニーズが高い支援
サービス（一時預かり等）の提供は
十分でない。

○全ての家庭が安心して子どもを
育てることができる環境が整ってい
る。

○市町村や団体・企業等のニーズ
を把握しながら、より効果的に補助
金が活用できるよう年度ごとに要
綱の見直しを行う。

○全ての家庭が安心して子どもを育てることがで
きる環境づくりを進めるため、市町村に対して事
業の周知を図るとともに効果的な事業実施に向け
交付金の活用を働きかけていく。

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン５　自尊心や思い遣りを育む土壌となる「安心できる居場所」づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

子ども・子
育て支援
課

97 子育て講座等実施委
託事業

子育てサークル等の地域資源を活
用し、身近な地域で気軽に不安や
悩みを相談できる支援者の育成や
交流の場づくりなど、住民主体の
子育て支援サービスの充実を図る
ための子育て講座等の実施

○０～2歳のうち未就園児は約4割
であり、このような子育て家庭が孤
立化しないよう、身近な地域で気軽
に不安や悩みを相談できる支援者
の育成が必要
○子育て家庭の負担感を軽減する
ため、子育て家庭の多様なニース
に応じた子育て講座や交流の場の
拡充が必要
○子育てに役立つ情報を届けるた
めには、地域毎の子育て支援サー
ビスやイベント等のコミュニティ情
報をきめ細かく収集し、タイムリー
に発信することが必要

○地域における子育て支援活動の
担い手の増加
○住民主体の子育て支援サービス
の充実

○子育てサークル等の地域資源を
活用し、地域における子育て支援
者を確保・育成する

○地域人材の育成
　市町村と協働して研修会やネットワーク形成の
ための情報交換会を実施
○子育て講座や交流の場の提供
　子育て家庭のニーズに応じた子育て講座等の
開催
○子育て支援活動の情報発信
　子育てに関する情報を一元化して情報発信する

子ども・子
育て支援
課

98 子育て支援員等研修
事業

地域子育て支援センターの人材養
成及び質の向上に向けた研修開
催

○研修を修了した人材を地域子育
て支援拠点で活用する仕組みがな
く、養成した人材が現場へつながり
にくくなっている。

○研修を修了した人材が地域子育
て支援拠点で活用され、継続的な
支援体制が構築される。

○研修修了者が地域子育て支援
拠点や市町村とつながることがで
きる仕組みを構築する。

○研修の実施
○研修修了者のうち希望者に対して現場実習を
実施

○研修実施
・子育て支援員専門研修
　地域子育て支援拠点事業：33人受
講　33人認定
・現任者研修
　地域子育て支援拠点事業）：78人
受講
　利用者支援事業：受講なし
・研修終了者のうち希望者に対して
現場実習を実施：0人
コロナのため実施なし

○子育て家庭のニーズに対応でき
る人材育成に向けた研修が必要

○研修の実施
　・子育て支援員専門研修
　・子育て支援員現任者研修
　・利用者支援専門員研修（オンライン研修）
○研修修了者のうち希望者に対して現場実習を
実施

子ども・子
育て支援
課

99 出会い・結婚・子育て
応援コーナー（子育て
相談）

専門職員を配置し、妊娠期から子
育て期までの相談支援、地域子育
て支援センターの機能強化に向け
た支援を実施

高知家の出会い結婚子育て応援
コーナーに専門相談員（助産師）を
2名配置
　（非常勤職員1名アドバイザー1
名）

H29年度実績　
　電話相談：２２件　　
  出張相談：１８１件

総合的な相談受付窓口での相談
件数(結婚相談除く）400件
（第3期Ver3日本一の健康長寿県
構想H37年度末の姿から抜粋）

○子育て支援センター及び子育て
サークルへの相談窓口の周知及
び活用の促進

○Facebook等による子育てに関す
る情報発信

通年
○出前相談　
地域子育て支援センターや子育てサークルなど
の取組の場面に出向き、妊婦や子育て家庭への
アドバイスや支援を実施
○電話相談
応援コーナーに設置している子育て相談専用電
話で妊娠・出産・子育てに関する相談に対応
○地域子育て支援センター等における子育て支
援体制強化に向けた取組支援

通年
○出前相談：16件
地域子育て支援センターや子育て
サークルなどの取組の場面に出向
き、妊婦や子育て家庭へのアドバイ
スや支援を実施
○電話相談：62件
応援コーナーに設置している子育て
相談専用電話で妊娠・出産・子育て
に関する相談に対応
○地域子育て支援センター等にお
ける子育て支援体制強化に向けた
取組支援：6件

○地域子育て支援センターの機能
強化に向けた取り組みの継続が必
要

通年
○出前相談　
地域子育て支援センターや子育てサークルなど
の取組の場面に出向き、妊婦や子育て家庭への
アドバイスや支援を実施
○電話相談
電話で妊娠・出産・子育てに関する相談に対応
○地域子育て支援センター等における子育て支
援体制強化に向けた取組支援

幼保支援
課

100 多機能型保育支援事
業

保育所等を中心とした地域の高齢
者や子育て世代などの交流の場づ
くりを進めるとともに、保育所等の
子育て支援機能を強化し、子育て
家庭を地域で見守り、支えあう、地
域ぐるみの子育て支援を行うこと
が可能な多機能型の保育事業を
推進する。

○多機能型保育の必要性の理解
はあるものの施設の本来業務の多
忙感や人材の確保が難しい点など
から実施につながりにくい。

○多機能型保育事業の実施
　　　４０箇所（Ｈ３１目標）

○保育所・幼稚園等において、さま
ざまな交流事業を地域の方々と協
働で実施することで、地域との絆が
深まり、子育て家庭への声かけな
ど日常的な支援が充実している。

○地区の民生委員等、地域の方々
の協力も得ながら、事業実施でき
るよう取り組んでいく。

○多機能型保育事業の取組発表
（交流会）の実施

○補助要件を段階的にするとともに、市町村も補
助対象とした多機能型保育支援事業について、引
き続き、各園や市町村に広報することで、各園に
おける子育て支援の充実を図っていく。

○多機能型保育事業の推進　30か所

○多機能型保育事業の実施
20か所

○補助要件を３段階に細分化するな
ど、保育所等の負担感が軽減される
よう見直したことにより、実施箇所数
の増（13→20か所）につながったが、
計画の箇所数までには至っていな
い

○保育所等の個別訪問や、子育て支援イベント等
を通じた周知により、か所数の拡大を図る

子ども・子
育て支援
課

101 「こうちプレマnet」運営
委託事業

親子のふれあいを大切にするため
の取り組みとして、携帯電話・パソ
コンを利用した胎児期からの情報
提供や相談事業を行い、安心して
出産・子育てができるよう、地域社
会全体で「子ども・親の育ち」を支
援する環境づくりを行う。

○インターネットやスマートフォンな
どの普及により、子育て家庭の情
報収集のツールもスマートフォンや
パソコンが主流となってきている。
○子育ての相談先についてもイン
ターネットで検索することも増えて
いる。
○インターネット上には、様々な情
報があり、子育て家庭が信頼でき
る情報の提供も必要である。

○子育て家庭に役立つ情報がより
充実して提供され、行き届いてい
る。

○H30年度サイトデザイン等修正
○随時サイトや相談機能の周知

○4月　サイト運用保守、相談業務委託契約
○サイトの周知（通年）

○4月　サイト運用保守、相談業務
委託契約
○アクセス数　83,514件
○プレママ相談件数　136件

○アクセス件数は前年度より増加し
ているが、「知りたい情報が探しにく
い」との声があることから、「こうちプ
レマnet」の検索機能の強化が必要

○4月　サイト運用保守、相談業務委託契約
○サイトの周知（通年）
○「こうちプレマnet」の情報検索機能の強化を図
るため、システムの改修を実施
○こうちプレマnetのポスターやチラシを作成し、関
係機関を通じて広報を実施

幼保支援
課

102 園内研修支援事業 子ども一人一人に生きる力の基礎
を育む保育・教育を実践するため、
保育所・幼稚園等が実施する園内
研修を支援するとともに、県内１３
ブロックごとの「ブロック別研修会」
を支援し、主体的に研修を開催し
てもらうためのネットワーク化を推
進することにより、保育・教育の質
の向上を図る。

○研修への参加が困難な臨時・
パート職員を含む保育者の学びの
場となるよう、園全体で取り組むこ
とのできる研修体制を作ることが必
要である。

○計画的・組織的な研修体制の確
立のため、ブロック別園内研修支
援を２カ年で実施できるよう働きか
けているが、継続した取組につな
がりにくい地域や園もある。ニーズ
に応じた支援を続け、研修への認
識を高めていく必要がある。

○保育所保育指針、幼稚園教育要
領に基づく教育・保育についての
理解が深まるとともに、自主的、計
画的な園内研修が実施されてい
る。

○研修の中核となる職員が育ち、
園内及び園や市町村を超えた実践
研修や公開保育が定期的に行わ
れている。

・園内研修・ブロック別研修支援の
実施回数：年間200回以上
・実施後のアンケート調査で「今後
も引き続き園内研修を実施する」と
回答した園の割合：100%

・ブロック別研修実施園の公開保
育の参加者アンケート調査で「参
考になった」と回答した割合：80%以
上

○園内研修支援  
　　・園内研修支援
　　・キャリアアップ実践研修
　　・ブロック別研修支援

○園内研修支援実施状況
・園内研修支援
　66回
・キャリアアップ実践研修
　108回
・ブロック別研修支援
　98回

○保育の見直し・改善等を行った園
は増加しており、引き続き、「高知県
教育･保育の質向上ガイドライン」に
基づく質の高い教育･保育を目指し
た保育実践に向けた支援を行う必
要がある

○引き続き、園内研修支援に取り組むとともに、
改訂された保育所保育指針や幼稚園教育要領等
に基づき「高知県教育･保育の質向上ガイドライ
ン」を改訂する
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

子ども・子
育て支援
課

105 高知県児童健全育成
地域活動推進事業費
補助金（児童厚生施設
活動支援事業）

児童の健全育成を図るため、児童
厚生施設（児童館・児童センター）
を拠点として活動する地域組織「母
親クラブ」を支援し、地域活動の推
進を図る。

○補助金を活用する市町村（地域
組織）が固定化しているとともに減
少傾向にある。

○児童厚生施設（児童館・児童セ
ンター）が、子どもたちの安心・安
全な居場所となっている。

○補助金のあり方について検討
○児童館での子ども食堂開催の可
能性について調査・打診

○補助金の交付（5市町村6団体）
　室戸市、安芸市、佐川町(2)、日高村、黒潮町
［主な活動］
　料理教室、工作教室、夏祭り、クリスマス会など

○補助金の活用（5市町村5団体）
　室戸市、安芸市、佐川町(2→1)、
日高村、黒潮町

コロナ禍の影響により当初予定して
いた事業を開催できない地域があっ
た

○補助金による支援（5市町村5団体）
　室戸市、安芸市、佐川町、日高村、黒潮町
  ※r3.4.1交付決定済

子ども・子
育て支援
課

106 地域子ども・子育て支
援事業

子ども・子育て支援法に規定する
地域子ども・子育て支援事業（利用
者支援事業（基本型）、地域子育て
支援拠点事業）に対して補助

母子保健からつながれた要支援家
庭に適切に対応していくため、児童
虐待防止コーディネーターによる市
町村支援会議の開催、個別ケース
管理、学校・保育所訪問等が不可
欠であるが、人材不足により児童
虐待防止コーディネーターの配置
が７市町（H29実績）にとどまってい
る。

H30目標
12市町村への児童虐待防止コー
ディネーターの配置

全市町村訪問による地域での見守
り体制の現状把握

○市町村訪問時に事業の周知を図るとともに効
果的な事業実施に向けて協議を進める

○利用者支援事業（基本型）1市
○地域子育て支援拠点　
23市町村1広域連合60ヶ所設置（出
張ひろば11カ所含む）
・2カ所開設、1町廃止

○利用者支援実施に向けた市町村
の働きかけが必要。

○市町村訪問時に事業の周知を図るとともに効
果的な事業実施に向けて協議を進める
○国の補助要件に満たない市町村に対しては、
県単補助（地域子育て支援等機能強化事業費補
助金）の活用を進める

子ども・子
育て支援
課

107 安心子育て応援事業
　※再掲（95番）

市町村や団体・企業、子育てサー
クル等が行う子育て支援の取組に
対して補助

○利用者支援事業（基本型）にお
いては、実施市町村数が少ないう
えに、コーディネーターとなることが
できる経験のある職員が不足して
いる。
○子育て短期支援事業は近隣に
児童養護施設等がないだけでな
く、委託先である施設等の空室が
不足しており、保護者の必要に応
じた受け入れができていない。
○子どもを守る地域ネットワーク機
能強化事業については、事業内容
の周知ができていない。
○地域子育て支援拠点事業につ
いては、職員の固定が難しく継続し
た支援につながりにくい。

○地域の実情に合わせて子ども・
子育て支援事業が実施されてい
る。

○市町村への事業の周知 ○１3市町村1広域連合、サークルに交付予定
○予算額15,132千円

○10市町村1広域連合、15サークル
に交付
○実績額　8,859千円

○高知版ネウボラの推進のために
事業実施に向けた検討が必要

※予算の組み替え（地域子育て支援等機能強化
事業、子育て講座等実施委託事業）

幼保支援
課

103 親育ち支援推進事業
（基本的生活習慣向上
事業を除く）

子どもたちの健やかな育ちのため
に、「親の子育て力の向上」「保育
所・幼稚園等の親育ち支援力の向
上」「保護者と園との相互理解」を
図るために、保護者や保育者に対
する支援等を行う。

○保護者研修の実施園によって、
保護者の参加率に大きな差がある
ため、保護者の実態に合った園内
での研修計画が立てられるよう、
園や市町村に周知していく必要が
ある。

○園の組織体制が十分でない園で
は、計画的・継続的な研修の実施
につながっていないため、各地域
の親育ち支援の中核者を中心に行
われる地域別交流会の内容の充
実を図るとともに、各園における親
育ち支援保育者の役割を明確化す
る必要がある。

○良好な親子関係や子どもへのか
かわり方について保護者の理解が
深まり、積極的に子どもにかかわ
る姿が多くなる。

○多くの園や地域で、親育ち支援
のリーダーや担当者を中心とした
親育ち支援研修が行われ、親育ち
支援体制の充実が図られる。

○親育ち支援担当者の位置付け　
70％以上
親育ち支援担当者を中心とし、保
護者の実態に合った研修計画が立
てられることで、保護者の参加率を
高め、より多くの保護者に良好な親
子関係や子どもへの関わりについ
ての理解を図る。
○地域別連絡会や幼保推進協議
会を通じて、市町村の現状把握を
行い、地域別交流会の研修内容の
充実につなげる。また、研修内容を
各園で報告したり、市町村のリー
ダーが各園での研修を促したりし、
全園での親育ち支援の充実につな
げていく。

○親育ち支援啓発事業

○親育ち支援保育者スキルアップ事業

○親育ち支援啓発事業
・保育者研修　53回
・保護者研修　64回
○親育ち支援保育者スキルアップ
事業
・親育ち支援講座　３回
・地域別交流会　６回
・地域別リーダー研修会　１回

○各園における親育ち支援担当者
の配置率は大幅に増え（87.5%→
100%）目標を達成した一方、保育者
が組織的・計画的に保護者支援を
行うための親育ち支援研修計画の
作成は進んでいない（48.5%）

○引き続き、親育ち支援アドバイザー等の派遣に
よる園内研修支援に取り組むとともに、地域別交
流会や地域別リーダー研修会などを通じて、親育
ち支援研修計画の作成を働きかける

生涯学習
課

104 家庭教育支援基盤形
成事業

市町村における家庭教育支援の
取組を支援するとともに、学校や地
域での出前講座を実施することに
より、家庭の教育力の向上を図る。

○家庭教育支援基盤形成事業の
認知度の向上。

○実施市町村数の増加と内容の
充実。

○親への学習機会の提供や相談
対等などの家庭教育支援等、様々
な教育支援活動がより充実してい
る。

○実施市町村数：16市町村以上

○家庭教育支援チーム：６市町村
６チーム以上

○未実施市町村への訪問等をとお
して、家庭教育支援に関わる担当
者へ周知する。

○市町村における取組について、
担当者等から意見を聞きながら円
滑な実施となるよう支援する。

○家庭教育支援基盤形成事業の実施
・実施市町村数：16市町村
・事業内容：家庭の教育力の向上に関する各種講
座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づくり、子育て、食
育、コミュニケーション、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリテーターのスキ
ルアップ講座の開催及び認定者の派遣

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェックカードの配布
・イメージキャラクター啓発資材の貸出し
・「早ね早おき朝ごはん」フォーラムの開催

○家庭教育支援基盤形成事業の実
施
・実施市町村数：14市町村
（新型コロナウイルス感染症防止の
ため2市町がとりやめ）
・事業内容：家庭の教育力の向上に
関する各種講座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づく
り、子育て、食育、コミュニケーショ
ン、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリ
テーターのスキルアップ講座開催
 　参加者数：17名　　満足度：88.8％
　 派遣箇所数：７箇所　派遣者数：９
名

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動
の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した
取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェック
カードの配布
　取組学校園所数：313　取組人数：
40,132 名
　認定者数：17,544名　認定率：
43.7％
・イメージキャラクター啓発資材の貸
出し
　データ：１　着ぐるみ：２　パペット：
１　啓発教材：０

○高知家の早寝早起き朝ごはん
フォーラム2020開催
・オンデマンドにて開催

○家庭教育支援プログラムファシリ
テーターの派遣数が新型コロナウイ
ルス感染症防止のため減少した。
（昨年度の35％）

○生活リズムチェックカードの取組
人数は減ったものの、学校園所数、
認定率は微増した。
取組箇所　
R1：300箇所→R2：313箇所
取組人数　
R1:40,385名→R2：40,132名
認定率
R１：43.1％→R2：43.7％

○コロナ禍においても全ての家庭に
よりよい生活習慣を啓発していくた
めに、継続的な取組が必要である。

○家庭教育支援基盤形成事業の実施
・実施市町村数：18市町村
・事業内容：家庭の教育力の向上に関する各種講
座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づくり、子育て、食
育、コミュニケーション、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリテーターのスキ
ルアップ講座の開催及び認定者の派遣

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェックカードの配布
・イメージキャラクター啓発資材の貸出し
・早寝早起き朝ごはんフォーラム2021の開催
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

子ども・子
育て支援
課

108 地域子育て支援等機
能強化事業

※安心子育て応援事
業から予算組み替え
　※再掲(96番)

市町村や団体・企業等が行う子育
て支援の取組に対して補助
・利用者支援専門員育成事業
・施設整備事業
・環境整備事業
・市町村が値域の実情に応じて実
施する子育て支援に視する事業
・高知家の出会い・結婚・子育て応
援団が行う子育て支援に資する事
業
・臨時託児室の設置事業

○子育て世代包括支援センターと
地域子育て支援センターの設置は
進んできたが、「相談先がわからな
い」「情報がキャッチしづらい」など
が課題。
○子育て世代のニーズが高い支援
サービス（一時預かり等）の提供は
十分でない。

○全ての家庭が安心して子どもを
育てることができる環境が整ってい
る。

○市町村や団体・企業等のニーズ
を把握しながら、より効果的に補助
金が活用できるよう年度ごとに要
綱の見直しを行う。

○全ての家庭が安心して子どもを育てることがで
きる環境づくりを進めるため、市町村に対して事
業の周知を図るとともに効果的な事業実施に向け
交付金の活用を働きかけていく。

子ども・子
育て支援
課

109 子育て講座等実施委
託事業

※再掲(97番)

子育てサークル等の地域資源を活
用し、身近な地域で気軽に不安や
悩みを相談できる支援者の育成や
交流の場づくりなど、住民主体の
子育て支援サービスの充実を図る
ための子育て講座等の実施

○０～2歳のうち未就園児は約4割
であり、このような子育て家庭が孤
立化しないよう、身近な地域で気軽
に不安や悩みを相談できる支援者
の育成が必要
○子育て家庭の負担感を軽減する
ため、子育て家庭の多様なニース
に応じた子育て講座や交流の場の
買う銃が必要
○子育てに役立つ情報を届けるた
めには、地域毎の子育て支援サー
ビスやイベント等のコミュニティ情
報をきめ細かく収集し、タイムリー
に発信することが必要

○地域における子育て支援活動の
担い手の増加
○住民主体の子育て支援サービス
の充実

○子育てサークル等の地域資源を
活用し、地域における子育て支援
者を確保・育成する

○地域人材の育成
　市町村と協働して研修会やネットワーク形成の
ための情報交換会を実施
○子育て講座や交流の場の提供
　子育て家庭のニーズに応じた子育て講座等の
開催
○子育て支援活動の情報発信
　子育てに関する情報を一元化して情報発信する

子ども・子
育て支援
課

110 子育て支援員等研修
事業
　※再掲（98番）

地域子育て支援センターの人材養
成及び質の向上に向けた研修開
催

○市町村における地域子育て支援
拠点事業の運営や子育て支援の
取組については、国の子ども・子育
て支援事業交付金の活用等で取り
組むことができるが、少子高齢化
の進む高知県内の市町村の一部
では国の交付金を活用するための
事業要件を満たすことが困難な場
合も見受けられる。
○地域地域で子育て家庭を支援し
ている子育てサークルにおいて
は、任意団体であるため、活動を
するための資金の確保が課題とし
てあげられている。

○全ての家庭が安心して子どもを
育てることができる環境が整ってい
る。

○市町村や子育てサークル等の
ニーズを把握しながら、より効果的
に補助金が活用できるよう年度ご
とに要綱の見直しを行う。

○研修の実施
○研修修了者のうち希望者に対して現場実習を
実施

○研修実施
・子育て支援員専門研修
　地域子育て支援拠点事業：33人受
講　33人認定
・現任者研修
　地域子育て支援拠点事業）：78人
受講
　利用者支援事業：受講なし
・研修終了者のうち希望者に対して
現場実習を実施：0人
コロナのため実施なし

○子育て家庭のニーズに対応でき
る人材育成に向けた研修が必要

○研修の実施
　・子育て支援員専門研修
　・子育て支援員現任者研修
　・利用者支援専門員研修（オンライン研修）
○研修修了者のうち希望者に対して現場実習を
実施

幼保支援
課

111 多機能型保育支援事
業
　※再掲（100番）

保育所等を中心とした地域の高齢
者や子育て世代などの交流の場づ
くりを進めるとともに、保育所等の
子育て支援機能を強化し、子育て
家庭を地域で見守り、支えあう、地
域ぐるみの子育て支援を行うこと
が可能な多機能型の保育事業を
推進する。

○多機能型保育の必要性の理解
はあるものの施設の本来業務の多
忙感や人材の確保が難しい点など
から実施につながりにくい。

○多機能型保育事業の実施
　　　４０箇所（Ｈ３１目標）

○保育所・幼稚園等において、さま
ざまな交流事業を地域の方々と協
働で実施することで、地域との絆が
深まり、子育て家庭への声かけな
ど日常的な支援が充実している。

○地区の民生委員等、地域の方々
の協力も得ながら、事業実施でき
るよう取り組んでいく。

○多機能型保育事業の取組発表
（交流会）の実施

○補助要件を段階的にするとともに、市町村も補
助対象とした多機能型保育支援事業について、引
き続き、各園や市町村に広報することで、各園に
おける子育て支援の充実を図っていく。

○多機能型保育事業の推進　30か所

○多機能型保育事業の実施
20か所

○補助要件を３段階に細分化するな
ど、保育所等の負担感が軽減される
よう見直したことにより、実施箇所数
の増（13→20か所）につながったが、
計画の箇所数までには至っていな
い

○保育所等の個別訪問や、子育て支援イベント等
を通じた周知により、か所数の拡大を図る

生涯学習
課

112 新・放課後子ども総合
プラン推進事業　
　※再掲（8番）

放課後の子どもたちの安全・安心
な居場所づくりや学びの場の充実
を図るために、放課後児童クラブ
や放課後子ども教室の設置を促進
するとともに、地域の方々の参画を
得た放課後のさまざまな活動を支
援する。

○全小学校区の94.3％に放課後児
童クラブ又は放課後子供教室が設
置され、学習習慣の定着に向けた
学習支援が行われている。

・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活動
内容には差があり、充実した活動
事例の共有に加え、特別な支援が
必要な児童の受入に伴う専門知識
の向上等が求められる。

○学校と地域の連携により、放課
後において子どもたちがより安全
で健やかに育まれるとともに、放課
後の学びの場において、子どもた
ちが学ぶ力を身につける風土がで
きている。

・放課後子ども教室及び放課後児
童クラブの設置率
小学校：95%以上　
・放課後学びの場における学習支
援の実施率
小学校：96％以上

○放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に
対し運営等の補助を行うとともに、
実施状況調査等による市町村等へ
の助言や人材育成等の支援を行
う。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ185(98)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成11か所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、教材等購入経費、
　　発達障害児等への支援者の謝金
　　への補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 10回
　・全市町村訪問 9～10月
　・取組状況調査 8～9月

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ182(95)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成　4
市10箇所
　 　　（うち2施設R3へ繰越）
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、
　 食育学習経費、
　 教材等購入経費、
　 発達障害児等の支援者
　への謝金に対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への
支援
(6) 学び場人材バンクの活動
　・夏期出前講座実施回数　89件
(7) 活動内容の充実と指導員等の人
材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
（全4日）10～12月
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）
研修（全2日）12月
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 8回（新型ｺﾛﾅ対
策、発達障害理解、防災）10～2月　　
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

○全小学校区の96.3％に児童クラブ
又は子ども教室が設置されており、
学習支援の実施率はR1：98.1％から
R2：98.8％と増加している。

・待機児童及び児童の定員等、国の
施設基準等を満たしていない児童ク
ラブの解消に向け、新たな児童クラ
ブの整備と従事する職員の確保が
必要である。

・各児童クラブや子ども教室の活動
内容に差があり、充実した活動事例
の共有に加え、特別な支援が必要
な児童の受入に伴う専門知識・技能
の向上などが求められる。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室141(41)ヵ所
　児童クラブ189(94)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成5箇所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、
　　発達障害児等の支援者への謝金に
　　対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 11回
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン５　自尊心や思い遣りを育む土壌となる「安心できる居場所」づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

障害福祉
課

114 障害福祉サービス等
確保支援事業 （障害
児長期休暇支援事業）

学校等の長期休暇期間中に地域
において、公民館等を利用して障
害児の援助を行う事業に対して補
助を行う。

地域における当該事業をさらに活
用してもらうための周知が必要。

学校などの長期休暇中の障害児
の居場所の確保により、障害児と
保護者が安心して地域生活を継続
できる。

市町村担当者会などで当該事業の
周知を図り、地域のニーズに応じ
た利用促進を行う。

長期休暇中の障害児の居場所づくりを行うことに
より、障害児とその保護者の地域生活を支援す
る。また、ボランティアや地域住民との交流を深め
る機会とする。

延べ利用者数　７８３名
安芸市　 　５３名
香南市　　 ２９１名
中土佐町　９３名
四万十町　８７名
津野町　　 １３３名　
黒潮町　　 ５５名
中芸広域連合　７１名

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、長期休暇支援事業の対象とな
る日数が減少したため、延べ利用者
数が例年より少ないが、対象期間に
おける活動は例年どおり行われてい
る。

長期休暇中の障害児の居場所づくりを行うことに
より、障害児とその保護者の地域生活を支援す
る。また、ボランティアや地域住民との交流を深め
る機会とする。

子ども・子
育て支援
課

115 民生・児童委員及び主
任児童委員等による
地域の見守り活動の
推進

各市町村の小学校と民児協が連
携し、就学時健康診断などで保護
者や教員等に民生・児童委員等を
紹介し、その後の地域での見守り
活動等につなげる。

　各市町村の入学式、就学時健康
診断、入学説明会等で民生・児童
委員等の紹介を実施
　　　自己紹介：88校
　　　リーフレット等配布：54校
　　　　合計：142／194校　73.2％

　厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の
希望が叶うとともに、貧困の連鎖が
解消に向かっている。

　就学時健康診断などでの自己紹
介やリーフレット配布を実施しても
らうよう計画の確認と協力依頼

○民生・児童委員等による地域における見守り活
動の推進
・民生・児童委員等が学校と情報を共有し、関係
機関との役割分担をしたうえで、子どもや家庭を
見守る仕組みを、小学校単位で県内に定着・普及

○民生・児童委員との連携促進
　市町村訪問等による地域学校協
働本部活動への参画状況の確認と
参加要請

○民生・児童委員の地域学校協働
本部活動への参画が進んでいる。
　民生・児童委員の参画率（R元）：
98.4％

○民生・児童委員等による地域における見守り活
動の推進
・民生・児童委員等が学校と情報を共有し、関係
機関との役割分担をしたうえで、子どもや家庭を
見守る仕組みを、小学校単位で県内に定着・普及

子ども・子
育て支援
課

116 子どもの見守り体制推
進事業
　※再掲（93番）

市町村における児童虐待防止対
策等を抜本強化するため、妊娠・
出産・新生児・乳幼児期からの保
健と福祉等との連携強化による地
域での見守り体制を整備する市町
村に対し交付金の交付を行う。

母子保健からつながれた要支援家
庭に適切に対応していくため、児童
虐待防止コーディネーターによる市
町村支援会議の開催、個別ケース
管理、学校・保育所訪問等が不可
欠であるが、人材不足により児童
虐待防止コーディネーターの配置
が７市町（H29実績）にとどまってい
る。

児童虐待などへの相談支援体制
が抜本強化されるとともに、地域で
要保護児童を見守る仕組みが定
着している。

全市町村訪問による現状把握 ○子ども家庭総合支援拠点の設置に向けた取組
を行う市町村に対して財政支援を行うよう交付金
の目的を見直し、各市町村に活用を働き掛けてい
く。
（支援拠点については令和４年度までに全国展開
することとされているもの）

○子ども家庭総合支援拠点の設置
及び設置準備を行った県内９市町に
交付金を交付。
　（設置済み）５市町
　（設置準備中）４市町

○交付金の活用により各市町村に
おける子ども家庭総合支援拠点の
設置が進んでいる。一方、人材確保
が困難である等の理由から設置が
進まない町村がある。

○子ども家庭総合支援拠点の設置に向けた取組
を推進するため、市町村に対して財政支援を行う
よう交付金の活用を働き掛けていく。
（支援拠点については令和４年度までに全国展開
することとされているもの）

県民生活
課

117 安全安心まちづくり推
進事業

犯罪のない安全安心まちづくりを
推進するため、広く県民、事業者、
地域活動団体の防犯意識を高め
るよう広報・啓発を行うとともに、犯
罪の防止に配慮した生活環境の整
備を行う団体等の活動を支援す
る。

○第3次「高知県犯罪のない安全
安心まちづくり推進計画」に基づく
取組を着実に進める。

○県民と本県を訪れる人すべてが
安心して暮らし、滞在できる高知県
を目指す。

○安全安心まちづくり推進会議に
おいて、各事業の取組実績を集約
し、構成員から意見を頂きながら、
計画に基づく取組を着実に進め
る。

○広報紙「安全安心まちづくりニュース」発行によ
る情報発信
○会報「安全安心まちづくりだより」発行による情
報共有
○「高知県犯罪のない安全安心まちづくりのホー
ムページ」による情報発信
○ラジオの活用による広報活動の実施
○「安全で安心して暮らせる地域社会づくり」を
テーマとしたイベント「安全安心まちづくりひろば」
の開催
○安全安心まちづくり推進会議幹事会の開催
○安全安心まちづくり推進会議総会の開催

○広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」発行による情報発信(４回）
○会報「安全安心まちづくりだより」
発行による情報共有（４回）
○「高知県犯罪のない安全安心まち
づくりのホームページ」による情報発
信（随時更新）
○ラジオの活用による広報活動の
実施（４回）
○安全安心まちづくりひろばの開催
（10/３　 フジグラン高知１階食品館
と専門店のフロア）
○安全安心まちづくり推進会議幹事
会の開催（第１回：７/30、第２回：１
/29）
○安全安心まちづくり推進会議総会
の開催（２/19）

○第３次「高知県犯罪のない安全安
心まちづくり推進計画」に基づく取組
を着実に進める。

○広報紙「安全安心まちづくりニュース」発行によ
る情報発信
○会報「安全安心まちづくりだより」発行による情
報共有
○「高知県犯罪のない安全安心まちづくりのホー
ムページ」による情報発信
○ラジオの活用による広報活動の実施
○「安全で安心して暮らせる地域社会づくり」を
テーマとしたイベント「安全安心まちづくりひろば」
の開催
○安全安心まちづくり推進会議幹事会の開催
○安全安心まちづくり推進会議総会の開催
○第４次｢高知県犯罪のない安全安心まちづくり
推進計画｣の策定

地域福祉
政策課

113 あったかふれあいセン
ター事業 

子どもから高齢者まで、障害の有
無にかかわらず誰もが気軽に集
い、子育てや生活支援、介護サー
ビス等を受けることのできる拠点を
設置し、要配慮者の見守りや生活
課題に対応した支え合い活動等を
行う。

【現状】あったかふれあいセンター
事業の開始時点では、22市町村28
拠点
【課題】中山間地域では、多様な
ニーズがありながらもサービスの
利用者が少ないことがら民間参入
が進まない。

あったかふれあいセンターのサー
ビス提供機能が充実・強化され、高
知型福祉の拠点として整備されて
いる。

あったかふれあいセンター等の小
規模多機能支援拠点の整備カ所
数：旧市町村に１カ所以上。

あったかふれあいセンターの整備と機能強化
①あったかふれあいセンターの整備
　・R2年度：31市町村52拠点245サテライト
  　　新設２拠点：佐川町1・黒潮町1
②ゲートキーパー機能の強化
　・人材研修の充実
　・事業者と民児協、県との協定に基づく見守り活
動の充実
③福祉サービスの提供機能の充実
　・集いの場を活用した子育て支援サービスの充
実

①あったかふれあいセンターの整備
　・R２年度　31市町村52拠点
　　242サテライト
　　新設拠点
　　佐川町　夢まち
　　黒潮町　白田川

②ゲートキーパー機能の強化
　・コーディネーター研修
　　中部 8/19（39名）
　・スタッフ研修
　　中部 7/17（17名）
　　東部 7/22 （７名）
　　西部 7/29（19名）
　・地域支援・テーマ別研修
　　中部・Zoom 2/15（111名）
　・スタッフフォローアップ研修
　　中部 1/29 10人 
　　西部 2/4  11人

③福祉サービスの提供機能の充実
　・預かる　　　32箇所
　・子ども食堂 ２箇所

①当初の予定どおりに拠点を設置
し、住民に身近な地域での支援体制
が充実した。
②
③基本機能のみのセンターが７箇所
ある。今後、地域のニーズや社会資
源の有無を踏まえた機能拡充を進
めていくために、市町村への働きか
けを行う必要がある。

あったかふれあいセンターの整備と機能強化
①あったかふれあいセンターの整備
　・R3年度：31市町村55拠点281サテライト
  　新設３拠点
　　須崎市、安田町、津野町

②ゲートキーパー機能の強化
　・人材研修の充実
　・気になる子ども・世帯の情報を行政等適切な機
関につなぐ

③福祉サービスの提供機能の充実
　・集いの場を活用した子育て支援の実施
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

学校安全
対策課

118 高知県地域ぐるみの
学校安全体制整備推
進事業

学校や通学路等における子どもの
安全を守る体制の整備を推進する
ため、スクールガード・リーダーに
よる巡回指導やスクールガード養
成講習会の開催等を通じて見守り
体制の強化を図る市町村を支援す
る。

○他県では子どもをねらった痛まし
い事件が発生しており、県内でも子
どもをねらった不審者情報が後を
絶たないことから、見守り活動が組
織的に行われるよう、啓発を続け
ていく必要がある。

○スクールガード・リーダーによる
巡回指導等を中心にした、地域ぐ
るみで子どもの安全を確保する体
制が多くの市町村で構築されてい
る。

○各学校や地域で、子どもの見守
り活動が組織的に実施されてい
る。

○スクールガード・リーダーによる
巡回指導等を活かした、子どもの
安全を確保する体制構築の効果や
好事例を研修会等で紹介し、組織
的な見守り活動の啓発

○継続的に見守り活動をしている
活動団体・組織の表彰

○スクールガード・リーダー(21市町村、39名）によ
る巡回指導と評価

○スクールガード（学校安全ボランティア）の養成
講習会の実施（１市）　

○スクールガード・リーダー連絡協議会開催（年２
回）
※事業説明・情報共有・スキルアップ等
※第２回は学校安全推進講習会の午後日程と兼
ね、参加者にスクールガード・リーダーや見守り活
動等を紹介、啓発

○スクールガード・リーダー(21市町
村、39名）による、158校への巡回指
導等の実施
○スクールガード（学校安全ボラン
ティア）の養成講習会中止（新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止の観点
から）
○スクールガード・リーダー連絡協
議会開催（年２回）（新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止の観点から中
止）
○高知県地域ぐるみの学校安全体
制整備推進事業市町村担当者会開
催
（10/23 オーテピア高知図書館　参
加者15名）

○スクールガード・リーダー(21市町村、39名）によ
る巡回指導と評価
○スクールガード（学校安全ボランティア）の養成
講習会の実施（１市）　
○学校安全活動（見守りの強化）（４市町村）
○スクールガード・リーダー連絡協議会開催（年２
回）
※事業説明・情報共有・スキルアップ等

○スクールガード・リーダーが、防犯
の視点を持って、学校内外で子ども
の安全を守る巡回指導等を継続的
に実施しており、未然犯罪防止・抑
止力になっている。子どもや保護者
からの信頼も厚く、地域ぐるみで子
どもを守る体制を構築する一助と
なっている。一方、スクールガード・
リーダーを委嘱する市町村が固定
化しており、事業を活用した見守り
体制の強化について働きかけていく
必要がある。

○登下校防犯プランに基づく見守り
の強化に向けて、スクールガード（学
校安全ボランティア）の養成を、市町
村に働きかけていく必要がある。

生涯学習
課

119 地域学校協働活動推
進事業
（H30　学校支援地域
本部等事業）
　※再掲(18番)

学校・家庭・地域が一体となり、地
域ぐるみで子どもたちを見守り育て
る体制づくりを推進する。

○全市町村で学校支援地域本部
の取組が行われている。
・学校支援地域本部が設置された
学校数　小：114校、中：73校、義務
教育学校2校

・未実施校へのアプローチを強化
し、設置拡大の取組を更に進めて
いく必要がある。
・市町村や学校によって地域と連
携した学校支援活動の内容に差が
ある。
・学校と地域とがパートナーとして
子どもたちを見守り育てる「高知県
版地域学校協働本部」の仕組みを
県内各地へ展開させていく必要が
ある。
・地域コーディネーター人材の確保
や育成に課題がある。

○学校や地域の実情に応じて、地
域の方が学校のさまざまな活動に
参画し、地域全体で子どもたちを見
守り育てる仕組みが構築されてい
る。
○各地域学校協働本部において、
充実した様々な活動が活発に実施
されている。
・地域学校協働本部が設置された
学校数
小学校：150校以上
中学校：80校以上　　
・地域学校協働本部における学習
支援、登下校安全指導、環境整備
等の学校支援活動回数　
15,000回以上　　
・民生・児童委員が活動に参画して
いる地域学校協働本部の割合
　　100%

○市町村への財政支援を継続する
とともに、地域学校協働本部の未
設置校、設置校、高知県版地域学
校協働本部（市町村推進校）それ
ぞれに対し、働きかけと支援を行
い、設置促進と活動内容の充実及
び学校支援から連携・協働へ向け
て、取組の深化を図っていく。
○活動に携わる地域コーディネー
ターや支援者等の確保、育成につ
なげる研修の場を提供していく。

（１）運営等補助
　 34市町村204本部289校（うち、県立校8本部8
校、高知市42本部42校）
（２）市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研修会　3
回
・地域コーディネーター研修会　3回
・取組状況調査（9月）
（４）学校地域連携推進担当指導主事の配置（4
名）
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支
援（4月～）
・実施校状況確認票による現状確認の取組（6月
～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協議（6回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
・市町村毎の高知県版地域学校協働本部設置促
進計画更新の支援（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働本部設置計画
の再検討・作成（2月）

（１）運営等補助
　 34市町村204本部289校（うち、県
立校8本部8校、高知市42本部42校）
　※補助対象は高知市除く
（２）市町村訪問　適宜
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動ブロック
別研修会
　中・西・東部×各1回開催
（11～2月）
・地域コーディネーター研修会
　中・西・東部×各1回開催
（10～11月）
（４）学校地域連携推進担当指導主
事の配置（4名）
・高知県版地域学校協働本部（実施
校）の決定・取組支援（4月～）
・実施校事業状況調査票による現状
確認の取組（6月～）
・学校地域連携推進担当指導主事
との協議（6回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
（年間419回）
・市町村毎の高知県版地域学校協
働本部宇設置促進計画作成の支援
（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働
本部設置計画更新（3月）

○地域学校協働本部の設置は順調
に進んでおり、コロナ禍における見
守り活動や学習支援が不安を抱え
る子どもたちの心の安定につながっ
たという声もあった。
・地域学校協働本部が設置された学
校数　小：171校、中：100校、義務教
育学校2校

・市町村や学校によって活動内容に
差があることから、学校と地域の理
解を深めるとともに、活動の充実の
鍵となる地域コーディネーターの確
保・育成などが求められる。

○高知県版地域学校協働本部実施
校において、高知県版の趣旨に沿っ
た特色ある仕組みや工夫した取組
が行われた。
・H29-R2実績 小：135校、中：63校

○高知県版地域学校協働本部実施
校数は、昨年度の各市町村の設置
計画を上回っている。

・各市町村の「高知県版地域学校協
働本部」の取組が円滑に進むよう県
の支援が必要である。

（１）運営等補助
　 34市町村205本部288校（うち、県立校8本部8
校、高知市46本部46校）
（２）市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研修会　3
回
・地域コーディネーター研修会　6回
・取組状況調査（9月）
（４）学校地域連携推進担当指導主事の配置（4
名）
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支
援（4月～）
・実施校事業状況調査票による現状確認の取組
（4月～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協議（6回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
・市町村毎の高知県版地域学校協働本部設置促
進計画更新の支援（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働本部設置計画
の再検討・作成（2月）

生涯学習
課

120 新・放課後子ども総合
プラン推進事業　
（H30　放課後子ども総
合プラン推進事業）
　※再掲（8番）

放課後の子どもたちの安全・安心
な居場所づくりや学びの場の充実
を図るために、放課後児童クラブ
や放課後子ども教室の設置を促進
するとともに、地域の方々の参画を
得た放課後のさまざまな活動を支
援する。

○全小学校区の94.3％に放課後児
童クラブ又は放課後子供教室が設
置され、学習習慣の定着に向けた
学習支援が行われている。

・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活動
内容には差があり、充実した活動
事例の共有に加え、特別な支援が
必要な児童の受入に伴う専門知識
の向上等が求められる。

○学校と地域の連携により、放課
後において子どもたちがより安全
で健やかに育まれるとともに、放課
後の学びの場において、子どもた
ちが学ぶ力を身につける風土がで
きている。

・放課後子ども教室及び放課後児
童クラブの設置率
小学校：95%以上　
・放課後学びの場における学習支
援の実施率
小学校：96％以上

○放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に
対し運営等の補助を行うとともに、
実施状況調査等による市町村等へ
の助言や人材育成等の支援を行
う。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ185(98)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成11か所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、教材等購入経費、
　　発達障害児等への支援者の謝金
　　への補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 10回
　・全市町村訪問 9～10月
　・取組状況調査 8～9月

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ182(95)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成　4
市10箇所
　 　　（うち2施設R3へ繰越）
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、
　 食育学習経費、
　 教材等購入経費、
　 発達障害児等の支援者
　への謝金に対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への
支援
(6) 学び場人材バンクの活動
　・夏期出前講座実施回数　89件
(7) 活動内容の充実と指導員等の人
材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
（全4日）10～12月
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）
研修（全2日）12月
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 8回（新型ｺﾛﾅ対
策、発達障害理解、防災）10～2月　　
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

○全小学校区の96.3％に児童クラブ
又は子ども教室が設置されており、
学習支援の実施率はR1：98.1％から
R2：98.8％と増加している。

・待機児童及び児童の定員等、国の
施設基準等を満たしていない児童ク
ラブの解消に向け、新たな児童クラ
ブの整備と従事する職員の確保が
必要である。

・各児童クラブや子ども教室の活動
内容に差があり、充実した活動事例
の共有に加え、特別な支援が必要
な児童の受入に伴う専門知識・技能
の向上などが求められる。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室141(41)ヵ所
　児童クラブ189(94)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成5箇所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、
　　発達障害児等の支援者への謝金に
　　対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 11回
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン５　自尊心や思い遣りを育む土壌となる「安心できる居場所」づくり）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

子ども・子
育て支援
課

子どもの居場所づくり
推進事業

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の
希望が叶うとともに、貧困の連鎖が
解消に向かっている。

※コロナ禍を受けて、事業内容を変
更して実施
・スタッフ養成講座とネットワーク会
議をセットで開催合（10月　4回）
・地域連絡会の開催（2月～3月　4
回）
・コロナ禍対応（開催要件の緩和（4
月）、感染症対策のための補助メ
ニュー新設（8月））　等

コロナ禍の影響により、多くの子ども
食堂が休止を余儀なくされた。

以下の取り組みを実施
(1)未開設地域での立ち上げと定期的な開催を増
やす
　（子どもの居場所づくりコーディネーターの配置、
ネットワーク会議の開催　等）
(2)子ども食堂と地域の支援機関等との関係づくり
　（地域連絡会の開催　等）
(3)子ども食堂の活動を「見守り機能の充実」や
「家庭の教育力の向上」につなげる
　（子ども食堂における子育てに関する講話等の
実施　等）
(4)新型コロナウイルス感染症対策
　（感染症対策に要する経費の支援　等）

121 子ども食堂の開設、運営、衛生管
理及び子育て支援・学習支援に関
する経費の助成や手引書の作成・
配布などを通じて、子ども食堂の取
組を県内全域に拡大する。

・高知市を中心に開設が進んでき
たが、継続開催の子ども食堂があ
る市町は、9市3町にとどまってい
る。
・新規開設や開催日数の拡充を進
めるためには、子ども食堂開設に
向けた気運の醸成や場所確保、ス
タッフ･食材等の確保も課題となっ
ている。
・居場所を必要とする子どもをより
多く、子ども食堂につなげることが
必要である。

・民間団体への支援及びあったか
ふれあいセンター、集落活動セン
ターとの連携による取組の拡大
・ボランティア養成講座によるボラ
ンティアリストの作成･提供
・食材配送（提供）の仕組みの構築
のための協議会の立ち上げ支援
　（子ども食堂実施団体、食材提供
事業所（生産者含む）、運送会社、
県社協等）
・スクールソーシャルワーカーとの
更なる連携の強化（特に高知市）

（１）立ち上げ支援
・県内全域への普及
・未開設地域における子ども食堂開設に向けた説
明会（県内３会場）
・子どもの居場所開設準備講座の開催（年２回）
（２）人材の確保
・子ども食堂スタッフ養成講座の開催（県内３会
場）
・ボランティア制度を活用した人材確保に向けた
支援
・ボランティア募集の広報
（３）食材提供支援の仕組みづくり
・食材受取り拠点の調整
・提供元及び配送業者との調整及び配送料支払
い業務等
・食材支援情報の提供
（４）子ども食堂相互の情報交換の場の提供
・子どもの居場所づくりネットワーク会議の開催
（全体会２回、地区会各１回）
（５）居場所を必要とする子どもをつなげる取組
・地域の支援機関等との定期的な地域連絡会の
開催（香美市、土佐市ほか予定）
・スクールソーシャルワーカー等との情報交換（室
戸市、いの町ほか予定）
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

高等学校
課

122 定時制通信制教育振興
費

勤労青少年の高等学校への修学を
促進し、教育の機会均等を図るた
め、定時制・通信制の課程に在籍
する生徒に対し、教科書・学習書の
給与、修学奨励資金の貸与を実施
する。

○定時制・通信制の課程に在籍す
る生徒には、経済的に厳しい状況
にある者もおり、支援が必要であ
る。

○定時制通信制の生徒を経済面か
ら支援し、多様な学習ニーズやライ
フスタイルに応じた学びの実現が着
実に進んでいる。　　　　

○制度の周知
○要件を満たす希望者への支給

勤労青少年の高等学校（定時制・通信制）への修
学の促進、教育の機会均等を図るため、教科書・
学習書の給与、修学奨励資金の貸与を実施す
る。

生徒の申請により給付又は貸付を
実施した。

生徒の申請により給付又は貸付を
実施した。

勤労青少年の高等学校（定時制・通信制）への修
学の促進、教育の機会均等を図るため、教科書・
学習書の給与、修学奨励資金の貸与を実施す
る。

子ども・子
育て支援
課

123 児童養護施設等児童措
置費（児童自立援助
ホーム）

義務教育等を終了したが、未だ社
会に自立できていない児童に対し、
自立援助ホームから通勤させたり、
就業先を開拓するなど相談援助を
行う。

里親委託措置又は児童養護施設等
入所措置を解除された者が社会的
自立を促進するために不可欠であ
ることから、次期計画でも継続して
取り組む必要がある。

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希望
が叶うとともに、貧困の連鎖が解消
に向かっている。

児童措置委託にかかる経費の支出 児童措置委託にかかる経費の支出。 県内２施設に委託実施（女児）。
男児は県外の５施設に委託実施。

自立援助ホームにおいて就業や就
学の支援を実施。
入所児童に対して社会的な自立に
向けた援助を実施できた。

自立援助が必要な児童について、児童措置委託
にかかる経費を支出。

子ども・子
育て支援
課

124 社会的養護自立支援事
業（生活相談支援）

児童養護施設等を退所し就職又は
進学した者、又はこれが見込まれる
者の安定した生活基盤の構築及び
円滑な自立を支援する。

児童養護施設入所者の高卒後の進
路状況（H29.5.1現在）は93.8％と
なっているが、生育歴や家庭の経
済状況が原因で、社会経験が不足
しているため、就職に対するイメー
ジや進学後及び就職後の継続が困
難な者に対する支援が必要である。

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希望
が叶うとともに、貧困の連鎖が解消
に向かっている。

児童家庭支援センターによる社会
的養護自立支援事業の実施

３施設において社会的養護自立支援事業を実
施。

３カ所の児童家庭支援センターにお
いて社会的養護自立支援事業を実
施

退所が見込まれる者や退所者につ
いて、就学や就労、生活不安等の相
談に対応するなど、退所後の社会生
活について支援を行った。

児童家庭支援センターにおいて社会的養護自立
支援事業を実施。

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン６　社会とのつながりの中で多様な学びに取り組み、自立していける環境の整備）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

生涯学習
課

125 若者の学びなおしと自
立支援事業

中学校卒業時や高校中途退学時の
進路未定者、ニートや社会的にひき
こもり傾向にある若者、及び就職氷
河期世代（概ね40歳代）のうち長期
間無業であった方やひきこもり傾向
にある方に対して、修学や就労に向
け支援を行うことで、社会的自立を
促進する。

Ｈ２９新規登録者数　328名
Ｈ２９単年度進路決定率　35.9%

○より多くの厳しい状況にある若者
を若者サポートステーションにつな
げる必要がある。

○多様な若者に対し効果的な支援
を行えるよう支援関係者の資質向
上に努める必要がある。

○ニートや引きこもりなど多様な若
者の特性に応じた就職先の充実を
図る必要がある。

厳しい環境にある子どもたちの学び
の場や居場所づくり、保護者などへ
の就労支援の取組などにより、子ど
もたちの進学や就職の希望が叶うと
ともに、貧困の連鎖が解消に向かっ
ている。

　新規登録者数　340名
　単年度進路決定率　40%

○広く事業の周知を徹底し、多方面
からの若者サポートステーションへ
の対象者の接続を図るとともに、関
係機関との連携強化を図る。

○定例会や研修会を開催し、PDCA
による支援状況の進捗管理や若者
支援員のスキルアップを図る。

○関係部局等と連携し、情報共有
することにより対象者のニーズや特
性を踏まえた就労先の掘り起こしを
行う。

○各市町村の中学校卒業時の進路
未定者の状況や支援内容を確認
し、切れ目のない支援を実施する。

○若者サポートステーションによる支援の実施(通
年)
・修学、就労支援　　　・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送迎支援、出張
相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職場体験等の実
施

○高等学校と連携した早期支援（就職セミナー、
個別相談等）の実施

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学校、高等学
校、私立学校、市町村教育委員会、その他関係機
関）

○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会(6月)

○若者自立支援セミナー・相談会の実施(7月）

◯若者はばたけプログラム活用研修会の実施　3
回　

◯市町村教委への中学校卒業時進路未定者の
支援状況の確認（5月・8月・1月）　

○中学校。高等学校の全卒業生へのチラシ配布
(1月～3月)

○若者サポートステーションによる支
援の実施(通年)
・修学、就労支援　　
・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送
迎支援、出張相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職
場体験等の実施
新規登録者数：332名
単年度進路決定率：42,8% 
進路決定者数230名

○高等学校と連携した早期支援（就
職セミナー、個別相談等）の実施
・参加生徒数　
就職セミナー258名（実人数）
個別相談276名（延べ人数）

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学
校、高等学校、私立学校、市町村教
育委員会、その他関係機関）

○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会
(6月)
6地区・参加者計：194名

○若者自立支援セミナー・相談会の
実施(7月）
参加者：76名

◯若者はばたけプログラム活用研修
会の実施　3回（9・10・11月）
参加者：延べ90名

○中学校。高等学校の全卒業生へ
のチラシ配布(1月)

○市町村教委への中学校卒業時進
路未定者の支援状況の確認（6月・9
月・1月）
進路未定者数：13市町村29名→10
市町村16名

○新型コロナウイルス感染症の影響
で、来所のべ人数が6,228名（前年度
比-1,617名）と減少したが、新規登録
者数（前年度比-5）、進路決定者数
（前年度比-45）ともに一定の成果を
上げることができた。

○中学校卒業時の進路未定者や高
校中退者など、より多くの厳しい状況
にある若者を若者サポートステー
ションにつなげるために、支援対象
者の把握に努める必要がある。

○ニートやひきこもり傾向など、多様
な若者に対し効果的支援を行えるよ
う、定例会や研修会などの開催によ
り、支援の進捗管理や情報交流、支
援員の資質向上を図る必要がある。

○若者サポートステーションによる支援の実施(通
年)
・修学、就労支援　　　・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送迎支援、出張
相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職場体験等の実
施

○高等学校と連携した早期支援（出張セミナー、
個別相談等）の実施

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学校、高等学
校、私立学校、市町村教育委員会、その他関係機
関）

○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会(6月)

◯若者自立支援セミナー・相談会の実施(7月）

◯若者はばたけプログラム活用研修会の実施　3
回　
（9・10・11月）

◯市町村教委への中学校卒業時進路未定者の
支援状況の確認（6月・9月・1月）　

○中学校。高等学校の全卒業生へのチラシ配布
(1月)

○就職氷河期世代支援
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン７　コミュニケーション力の向上を図る機会づくりの推進）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

子ども・子
育て支援
課

126 「こうちプレマnet」運営
委託事業
　※再掲（101番）

親子のふれあいを大切にするため
の取り組みとして、携帯電話・パソ
コンを利用した胎児期からの情報
提供や相談事業を行い、安心して
出産・子育てができるよう、地域社
会全体で「子ども・親の育ち」を支
援する環境づくりを行う。

○インターネットやスマートフォンな
どの普及により、子育て家庭の情
報収集のツールもスマートフォンや
パソコンが主流となってきている。
○子育ての相談先についてもイン
ターネットで検索することも増えて
いる。
○インターネット上には、様々な情
報があり、子育て家庭が信頼でき
る情報の提供も必要である。

○子育て家庭に役立つ情報がより
充実して提供され、行き届いてい
る。

○H30年度サイトデザイン等修正
○随時サイトや相談機能の周知

○4月　サイト運用保守、相談業務委託契約
○サイトの周知（通年）

○4月　サイト運用保守、相談業務
委託契約
○アクセス数　83,514件
○プレママ相談件数　136件

○アクセス件数は前年度より増加し
ているが、「知りたい情報が探しにく
い」との声があることから、「こうちプ
レマnet」の検索機能の強化が必要

○4月　サイト運用保守、相談業務委託契約
○サイトの周知（通年）
○「こうちプレマnet」の情報検索機能の強化を図
るため、システムの改修を実施
○こうちプレマnetのポスターやチラシを作成し、関
係機関を通じて広報を実施

子ども・子
育て支援
課

127 子育て講座
（H30：地域子育て支援
推進事業）

地域社会全体で子育てを支援する
ため、地域子育て支援センター等
に,専門職や講師となりうる地域人
材を派遣し、学習機会を提供。

○地域子育て支援センターの希望
に応じた学習のテーマを実施する
ための、専門職や講師のなり手が
不足している。

○希望する全ての地域子育て支援
センターで学習機会が提供されて
いる。

○地域子育て支援センターから提
案される利用者のニーズに合わせ
たテーマで学習機会を提供する。

○学習講座の開催
愛着形成をテーマにした講座3０回
家庭教育支援をテーマの講座４０回

○学習講座の開催
愛着形成をテーマにした講座19回
家庭教育支援をテーマの講座15回

○地域子ども・子育て支援事業の地
域子育て支援拠点事業において講
習等の実施が基本事業に組み込ま
れている

○補助金との整合性によりＲ３年度事業廃止

警察本部
少年女性
安全対策
課

129 親子の絆教室開催推進 県内の幼稚園・保育園において、
少年補導職員・警察官等が、園児
の保護者等に対して、親子の絆や
家庭教育の重要性を啓発し、子ど
もの規範意識を醸成する。
※平成25年６月策定の「高知家の
子ども見守りプラン」の一施策

保護者等に対して、幼少期におけ
る親子の絆や家庭教育の重要性を
啓発し、子どもの規範意識を醸成し
て長期的な視野に立った非行の総
量を抑制する。

幼児期の子どもやその保護者を対
象とした親子の絆教室開催を継続
して行い、３年間で全園一巡を目標
とする。

進捗状況を管理し、令和２年～令
和４年で全園一巡を目標とする。

○教室未実施の幼稚園、保育所に対し、親子の
絆教室開催の趣旨を説明する。
○保護者等に対し、教室開催の重要性を啓発す
る。
○新型コロナウイルス感染症の状況を考慮しなが
ら、可能な限り実施する。

○令和２年中、125施設で実施。２回
目以降の実施を含めば282回実施。　　　　　　　　　
○新型コロナウイルス感染症の対
策のための教室の代替措置として、
親子の絆等に関するリーフレット等
の交付を含めると197施設で366回
実施。

○代替措置等を講じながら、引き続
き、幼稚園、保育所保護者等に対
し、親子の絆や家庭教育の必要性
を啓発促進する必要がある。

○教室未実施の幼稚園、保育所に対し、親子の
絆教室開催の趣旨を説明する。
○保護者等に対し、教室開催の重要性を啓発す
る。
○新型コロナウイルス感染症の状況を考慮しなが
ら、可能な限り実施する。

少子対策
課

130 子ども条例推進事業
（子どもの環境づくり事
業）
※再掲(77番)

「子ども条例」の目的及び基本理念
を広め、子どもたちが健やかに育
つ環境づくりを推進する。
子どもの環境づくり推進委員会を
通じて進捗管理を行う。
フォーラムの内容検討、開催を行
う。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の向上。

○庁内各部局や子どもの環境づく
り推進委員会との連携により、子ど
もの環境づくり推進計画（第三期）
の取り組みが着実に進んでいる。

○子ども条例フォーラムの開催、各
種媒体やイベントにおける広報活
動の成果として、子ども条例の認
知度がアップしている。

○子どもの環境づくり推進委員会
において、各事業の取り組み実績
を報告し、意見を頂きながら取り組
みを着実に進める。

○子ども条例フォーラムを毎年開
催することで、子ども条例に関わる
方を増やし、子ども条例の認知度
の向上等につなげる。

○子どもの環境づくり推進委員会（第七期）の開
催

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

○子どもの環境づくり推進委員会
（第七期）の開催
　・第4回　6/14
　・第5回　9/13

○子ども条例フォーラムの開催
　（実施名称：こうち子ども未来
フォーラム２０２０）
　・11/23　ちより街テラス

○子どもの環境づくり推進委員会に
おいて、子どもの環境づくり推進計
画（第四期）に対して意見をいただ
き、取組を着実に進めることができ
た。

○子ども条例フォーラムを開催する
ことで、子ども条例に関わる方を増
やし、子ども条例の認知度の向上等
につなげることができた。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の更なる向
上。

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

まんが王
国土佐推
進課

131 まんが甲子園開催事業
　※再掲（51番）

国内外の高等学校等から予選テー
マに沿ったまんが作品を募集し、予
選審査で選抜された学校が本県で
開催する本選大会に参加し、第一
次競技、敗者復活戦、決勝戦を
行って最優秀校等を決定する。ま
た、高校生同士の文化的国際交流
も行われる。本選会場で、出版社
から派遣されたスカウトマンの目に
留まった生徒は、プロの漫画家を
目指した指導を受けることができる
スカウト制度を実施している。

○高等学校芸術・文化連盟との連
携による、高校生スタッフ参加数の
確保

○幅広い高校生に進路シンポジウ
ムに興味を持ってもらえるよう、シ
ンポジウム内容の充実

○まんが甲子園の大会運営サ
ポートによって、高校生自身が自主
的な活動に積極的に取り組む経験
を培い、大会を通して全国の高校
生との交流を深める。

○進路シンポジウムを通して、まん
がを学ぶことが将来における職業
にどうつながるかのイメージや、そ
れに対して現在から準備していくこ
と等の具体的なイメージを持っても
らう。

○大会終了後、高知県高等学校文
化連盟への大会実績報告を行い、
次年度に向けた連携の強化を図
る。

○シンポジウム開催に関する内容
をアンケートに追加し、次年度に向
けた内容の充実を図る。

○第29回まんが甲子園のコロナウィルス感染症の
影響による開催方法等の検討
○まんが甲子園の教育的効果についてのＰＲ冊
子作成

【評価】
○コロナ禍において様々な大会・イ
ベントが中止となる中、一早く代替イ
ベントを発表・実施できた。
○まんが甲子園オンラインへの応
募、まんが甲子園増刊号生配信視
聴共に、一定の参加者を得ることが
できた。
【課題】
○30回を迎える大会の全国的な認
知度、注目度の向上（ブランド力向
上）
○国内外からの応募校数の増加
○新型コロナウイルス感染症の拡
大状況を見極めながら、開催内容の
柔軟な見直しが必要。
○今後の大会運営にかかる財源の
確保（協賛金、助成金の確保、維持
／生徒参加費の見直しの検討）

○第30回大会の開催
　・第30回記念大会として開催
　・記念大会としての取組
　　→本選出場校数40校（通常33校）
　　→第30回大会記念誌の制作（Web公開）
　・まんが甲子園オンラインの同時開催
　　　※全世界の高校生対象
　・本選大会生配信を番組として構成し配信
○地元企業・団体等による協賛の拡大
○まんがを文化として育む「まんが王国・土佐」と
「まんが甲子園」の国内外での認知度向上
○新たな海外招待国の開拓

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

幼保支援
課

128 親育ち支援推進事業
（基本的生活習慣向上
事業を除く）
※再掲（103番）

子どもたちの健やかな育ちのため
に、「親の子育て力の向上」「保育
所・幼稚園等の親育ち支援力の向
上」「保護者と園との相互理解」を
図るために、保護者や保育者に対
する支援等を行う。

○保護者研修の実施園によって、
保護者の参加率に大きな差がある
ため、保護者の実態に合った園内
での研修計画が立てられるよう、園
や市町村に周知していく必要があ
る。

○園の組織体制が十分でない園で
は、計画的・継続的な研修の実施
につながっていないため、各地域
の親育ち支援の中核者を中心に行
われる地域別交流会の内容の充
実を図るとともに、各園における親
育ち支援保育者の役割を明確化す
る必要がある。

○良好な親子関係や子どもへのか
かわり方について保護者の理解が
深まり、積極的に子どもにかかわる
姿が多くなる。

○多くの園や地域で、親育ち支援
のリーダーや担当者を中心とした
親育ち支援研修が行われ、親育ち
支援体制の充実が図られる。

○親育ち支援担当者の位置付け　
70％以上
親育ち支援担当者を中心とし、保
護者の実態に合った研修計画が立
てられることで、保護者の参加率を
高め、より多くの保護者に良好な親
子関係や子どもへの関わりについ
ての理解を図る。
○地域別連絡会や幼保推進協議
会を通じて、市町村の現状把握を
行い、地域別交流会の研修内容の
充実につなげる。また、研修内容を
各園で報告したり、市町村のリー
ダーが各園での研修を促したりし、
全園での親育ち支援の充実につな
げていく。

○親育ち支援啓発事業

○親育ち支援保育者スキルアップ事業

○親育ち支援啓発事業
・保育者研修　53回
・保護者研修　64回
○親育ち支援保育者スキルアップ
事業
・親育ち支援講座　３回
・地域別交流会　６回
・地域別リーダー研修会　１回

○各園における親育ち支援担当者
の配置率は大幅に増え（87.5%→
100%）目標を達成した一方、保育者
が組織的・計画的に保護者支援を
行うための親育ち支援研修計画の
作成は進んでいない（48.5%）

○引き続き、親育ち支援アドバイザー等の派遣に
よる園内研修支援に取り組むとともに、地域別交
流会や地域別リーダー研修会などを通じて、親育
ち支援研修計画の作成を働きかける

○新型コロナウイルス感染症の影
響により、参集して行う第29回大会
は中止。
○代替Ｗｅｂイベントとして「まんが甲
子園増刊号」を開催し、オンラインコ
ンテスト「まんが甲子園オンライン」
や、まんが甲子園で例年実施されて
いる応援企画を番組として４時間の
「まんが甲子園増刊号　生配信」を
実施した。
　＜まんが甲子園オンライン募集実
績＞
　　応募総数：372作品
　　（日本：303、韓国：６、シンガポー
ル：９、台湾：54）
　＜まんが甲子園増刊号生配信視
聴実績＞
　　視聴者数：11,484人
　　コメント数：1,500件
○まんが甲子園の教育的効果につ
いてのＰＲ冊子7,000冊作成（配布
先：小中学校ＰＴＡ連合会、高等学校
ＰＴＡ連合会　等）
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン７　コミュニケーション力の向上を図る機会づくりの推進）
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計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

文化振興
課

133 県立県民文化ホール自
主事業（高知ジュニア
オーケストラの育成）

児童、生徒が音楽を演奏する楽し
さや仲間と一緒になって合奏する
楽しさを体験するジュニアオーケス
トラを育成し、練習・公演の場を提
供する。また、高校演劇への舞台
技術の研修を行う。

○ジュニアオーケストラ団員の確保。○音楽や舞台芸術を通して次世代
の文化を担う人材を育てる。

○ジュニアオーケストラの育成や、
高校演劇への舞台技術研修の継
続。

○高知ジュニアオーケストラの育成
○高知ジュニアオーケストラ定期演奏会
○高知ジュニアオーケストラ施設外演奏会
○高校演劇の技術指導

〇前年度の3月～5月まで毎週1回
の練習を中止。6月からコロナ感染
症対策を徹底したうえで練習を再
開。
〇Ｒ2年度の4月予定の定期演奏会
を5月に延期することも検討したが、
中止せざるを得なかった。
〇助成金をいただいた高知西ロータ
リークラブの例会で演奏予定だった
が、中止となった。
〇劇団ヨーロッパ企画による｢エ
チュードで学ぶ演劇ワークショップ｣
を開催した。

高知ジュニアオーケストラはコロナ
禍で活動が制約されたが、練習休
止中にも自宅で練習をしていた団員
が多く、自主性を身に着ける面では
よい機会であったとも考えられる。
定期演奏会に出られなかった高校3
年生のために、卒団会を計画。団員
が企画・運営し、一体感を深めた。

○高知ジュニアオーケストラの育成
○高知ジュニアオーケストラ定期演奏会
○高知ジュニアオーケストラ施設外演奏会
○高校演劇の技術指導

まんが王
国土佐推
進課

134 まんが甲子園開催事業
　※再掲（51番）

国内外の高等学校等から予選テー
マに沿ったまんが作品を募集し、予
選審査で選抜された学校が本県で
開催する本選大会に参加し、第一
次競技、敗者復活戦、決勝戦を
行って最優秀校等を決定する。ま
た、高校生同士の文化的国際交流
も行われる。本選会場で、出版社
から派遣されたスカウトマンの目に
留まった生徒は、プロの漫画家を
目指した指導を受けることができる
スカウト制度を実施している。

○高等学校芸術・文化連盟との連
携による、高校生スタッフ参加数の
確保

○幅広い高校生に進路シンポジウ
ムに興味を持ってもらえるよう、シ
ンポジウム内容の充実

○まんが甲子園の大会運営サ
ポートによって、高校生自身が自主
的な活動に積極的に取り組む経験
を培い、大会を通して全国の高校
生との交流を深める。

○進路シンポジウムを通して、まん
がを学ぶことが将来における職業
にどうつながるかのイメージや、そ
れに対して現在から準備していくこ
と等の具体的なイメージを持っても
らう。

○大会終了後、高知県高等学校文
化連盟への大会実績報告を行い、
次年度に向けた連携の強化を図
る。

○シンポジウム開催に関する内容
をアンケートに追加し、次年度に向
けた内容の充実を図る。

○第29回まんが甲子園のコロナウィルス感染症の
影響による開催方法等の検討
○まんが甲子園の教育的効果についてのＰＲ冊
子作成

【評価】
○コロナ禍において様々な大会・イ
ベントが中止となる中、一早く代替イ
ベントを発表・実施できた。
○まんが甲子園オンラインへの応
募、まんが甲子園増刊号生配信視
聴共に、一定の参加者を得ることが
できた。
【課題】
○30回を迎える大会の全国的な認
知度、注目度の向上（ブランド力向
上）
○国内外からの応募校数の増加
○新型コロナウイルス感染症の拡
大状況を見極めながら、開催内容の
柔軟な見直しが必要。
○今後の大会運営にかかる財源の
確保（協賛金、助成金の確保、維持
／生徒参加費の見直しの検討）

○第30回大会の開催
　・第30回記念大会として開催
　・記念大会としての取組
　　→本選出場校数40校（通常33校）
　　→第30回大会記念誌の制作（Web公開）
　・まんが甲子園オンラインの同時開催
　　　※全世界の高校生対象
　・本選大会生配信を番組として構成し配信
○地元企業・団体等による協賛の拡大
○まんがを文化として育む「まんが王国・土佐」と
「まんが甲子園」の国内外での認知度向上
○新たな海外招待国の開拓

生涯学習
課

132 新・放課後子ども総合プ
ラン推進事業　
（H30　放課後子ども総
合プラン推進事業）
　※再掲（8番）

放課後の子どもたちの安全・安心
な居場所づくりや学びの場の充実
を図るために、放課後児童クラブや
放課後子ども教室の設置を促進す
るとともに、地域の方々の参画を得
た放課後のさまざまな活動を支援
する。

○全小学校区の94.3％に放課後児
童クラブ又は放課後子供教室が設
置され、学習習慣の定着に向けた
学習支援が行われている。

・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活動
内容には差があり、充実した活動
事例の共有に加え、特別な支援が
必要な児童の受入に伴う専門知識
の向上等が求められる。

○学校と地域の連携により、放課
後において子どもたちがより安全で
健やかに育まれるとともに、放課後
の学びの場において、子どもたち
が学ぶ力を身につける風土ができ
ている。

・放課後子ども教室及び放課後児
童クラブの設置率
小学校：95%以上　
・放課後学びの場における学習支
援の実施率
小学校：96％以上

○放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に対
し運営等の補助を行うとともに、実
施状況調査等による市町村等への
助言や人材育成等の支援を行う。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ185(98)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成11か所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、教材等購入経費、
　　発達障害児等への支援者の謝金
　　への補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 10回
　・全市町村訪問 9～10月
　・取組状況調査 8～9月

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室143(41)ヵ所
　児童クラブ182(95)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成　4
市10箇所
　 　　（うち2施設R3へ繰越）
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、
　 食育学習経費、
　 教材等購入経費、
　 発達障害児等の支援者
　への謝金に対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への
支援
(6) 学び場人材バンクの活動
　・夏期出前講座実施回数　89件
(7) 活動内容の充実と指導員等の人
材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
（全4日）10～12月
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）
研修（全2日）12月
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 8回（新型ｺﾛﾅ対
策、発達障害理解、防災）10～2月　　
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

○全小学校区の96.3％に児童クラブ
又は子ども教室が設置されており、
学習支援の実施率はR1：98.1％から
R2：98.8％と増加している。

・待機児童及び児童の定員等、国の
施設基準等を満たしていない児童ク
ラブの解消に向け、新たな児童クラ
ブの整備と従事する職員の確保が
必要である。

・各児童クラブや子ども教室の活動
内容に差があり、充実した活動事例
の共有に加え、特別な支援が必要
な児童の受入に伴う専門知識・技能
の向上などが求められる。

(1) 運営等補助　（うち高知市）
　子ども教室141(41)ヵ所
　児童クラブ189(94)ヵ所
(2) 児童クラブ施設整備への助成5箇所
(3) 放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、食育学習経費、
　　防災対策経費、
　　発達障害児等の支援者への謝金に
　　対する補助
(4) 保護者利用料の減免への助成
(5) 児童クラブの開設時間延長への支援
(6) 学び場人材バンクの活動
(7) 活動内容の充実と指導員等の人材育成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　全4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 11回
　・全市町村訪問 8～10月
　・取組状況調査 8～9月

○新型コロナウイルス感染症の影
響により、参集して行う第29回大会
は中止。
○代替Ｗｅｂイベントとして「まんが甲
子園増刊号」を開催し、オンラインコ
ンテスト「まんが甲子園オンライン」
や、まんが甲子園で例年実施されて
いる応援企画を番組として４時間の
「まんが甲子園増刊号　生配信」を
実施した。
　＜まんが甲子園オンライン募集実
績＞
　　応募総数：372作品
　　（日本：303、韓国：６、シンガポー
ル：９、台湾：54）
　＜まんが甲子園増刊号生配信視
聴実績＞
　　視聴者数：11,484人
　　コメント数：1,500件
○まんが甲子園の教育的効果につ
いてのＰＲ冊子7,000冊作成（配布
先：小中学校ＰＴＡ連合会、高等学校
ＰＴＡ連合会　等）

小中学校
課

135 学校図書館を活用した
「読み」を鍛える拠点校
事業

（R2廃止）

学校図書館を計画的に利用し、主
体的・対話的で深い学びの実現に
向けた授業改善に図書及び新聞を
生かすことで児童生徒の読書活動
を充実させ、言語能力及び情報活
用能力の育成を図る。さらに、平成
３１年度より「国語科授業づくり講
座」を実施し、国語科を軸とした授
業づくりのプロセスを研究すること
を通して、組織的な授業改善を推
進するとともに、日常的に授業研究
に取り組む風土づくりを行い、自ら
学び続ける教員の育成と指導力の
向上を図る。

・Ｈ２９年度全国・学力学習状況調
査において、小中学校ともに国語
の学力が低下。特に文章の読解力
に弱さが見られ、このことは他の教
科等の学力にも影響する大きな課
題である。
・全国学力・学習状況調査の児童
生徒質問紙によると、小学校にお
いて、図書館資料を活用した授業
の実施率（月に数回以上）が減少し
ている。
　　小学校　H28：49.2%  → H29：
39.4%
　　中学校　 H28：14.7% → H29：
23.3%
・全国学力・学習状況調査の児童
生徒質問紙によると、新聞を読む
児童生徒の割合が年々減少してい
る。
　　小学校  H27：25.2% → H28：
25.6% → H29 ：22.2%　
　　中学校  H27：18.8% → H28：
18.2% → H29 ：13.5% 

○全国学力・学習状況調査におい
て、小学校の学力は全国上位を維
持、中学校の学力は全国平均以上
まで向上する。

○推進教諭（研究推進を担当）の
指導力向上
　・学校図書館活用に関する研修
会（全５回）の実施

○公開授業及び研究発表会の実
施

○国語科授業づくり講座の実施
　・小学校3校
　・中学校2校
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン７　コミュニケーション力の向上を図る機会づくりの推進）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

小中学校
課

136 教育文化祭
　※再掲（39番）

県内の幼児、児童生徒及び教職員
の教育文化活動を広く県民に周
知・公開し、その成果をたたえ、本
県の教育文化の向上を図る。

◯幼児、児童生徒の教育文化の向
上に役立っている。
◯外部団体との連携が図れている
ため認知度が高い。
◯少子化による児童生徒数の減
少、学校統廃合による学校数減少
が予想され、児童生徒の参加者数
の微減が進む。

◯応募、出品の呼びかけをさらに
進める。
◯外部団体との連携を図りながら
現在の参加者数、観客数を維持も
しくは増加させる。

◯応募、出品の積極的な働きかけ
を行う。
◯外部団体との連携を図りながら、
認知度を向上させる。

◯教育文化祭行事の実施
・科学（理科）研究発表会
・音楽会
・連合音楽会
・作品展
・英語弁論
・体験発表
・作文
・読書感想文
・読書感想画

○行事実施状況
・高校生理科研究発表会（49名参
加）
・吹奏楽祭（1,819名参加）
・発明くふう展（360名参加）
・全国小・中作文コンクール（62名参
加）
・紙上書道展（111名参加）
・中高英語弁論大会（61名参加）
・美術教育総合展（20,001名参加）
・読書感想文コンクール（22,998名参
加）
・読書感想画コンクール（4,117名参
加）
・小砂丘賞（452名参加）
・こども県展（73,558名参加）
・定時制通信制生徒生活体験発表
会（270名参加）
　　児童生徒参加数　･･･　116,252名
　　観客等参加数　　･･･　　7,606名
　　　合計　123,858名

○新型コロナウィルス感染症の拡大
によって、開幕式を含め９つの行事
が中止となった。
○会場変更、入場者数の制限、日
程の一部変更など感染予防をする
ことで12の行事は開催できた。
○行事は半減したが、のべ12万人を
超える児童生徒、保護者、教職員、
関係者並びに一般県民が参加し、
各行事で目標を達成するとともに、
例年以上の高い評価を受けた。

◯教育文化祭行事の実施
・科学（理科）研究発表会
・音楽会
・連合音楽会
・作品展
・英語弁論
・体験発表
・作文
・読書感想文
・読書感想画

高等学校
課

137 感性を育む教育推進費
※令和２年度 全国高等
学校総合文化祭（こうち
総文）終了

高校生の文化活動の活性化、豊か
な情操や技術の向上を図る高等学
校総合文化祭を開催する。

○大会開催準備は概ね良好に推
移。
○各種公募を実施し、大会テーマ、
同毛筆表現、マスコットキャラク
ター、大会イメージソング歌詞が決
定した。
○平成28年度の「基本計画生徒検
討委員会」、平成29年度の「生徒広
報委員会」を開催し、それぞれ、今
後の方針や具体的な広報を考える
中で、生徒の大会への機運が向上
した。
○関係機関の協力体制が構築さ
れ、各機関の大会開催の意識を高
めることができた。
○高知県高等学校文化連盟に設
置されていない専門部関係の部門
に対する支援や部門委員の意識
高揚が課題
○天皇即位、オリパラに係る大会
日程や部門会場の変更の可能性
がある。
○オリ・パラ開催における、大会開
催時期の国内移動の制限や資材
の不足が予想される。
○配宿・交通などについて、高知県
のキャパシティの上で、課題が見ら
れることから、平成30年度からの調
査、調整を必要としている。

○生徒の文化活動が活性化し、生
徒の豊かな感性の育成や技術の
向上が見られる。

○第44回全国高等学校総合文化
祭高知県実行委員会を６月に設立
し、関係機関の協力体制を整える。

○第44回全国高等学校総合文化
祭生徒実行委員会を７月に立ち上
げ、生徒による本大会の企画立
案、実行に向けた取組を後押しす
る。

○第5回・第6回実行委員会の開催

○年間2回の企画運営委員会の開催

○月１回程度の部門代表者会の開催

○月１～２回程度の生徒実行委員会の開催

○100日前、50日前イベントの計画と開催

○総合開会式・パレードの計画と実施

○部門大会の計画と実施

令和２年５月12日に全国高文連から
開催内容の変更について、決定・発
表される。
○第５回高知県実行委員会開催（令
和２年６月19日）
　　※令和２年度事業計画の変更に
ついて承認される。
    　（国際交流事業・パレードは中
止）
　 第６回高知県実行委員会開催（令
和３年２月15日）
　 第７回高知県実行委員会開催（書
面開催）
○第６回企画運営委員会開催（令和
２年５月７日）
○部門代表者会（計６回実施）
○生徒実行委員会（計１回実施）
○生徒統括会議　解散式（令和２年
８月30日）
○100日前イベント（令和２年４月22
日）
　プレ大会動画等のWeb配信
○50日前イベント（令和２年６月11日
～７月30日）
　Twitter上でカウントダウンイベント
を実施
○総合開会式（令和２年８月６日）
○実施報告発表会（令和２年８月２
日～６日）
○WEB SOUBUN実施（（令和２年７
月31日～10月31日）

成果：全国高総文祭史上初となる
WEB SOUBUNを実施することができ
た。
新型コロナウイルス感染症対策を講
じ、県内の高校生のみで総合開会
式を行い、県内代表生徒の発表の
場として実施報告発表会を実施する
ことができた。
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン８　子どもと大人の規範意識を高める取り組み）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

子ども・子
育て支援
課

139 万引き防止リーフレット
作成等事業

万引き防止リーフレットを作成し、
成果品を活用した取組を展開する
ことにより、規範意識を向上させ、
万引きの減少につなげる。
コンビニ店舗等における一声運動
の取組など他の取組との相乗効果
を発揮させることにより成果につな
げる。

子ども・子
育て支援
課

140 万引き及び深夜徘徊防
止のための一声運動の
実施と参加店舗の拡大

コンビニ店舗等において万引き防
止に向けた声かけをしたり、深夜、
店舗に来た小・中・高校生等に早く
家に帰るよう声かけ（ポスター、一
声運動対応シートの活用）を行う。

人権教育・
児童生徒
課

141 ネット問題啓発資料づく
り事業

ネット問題に関する専門知識を有
する、少年サポートセンターと高知
工科大学の学生、人権教育・児童
生徒課の共同により、啓発用教材
や資料などを作成し、インターネッ
トの適正な利用に向けたルールづ
くりの推進や児童生徒のネットマ
ナーの向上を図る。

各取組を実生活につなげる過程に
は、学校・保護者の意識が重要で
あり、ネットの問題を分かりやすく、
具体的に啓発する必要がある。

・インターネットの適正な利用に関
するルールづくりを行った学校また
はPTAの割合
　小学校11.4％
　中学校29.2％
　高等学校23.1％

・インターネットの適正な利用に関
するルールづくりを行った学校また
はPTAの割合
　小学校80％以上
　中学校90％以上
　高等学校90％以上

・年間5～10程度のネット問題啓発
資料を作成する。
・ネット問題啓発資料の紹介を含め
た、PTA、学校の研修を実施する。

◇高知工科大学の学生、少年サポートセンターと
教材づくりについて定期的に協議する。
・年間２つの教材又は資料を作成
・人権教育・児童生徒課ホームページに教材を
アップ

◇作成している教材等をPTA研修、校内研修等で
活用し、学校でも活用するように周知する。

○教職員やPTAを対象とした研修用
パワーポイントを２つ作成した。
○コロナ禍のため、作成した教材に
ついての協議を実施することができ
なかった。
○PTAや学校において、教材を活用
した学校の割合
　小学校27.4％、中学校19.6%、高等
学校14.3%

○教職員用の研修パワーポイントを
各学校に配付し、研修での活用を
図った。
○コロナ禍の制約等により、教材に
ついての協議を行うことができな
かった。
○コロナ禍でのPTA研修の実施が
困難な状況があった。
・PTA又は学校によるインターネット
利用のルールを決めている学校の
割合
（小学：33.2%、 中学：43.5%、 高校：
16.7%、特支：28.6%）
○保護者へのネット問題の啓発とし
て、具体的に活用できる資料集を作
成する必要がある。

○子どものインターネット機器の利用に関するモ
ラルやネット問題の危険性等についての理解を深
め、自らトラブルを防止しようとする児童生徒の育
成や、保護者への啓発を目的とした実践事例集
の改訂を行い、本年度末には資料集を保育所・幼
稚園や学校等に配布し、活用を促す。

○高知工科大学の学生や少年サポートセンター、
市町村教育研究所等の関係機関や、学校等から
資料に関する情報収集を行う。

人権教育・
児童生徒
課

142 情報モラル教育実践ハ
ンドブック（改訂）R3～
※ネット問題啓発資料
づくり事業に代わる取組
として記載

子どものインターネット機器の利用
に関するモラルやネット問題の危
険性等についての認識を高め、自
らトラブルを防止しようとする児童
生徒の育成や、保護者への啓発を
目的とした実践事例集の改訂を行
う。

スマートフォンやネット、SNSの利用
に伴うトラブルや被害が近年増加
傾向にある。自他の個人情報の取
り扱いやネット上での誹謗中傷・い
じめ、インターネット利用の長時間
化等の課題があり、インターネット
の正しい使い方や理解が十分に浸
透していない。

○子どもたち自身がネット上の危
険性を知り、トラブルから身を守る
ことができるようになる。
○PTAや保護者会において、保護
者が冊子を活用し、家庭での適切
なネット利用についてのルールづく
りを進め、家庭における継続した取
組が実践される。

○新たな問題等に対応する資料を
作成し、ネット問題の危険性やネッ
トの適切な利用等についての理解
を深める情報モラル教育の充実を
図る。
○家庭における機器の利用につい
て、フィルタリングの設定や家庭で
のルールづくりなどの保護者への
啓発をはかるため、保育所・幼稚
園等や学校の保護者もPTA研修等
で利用できる内容も作成し、啓発や
取組の充実を図る。

○関係各課・関係部署と連携して冊子の作成・検
討を行い、保育活動や教育課程に位置付けた情
報モラル教育についての実践事例（指導略案）や
資料の収集・編成を行う。

○高知工科大学の学生や少年サポートセンター、
市町村教育研究所等の関係機関や、学校等から
資料に関する情報収集を行う。

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

薬務衛生
課

138 薬物乱用防止推進事業
薬物乱用対策新五か年
戦略推進事業

若年者が覚醒剤や大麻等の薬物
の誘惑をはね返す意志と勇気を持
つことができるよう、薬物乱用の恐
ろしさに関する正しい知識の普及・
啓発を行う。

○平成29年度薬物乱用防止教室
実施状況（県教育委員会調べ）
中学校　94校/105校（89.5％）
義務教育学校　2校/2校（100％）
高等学校（全日）　33校/35校
（94.3％）
高等学校（定時制等）　14校/16校
（87.5％）

○効果的な薬物乱用防止教室の
内容検討

○関係機関と協力して各中学校・
高等学校で少なくとも年１回の薬物
乱用防止教室を開催している。

○高知県薬剤師会、学校薬剤師部
会と連携し、研修会の開催等、学
校薬剤師による薬物乱用防止教室
の実施に向けた取組を確実に進め
る。

○教育委員会、県警等関係機関と
連携し効果的な薬物乱用防止教室
の実施ついて検討する。

○地域に根差した啓発を継続して
行い、乱用薬物に対する正しい知
識の普及・啓発を行う。

○薬物乱用防止推進員への研修
○小・中・高校・大学等での薬物乱用防止教室の
開催及び教室講師の育成
○薬物乱用防止ポスター・標語コンテストの実施
○「ダメ。ゼッタイ。」６．２６ヤング街頭キャンペー
ンの開催
○薬物乱用防止啓発資材の配布（イベントの機
会等を捉えた啓発）

○下記研修会等については新型コ
ロナウイルス感染拡大防止の観点
から中止
・薬物乱用防止推進員に対する研
修会
・「ダメ。ゼッタイ。」6.26ヤング街頭
キャンペーン
・薬物乱用防止指導員研修会

○小・中・高校・大学等での薬物乱
用防止教室の実施
・計40校（1,607人）

○薬物乱用防止ポスター・標語コン
テストの実施
・参加数：ポスター 243作品
　　　　　　　　　　　　（13校）
   　　　標語 56作品（4校）
（参考；R元年度）
　　　　　　ポスター 285作品
　　　　　　　　　　　　　　（18校）
　　　 標語128作品（７校）

○危険ドラッグ等薬物乱用防止啓発
資材の配布
・地域のイベントでの配布
・薬物乱用防止教室での配布

○薬物乱用防止教室
・県教育委員会、県警、県３者の連
携を図りながら、薬物乱用防止教室
講師の育成が必要

○薬物乱用防止ポスター・標語コン
テスト
・新型コロナウイルス感染症流行の
影響もあり、参加依頼に対する参加
率が低い傾向が続いている。
H30年度 17％→R元年度20％→R２
年度 13％ 
　（中でも私立校は参加数０）

○研修会やイベント等の開催
　・新型コロナウイルス等、感染対策
として、WEBを活用する等、密を避け
る形式での新たな啓発手法の検討
が必要　

○薬物乱用防止推進員への研修

○小・中・高校・大学等での薬物乱用防止教室の
開催及び教室講師の育成

○薬物乱用防止ポスター・標語コンテストの実施

○「ダメ。ゼッタイ。」６．２６ヤング街頭キャンペー
ンの実施
○薬物乱用防止啓発資材の配布（イベントの機
会等を捉えた啓発）

・万引きによる検挙補導人数、深夜
徘徊による補導人数ともに、昨年よ
り大幅に減少した。
・一声運動の取組について、啓発
ポスターの掲示にとどまらず、効果
的な声かけをしてもらえるよう更な
る協力依頼が必要

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。
・無職少年等の自立と就労支援に
向けた取り組みなどにより、少年の
非行率や再非行率などが減少して
いる。

・万引き及び深夜徘徊防止のため
の一声運動の定着･普及に向けた
関係機関･団体との連携

・各市町村少年補導育成センターに地元の一声
運動参加店舗への訪問（声かけ）依頼（7～9月）

・県内の少年補導センターの協力の
もと店舗訪問を実施

・昨年度よりもポスター掲示率が伸
びたものの、目標とする掲示率80%
には届いていない

・各市町村少年補導育成センターに地元の一声
運動参加店舗への訪問（声かけ）依頼（県も高知
市内の店舗を訪問）（7～9月）
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担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

人権教育・
児童生徒
課

143 学校ネットパトロール事
業

インターネット上のいじめ等のトラ
ブルを早期に発見し、被害が拡大
する前に児童生徒等への指導を行
うとともに、ケースに応じて関係機
関と連携した総合的な取組を進め
る。

ネット上のいじめが潜在化・深刻化
する状況にあり、監視による早期
発見・早期対応にさらに取り組む必
要がある。

・ネットいじめ等の早期発見・対応
により、いじめが深刻化する前に解
消している。
・関係機関の連携により、ネットいじ
めの未然防止や早期対応等の取
組がさらに進んでいる。

・小・中・高・特別支援学校に対して
複数回、サイトの検索を行い、早期
発見、早期対応につなげる。
・リスクレベル中・高の事案が発生
した場合は、対応を該当する学校
に求め、事案の鎮静化を確認でき
るまで継続監視を行う。
・市町村教育委員会、県立学校に
対しネット啓発の資料を配付し、
ネットトラブルや非行の未然防止に
努める。

・不適切な書き込み等について、検索、監視を行
うネットパトロールを実施する。
・月別検索結果の報告（小・特支：４ヶ月に１回、
中・高：２ヶ月に１回）
・リスクレベルの高い事案については、当該市町
村や学校へ速やかに連絡し対応する。ケースに
よっては警察と連携して対応する。（年間）

・ネット上の不適切な書き込み等に
ついて、日常的に監視した。
・学校ネットパトロールを実施（中・
高：年６回、小・特支：年３回）し、ネッ
ト上のトラブルの早期対応、防止に
努めた。特にリスクレベルの高い事
案は、ただちに連絡をもらい、対応
ができるようにした。
・啓発資料の配付（小中高生用 　年
５回）

○ネット上の不適切な書き込み等を
日常的に監視することにより、児童
生徒の問題行動等を早期に発見し、
対応することができた。
○令和２年度投稿検知数の結果で
は、99.4％が中学校・高等学校であ
り、書き込み内容については次の状
況である。
・個人情報の流出：86.5％（397件）
・不良・不適切行為等：12.0％（55件）
・いじめ・誹謗中傷・人権問題：1.5％
（7件）
今後もネット上の検索、監視とともに
啓発を続けていく必要がある。

・不適切な書き込み等について、検索・監視を行う
ネットパトロールを実施する。
・月別検索結果の報告（小・特支：４ヶ月に１回、
中・高：２ヶ月に１回）
・リスクレベルの高い事案については、当該市町
村や学校へ速やかに連絡し対応する。ケースに
よっては警察と連携して対応する。（年間）

警察本部
少年女性
安全対策
課　

144 非行防止教室開催推進 少年非行抑止の根源対策として、
少年の規範意識の醸成を図るた
め、県内小中学校で万引き防止等
をテーマにした非行防止教室を開
催する。
※平成25年６月策定の「高知家の
子ども見守りプラン」の一施策

児童・生徒に対して社会規範を守
る大切さを教え、入口型非行を中
心とした一過性の非行を予防する
ための心の育成を図る。

○１年間で県内の全小中学校を対
象に開催する。
○刑法犯で検挙・補導される少年
の非行率を減少させるための一施
策。

進捗状況を管理して計画的に非行
防止教室を開催し、刑法犯で検挙・
補導される少年（触法少年を含
む。）の非行率の減少を図る。

学校との連携を密にして、新型コロナウイルス感
染症の状況を踏まえて調整を行い、できる限り１
年間で県内全ての小中学校で非行防止教室を実
施する。

令和２年中に、小学校123校、中学
校73校（実施率63.8％）において、延
べ回数561回非行防止教室を開催し
た。

未実施の解消に向けて、新型コロナ
ウイスル感染症の対策を講じなが
ら、学校との連携を図る必要があ
る。

学校との連携を密にして、新型コロナウイルス感
染症の状況を踏まえて調整を行い、できる限り１
年間で県内すべての小中学校で非行防止教室を
実施する。

少子対策
課

146 子ども条例推進事業
（子どもの環境づくり事
業）
※再掲(77番)

「子ども条例」の目的及び基本理念
を広め、子どもたちが健やかに育
つ環境づくりを推進する。
子どもの環境づくり推進委員会を
通じて進捗管理を行う。
フォーラムの内容検討、開催を行
う。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の向上。

○庁内各部局や子どもの環境づく
り推進委員会との連携により、子ど
もの環境づくり推進計画（第三期）
の取り組みが着実に進んでいる。

○子ども条例フォーラムの開催、各
種媒体やイベントにおける広報活
動の成果として、子ども条例の認
知度がアップしている。

○子どもの環境づくり推進委員会
において、各事業の取り組み実績
を報告し、意見を頂きながら取り組
みを着実に進める。

○子ども条例フォーラムを毎年開
催することで、子ども条例に関わる
方を増やし、子ども条例の認知度
の向上等につなげる。

○子どもの環境づくり推進委員会（第七期）の開
催

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

○子どもの環境づくり推進委員会
（第七期）の開催
　・第4回　6/14
　・第5回　9/13

○子ども条例フォーラムの開催
　（実施名称：こうち子ども未来
フォーラム２０２０）
　・11/23　ちより街テラス

○子どもの環境づくり推進委員会に
おいて、子どもの環境づくり推進計
画（第四期）に対して意見をいただ
き、取組を着実に進めることができ
た。

○子ども条例フォーラムを開催する
ことで、子ども条例に関わる方を増
やし、子ども条例の認知度の向上等
につなげることができた。

○子どもの環境づくり推進計画（第
四期）の取り組みを着実に進める。

○子ども条例の認知度の更なる向
上。

○子どもの環境づくり推進委員会（第八期）の開
催

○子ども条例フォーラムの開催

県民生活
課

147 交通安全対策推進事業 各種の交通安全運動を具体的に
推進し、広く県民に交通安全意識と
交通安全思想の普及を図り、交通
事故防止に努める。

○第10次「高知県交通安全計画」
に基づく取組を着実に進める。

○人権尊重の理念に基づき、全て
の県民に広く交通安全思想の普及
と浸透を図り、県民一人一人が、交
通ルールを守り正しい交通マナー
の実践を習慣づけ、交通事故のな
い、人にやさしい安全な高知県の
交通社会の実現を目指して交通安
全運動を推進する。

○「交通安全計画」及び「交通安全
運動の推進方針」に基づき、県警、
関係機関、民間ボランティア団体等
と連携して交通安全対策を行う。

○自転車マナーアップキャンペーンの実施
○児童・生徒に対する自転車安全教室開催
○スケアード・ストレイトの実施
○ポスター掲示、のぼり旗掲出、チラシ配布、各
種広報媒体を利用しての啓発の実施

○自転車マナーアップキャンペーン
の実施　（５月１日～５月31日）
○児童・生徒に対する自転車安全
教室開催
○ポスター掲示、のぼり旗掲出、チ
ラシ配布、各種広報媒体を利用して
の啓発の実施（春の全国交通安全
運動、秋の全国交通安全運動、年
末年始の交通安全運動）
○ラジオ広報（11回）
○交通安全子ども自転車高知県大
会開催　６月26日

○令和２年の交通事故件数・負傷者
数については前年より減少したが、
死者数は一昨年に引き続き増加し
た。R３年４月作成予定の第11次「高
知県交通安全計画」に基づく取組を
着実に進める必要がある。

○自転車マナーアップキャンペーンの実施
○児童・生徒に対する自転車安全教室開催
○ポスター掲示、のぼり旗掲出、チラシ配布、各
種広報媒体を利用しての啓発の実施
○第11次「高知県交通安全計画」の作成

小中学校
課

145 道徳教育実践充実プラ
ン

新しい学習指導要領が目指す「社
会に開かれた教育課程」の実現を
目指し、市町村教育委員会が主体
となって地域ぐるみの道徳教育を
推進することにより、児童生徒の道
徳性を高める。

○全国学力・学習状況調査の児童
生徒質問紙において、道徳性を問
う項目では、肯定的な回答が全国
よりも高い傾向にあるが、親切・思
いやりに関する質問については全
国を下まわっており、特に中学校に
おいては、肯定的回答が減少して
いる。
　・小学校84.7%（全国比 －0.6ポイ
ント）
　・中学校83.3%（全国比 －1.1ポイ
ント）
◯道徳の授業の公開率１００％を
目指しているが、様々な学校の事
情により達成できていない。

○「特別の教科　道徳」の実施に向
け、学校・家庭・地域が連携した道
徳教育の充実を図ることにより、児
童生徒の道徳性が養わる。
◯県内全小・中学校の全学級にお
いて道徳授業の公開が１００％。

◯「特別の教科　道徳」の趣旨の周
知及び指導方法の研究等を行う協
議会を実施する。
○「特別の教科　道徳」の指導方法
や評価の研究等を行う小・中学校
を指定し、実践研究の成果を普及
する。
○市町村が主体となって道徳教育
を推進し、H30年3月に改訂した家
庭版「道徳教育ハンドブック」の活
用や道徳授業の公開を積極的に
行うことにより、学校・家庭・地域ぐ
るみの道徳教育を活性化させ、児
童生徒の道徳性を高める。

○道徳教育推進拠点校事業
　公開授業
　・道徳授業づくり講座
　・推進校研究発表会
○道徳教育パワーアップ研究協議会
○家庭版道徳教育ハンドブック
　「家庭で取り組む　高知の道徳」新１年生用増刷
○道徳教育指導者養成研修（中央指導者研修）

◯道徳教育推進拠点校事業
　公開授業（4～8月中止）
　・道徳授業づくり講座（10回：438名
参加）
　・推進校研究発表会（5回：406名参
加）
◯道徳教育パワーアップ研究協議
会
　・1月開催（120名参加）
◯家庭版道徳教育ハンドブック
　「家庭で取り組む　高知の道徳」
　・R3．1月に新１年生用増刷
○道徳教育指導者養成研修
　・中央指導者研修中止（5月）
　・オンライン研修開催（11月～12
月）

中学校においては、「自尊感情と将
来の夢や希望をもっている」の質問
に対する肯定的な回答について、昨
年度より大きく上昇している。しかし
ながら、小学校においては、落ち込
みが見られる。また、規範意識につ
いては小・中学校ともに数値が下
がっている。
　＊令和2年度高知県児童生徒学習
状況調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（児
童生徒質問紙）
　「自分にはよいところがある」
　　小学生73.9％（－8.8）　中学生
76.1％（＋2.5）
　「将来の夢や目標を持っている」
　　小学生78.6％（－5.8）　中学生
75.6％（＋1.3）
　「学校のきまり（規則）を守ってい
る」
　　小学生87.4％（－3.3）　中学生
94.6％（－1.7）
　〔（　）内は平成３1年度全国学力・
学習状況調査（児童生徒質問紙）と
の比較〕

○道徳授業づくり講座
　　安芸市立井ノ口小学校
　　須崎市立吾桑小学校
　　日高村立日高中学校
　　大月町立大月小学校
　　高知市立三里小学校
○道徳教育パワーアップ研究協議会
　　Ⅰ･･･6月開催
　　Ⅱ･･･7～8開催
○家庭版道徳教育ハンドブック
　　「家庭で取り組む　高知の道徳」新１年生用増
刷
○道徳教育推進研修
　　（独立行政法人教職員支援機構　NITS）
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担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
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※関連計画と調整して設定

目標数値または
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事業実施の方向性
（事業スケジュール）

私学・大学
支援課

148 自転車ヘルメット着用推
進事業

県自転車条例に基づき、児童生徒
等のヘルメット着用や損害賠償責
任保険加入の促進を図るため、自
転車通学をしている児童生徒等を
対象にしたヘルメット購入に係る費
用の一部の補助・助成や、自転車
の安全利用に関する交通安全教
育及び啓発を充実させる。

○県内において、登下校中におけ
る児童生徒等の自転車運転中の
交通事故が多い。
○全国的に、自転車運転中の交通
事故の中で、死亡に至る頭部損傷
の事故においては、ヘルメットの未
着用者が多い。
○県内のヘルメットの着用が義務
化（校則化）されていない学校にお
いては、自主的にヘルメットを着用
する生徒があまり見られない。
○平成31年４月１日に「高知県自
転車の安全で適正な利用の促進に
関する条例」が施行され、18歳以下
の児童生徒等へのヘルメット着用
が保護者の努力義務となった。

○県内の児童生徒等が、ヘルメット
を着用して自転車通学をする姿が
多く見られる。
○自転車の安全利用に関する児
童生徒等の意識に高まりが見ら
れ、自転車交通事故件数が減少し
ている。

○私立学校等の小中高校生で自
転車通学をしている児童生徒を対
象にした、ヘルメット購入に係る費
用の一部を助成
○自転車ヘルメット着用の促進に
向けた啓発活動

○自転車通学の児童生徒を対象にした、各私
立、国立学校ヘのヘルメット購入費用の助成
○自転車ヘルメット着用の促進に向けた啓発活
動

○自転車通学の児童生徒を対象に
した、ヘルメット購入費用の助成
・私立、国立学校での助成券申請
244件、助成券活用114件
○自転車ヘルメット着用の促進に向
けた啓発活動

○生徒に対する交通安全教育や啓
発から、自転車乗車時のヘルメット
着用の重要性は一定認識がされて
きている。しかし、ヘルメット着用行
動には十分に結び付いておらず、着
用が一部の生徒にとどまっている。
○生徒自らがヘルメットを着用しよう
とする意識を醸成する交通安全教
育と条例の趣旨の啓発のさらなる充
実とともに、生徒主体の取組を支援
し、着用の機運を高める必要があ
る。

○自転車通学の児童生徒を対象にした、各私
立、国立学校ヘのヘルメット購入費用の助成
○自転車ヘルメット着用の促進に向けた啓発活
動

学校安全
対策課

149 安全教育推進事業 モデル地域を指定し、拠点校の交
通安全もしくは生活安全を中心とし
た組織的取組をモデル地域で共
有・検証し、各学校での取組の促
進や地域全体での学校安全推進
体制を構築する。その仕組みを県
内に普及し、県内全域での学校安
全の取組の推進を目指す。

○登下校中の児童生徒等が死亡
する交通事故や児童が連れ去られ
る事件が発生するなど、児童生徒
等が被害に遭う事件・事故が全国
的に後を絶たないこと、県内でも痛
ましい交通事故や犯罪につながり
かねない不審者情報等が多く存在
することなどから、自らの命は自ら
が守ることを念頭に、児童生徒の
危険予測・危険回避能力を身に付
けさせる交通安全教育及び防犯を
含む生活安全教育の充実が求め
られている。
○市町村単位で安全教育を推進す
る構築体制の整備が必要である。

○モデル地域の市町村の事業実
績である学校安全推進体制の構築
の仕組みが県内に普及され、県内
全域で充実した安全教育（交通安
全・生活安全）が展開されている。

○モデル地域の市町村への事業
遂行に対する指導支援
○拠点校を含むモデル地域の市町
村の取組成果報告の機会を設定、
県内の他地域への普及

○高知県安全教育推進事業（交通安全・防犯を
含む生活安全）
・拠点校を含むモデル地域への訪問指導
・推進委員会（県主催）の開催
・モデル地域の市町村及び拠点校による成果発
表
・学校安全教室推進講習会（県主催）における実
践発表

○高知県安全教育推進事業（交通
安全・防犯を含む生活安全）
・拠点校を含むモデル地域への訪問
指導　４～２月
・推進委員会（県主催）中止（新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観
点から）
・モデル地域の市町村（拠点校）に
おける成果発表（香南市・黒潮町・
四万十市）
・学校安全教室推進講習会（県主
催）におけるモデル地域（拠点校）の
実践報告書の掲載（オンデマンドで
実施）

○高知県安全教育推進事業では、
児童生徒の危機回避能力の育成や
通学路の安全確保の充実に向け、
モデル地域内の学校において学校
安全の取組が行われた。
今後も、拠点校のみならず、モデル
地域全体の安全教育の組織的取組
の向上を目指す事業目的が達成で
きるよう、市町村への支援を行い、
取組成果を広く県内に普及する。

○高知県安全教育推進事業（交通安全・防犯を
含む生活安全）
・拠点校を含むモデル地域への訪問指導
・推進委員会（県主催）の開催
・モデル地域の市町村及び拠点校による成果発
表
・学校安全教室推進講習会（県主催）における実
践報告

学校安全
対策課

150 自転車ヘルメット着用推
進事業

県自転車条例に基づき、児童生徒
等のヘルメット着用や損害賠償責
任保険加入の促進を図るため、自
転車通学をしている児童生徒等を
対象にしたヘルメット購入に係る費
用の一部の補助・助成や、自転車
の安全利用に関する交通安全教
育及び啓発を充実させる。

○県内において、登下校中におけ
る児童生徒等の自転車運転中の
交通事故が多い。
○全国的に、自転車運転中の交通
事故の中で、死亡に至る頭部損傷
の事故においては、ヘルメットの未
着用者が多い。
○県内のヘルメットの着用が義務
化（校則化）されていない学校にお
いては、自主的にヘルメットを着用
する生徒があまり見られない。
○平成31年4月1日に「高知県自転
車の安全で適正な利用の促進に関
する条例」が施行され、18歳以下の
児童生徒等へのヘルメット着用が
保護者の努力義務となった。

○県内の児童生徒等が、ヘルメット
を着用して自転車通学をする姿が
多く見られる。
○自転車の安全利用に関する児
童生徒等の意識に高まりが見ら
れ、自転車交通事故件数が減少し
ている。

○県内全ての小中高校生で自転
車通学をしている児童生徒を対象
にした、ヘルメット購入に係る費用
の一部を補助・助成
○自転車ヘルメット着用の促進に
向けた啓発活動
○自転車の安全利用に関する交
通安全教育の実施

警察本部
交通企画
課

151 自転車安全教育（スケ
アードストレイト）

自転車の利用機会が多い子供に
対し、スタントマンによる疑似交通
事故の実演を間近で見学すること
で、危険予測能力の向上及び基本
的なルール・マナーを高めることな
どの交通安全意識の醸成を図る。

〇対象者に真に効果のある演技の
実施を行うための事前検討会の必
要性。

〇スケアードストレイトに対する認
知度の向上及び実施回数の増加。

〇スケアードストレイトの広報啓発
活動の強化

〇関係機関団体等との連携強化。

〇　県警予算で県下の中学・高等学校10校で実
施予定。（11月上旬予定）
〇　JA協賛により３校実施予定。（実施期間未定）
〇　県教委予算獲得なし、実施しない。

○県警予算内で中学・高等学校合
計10校(約4,000名)で実施。
○JA主催実施なし。
○県教委実施なし。

評価
○疑似交通事故を直視することによ
り、自転車事故の恐怖を感じ、自転
車ルールの遵守とマナーの向上を
図れた。
課題
○未実施校の選定を行うことや小学
校も対象とするなど、自転車事故の
恐怖を感じてもらい、自転車安全利
用の推進を図る・

県警予算で県下中学・高校合計１０校において、
実施予定。（11月上旬頃）

警察本部
交通企画
課

152 Ｔ・Ｓ・Ｎを活用した交通
安全教育

警察本部交通部が学校の交通安
全教育に必要な、交通法規・交通
事故統計・交通事故事例等を題材
としたＴ・Ｓ・Ｎ（トラフィック・セーフ
ティ・ニュース）を県教育委員会を
通じ、県下全ての中学校(116校）及
び高等学校(48校）に毎月提供し、
交通ルール遵守と交通安全意識の
高揚を図る。

〇対象者に対する、周知の徹底を
図る。

〇Ｔ・Ｓ・Ｎによる啓発活動により、
交通安全意識の醸成を図る。

〇継続して広報啓発に努める。 〇　県教委と協議の上、令和２年度から原則２か
月に１回の配布とし、自転車利用の促進等の広
報啓発活動を実施する。
〇　自転車利用促進等に関する、更なる広報啓
発活動を実施する。

○隔月に１回、TSNを配付し、自転
車交通安全教育の実施及び広報啓
発活動に努めた。
○広報内容については、自転車事
故分析、自転車安全利用五則、自
転車指導警告票数等とし、自転車利
用のルールの遵守とマナーの向上
に努めた。

評価
○県教委と連携を図り、自転車に関
する旬な情報を取り入れ、効果的な
広報推進を図れた。
課題
○自転車行事等を広報することによ
り、同世代の者が行っていることを
自分の事と捉え、実行できる意識が
必要。

引き続き、隔月に１回の配付を行い、自転車利用
の促進等の広報啓発活動の強化を図る。

○自転車通学の児童生徒を対象にした、ヘルメッ
ト購入費用の補助・助成
・県立学校（事業委託）
・市町村立学校（市町村への補助）
○自転車ヘルメット着用の促進に向けた啓発活
動
・街頭啓発活動（のぼり旗・くろしおくん・チラシ配
付等でＰＲ）
・自転車マナーアップキャンペーン及び年3回の交
通安全運動中の街頭啓発、パレード参加
○自転車の安全利用に関する交通安全教育の実
施
・交通安全教育教材 Traffic SaftyNews を学校へ
配付
・自転車ヘルメット着用の有用性を題材とした交
通安全教育の事例提供

○自転車通学の児童生徒対象にし
た、ヘルメット購入費用の補助・助成
・県立学校での助成券申請588件、
助成券活用265件
・市町村での助成制度活用16市町
村
○自転車ヘルメット着用の促進に向
けた啓発活動
・街頭啓発活動（のぼり旗・くろしおく
ん・チラシ配付等でＰＲ）
・自転車マナーアップキャンペーン
及び年3回の交通安全運動中の街
頭啓発、パレード参加
○自転車の安全利用に関する交通
安全教育の実施
・交通安全教育教材 Traffic 
SaftyNews を活用した交通安全教
育の実施（中学校・高等学校　
100％）
○警察署と連携した講演会、自転車
パレードの実施

○生徒に対する交通安全教育や啓
発から、自転車乗車時のヘルメット
着用の重要性は一定認識がされて
きている。しかし、ヘルメット着用行
動には十分に結び付いておらず、着
用が一部の生徒にとどまっている。
○生徒自らがヘルメットを着用しよう
とする意識を醸成する交通安全教
育と条例の趣旨の啓発のさらなる充
実とともに、生徒主体の取組を支援
し、着用の機運を高める必要があ
る。

○自転車通学の児童生徒対象にした、ヘルメット
購入費用の補助・助成
・県立学校（事業委託）
・市町村立学校（市町村への補助）
○自転車ヘルメット着用の促進に向けた啓発活
動
・街頭啓発活動（のぼり旗・くろしおくん・チラシ配
付等でＰＲ）
・自転車マナーアップキャンペーン及び年3回の交
通安全運動中の街頭啓発、パレード参加
・講演会の実施（生徒や保護者の意見交流）
○自転車の安全利用に関する交通安全教育の実
施
・交通安全教育教材 Traffic SaftyNews を学校へ
配付
・自転車ヘルメット着用の有用性を題材とした交
通安全教育の事例提供
○高校生によるヘルメット着用をテーマとしたシン
ポジウムの開催
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事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

警察本部
交通企画
課

153 自転車交通安全研修
（高校生自転車交通安
全リーダー研修会）

各高校で交通安全に取り組んでい
るリーダー的立場の生徒に対し、
参加・体験・実践型の自転車交通
安全教室の実施により、交通安全
意識の向上を図る。同研修修了者
を自転車交通安全リーダーとして
認定する。

〇対象となる学校及び生徒の確
保。

〇生徒が率先して志願できる環境
作り及び広報啓発活動の強化。

〇関係機関団体等との連携の強
化。

〇　自転車交通安全リーダー研修を行ってもらう
ように依頼する。
〇　自転車交通安全リーダーとなる学校、生徒の
確保に努める。

○高知南警察署において、高知南
中・高校生徒と連携を図り、自転車
パレード及び自転車事故被害者家
族講演等を実施した。
○安芸警察署において、中芸高校
生徒に対し、自転車交通安全リー
ダー研修会を開催し、全生徒を自転
車交通安全リーダーとして認定証を
交付した。

評価
○生徒が率先して行事に参加するこ
とにより、自転車利用の向上を図れ
た。
課題
○県内各署における自転車行事の
開催や交通安全研修会等を通じた
活動を増やし、更なる自転車交通安
全教育を図る必要を認める。

自転車事故の分析を踏まえた情報の発信や自転
車交通安全リーダー研修会等の継続実施を図
る。

警察本部
交通企画
課

154 交通安全教室 県内各市町村の小・中・高におい
て、交通ルールやマナーの講話、
自転車や原動機付き自転車の実
技指導を実施することにより、交通
安全意識の向上を図るとともに交
通事故防止を図る。

〇交通ルールを学び、交通マナー
の向上を図り、交通事故防止に努
めてもらう。

〇各警察署と連携を図り、各市町
村の小・中・高に対して実施する。

〇対象に合わせた、交通安全教育
の実施。

〇　引き続き、各警察署に対し、各年代・対象に
応じた交通安全教室の実施に努める。
〇　昨年の交通安全教室の未実施校の選定に努
め、交通安全教室実施率の向上を図る。

○各警察署情に応じて、世代別又
は年代別など創意工夫を凝らした交
通安全教室を実施した。

評価
○各署において、交通安全教室等
を実施の際、関係機関団体等と連
携を図り、強力に交通安全教育の実
施ができた。
課題
○交通安全教育未実施校の把握と
学校の要望に応じる交通安全教育
の実施が必要。

○各署において、世代に応じた交通安全教室の
実施や学校の意見を取り入れた取組の実施を図
る。
○交通安全教育推進モデル校（仮称）の指定等
により、自らの安全を守る交通行動の醸成を図
る。

警察本部
交通企画
課

155 自転車のマナーアップ
啓発活動

自転車安全利用五則や自転車利
用者のルールの遵守徹底を目的と
した広報の実施、ヘルメットの着用
や自転車損害賠償保険への加入
の促進を促し、自転車のマナーアッ
プ向上や交通事故防止を図る。

〇自転車条例の周知徹底を図ると
ともに、ヘルメットの着用及び自転
車損害賠償保険への加入の促進
を図る。

〇県教委等との連携を図り、18歳
以下の児童・生徒を対象に、交通
事故時の被害軽減となる、ヘルメッ
トの着用及び自転車損害賠償保険
加入の促進を強化する。

〇関係機関団体等との連携の強化
を図り、継続して広報啓発を行う。

〇　チラシやＳＮＳを中心とした、自転車安全利用
五則等の幅広い広報啓発活動を実施する。
〇　各イベント等により、自転車マナーアップの向
上や自転車ヘルメット着用の重要性、自転車損害
賠償保険への加入の促進等の呼びかけを実施す
る。

○自転車安全利用五則や自転車
ルール、マナーの向上を図るため、
街頭活動の強化やチラシ配布等の
広報啓発活動を実施した。

評価
○SNS等を通じた広報啓発活動を実
施し、自転車安全利用五則の推進
や自転車保険への加入促進を広報
できた。
課題
○更なる自転車マナーアップを図る
ため、各種行事等の実施に努める。

SNSやチラシ配布等を実施し、自転車安全利用五
則等の広報啓発活動を引き続き実施する。
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計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

障害福祉
課

156 「心の輪を広げる体験作
文」「障害者週間のポス
ター」募集事業

障害や障害者に対する県民の理
解と認識を深め障害者福祉の増進
を図るため、体験作文やポスター
を募集し、優秀な作品は「障害者
週間の集い」において表彰する。

応募数の確保のため、募集チラシ
の配布先や周知方法について検
討が必要。

体験作文・ポスターの公募を通じ
て、障害や障害者に対する県民の
理解と認識が深まっている。

体験作文・ポスターを募集し、優秀
な作品は「障害者週間の集い」に
おいて表彰する。

○令和２年度「心の輪を広げる体験作文」及び
「障害者週間のポスター」募集
　応募チラシ配布部数　2500部
○入賞者作品の内閣府への推薦
○「障害者週間の集い」式典での入賞者の表彰

○令和２年度「心の輪を広げる体験
作文」及び「障害者週間のポスター」
募集（9月4日締切）
　・募集チラシ配布　2,500部　（各関
係機関に配布依頼文書を6月25日付
け送付）
　・応募数：作文47名、ポスター２名
○入賞者作品の内閣府への推薦
　・１名　（推薦文書を9月28日付け送
付）
○入賞者の表彰
　・作文６名、ポスター該当なし
　・ホームページに入賞者を掲載
　（「障害者週間の集い」のイベント
（式典）は、新型コロナウイルス感染
症の影響により中止となったことによ
り、賞状及び記念品を郵送。）

○応募数が少ないため、募集チラシ
の配布先や周知方法を見直すなど、
応募数の増加に向けて検討が必要

○令和３年度「心の輪を広げる体験作文」及び
「障害者週間のポスター」募集
　応募チラシ配布部数　2500部
○入賞者作品の内閣府への推薦
○「障害者週間の集い」式典での入賞者の表彰

私学・大学
支援課

157 私立学校人権教育指導
事業

私立学校における人権教育の推
進を図るため、私立学校訪問によ
る助言・指導の実施や人権教育研
修会を開催する。(委託事業)

○人権教育指導員による学校訪
問
○教員を対象とした人権教育研修
の実施

○全ての私立学校教員が人権教
育に対する理解と知識を有し、生
徒に対し適切な対応をすることが
できる。

○人権指導員による学校訪問
○人権教育研修の実施

○人権教育指導員による学校訪問
　（各学校（法人）：定期　4回／年、要請により随
時）

○人権教育研修の実施
　県主催　　　　3回
　協議会主催　5回

○人権教育指導員による学校訪問　
36回
○教員等を対象とした人権教育に係
わる研修の実施　５回（県主催２回、
協議会主催３回　※新型コロナウイ
ルス感染症予防のため中止３回）
○人権教育に関する情報の収集や
提供

○私立学校教員の人権感覚が磨か
れ、児童生徒の発達段階に応じた人
権尊重の理解やこれが体得されるよ
うな適正な支援がなされている。
○更なる参加者増、一人ひとりの教
職員が人権問題への理解や認識を
持ち、実践につなげることが課題。

○人権教育指導員による学校訪問（各学校（法
人）：定期４回/年、要請により随時）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン９　子どもの人権に関する理解の促進）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

人権・男女
共同参画
課

158 人権啓発研修事業
（人権教育、県民への啓
発関連）

県民の人権問題に関する理解と認
識を高めるため、気軽に参加でき
るイベントの開催やスポットコマー
シャルの放送、新聞へのコラム掲
載、講師派遣等を行う。

○子どもの貧困やインターネットで
の人権侵害など子どもを取り巻く
環境の変化に応じた啓発活動を効
果的に行う必要がある。

○人権研修や啓発により、子ども
の人権について子どもも大人も理
解が進んでいる。

○子どもの人権を尊重する気運を
高めるため、あらゆる機会を捉え、
県民への啓発を行う。

◯「じんけんふれあいフェスタ」の開催
◯スポットＣＭ（テレビ）の放送
◯人権啓発に関するコラム（高知新聞朝刊）の掲
載及び啓発資料の作成
◯スポーツ組織と連携・協力した人権啓発活動の
実施
◯人権に関する啓発活動支援事業（人権ふれあ
い支援事業）の実施
◯講師派遣事業の実施

◯「じんけんふれあいフェスタ」の開
催
・コロナウイルス感染拡大防止の観
点からイベントを休止し、マスメディ
アやインターネット等の広報媒体を
活用し広報を行う「2020人権週間」広
報啓発事業を実施（10/1～2/28）

◯人権啓発コラムの掲載及び啓発
資料の作成
・コラムの掲載（７回/年）
※９月：子どもの人権「『子どもの人
権』を守るとは？」
・研修資料の作成（4,000部）

◯スポーツ組織と連携・協力した人
権啓発活動の実施
・高知ファイティングドッグス及び高
知ユナイテッドSCの冠協賛試合を開
催
【野球冠協賛試合】
　来場者数：221人
【サッカー冠協賛試合】
　来場者数：496人

◯人権ふれあい支援事業の実施
・ＮＰO等民間団体が自主的に行う人
権啓発活動を支援
【支援団体 】６件
　※コロナによる事業中止３団体　
【支援額】856千円

○講師派遣事業の実施
・自治体や企業等が行う人権研修等
に人権啓発センターの職員及び外
部登録講師を派遣
【派遣回数】137回
【参加者数】5,676人

◯「2020人権週間」の実施
・特設サイトのユーザー数は4,310
人、セッション数は6,346回にとどまっ
たが、新たな手法で人権啓発を行う
ことができた。今後、効果検証を行う
必要がある

◯人権コラムの掲載
・高知新聞（朝刊16.3万部）を購読す
る方に向け、様々な人権課題につい
て理解を深めるきっかけづくりができ
た

◯スポーツ組織との連携
・試合途中、啓発等のPRタイムがあ
るため、来場者に効果的にメッセー
ジを発進することができる
・会場で配布した啓発用のチラシ等
を見てもらいやすい
・アンケート回収率が低かった

◯人権ふれあい支援事業
・支援先が偏ってしまいがちであるた
め、事業を広くPRし、応募団体を増
やしていく必要がある

○講師派遣事業
・各団体からの依頼テーマに応じた
講師を派遣し、効果的かつニーズに
応じた研修を行うことができた
・コロナウィルス感染症の影響によ
り、前年に比べ派遣回数が落ち込ん
だ。今後はオンラインの併用等、検
討する必要がある。

◯「じんけんふれあいフェスタ」の開催
◯スポットＣＭ（テレビ）の放送
◯人権啓発に関するコラム（高知新聞朝刊）の掲
載及び啓発資料の作成
◯スポーツ組織と連携・協力した人権啓発活動の
実施
◯人権に関する啓発活動支援事業（人権ふれあ
い支援事業）の実施
○講師派遣事業の実施

教育政策
課
（教育セン
ター）

159 人権教育研修費 人権教育を推進するため、幼稚
園・保育所、学校において教職員
等の実践につながる理論や取組に
ついて研修を実施し、教職員等の
指導力の向上を図る。
児童生徒理解や授業実践力を高
めるための実践交流と授業研究を
実施することにより人権教育の充
実を図る。

◯人権尊重の視点に立った授業
づくりや学級経営を推進する。

◯研修評価を踏まえ、研修内容を
検討していく。

◯子どもの自尊感情を育むため
に、教職員の人権感覚を磨くととも
に、人権尊重の視点に立った授業
づくりや学校（学級）経営が行われ
るようになる。

（前年度末）
・具体的な人権課題の実態を確認
し、情報収集や講師の選定を行
う。
（本年度）
・各研修を実施する。
（年度末）
・次年度の計画に向け、本年度の
研修評価等を踏まえ、研修内容を
検討する。
　（研修テーマや人権課題、講師、
日程、予算化等）

◯人権教育セミナー
◯人権教育実践スキルアップ講座
◯小中学校人権教育主任研修
◯高知県高等学校・特別支援学校人権教育主任
研修

○人権教育セミナー
（Ⅰ期：①10/18②10/3、Ⅱ期：8/24、
3期：8/27）
※コロナウイルス感染症拡大防止に
伴い、日程変更及びzoomを用いた
オンライン研修等、研修形態を変更
して実施。
○人権教育実践スキルアップ講座
（8/28）
○小中学校人権教育主任研修
（全日程をオンデマンド研修に変更し
て実施）
※オンデマンド配信期間
10/12～12/10
○高知県高等学校・特別支援学校
人権教育主任研修
（全日程をオンデマンド研修に変更し
て実施）
※オンデマンド配信期間
12/11～2/9

○人権教育セミナー
（参加者　のべ91名）
・アンケート結果（Ⅰ～Ⅲ期）3.7（4件
法）
・令和2年度はコロナウイルス感染症
拡大に伴う人権課題（ＳＮＳによる誹
謗中傷等）が社会全体でも問題とな
り、その内容についても講話内容に
加えていただき、今後の教育活動に
より一層生かせる内容になったと考
える。
○人権教育実践スキルアップ講座
（参加者9名）
・アンケート結果3.2（4件法）
・受講者は少数だが、学習指導案作
成を通じ、人権教育の視点を日々の
授業に入れることが十分可能である
と実感させることができた。
○小中学校人権教育主任研修
（参加者　236名）
・アンケート結果3.7（4件法）
○高知県高等学校・特別支援学校
人権教育主任研修
（参加者　64名）
・アンケート結果3.6（4件法）

○人権教育セミナー
○人権教育実践スキルアップ講座
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担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

人権教育・
児童生徒
課

160 人権作文募集事業 子どもたちが、さまざまな人権課題
に関する考えや意見を作文にまと
めることによって、人権尊重の重要
性や必要性について理解を深め豊
かな人権感覚を育む。また、作文
に書かれたそれぞれの意見を広報
することによって県民の人権意識
の高揚を図る。

○学級経営の充実と関連付けて、
人権作文の取組を進めるように提
案する必要がある。
○人権作文に取り組んでいない地
域や学校に働きかけが必要であ
る。

・人権作文応募数を500編以上に
する。
・人権作文の取組を学級経営に繋
げる実践を増やす。

・法務局と連携して、各学校に人権
作文への応募を依頼するととも
に、人権教育主任連絡協議会等の
場でも、募集を呼びかける。
・人権作文の取組を学級経営に繋
げる実践を取りまとめ、各校に紹
介する。

・年度当初に、各学校に募集要領を発送し、学校
での取組を依頼する。
・法務局と連携して、各学校に取組を依頼すると
ともに、人権教育主任連絡協議会等の場でも募
集を呼びかける。
・人権作文の取組を学級経営に繋げる実践を取
りまとめ、各校に提案する。

・コロナ禍における人権作文の募集
について、法務局との協議のうえ、R
２年度は人権作文の募集を行わない
ことに決定。（4月）
・年度末には次年度の取組につい
て、法務局と協議を行った。

・今年度は事業が実施できなかった
が、次年度においては、人権教育主
任連絡協議会等の場でも募集を呼
び掛けるとともに、法務局と連携し、
取組を実施する。
・新型コロナウイルス感染症に関わ
るいじめや差別、人権侵害事象等も
踏まえた内容についても、情報提供
を行う等、取組の推進を図る。

・年度当初に、各学校に募集要領を発送し、学校
での取組を依頼する。
・法務局と連携して、各学校に取組を依頼すると
ともに、人権教育主任連絡協議会等の場でも募
集を呼び掛ける。
・人権作文の取組を学級経営につなげる実践例
を各校に提案する。

人権教育・
児童生徒
課

161 児童会・生徒会交流事
業
(H30：いじめ等の課題に
取り組む実行委員会「児
童生徒会援隊」）

いじめやネットの問題の解決に向
けて、児童生徒が主体となった取
組をいっそう進めるため、県内の
小学校・中学校・義務教育学校・高
等学校・特別支援学校の児童会・
生徒会の代表者（実行員会）が集
まり、取組の実践交流や協議を行
い、県内に発信する。

各交流会に参加している代表者が
児童生徒会援隊で学んだことを自
校内に広げ、一人一人に繋げる仕
組みが必要となる。

・各学校・市町村において、児童生
徒の主体的な取組によるいじめや
ネットの問題を解決する取組が定
着し、児童生徒の意識向上に繋
がっている。

H30　各学校又は市町村での交流
集会
H31　ブロック別の児童会生徒会交
流集会

・県主催の交流集会は廃止する。市町村主催に
よる児童会・生徒会交流集会については、県は取
組方法や講評等の支援を行う。
・指導資料「高知家」いじめ防止予防等プログラム
を全学校に配付し、活用を促す。

・コロナ禍での市町村等における交
流集会について、当課への支援の
要請はなかった。
・児童生徒が主体となったいじめの
防止等の取組を実施している学校の
割合（前年度比）
　小：84.2%（-3.8）、
　中：87.9%（-6.6）、
  高：57.1%（+12.2）、
　特：50.0%（+36.2）
・指導資料「高知家」いじめ防止予防
等プログラムを授業で活用した学校
の割合
　小：76.3%、中：71.3%、
  高：44.9%、特：42.9%

・コロナ禍においては、児童生徒が
主体となったいじめの防止等の取組
を実施している学校の割合は、前年
度と比較すると小中学校は若干少な
くなっており、高校・特別支援学校で
は増加している。　

・引き続き、指導資料の活用や児童
生徒の主体的な取組の推進を促す
必要がある。

・市町村主催による児童会・生徒会交流集会につ
いて、県は取組方法や講評等の支援を行う。
・指導資料「高知家」いじめ防止予防等プログラム
を活用した取組の推進を図る。

人権・男女
共同参画
課

162 人権啓発研修事業
（大人に対する人権教
育関連）
 　※再掲（158番）

地域や企業等の人権研修への講
師派遣や、人権啓発に関わる研修
講座を開催する。

様々な人権課題がある中で、引き
続き「子どもの権利」について、広く
県民に啓発していく必要がある。

○人権研修や講座により、子ども
の人権について地域や企業等の
理解が進んでいる。

子どもの人権が尊重される社会づ
くりを推進するための講演会や研
修会の開催など、県民の自主的な
学習機会を設ける。

◯講師派遣事業の実施
◯人権啓発研修ハートフルセミナーの開催

◯講師派遣事業
・各団体からの依頼テーマに応じた
講師を派遣し、効果的かつニーズに
応じた研修を行うことができた。
・コロナウィルス感染症の影響によ
り、前年に比べ派遣回数が落ち込ん
だ。今後はオンラインの併用等、検
討する必要がある。

◯ハートフルセミナーの開催
・受講者数を増やすため、ニーズや
社会情勢等にあったテーマを選定
し、広くPR活動を行うことが必要であ
る。

◯講師派遣事業の実施
◯人権啓発研修ハートフルセミナーの開催

◯講師派遣事業の実施
・自治体や企業等が行う人権啓発研
修に高知県人権啓発センターの職
員及び外部登録講師を派遣
【派遣回数】137回
【参加者数】5,676人

◯ハートフルセミナーの開催
・人権尊重の地域社会づくりに資す
る研修講座を実施（３回）
・第１回：映画上映会
　【参加者】88人
・第２回：講演会「子ども虐待のない
社会をつくるために～叩かない子育
てを応援する～」
　【講師】高祖常子氏（認定NPO法人
児童虐待防止全国ネットワーク理
事）
　【受講者】70人
・第３回：講演会「インターネットと人
とのかかわり合い」
　【講師】スマイリーキクチ氏
　【受講者】51人

37



■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート
（プラン１０　児童虐待やいじめなどについて相談しやすい仕組みづくりの推進、予防、早期発見、早期対応、再発防止の強化）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

子ども・子
育て支援
課

163 家庭支援体制緊急整備
促進事業
児童相談所機能強化事
業

児童相談所の運営力の強化や職
員の専門性の向上を図る。

児童虐待相談対応件数の増加が
続き、また、法的な対応を要する
ケースも増加していることから、法
律等に関する専門的な知識・経験
を身につける必要がある。

児童虐待などへの相談支援体制
が抜本強化されるとともに、地域で
要保護児童を見守る仕組みが定
着している。

○外部専門家の招へい
○法的対応力の強化
○関係機関との連絡会議の実施
○その他の機能強化
・職種別・経験年数別の職員研修
・児童福祉司スーパーバイザーの
研修
・児童養護施設等への入所児童に
対する支援の強化（トラウマを念頭
に置いたケアに関する研修の受
講）

○外部専門家の招へい
・機能強化アドバイザー（年間120回）
・幡多児童心理司アドバイザー（年間４回）
○法的対応力の強化
・弁護士による法的対応の代行とサポート
　（週4回程度）
○関係機関との連絡会議の実施
・警察との連絡協議会

○児童相談所機能強化アドバイザー
中央児相：8回、幡多児相：3回
講師：山本恒雄氏（母子愛育会日本
子ども家庭総合研究所子ども家庭福
祉研究部長）
○法的対応力の強化
弁護士定期相談：230回
随時相談：53回
法的代行：5回　
○警察、検察との連絡協議会（書面
開催）

児童相談所機能の強化は喫緊の課
題であり、職員の専門性向上や、法
的な対応を要するケースでの弁護士
による支援、関係機関との連携等が
重要視されており、継続して取り組む
必要がある。

○外部専門家の招へい
・機能強化アドバイザー（年間120回）
・幡多児童心理司アドバイザー（年間４回）
○法的対応力の強化
・弁護士による法的対応の代行とサポート
　（週4回程度）
○関係機関との連絡会議の実施
・警察、検察との連絡協議会

子ども・子
育て支援
課

164 家庭支援体制緊急整備
促進事業（幡多要対協
研修、出張相談所）
児童相談関係機関職員
研修事業

市町村職員の資質向上のための
研修会や、児童問題に関する職員
の専門性の向上を図る。

市町村担当職員の専門性の向上
確保のため、職員研修を通じた資
質向上や事例ケース検討を通じた
適切なアセスメントの実施、援助方
針の決定・見直しへの支援が不可
欠である。

児童虐待などへの相談支援体制
が抜本強化されるとともに、地域で
要保護児童を見守る仕組みが定
着している。

○児童福祉司任用資格取得講習
会や職員研修の実施

・市町村職員基礎研修３回の実施（時期未定）
・児童福祉司任用前研修の実施（時期未定）

・市町村職員基礎研修３回実施
（6/9、6/30、7/7）。
・児童福祉司任用前研修の実施
（6/9～延べ６日間）

引き続き市町村担当職員のケース
への対応力や専門性の向上を図る
必要がある。

・市町村職員基礎研修の実施（３回）
・市町村職員応用研修の実施（３回）
・児童福祉司任用前研修の実施（時期未定）

子ども・子
育て支援
課

165 児童虐待防止対策事業 児童虐待のシンボルであるオレン
ジリボンを活用し、虐待防止を県
民に周知していくための広報啓発
を実施する。
また、児童虐待への予防的取組の
１つとして、保育士や保健師を対
象にした「あまえ療法」の研修をＮ
ＰＯ法人に委託して実施する。

児童虐待に関する相談件数は増
加の一途をたどっており、虐待の
発生予防、早期発見、早期対応の
ため、子どもや子育て家庭に携わ
る援助関係者や地域の人々の理
解を深めていくことが不可欠であ
る。

児童虐待などへの相談支援体制
が抜本強化されるとともに、地域で
要保護児童を見守る仕組みが定
着している。

○官民協働の高知オレンジリボン
キャンペーンの実施
○児童虐待防止推進月間（11月１
日～11月30日）の広報実施
○児童虐待予防研修事業（あまえ
療法）の実施

○官民協働の高知オレンジリボンキャンペーンの
実施
○児童虐待防止推進月間の広報実施
○児童虐待予防研修事業（あまえ療法）の実施
（中央東地区、須崎地区、南国市、土佐市）

○キャンペーンメインイベント（講演
会）実施（10/9、10）
○SNSでの情報発信（10/25～
10/31）
○児童虐待防止横断幕掲示（11/1
～11/30）
○児童虐待予防研修事業（あまえ療
法）の実施（10回）

児童虐待について社会で広く認知さ
れる必要があり、今後も児童虐待予
防の啓発活動、研修等に取り組む必
要がある。

○官民協働の高知オレンジリボンキャンペーンの
実施
○児童虐待防止推進月間の広報実施
○児童虐待予防研修事業（あまえ療法）の実施

子ども・子
育て支援
課

166 児童相談連携支援事業
児童相談関係機関職員
研修事業（要対協連絡
会議）

虐待や非行などの児童問題の未
然防止や早期発見、早期解決を図
るため、要保護児童対策地域協議
会の効果的な運営の支援を行う。

市町村担当職員の専門性の向上
確保のため、職員研修を通じた資
質向上や事例ケース検討を通じた
適切なアセスメントの実施、援助方
針の決定・見直しへの支援が不可
欠である。

児童虐待などへの相談支援体制
が抜本強化されるとともに、地域で
要保護児童を見守る仕組みが定
着している。

○要保護児童対策地域協議会の
活動強化
・実務者会議の運営、定着に向け
た支援
・市町村管理ケースの援助方針等
への個別の指導・助言

○要保護児童対策地域協議会の活動強化
・課長・係長会（6月、10月）
・要対協調整担当者意見交換会（8/27）
・各市町村訪問による個別の指導・助言（随時）

○要保護児童対策地域協議会の活
動強化
・課長・係長会（6/25、6/26、10/29、
10/30）
・要対協調整担当者意見交換会
（8/27）
・市町村管理ケースの援助方針等へ
の個別の指導・助言（29市町村）

○各市町村において、リスクに応じ
た支援方法や状況を組織的に把握
する定例会議の設置・運営が定着し
たが、支援計画の策定等に対して引
き続き支援が必要である。

○要保護児童対策地域協議会の活動強化
・課長・係長会（年１回予定）
・各市町村訪問による個別の指導・助言（随時）

人権・男女
共同参画
課

167 女性の自立支援促進事
業

子どもを同伴するケースが多いＤ
Ｖ被害者について、母親とともに一
時保護所、または自立支援施設に
入所させ、必要な支援を行う。

○保護件数は増加の傾向。また、
夜間の電話対応や相談も増加して
いる。

○アウトソーシングによる、民間の
ノウハウを生かした一時保護所や
自立支援施設の運営が進み、きめ
細かな被害者支援（同伴児含む）
ができている。

○女性の自立支援促進事業につ
いて民間団体へのアウトソーシン
グを行い、アウトソーシングによる
一時保護所及び自立支援施設の
運営と入所者への必要な支援を実
施する。

○女性の自立支援促進事業のアウトソーシング
による一時保護所及び自立支援施設の運営と入
所者への必要な支援を行う。

○入所実績
・一時保護所入所者延860名
・自立支援施設　入所者なし

○一時保護所及び自立支援施設の
適切な運営と入所者への必要な支
援が受託者により行われていること
を確認した。

○引き続き、アウトソーシングにより
DV被害者へ必要な支援を行う。

○女性の自立支援促進事業のアウトソーシング
による一時保護所及び自立支援施設の運営と入
所者への必要な支援を行う。

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

人権・男女
共同参画
課

168 ＤＶ被害者支援事業 子どもを同伴するケースが多いＤ
Ｖ被害者について、相談から、一
時保護、自立に向けた各種支援や
心理ケア、生活サポート等を行うこ
とで、暴力の連鎖を防ぐ。
また、ＤＶ被害防止に向けた広報
啓発や相談員等のスキルアップ、
関係機関と連携した支援体制整備
等に取り組む。

○参加機関数が減少しているた
め、男女共同参画やDVの担当部
署を持たない市町村にも当事者意
識を持ってもらう必要がある。

○DV被害防止の意識啓発が進む
とともに、関係機関との連携による
被害者支援（同伴児含む）ができ
ている。

○DV問題への理解を深める広報
啓発の実施
○多様で対応困難な相談者に対
応できる相談員の専門性向上
○関係機関と連携したDV被害者
への支援体制づくり

○DV問題への理解を深める広報啓発の実施
・広報・啓発物の作成・配布・掲示
・様々な媒体を活用した広報及び啓発の実施

○多様で対応困難な相談者に対応できる相談員
の専門性向上
・専門研修への参加、実施
・困難事例へのスーパーバイズの実施

○関係機関と連携したDV被害者への支援体制
づくり
・ブロック別関係機関連絡会議、ネットワーク会議
の開催によるネットワークづくり
・民間支援団体と連携した支援の実施

○広報啓発の実施
・DV相談カードの作成・配布（23,450
枚）
・「DV相談ナビ」広報用携帯カード配
布（4,000枚）
・啓発ポスターの作成・配布（200枚）
・高知城パープルライトアップの実施
（11/14,15）
・高知城堀外側ののぼり旗設置
（11/12～26）
・公共交通機関での啓発ポスター掲
示（11/12～25）
路線バス40台、バス待合所３か所
・ラジオによる広報・啓発
RKCラジオ（11/12）

○女性相談支援センターの女性相
談員に対する研修実施
・専門研修（オンライン研修）
　　２回　延２人
・所内研修　２回　延24人
・スーパーバイズ　６回　延60人

○関係機関と連携した支援体制づく
り
・ブロック別関係機関連絡会議・ネッ
トワーク会議
新型コロナ感染症拡大のため書面
により開催（9/23)
・民間シェルター運営費に対する補
助金支給

○民間団体等と連携した広報啓発を
実施したことや、マスコミを通じた広
報活動を行ったことで、県民へ効果
的なPRを行うことができた（DV相談
カードの配布、ラジオ広報等）。

○今後も広報・啓発活動を継続して
実施する必要がある。

○新型コロナ感染症拡大により、県
外で行われる専門研修の多くが中止
となり、専門性向上は限定的なもの
にとどまった。

○ブロック別関係機関連絡会議・
ネットワーク会議が書面による開催
となり、関係者間の意見交換や情報
共有の機会が制限された。

○新型コロナ感染症対策として、リ
モートによる研修受講や連絡会議・
ネットワーク会議開催の実施を検討
する。

○DV問題への理解を深める広報啓発の実施
・広報・啓発物の作成・配布・掲示
・様々な媒体を活用した広報及び啓発の実施

○多様で対応困難な相談者に対応できる相談員
の専門性向上
・専門研修への参加、実施
・困難事例へのスーパーバイズの実施

○関係機関と連携したDV被害者への支援体制
づくり
・ブロック別関係機関連絡会議、ネットワーク会議
の開催によるネットワークづくり
・新型コロナ感染症流行の中でも関係機関を対
象とするロールプレイ研修を実施できるよう、リ
モート研修も含めた効果的な研修手法を検討す
る。
・民間支援団体と連携した支援の実施
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R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
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事業実施の方向性
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人権教育・
児童生徒
課

169 緊急学校支援チーム派
遣事業
（R1:子どもの命と心を守
り育てる学校支援事業)

専門家（弁護士、臨床心理士等、
退職警察官、退職教員）等による
緊急学校支援チームを組織し、児
童生徒の生命に関わる事案や学
校が対応に苦慮している事案が発
生した場合に、学校へ派遣し改善
に向けた具体的な対応等につい
て、専門的な見地から指導や助
言・支援を行う。

○児童生徒の生命に関わる事案
等は、学校だけで対応することが
困難であり、緊急学校支援チーム
による支援が重要である。
○緊急事案に対する学校支援に
ついて、専門的な知識や経験のあ
る人材を確保することや計画的に
育成する必要がある。

○児童生徒の生命に関わる事案
等が発生した学校に対して、緊急
学校支援チームが適切に指導、助
言、支援を行い、早期に平常の学
校に戻る。

○公立学校において、児童生徒の
生命に関わる事案等が発生した場
合に、緊急学校支援チームを派遣
する。

○これまで緊急支援の経験のない
臨床心理士をチームに同行させ、
学校への支援の入り方、助言の仕
方等を学べる機会を設け、人材育
成を図る。

○緊急学校支援チームの派遣

・緊急事案等の発生について、随時情報収集す
る。

・事案に応じて適任の委員を派遣する。

○緊急学校支援チームの派遣：13回

・児童生徒の生命に係る事案等の発
生時に、緊急学校支援チームを派遣
し、学校の状況を把握するとともに、
管理職等に対して状況に応じた的確
な助言や支援を行った。

○緊急事案に対する学校支援につ
いて、専門的な知識や経験を積んだ
人材を確保することや計画的に育成
することが重要である。

○緊急学校支援チームの派遣

・緊急事案等の発生について、随時情報収集す
る。

・事案に応じて適任の委員を派遣する。

子ども・子
育て支援
課

172 家庭支援電話相談事業 家庭及び地域における児童養育を
支援するために、電話による相談
援助活動を行う。

家庭及び地域における養育機能
が低下し、児童問題が複雑化、多
様化していることから地域に密着し
たより細やかな専門的相談・支援
を行うことができる民間機関にお
いて児童相談所や市町村と連携し
ながら家庭からの相談に対応する
ことが不可欠である。

児童虐待などへの相談支援体制
が抜本強化されるとともに、地域で
要保護児童を見守る仕組みが定
着している。

○電話による相談業務「子どもと
家庭の１１０番」を実施。

○電話による相談業務「子どもと家庭の１１０番」
を社会福祉法人みその児童福祉会に委託して実
施。

○電話による相談業務「子どもと家
庭の１１０番」を社会福祉法人みその
児童福祉会に委託して実施。
実績：７６件

○地域に密着した民間機関によって
児童相談所や市町村の相談対応・
支援を補完し、児童虐待を早期発
見・支援する体制を強化していくこと
が不可欠であり、今後も継続して取
り組む必要がある。

○電話による相談業務「子どもと家庭の１１０番」
を社会福祉法人みその児童福祉会に委託して実
施。

子ども・子
育て支援
課

170 思春期相談センター事
業
(PRINK)

思春期の子どもたちが、性に関す
る正しい知識を得、責任ある行動
と思いやる心を育むため、思春期
相談員による性に関する悩み等の
相談対応や、正しい性知識の情報
提供を行う。

○人工妊娠中絶実施率は10代だ
けでなく、全年齢で全国平均より高
い。また、10代の実施者のうち約7
割が18歳以下で占めており、ここ
ろと身体への影響が大きい。
○思春期女子からの相談が少な
い。

○10代の人工妊娠中絶実施率が
全国レベルに近づく。

○思春期相談センターPRINKの移
転（塩見記念プラザ6/17オープン）
により、オープンスペースを活用し
た思春期の子どもたちの性に関す
る正しい知識の情報提供及び性に
関する悩み相談への対応

○相談事業
　・電話相談、面談相談
○性知識の情報提供・広報
　・性に関する専門講師派遣事業
　・広報用名刺大カードの配布
　・思春期ハンドブックの配布
○思春期相談センターPRINK
　・オープンスペースの活用
　・関係機関との連携　
　・専門医面接相談
　・ミニ講座
　・思春期保健にかかわる支援者研修会

○相談事業
・電話相談1,104件、面接相談23件
○性知識の情報提供・広報
・性に関する専門講師派遣事業：12
校1,347人
　（希望は17校であったが、新型コロ
ナの影響で5校は中止）
・性の出前講座：3件
・広報用名刺大カードの配布（県内
全高校生、県立・私立・高知市立全
中学校、関係機関）：約3万枚
・思春期ハンドブックの配布（県内全
高校１年生及び活用希望校）：約9千
部
○思春期相談センターPRINK
・オープンスペース・オープンスペー
スの活用：来所者250名
・関係機関との連携：314件　
・専門医面接相談：5回
・ミニ講座：3回

○人工妊娠中絶実施率は10代だけ
でなく、全年齢で全国平均より高い。
また、10代の実施者のうち約6割が
18歳以下で占めており、こころと身体
への影響が大きい。
R1年度人口妊娠中絶実施率
総数：高知県6.8（全国6.2、15位）
10代：高知県4.7（全国4.5、16位）
○思春期女子からの相談が少ない。
○市町村や関係機関からの相談が
増加し、連携する機会が増えた。

○相談事業
　・電話相談、面談相談
○性知識の情報提供・広報
　・性に関する専門講師派遣事業
　・広報用名刺大カードの配布
　・思春期ハンドブックの配布
○思春期相談センターPRINK
　・オープンスペースの活用
　・関係機関との連携　
　・専門医面接相談
　・ミニ講座

地域福祉
政策課

171 ひきこもり地域支援セン
ター事業

ひきこもり地域支援センターにおい
て、関係機関のネットワークの連
携強化を図るとともに、ひきこもり
自立支援対策に必要な情報を提
供し、相談支援体制の充実を図
る。

○ひきこもりの要因は様々で、か
つ本人や家族が問題を抱え込む
傾向があるため、ひきこもりの人数
等その実態が把握できず、十分な
支援につながっていない。
○ひきこもりを支援する関係機関
が連携できるネットワークが十分で
はない。
○ひきこもり地域支援センターによ
るアウトリーチ（訪問）型支援には
マンパワーに限界があるため、市
町村、福祉保健所との連携が必要
である。

○ひきこもり当事者や家族を支援
する体制が強化され、身近な地域
で適切な支援先や医療機関の受
診が可能になることで、早期のひ
きこもりの軽減や解消が図られ、
社会参加や自立につながってい
る。

ひきこもり地域支援センターを中心
に目指すべき姿に近づけるよう適
切な支援を行っていく。

（１）実態把握調査の実施
（２）ひきこもり地域支援センターを中心とした相
談機関のネットワークの構築・強化
（３）人材育成（研修等の開催）
（４）居場所づくり（青年期の集い等の開催）
（５）個別支援の充実
（６）普及啓発の促進

（１）実態把握調査の実施
県内に在籍する民生委員・児童委員
の協力のもと、担当地区のひきこもり
の人の状況等について調査を実施
し、県内で692人のひきこもりの人を
把握。
・調査基準日　令和２年６月１日
・調査期間      令和２年６月２４日～
７月１５日
・調査方法　　　県内の民生委員・児
童委員を対象にしたアンケート
・有効回答率　89.6％（有効回答数
1,935件/調査対象数2,159件）　
（２）ひきこもり地域支援センターを中
心とした相談機関のネットワークの
構築・強化
①関係機関連絡会の開催（４回（全
体会：７月17日、ブロック会：９月４
日、９月17日、９月30日））
②若者サポートステーションとの情
報交換会（５回）
③市町村のケース会議への技術支
援・援助
・いの町、須崎市、中土佐町、四万
十町、幡多地域で計15回開催
④県内全34市町村を対象に、アン
ケート・聞き取り調査を実施
（３）人材育成
①市町村の保健師や教育支援セン
ター職員等を対象とした人材養成研
修等を実施（３回（10月２日、１月22
日、12～１月研修DVDを貸出））
（４）居場所づくり
①青年期の集いや家族教室の開催
（46回　延べ104人利用）
（５）個別支援の充実
①センターによる相談支援の充実
（来所704件・電話249件）
②ピア活動の実施（１名）
③社会体験活動の実施（２名）
④家族教室の実施（１回）
（６）普及啓発の促進
①啓発用パンフレットの配布
②ひきこもり本人や家族、支援者等
から意見や作品を募集し、web上に
て発表、交流を実施。掲載した作品
を収録した冊子も作成し、普及啓発
に活用。

実態把握調査を実施したことにより、
県内のひきこもりの実態や傾向、課
題等がみえてきた。また、市町村を
対象としたアンケート、聞き取り調査
にて把握した現状や課題を元に、支
援者のニーズに応じた研修会の企
画や間接支援に活かしていくことが
できた。
連絡会を県下３ブロックで実施し、地
域の状況に応じて、幅広い関係機関
とのネットワークの構築、強化につな
げた。
より身近な地域で、多様なひきこもり
状態の方を支援していくためには、
福祉保健所や市町村等と連携し、県
下全体としての体制作りをすすめて
いく必要がある。

（１）ひきこもり地域支援センターを中心とした相
談機関のネットワークの構築・強化
（２）人材育成（研修等の開催）
（３）居場所づくり（青年期の集い等の開催）
（４）個別支援の充実
（５）普及啓発の促進
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人権教育・
児童生徒
課

174 スクールカウンセラー等
活用事業

臨床心理の専門的な知識・技能を
有するスクールカウンセラー等を
活用することにより、児童生徒や
保護者等が抱える課題への的確
な見立てを行うとともに、課題の解
消に向けた効果的な支援を行う。
また、スクールカウンセラー等の配
置拡充を進めるとともに、スクール
カウンセラー等のさらなる専門性
の向上や学校・スクールソーシャ
ルワーカー等との連携を強化す
る。
※「スクールカウンセラー等」
スクールカウンセラー及びスクー
ルカウンセラーに準ずる者を指す

○児童生徒の諸課題の背景が、
複雑化、多様化しており、適切な
支援を行うためには、より高い専
門性が必要となっている。そうした
状況に対応できるスクールカウン
セラー等の育成や確保が重要であ
る。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保
が必要である。

○県内全ての公立学校への配置
を継続する。
県内全市（11市）の教育支援セン
ターへアウトリーチ型スクールカウ
ンセラーを配置する。
○スクールカウンセラー等のさらな
る専門性の向上を図る。

○スクールカウンセラー等の配置
継続と拡充のために必要な予算の
確保と、人材の確保に努める。
○スクールカウンセラー等の専門
性を高めるための研修会を実施す
る。

○新規スクールカウンセラー等を確保するため大
学を訪問する。（6月、7月）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　２会場
○スクールカウンセラー等研修講座の開催（年間
６回）

○新規スクールカウンセラー等を確
保するため、大学に事業内容、募集
についての説明資料を配布（12月:四
国内４大学）
○スクールカウンセラー等研修講座
の実施（年間４回　
10/18,11/8,1/24,2/14）

○児童生徒への適切な支援のため
に、より高い専門性のあるスクール
カウンセラー等の確保や育成が必要
である。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保や
会計年度任用職員としての雇用条
件等制度面の確認が必要である。

○新規スクールカウンセラー等を確保するため大
学を訪問する。（6月、7月）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　２会場
○スクールカウンセラー等研修講座の開催（年間
６回）

人権教育・
児童生徒
課

175 スクールソーシャルワー
カー活用事業

教育・福祉に関する専門的な知
識・技能を有するスクールソーシャ
ルワーカーを活用することにより、
児童生徒の置かれた環境を改善
するよう、効果的な支援を実践す
る。
また、スクールソーシャルワーカー
の配置拡充を進めるとともに、ス
クールソーシャルワーカーのさらな
る専門性の向上や学校・スクール
カウンセラー等との連携を強化す
る。

○児童生徒の諸課題の背景が、
複雑化、多様化しており、適切な
支援を行うためには、より高い専
門性が必要となっている。そうした
状況に対応できるスクールソー
シャルワーカーの育成や確保が重
要である。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するために、待遇の改善や安定
した予算の確保が必要である。

○全市町村にスクールソーシャル
ワーカーを配置する。
県立学校への配置を30校に拡充
する。
○スクールソーシャルワーカーの
さらなる専門性の向上を図る。
○スクールソーシャルワーカーとし
て、継続して勤務できる待遇等の
改善を図る。

○スクールソーシャルワーカーの
配置拡充のために必要な予算の
確保と、人材の確保に努める。
○スクールソーシャルワーカーの
専門性を高めるための研修会を実
施する。
○スクールソーシャルワーカーの
待遇改善を図る。

○初任者研修の開催（年２回）
○連絡協議会の開催（年１回）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　8月２会場

○初任者研修の実施（11/13、2/18）
○ＳＳＷ研修会の実施（12/5）

○児童生徒への適切な支援のため
に、より高い専門性のある人材の確
保や育成に努める必要がある。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保会
計年度任用職員としての雇用条件
等制度面の確認が必要である。

○初任者研修の開催（年２回）
○連絡協議会の開催（年１回）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　8月２会場
○スクールソーシャルワーカー研修会（年３回）

人権教育・
児童生徒
課

176 ２４時間電話相談事業 悩みや不安を抱える児童生徒や
保護者等が、夜間、休日を含め24
時間電話相談ができる体制を整
え、早期対応による児童生徒のよ
りよい成長を支援する。

休日･夜間の相談については、必
要に応じて、心の教育センターの
来所相談につなげることや、緊急
事案に迅速かつ適切に対応する
必要がある。
〇相談事案に応じた関係機関との
連携が重要である。
〇相談担当者の相談スキルをさら
に向上させる必要がある。

〇緊急に対応が必要な案件につ
いては、関係機関と連携し、適切
な対応ができている。
○年間を通しての電話相談が可能
な体制を維持する。

〇夜間・休日の相談状況について
民間業者との日々の引継ぎを実施
するとともに相談事案に応じて民
間業者や関係機関との迅速な連
携を図り、適切な対応を行う。
〇相談担当者学習会の実施やス
クールカウンセラースーパーバイ
ザー等による指導・助言を得なが
ら相談員の相談スキルの向上を図
る。                                                   
・臨床心理士（類する資格を含む）
の資格を有する等とした専門性の
ある電話相談員での対応により、
児童生徒のよりよい成長につなげ
る。
・緊急性のある事案への対応と他
機関との連携ができるようにする。

○平日の午前９時から午後５時は心の教育セン
ターにおいて対応（祝日を除く）。それ以外は、民
間事業者に委託して実施する。
○相談員の相談対応スキルを高めるため研修会
の実施         
 ・実績のある業者を選定する。
・緊急性の高い相談事案には、関係機関と連携
し、速やかに対応できるようにする。

○平日の午前９時から午後５時は心
の教育センターにおいて対応（祝日
を除く）。それ以外は、民間事業者に
委託して実施した。
　平日昼の相談件数　　  129件
　夜間休日の相談件数 　192件
・緊急性の高い相談事案には、関係
機関と連携し、速やかに対応した。

休日･夜間の相談については、必要
に応じて、心の教育センターの来所
相談につなげることや、緊急事案に
迅速かつ適切に対応する必要があ
る。
〇相談事案に応じた関係機関との連
携が重要である
〇相談担当者の相談スキルをさらに
向上させる必要がある

○平日の午前９時から午後５時は心の教育セン
ターにおいて対応（祝日を除く）。それ以外は、民
間事業者に委託して実施する。
○相談員の相談対応スキルを高めるため研修会
の実施         
 ・実績のある業者を選定する。
・緊急性の高い相談事案には、関係機関と連携
し、速やかに対応できるようにする。

生涯学習
課

173 若者の学びなおしと自
立支援事業
　※再掲（125番）

中学校卒業時や高校中途退学時
の進路未定者、ニートや社会的に
ひきこもり傾向にある若者、及び就
職氷河期世代（概ね40歳代）のう
ち長期間無業であった方やひきこ
もり傾向にある方に対して、修学
や就労に向け支援を行うことで、
社会的自立を促進する。

Ｈ２９新規登録者数　328名
Ｈ２９単年度進路決定率　35.9%

○より多くの厳しい状況にある若
者を若者サポートステーションにつ
なげる必要がある。

○多様な若者に対し効果的な支援
を行えるよう支援関係者の資質向
上に努める必要がある。

○ニートや引きこもりなど多様な若
者の特性に応じた就職先の充実を
図る必要がある。

厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取組などによ
り、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が
解消に向かっている。

　新規登録者数　340名
　単年度進路決定率　40%

○広く事業の周知を徹底し、多方
面からの若者サポートステーション
への対象者の接続を図るととも
に、関係機関との連携強化を図
る。

○定例会や研修会を開催し、
PDCAによる支援状況の進捗管理
や若者支援員のスキルアップを図
る。

○関係部局等と連携し、情報共有
することにより対象者のニーズや
特性を踏まえた就労先の掘り起こ
しを行う。

○各市町村の中学校卒業時の進
路未定者の状況や支援内容を確
認し、切れ目のない支援を実施す
る。

○若者サポートステーションによる支援の実施
(通年)
・修学、就労支援　　　・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送迎支援、出張
相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職場体験等の
実施
○高等学校と連携した早期支援（就職セミナー、
個別相談等）の実施
○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学校、高等学
校、私立学校、市町村教育委員会、その他関係
機関）
○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会(6月)
○若者自立支援セミナー・相談会の実施(7月）
◯若者はばたけプログラム活用研修会の実施　3
回　
◯市町村教委への中学校卒業時進路未定者の
支援状況の確認（5月・8月・1月）　
○中学校。高等学校の全卒業生へのチラシ配布
(1月～3月)

○若者サポートステーションによる支
援の実施(通年)
・修学、就労支援　　
・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送
迎支援、出張相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職
場体験等の実施
新規登録者数：332名
単年度進路決定率：42,8% 
進路決定者数230名

○高等学校と連携した早期支援（就
職セミナー、個別相談等）の実施
・参加生徒数　
就職セミナー258名（実人数）
個別相談276名（延べ人数）

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学
校、高等学校、私立学校、市町村教
育委員会、その他関係機関）

○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会
(6月)
6地区・参加者計：194名

○若者自立支援セミナー・相談会の
実施(7月）
参加者：76名

◯若者はばたけプログラム活用研修
会の実施　3回（9・10・11月）
参加者：延べ90名

○中学校。高等学校の全卒業生へ
のチラシ配布(1月)

○市町村教委への中学校卒業時進
路未定者の支援状況の確認（6月・9
月・1月）
進路未定者数：13市町村29名→10
市町村16名

○新型コロナウイルス感染症の影響
で、来所のべ人数が6,228名（前年度
比-1,617名）と減少したが、新規登録
者数（前年度比-5）、進路決定者数
（前年度比-45）ともに一定の成果を
上げることができた。

○中学校卒業時の進路未定者や高
校中退者など、より多くの厳しい状況
にある若者を若者サポートステー
ションにつなげるために、支援対象
者の把握に努める必要がある。

○ニートやひきこもり傾向など、多様
な若者に対し効果的支援を行えるよ
う、定例会や研修会などの開催によ
り、支援の進捗管理や情報交流、支
援員の資質向上を図る必要がある。

○若者サポートステーションによる支援の実施
(通年)
・修学、就労支援　　　・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送迎支援、出張
相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職場体験等の
実施

○高等学校と連携した早期支援（出張セミナー、
個別相談等）の実施

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学校、高等学
校、私立学校、市町村教育委員会、その他関係
機関）

○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会(6月)

○若者自立支援セミナー・相談会の実施(7月）

◯若者はばたけプログラム活用研修会の実施　3
回　
（9・10・11月）

◯市町村教委への中学校卒業時進路未定者の
支援状況の確認（6月・9月・1月）　

○中学校。高等学校の全卒業生へのチラシ配布
(1月)

○就職氷河期世代支援
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート
（プラン１０　児童虐待やいじめなどについて相談しやすい仕組みづくりの推進、予防、早期発見、早期対応、再発防止の強化）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

いじめや不登校をはじめとする子
どもの悩みや、子どもの教育に関
する悩み、発達上の課題や行動上
の諸問題について相談を心の教
育センターが一元的に受理し、専
門的な見地からの見立てをもと
に、課題解決に向けたトータルな
支援を行う。（来所、電話、メール
等による相談、出張教育相談、学
校支援の実施）

来所相談、出張教育相談、Ｅメー
ル相談等のいずれも増加傾向に
あり、県民のニーズが高い。個々
のケースに応じて、学校、関係機
関との連携を深め、効果的な支援
をしていく必要がある。
〇相談機能のさらなる強化
〇学校・関係機関との連携の強化
〇相談担当者の資質向上
〇相談事業に関する情報について
の広報活動の充実

○心の教育センターの相談支援機
能を強化することにより、学校生活
やいじめ・不登校、家庭問題等、児
童生徒を取り巻く課題の改善につ
ながっている。

○高度な専門性を有するスクール
カウンセラースーパーバイザー等
を配置する。
○各種広報媒体を活用するととも
に、子育て講演会、教員研修会、
関係機関会議等の機会を活用し、
心の教育センターの業務のさらな
る周知に努める。
○教育相談関係機関連絡協議会
等や日常における関係機関間の
情報共有により、対象事案に対し
て各機関が迅速かつ効果的な支
援を実施できるよう連携を深めて
いく。
○相談ニーズへの対応（土曜・日
曜開所、東部・西部相談室開室等
の実施）

○スクールカウンセラー及びスクールソーシャル
ワーカーの配置
○来所相談、出張教育相談、24時間電話相談、
メール相談、SNS相談の実施　
○相談チラシ、電話相談カード（小１～高３）の配
布など広報活動の拡充
○子どもの居場所づくり「ふれんどるーむＣｏＣｏ」
の実施
○保護者の交流の場（やまももの会）、子育て講
演会の実施
○教育支援センター連絡協議会、教育支援セン
ター訪問支援の実施
○教育相談関係機関連絡協議会の実施

○スクールカウンセラー及びスクールソーシャル
ワーカーの配置
○来所相談（第1、第3土曜日開所の開始、日曜
日開所、東部・西部相談室開室の継続）、出張教
育相談、24時間電話相談、メール相談、SNS相談
の実施　
○相談チラシ、電話相談カード（小１～高３）の配
布など広報活動の拡充
○子どもたちの集団生活支援活動「ことことパー
ク」の実施
○保護者の交流の場（ほっとgarden）、子育て講
演会の実施
○教育支援センター連絡協議会、教育支援セン
ター訪問支援、ブロック別研修会の実施
○教育相談関係機関連絡協議会の実施

人権教育・
児童生徒
課

178 生徒指導推進事業
･生徒指導推進事業費
補助金

（R1廃止）

高知市教育委員会が配置する教
員OB等を、課題がある管内の学
校へ派遣し、学校での非行・問題
行動等の未然防止及び早期発
見、緊急時の対応等を行う。

・ＳＶの学校訪問（定期訪問）に県
教委が同行し、学校の課題を把握
することで、県の夢プロ事業の推
進校の取組に生かす。
・既存の研修会等を活用し、若年
教員の育成や小中連携の充実を
図る。

○各学校において予防と対処の両
面から生徒指導に組織的に取り組
む体制が強化されている。

○「児童生徒の問題行動・不登校
等生徒指導上の諸問題に関する
調査」による不登校、暴力行為の
状況を把握し、高知市に配置され
たスーパーバーザーの助言を参考
に発現率の改善・減少に努める。
○スーパーバイザーの学校訪問
や研修会を通じて、学校全体が組
織的・体系的な生徒指導体制をさ
らに強化する。

幼保支援
課

179 特別支援保育推進事業
（親育ち・特別支援保育
コーディネーターの配
置）

保育所等に通う特別な支援を必要
とする子どもや厳しい環境にある
子どもの保育の質を高めるため、
保育所等への指導や関係機関と
の連絡調整などを行う親育ち・特
別支援保育コーディネーターを市
町村に配置する。

（現状）
○生活の困窮という経済的要因の
みならず、家庭における教育力の
低下等を背景に、さまざまな課題
を抱え、個別の支援が必要な子ど
もや家庭が増加している。
○保育士の不足等により、保育所
等に入所している課題を抱える子
ども・・家庭への個別の対応が十
分でない。
○複雑化・多様化する厳しい環境
にある家庭への支援を行うにあ
たっては、保育士の支援力の向上
が必要である。
（課題）
○親育ち・特別支援保育コーディ
ネーターの配置について、人材確
保が困難な状況にある。

○特別な支援を必要とする子ども
や厳しい環境にある子どもに対し
て、保育所・幼稚園等が組織的に
対応できる体制が確立されてい
る。

○コーディネーターの配置
　　　24市町村３０名（H31目標)

○親育ち・特別支援保育コーディ
ネーター配置市町村における個別
の指導計画・就学時引き継ぎシー
ト作成率
　　１００％（H31目標）

○親育ち・特別支援保育コーディ
ネーターの質向上のための研修の
実施

○市町村と連携し、教員（小学校）
や保育士（園長）のOB等の人材を
活用し、親育ち・特別支援保育コー
ディネーターの配置を拡充する。

○親育ち・特別支援保育コーディネーターの質向
上のための研修　３回

○親育ち・特別支援保育コーディネーターの配置　
　　１１市町村１３名

○親育ち・特別支援保育コーディ
ネーターの質向上のための研修　２
回

○親育ち・特別支援保育コーディ
ネーターの配置　10市11名

○コーディネーターが、保育所等に
対して個別指導を実施した結果、家
庭支援の計画と記録の作成率の向
上につながっている（89.6%→93.9%）

○コーディネーターの人材確保が困
難な状況にある

○質向上のための研修や、各園の取組状況の情
報提供などを通じて、コーディネーターの質向上
を図る

○行政経験者などコーディネーターに相応しい人
材の市町村への紹介に努める

幼保支援
課

180 保育サービス促進事業
（家庭支援推進保育士
の配置）

家庭環境等に特別な配慮が必要
な保育所等に入所している子ども
への支援の向上及び保護者の子
育て力の向上を図るため、日常生
活の基本的な習慣や態度のかん
養等を家庭訪問や地域連携等を
通じて行う保育士等を配置する。

○家庭支援における課題が多岐
にわたっており、支援を担える人材
の確保が難しい。また、私立施設
については、市町村の予算措置も
必要となってくることなどから、配
置の拡充につながっていない。

○保育士不足のため家庭支援推
進保育士として配置した場合にお
いても、年度途中の乳幼児の入所
により待機児童の解消に向けた基
準配置が優先され、通常の保育士
としての配置となることから、継続
した支援が行われない場合があ
る。

○家庭支援推進保育士による個
別の支援を充実させることにより、
配慮が必要な子どもの処遇及び保
護者の子育て力が向上している。

○家庭支援加配保育士の配置
　　９３名（H31目標）

○家庭支援推進保育士の配置園
における家庭支援の指導計画及
び記録の作成率　　
　　１００％（H31目標）

○家庭支援加配保育士の家庭支
援に係る研修参加率　１００％
（H31目標）

○家庭支援推進保育士が配置で
きない園も含め、組織的な対応が
できるよう、管理職を対象に研修を
実施する。

○市町村と福祉人材センターとの｣
情報交換を行い、洗剤保育士の求
職状況等の情報を提供する機会を
増やす。

○家庭支援推進保育士の資質向上のための取
組・研修の実施２回

○保育所等への家庭支援推進保育士の配置 ６
７名

○家庭支援推進保育士の資質向上
のための研修　２回

○保育所等への家庭支援推進保育
士の配置　60名

○家庭支援推進保育士等に対して
研修等の場で指導・助言等をしたこ
とにより、保育所等における家庭支
援の計画と記録の作成率の向上に
つながっている（89.6%→93.9%）

○引き続き、家庭支援推進保育士の配置を支援
するとともに、家庭支援の計画と記録を作成する
にあたっての課題や厳しい環境にある家庭への
対応事例などを基にした演習を内容とする研修を
実施する

人権教育・
児童生徒
課

177 心の教育センター相談
支援事業

○スクールカウンセラー及びスクー
ルソーシャルワーカー７名の配置
○小１～高３の県内全児童生徒への
電話相談カード、相談チラシの配布
（年度当初）、コンビニ・スーパーでの
チラシの配布（電話相談カー
ド:76,060枚、チラシ:　80,000枚）
○来所相談、出張教育相談:受理546
件、延1,911件
○24時間電話相談:947件（予約等を
除く）
○メール相談:112件
○子どもたちの心の居場所（集団生
活支援活動「ことことパーク」）の実
施：12回、参加者：児童生徒延24名
○保護者の交流の場（ほっとgarden）
10回実施、参加者：22名、子育て講
演会の実施：2回、参加者：延52名
○スマイルふれんど学生ボランティ
アの募集停止（高知大学と協議しR3
年度廃止）
○教育支援センター連絡協議会の
実施：１回  4/28（中止）、2/10（Web
会議システムでの開催、参加者：92
名）
○教育相談関係機関連絡協議会の
実施：2回  7/17、2/18（参加関係機
関9団体）

○4月より日曜日の開所（45日開所、
延323件）、11月より月2回の土曜試
行開所（9日開所、延49件）を始め
た。また、週1日東部・西部相談室を
開室（55日開室、延91件)し、受理件
数、延べ件数ともに増加している。相
談体制を充実し、利用者の利便性の
向上に取り組んだ成果と考える。

○ふれんどるーむCoCo、保護者の
交流の会については、会の形態を変
更して実施した。

○コロナ禍においても厳しい環境に
ある子どもたちの支援が更に必要と
されている。今後もより多くの相談
ニーズに対応するため、専門性の向
上に努めるとともに、継続的な広報
活動、土曜日の開所に取り組んでい
く必要がある。
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

幼保支援
課

181 スクールソーシャルワー
カー活用事業

厳しい環境にある就学前の子ども
が円滑に小学校に入学できるよ
う、主に５歳児とその保護者に対し
て、生活習慣や生活環境の改善に
向けた助言や指導等を保育者とス
クールソーシャルワーカーが連携
して行う仕組みを構築する。

○生活の困窮という経済的要因の
みならず、家庭における教育力の
低下等を背景に、さまざまな課題
を抱え、個別の支援が必要な子ど
もや家庭が増加している。

○保育士の不足に加え、経営的な
理由により市立保育所に家庭支援
保育士の配置が少ないことから、
保育所に入所している課題を抱え
る子ども・家庭への対応が十分で
ない。

○学校におけるスクールソーシャ
ルワーカーの活動が多忙で活動を
広げることが厳しい。

○スクールソーシャルワーカーの
配置
　　　３５市町村（学校組合含む）
　　　　　　（Ｈ３１目標）

○子どもとその保護者の生活習慣
や生活環境の改善等が図られ、円
滑な小学校への入学につながって
いる。

○スクールソーシャルワーカーの
活動状況等の情報交換を行うとと
もに、市町村において、就学前を
含めた活動の拡充を要請してい
く。

○スクールソーシャルワーカーの活動状況等の
情報交換会の実施

○スクールソーシャルワーカーの配置
　　１９市町村（学校組合含む)　３１名

○スクールソーシャルワーカーの活
動状況等の情報交換会　１回

○スクールソーシャルワーカーの配
置　19市町村（学校組合服務）　29名

○スクールソーシャルワーカーの就
学前児童を対象とした活動の拡大に
より、園と学校との間で支援を要する
児童の情報共有が行われる市町村
が増えてきた。

○引き続き、スクールソーシャルワーカーの活動
を支援するとともに、就学前児童まで活動を拡大
できていない市町村等へ働きかける

人権教育・
児童生徒
課

183 スクールカウンセラー等
活用事業
　※再掲（174番）

臨床心理の専門的な知識・技能を
有するスクールカウンセラー等を
活用することにより、児童生徒や
保護者等が抱える課題への的確
な見立てを行うとともに、課題の解
消に向けた効果的な支援を行う。
また、スクールカウンセラー等の配
置拡充を進めるとともに、スクール
カウンセラー等のさらなる専門性
の向上や学校・スクールソーシャ
ルワーカー等との連携を強化す
る。
※「スクールカウンセラー等」
スクールカウンセラー及びスクー
ルカウンセラーに準ずる者を指す

○児童生徒の諸課題の背景が、
複雑化、多様化しており、適切な
支援を行うためには、より高い専
門性が必要となっている。そうした
状況に対応できるスクールカウン
セラー等の育成や確保が重要であ
る。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保
が必要である。

○県内全ての公立学校への配置
を継続する。
県内全市（11市）の教育支援セン
ターへアウトリーチ型スクールカウ
ンセラーを配置する。
○スクールカウンセラー等のさらな
る専門性の向上を図る。

○スクールカウンセラー等の配置
継続と拡充のために必要な予算の
確保と、人材の確保に努める。
○スクールカウンセラー等の専門
性を高めるための研修会を実施す
る。

○新規スクールカウンセラー等を確保するため大
学を訪問する。（6月、7月）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　２会場
○スクールカウンセラー等研修講座の開催（年間
６回）

○新規スクールカウンセラー等を確
保するため、大学に事業内容、募集
についての説明資料を配布（12月:四
国内４大学）
○スクールカウンセラー等研修講座
の実施（年間４回　
10/18,11/8,1/24,2/14）

○児童生徒への適切な支援のため
に、より高い専門性のあるスクール
カウンセラー等の確保や育成が必要
である。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保や
会計年度任用職員としての雇用条
件等制度面の確認が必要である。

○新規スクールカウンセラー等を確保するため大
学を訪問する。（6月、7月）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　２会場
○スクールカウンセラー等研修講座の開催（年間
６回）

人権教育・
児童生徒
課

184 スクールソーシャルワー
カー活用事業
※再掲（175番）

教育・福祉に関する専門的な知
識・技能を有するスクールソーシャ
ルワーカーを活用することにより、
児童生徒の置かれた環境を改善
するよう、効果的な支援を実践す
る。
また、スクールソーシャルワーカー
の配置拡充を進めるとともに、ス
クールソーシャルワーカーのさらな
る専門性の向上や学校・スクール
カウンセラー等との連携を強化す
る。

○児童生徒の諸課題の背景が、
複雑化、多様化しており、適切な
支援を行うためには、より高い専
門性が必要となっている。そうした
状況に対応できるスクールソー
シャルワーカーの育成や確保が重
要である。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するために、待遇の改善や安定
した予算の確保が必要である。

○全市町村にスクールソーシャル
ワーカーを配置する。
県立学校への配置を30校に拡充
する。
○スクールソーシャルワーカーの
さらなる専門性の向上を図る。
○スクールソーシャルワーカーとし
て、継続して勤務できる待遇等の
改善を図る。

○スクールソーシャルワーカーの
配置拡充のために必要な予算の
確保と、人材の確保に努める。
○スクールソーシャルワーカーの
専門性を高めるための研修会を実
施する。
○スクールソーシャルワーカーの
待遇改善を図る。

○初任者研修の開催（年２回）
○連絡協議会の開催（年１回）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　8月２会場

○初任者研修の実施（11/13、2/18）
○ＳＳＷ研修会の実施（12/5）

○児童生徒への適切な支援のため
に、より高い専門性のある人材の確
保や育成に努める必要がある。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保会
計年度任用職員としての雇用条件
等制度面の確認が必要である。

○初任者研修の開催（年２回）
○連絡協議会の開催（年１回）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カー合同研修会の開催　8月２会場
○スクールソーシャルワーカー研修会（年３回）

生涯学習
課

182 地域学校協働活動推進
事業
　※再掲(18番)

学校・家庭・地域が一体となり、地
域ぐるみで子どもたちを見守り育て
る体制づくりを推進する。

○全市町村で学校支援地域本部
の取組が行われている。
・学校支援地域本部が設置された
学校数　小：114校、中：73校、義務
教育学校2校

・未実施校へのアプローチを強化
し、設置拡大の取組を更に進めて
いく必要がある。
・市町村や学校によって地域と連
携した学校支援活動の内容に差
がある。
・学校と地域とがパートナーとして
子どもたちを見守り育てる「高知県
版地域学校協働本部」の仕組みを
県内各地へ展開させていく必要が
ある。
・地域コーディネーター人材の確保
や育成に課題がある。

○学校や地域の実情に応じて、地
域の方が学校のさまざまな活動に
参画し、地域全体で子どもたちを
見守り育てる仕組みが構築されて
いる。
○各地域学校協働本部において、
充実した様々な活動が活発に実施
されている。
・地域学校協働本部が設置された
学校数
小学校：150校以上
中学校：80校以上　　
・地域学校協働本部における学習
支援、登下校安全指導、環境整備
等の学校支援活動回数　
15,000回以上　　
・民生・児童委員が活動に参画し
ている地域学校協働本部の割合
　　100%

○市町村への財政支援を継続す
るとともに、地域学校協働本部の
未設置校、設置校、高知県版地域
学校協働本部（市町村推進校）そ
れぞれに対し、働きかけと支援を
行い、設置促進と活動内容の充実
及び学校支援から連携・協働へ向
けて、取組の深化を図っていく。
○活動に携わる地域コーディネー
ターや支援者等の確保、育成につ
なげる研修の場を提供していく。

（１）運営等補助
　 34市町村204本部289校（うち、県立校8本部8
校、高知市42本部42校）
（２）市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研修会　3
回
・地域コーディネーター研修会　3回
・取組状況調査（9月）
（４）学校地域連携推進担当指導主事の配置（4
名）
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支
援（4月～）
・実施校状況確認票による現状確認の取組（6月
～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協議（6
回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
・市町村毎の高知県版地域学校協働本部設置促
進計画更新の支援（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働本部設置計画
の再検討・作成（2月）

（１）運営等補助
　 34市町村204本部289校（うち、県
立校8本部8校、高知市42本部42校）
　※補助対象は高知市除く
（２）市町村訪問　適宜
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動ブロック
別研修会
　中・西・東部×各1回開催
（11～2月）
・地域コーディネーター研修会
　中・西・東部×各1回開催
（10～11月）
（４）学校地域連携推進担当指導主
事の配置（4名）
・高知県版地域学校協働本部（実施
校）の決定・取組支援（4月～）
・実施校事業状況調査票による現状
確認の取組（6月～）
・学校地域連携推進担当指導主事と
の協議（6回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
（年間419回）
・市町村毎の高知県版地域学校協
働本部宇設置促進計画作成の支援
（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働
本部設置計画更新（3月）

○地域学校協働本部の設置は順調
に進んでおり、コロナ禍における見
守り活動や学習支援が不安を抱える
子どもたちの心の安定につながった
という声もあった。
・地域学校協働本部が設置された学
校数　小：171校、中：100校、義務教
育学校2校

・市町村や学校によって活動内容に
差があることから、学校と地域の理
解を深めるとともに、活動の充実の
鍵となる地域コーディネーターの確
保・育成などが求められる。

○高知県版地域学校協働本部実施
校において、高知県版の趣旨に沿っ
た特色ある仕組みや工夫した取組が
行われた。
・H29-R2実績 小：135校、中：63校

○高知県版地域学校協働本部実施
校数は、昨年度の各市町村の設置
計画を上回っている。

・各市町村の「高知県版地域学校協
働本部」の取組が円滑に進むよう県
の支援が必要である。

（１）運営等補助
　 34市町村205本部288校（うち、県立校8本部8
校、高知市46本部46校）
（２）市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
（３）活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研修会　3
回
・地域コーディネーター研修会　6回
・取組状況調査（9月）
（４）学校地域連携推進担当指導主事の配置（4
名）
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支
援（4月～）
・実施校事業状況調査票による現状確認の取組
（4月～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協議（6
回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
・市町村毎の高知県版地域学校協働本部設置促
進計画更新の支援（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働本部設置計画
の再検討・作成（2月）
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート
（プラン１０　児童虐待やいじめなどについて相談しやすい仕組みづくりの推進、予防、早期発見、早期対応、再発防止の強化）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

人権教育・
児童生徒
課

185 緊急学校支援チーム派
遣事業
（R1:子どもの命と心を守
り育てる学校支援事業)
※再掲（169番）

専門家（弁護士、臨床心理士等、
退職警察官、退職教員）等による
緊急学校支援チームを組織し、児
童生徒の生命に関わる事案や学
校が対応に苦慮している事案が発
生した場合に、学校へ派遣し改善
に向けた具体的な対応等につい
て、専門的な見地から指導や助
言・支援を行う。

○児童生徒の生命に関わる事案
等は、学校だけで対応することが
困難であり、緊急学校支援チーム
による支援が重要である。
○緊急事案に対する学校支援に
ついて、専門的な知識や経験のあ
る人材を確保することや計画的に
育成する必要がある。

○児童生徒の生命に関わる事案
等が発生した学校に対して、緊急
学校支援チームが適切に指導、助
言、支援を行い、早期に平常の学
校に戻る。

○公立学校において、児童生徒の
生命に関わる事案等が発生した場
合に、緊急学校支援チームを派遣
する。

○これまで緊急支援の経験のない
臨床心理士をチームに同行させ、
学校への支援の入り方、助言の仕
方等を学べる機会を設け、人材育
成を図る。

○緊急学校支援チームの派遣

・緊急事案等の発生について、随時情報収集す
る。

・事案に応じて適任の委員を派遣する。

○緊急学校支援チームの派遣：13回

・児童生徒の生命に係る事案等の発
生時に、緊急学校支援チームを派遣
し、学校の状況を把握するとともに、
管理職等に対して状況に応じた的確
な助言や支援を行った。

○緊急事案に対する学校支援につ
いて、専門的な知識や経験を積んだ
人材を確保することや計画的に育成
することが重要である。

○緊急学校支援チームの派遣

・緊急事案等の発生について、随時情報収集す
る。

・事案に応じて適任の委員を派遣する。

人権教育・
児童生徒
課

186 生徒指導推進事業
・生徒指導推進事業費
補助金
※再掲（178番）
（R1廃止）

高知市教育委員会が配置する教
員OB等を、課題がある管内の学
校へ派遣し、学校での非行・問題
行動等の未然防止及び早期発
見、緊急時の対応等を行う。

・ＳＶの学校訪問（定期訪問）に県
教委が同行し、学校の課題を把握
することで、県の夢プロ事業の推
進校の取組に生かす。
・既存の研修会等を活用し、若年
教員の育成や小中連携の充実を
図る。

○各学校において予防と対処の両
面から生徒指導に組織的に取り組
む体制が強化されている。

○「児童生徒の問題行動・不登校
等生徒指導上の諸問題に関する
調査」による不登校、暴力行為の
状況を把握し、高知市に配置され
たスーパーバーザーの助言を参考
に発現率の改善・減少に努める。
○スーパーバイザーの学校訪問
や研修会を通じて、学校全体が組
織的・体系的な生徒指導体制をさ
らに強化する。

人権教育・
児童生徒
課

188 SNS等を活用した相談
事業

児童生徒や保護者のコミュニケー
ションツールが、電話やメールから
ＳＮＳに変化していることから、ＳＮ
Ｓを身近な相談ツールとして生徒
に利用してもらうためのSNS相談
窓口を設置する。

○児童生徒や保護者のコミュニ
ケーションツールが電話やメール
からSNSに移行しているきているた
め、その状況に応じた相談窓口が
必要である。

〇専門性の高い相談員を配置し、
緊急に対応が必要な案件につい
ては、関係機関と連携し、適切な
対応ができている。
○一定期間のSNS相談が可能な
体制を維持する。                             
 ・厳しい環境にある子どもたちの
悩みや不安が解消され、進学や就
職へ希望が向かい叶えていくこと
で、貧困の連鎖が減少する。

○悩みを抱える生徒が、SNSで気
軽に相談ができる体制を整える。
○臨床心理士（類する資格を含
む）の資格を有する等の専門性の
ある相談員が対応することにより、
生徒のよりよい成長につなげる。
○緊急性のある事案への対応と
他機関との連携ができるようにす
る。

○ＬＩＮＥを活用した相談業務に関して実績のある
業者を選定し、相談業務を開始する。
○国公私立高等学校全生徒及び希望する国公
私立特別支援学校高等部の生徒を対象に実施
する。
○相談期間は３期合わせて８９日間とし、対応で
きる相談員を増やして実施する。相談時間は１７
時３０分～２１時３０分で実施する。 
○緊急性のある相談事案には、関係機関と連携
し、速やかに対応できるようにする。

○第１期は５月６日～６月４日までの
３０日間、第２期は８月２３日～９月２
３日の３２日間、第３期は１月５日～
１月３１日の２７日間を相談期間とし
て設定して実施した。
○各相談期間の開始直後は相談件
数が増える傾向である。また、相談
を促すメッセージが業者から一斉送
信された直後にも、相談件数が増え
る。
○SNS相談の友だち登録者の半数
以上（５８．２％）が実際にＬＩＮＥ相談
を行っている。

○前年度より相談期間が短くなった
が、相談員を増やしたことで相談対
応件数は増加している（R1:407件→
R2:533件）。また、相談受付件数に
対する対応率の増加（R1:84.4%→
R2:99.1%）にもつながっていると考え
られる。
○県内の全ての生徒にチラシやカー
ドを配付して周知を図った。今後とも
周知のためのチラシやカードの作成
は継続しながら、欠席が続くなど支
援が必要な生徒へも丁寧に周知して
いく必要がある。

○ＬＩＮＥを活用した相談業務に関して実績のある
業者を選定し、相談業務を開始する。
○国公私立高等学校全生徒及び希望する国公
私立特別支援学校高等部の生徒を対象に実施
する。
○緊急性のある相談事案には、関係機関と連携
し、速やかに対応できるようにする。
○相談期間や相談員数については委託業者と協
議して決定する。

人権教育・
児童生徒
課

187 高知夢いっぱいプロジェ
クト推進事業
①魅力ある学校づくり調
査研究事業
②学校活性化・安定化
実践研究事業
③夢･志を育む学級運
営のための実践研究事
業（H31年度～）

※R１まで
①魅力ある学校づくり調
査研究事業
②未来にかがやく子ども
育成型学校連携事業
③学校活性化・安定化
実践研究事業
④夢･志を育む学級運
営のための実践研究事
業（H31年度～）

推進校（区）に推進リーダーを配置
し、小中学校において、児童生徒
の自己指導能力を育成するため、
育てる力を明確にし、教育活動の
中に生徒指導の視点を着実に位
置づけ、以下の視点から、PDCA
サイクルに基づく開発的な生徒指
導（子どもに内在する力や可能性
を引き出す生徒指導）を組織的な
推進を目的に、学校を指定し重点
的に支援する。
○実践研究の視点（①～③は事業
名に対応）
①市主体の取組の充実を図る
②新たな不登校を生じさせない取
組の充実を図る。
③学級活動を基盤とした話合い活
動の充実を図る。

※R1まで
○実践研究の視点（①～④は事業
名に対応）
①市主体の取組の充実を図る
②小中連携の取組の充実を図る。
③学級活動を基盤とした話合い活
動の充実を図る。
④新たな不登校を生じさせない取
組の充実を図る。

○生徒指導上の諸課題に対する
未然防止の取組が、学校組織とし
て十分に機能していないことが課
題であり、以下の取組を充実する
必要がある
・現在ある学校行事や体験活動
を、児童生徒主体の取組として工
夫改善する。
・生徒指導の３機能（自己存在感を
与える、共感的な人間関係を育成
する、自己決定の場を与える）をす
べての教育活動に働かせ児童生
徒の活躍の場を設定するなど、組
織的な生徒指導を推進する。
・小中が連携した組織的な生徒指
導や、市町村教育委員会が主体と
なった取組の充実。
・生徒指導上の諸課題について、
少しでも兆しのある児童生徒への
取組等が、学年間、校種間で共有
するなど、支援体制を充実させる
必要がある。

○児童生徒の問題行動等生徒指
導上の諸問題に関する調査にお
いて、児童生徒の不登校、暴力行
為、中途退学の状況を全国平均ま
で改善する。
○各学校において開発・予防と対
処の両面から生徒指導に組織的
に取り組む体制が強化されてい
る。

○開発的・予防的な生徒指導の取
組の充実により、児童生徒の自己
指導能力の育成を図る。
・2年目推進校（区）における児童
生徒の自尊感情（「「あなたにはよ
いところがありますか」）の肯定群
を前年度以上に引き上げる。（H31
年度末目標値：小学校80%以上、
中学校75%以上）
・2年目推進校（区）における児童
生徒の規範意識（「あなたは学校
の決まりを守っていますか」）の肯
定群を前年度以上に引き上げる。
（H31年度末目標値：小学校94%以
上、中学校96%以上）
・2年目推進校区における教職員
の協働性（「小中が協働して取組を
進めている」）の肯定群を９０％以
上にする。

○推進校（区）の指定と学校訪問（各校10回程
度）
・アドバイザーや講師、指導主事による研究の推
進や実践に対する指導助言
○推進校における開発的な生徒指導の推進（年
間を通じて実施）
・生徒指導の三機能を働かせた授業づくり
・児童生徒主体の取組の充実
・すべての児童生徒の安心安全な居場所づくり
○推進校における予防的な生徒指導の推進
・校内支援会への学校訪問（各校４回程度）
・SC、SSW等の見立てを生かした支援会の実施
・学年間、校種間で抜かりのない情報共有と切れ
目のない支援の充実に向けた指導助言
○推進リーダー会議（4回）、学校支援会議（１回）
・各推進校の情報共有と推進リーダーのスキル
アップを図るための集合研修会の実施
○公開授業研修会や生徒指導主事会（担当者
会）等での実践発表等を通じて、県内各校に取組
の普及を図る。
○新たな不登校を生じさせないという視点や小中
連携の視点を①魅力ある学校づくり調査研究事
業で推進
○推進拠点校の取組や、「高知夢いっぱいプロ
ジェクトリーフレット」を活用し、効果的な実践の普
及啓発を図る

○推進校（地域）の指定
①１市教育委員会、②7中学校、③4
小学校・1中学校

○学校訪問（アドバイザー、指導主
事、SV、SC等）→開発的・予防的な
生徒指導の組織的な推進に対して
指導助言の実施。
＜研究推進＞各推進校（区）年間10
～25回実施（推進会議、研究授業、
校内研修等）。
＜校内支援会＞各推進校（区）年間
3～5回。

○推進リーダー会議（5/28、7/10、
11/17、2/26）、学校支援会議はコロ
ナ感染症蔓延防止のため中止。

○公開授業研修会の実施→県内各
校への取組の言及。【学級活動
（12/8、2/16）参加延べ134名】※コロ
ナ感染症蔓延のため、一部リモート
で開催。

○各推進校（区）の効果ある実践を
県内の学校に普及するために、「高
知夢いっぱいプロジェクト」リーフレッ
トを全小中高・特別支援学校に配
布。また、地区別生徒指導主事担当
者会にて、推進校（区）の取組を紹
介。

○児童生徒の自尊感情の肯定群
（R2.5～7：小85.5％、中81.2％→
R2.11：小86.5％、中83.7％）
○児童生徒の自己有用感の肯定群
（R2.5～7：小81.8％、中71.7％→
R2.11：小81.8％、中75.6％）
○教職員の協働性の肯定群（R2.7：
79.5％→R2.12：84.5％）
○市教育委員会が主体的に不登校
の未然防止のとりくみを推進すること
により、モデル校区において新規不
登校の抑制が見られた。
○学級活動が充実した校区で、児童
生徒主体の取組が進み支持的な風
土の醸成が進んだ。
○担任1人が対応するのではなく、学
年内で生徒指導の共有がしっかりで
きてきたことで学年として取り組める
ようになった。
○小中が連携した取組を行うことで、
教職員の共同性が高まり、取組が児
童生徒に浸透した推進校区では、こ
れまで以上に自己有用感の向上が
見られた。
○喫緊の課題である不登校につい
て、組織的な未然防止の取組をより
充実させる必要がある。
○依然として教師主導の活動が多く
を占める推進校もあり、児童生徒が
主体となった取組となるよう工夫・改
善することや、居場所づくりと絆づくり
をバランス良く行うことが課題であ
る。
○少しでもリスクがあると思われる児
童生徒への個別支援や、効果のあ
る手立てを学年間・校種間で引き継
ぐためのSC・SAWの効果的な活用が
必要である。

○推進校（区）の指定と学校訪問（各校10回程
度）
・アドバイザーや講師、指導主事による研究の推
進や実践に対する指導助言
○推進校における開発的な生徒指導の推進（年
間を通じて実施）
・生徒指導の三機能を働かせた授業づくり
・児童生徒主体の取組の充実
・すべての児童生徒の安心安全な居場所づくり
○推進校における予防的な生徒指導の推進
・校内支援会への学校訪問（各校４回程度）
・SC、SSW等の見立てを生かした支援会の実施
・学年間、校種間で抜かりのない情報共有と切れ
目のない支援の充実に向けた指導助言
○推進リーダー会議（4回）、学校支援会議（１回）
・各推進校の情報共有と推進リーダーのスキル
アップを図るための集合研修会の実施
○公開授業研修会や生徒指導主事会（担当者
会）等での実践発表等を通じて、県内各校に取組
の普及を図る。
○新たな不登校を生じさせないという視点や小中
連携の視点を①魅力ある学校づくり調査研究事
業で推進
○推進拠点校の取組や、「高知夢いっぱいプロ
ジェクトリーフレット」を活用し、効果的な実践の普
及啓発を図る
○生徒指導主事担当者会において、推進校（区）
の取組を紹介し、効果的な開発的生徒指導の実
践の普及啓発を図る。

43



R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

生涯学習
課

189 青少年教育施設振興事
業
　※再掲(20番)

青少年の健全な育成に向けて、県
立青少年教育施設としての機能を
生かし、子どもも大人も参加できる
多様で魅力的な体験プログラムを
提供する。
また、体験活動等を通じて、中１
ギャップやいじめ・不登校等の未
然防止に向けて取り組む。

○社会の中で生きる力を子どもた
ちに育むために、青少年教育施設
の機能を生かした多様な体験活
動の提供を行っているが、少子化
の影響等により、施設の利用者数
は減少傾向にある。
○従来の体験活動や仲間づくりに
加え、地域の自然や歴史・文化な
どを生かしてふるさとの良さを伝え
る体験活動なども求められる。
○子どもも大人も参加できる魅力
的な体験プログラムを実施し、子
どもと大人が共に学び合う機会を
増やしていくことが必要である。

○魅力的な主催事業の実施によ
り、様々な体験活動・集団活動へ
の参加を通じて、青少年の施設利
用者が増加している。

　県立青少年教育施設の青少年
（25歳未満）の利用者数
　　　延べ172，000人以上

○自然体験の充実や交通手段の
提供など、施設の特性やスタッフ
のノウハウを生かした活動プログ
ラムを提供することにより、更なる
利用促進を図る。

○リニューアルによる施設機能の
充実を有効に活用し、利用者の多
様な活動を実現させ、利用促進に
つなげていく。

○利用者のニーズを踏まえた魅力的な主催事業
の実施
○中１学級づくり合宿事業、不登校対策事業の
実施
○積極的な広報活動の実施

○利用者のニーズを踏まえた魅力的な主催事業
の実施
○中１学級づくり合宿事業、不登校対策事業の
実施
○効果的な広報活動の実施

人権教育・
児童生徒
課

191 スクールカウンセラー等
活用事業
※再掲(174番)

臨床心理の専門的な知識・技能を
有するスクールカウンセラー等を
活用することにより、児童生徒や
保護者等が抱える課題への的確
な見立てを行うとともに、課題の解
消に向けた効果的な支援を行う。
また、スクールカウンセラー等の
配置拡充を進めるとともに、スクー
ルカウンセラー等のさらなる専門
性の向上や学校・スクールソー
シャルワーカー等との連携を強化
する。
※「スクールカウンセラー等」
スクールカウンセラー及びスクー
ルカウンセラーに準ずる者を指す

○児童生徒の諸課題の背景が、
複雑化、多様化しており、適切な
支援を行うためには、より高い専
門性が必要となっている。そうした
状況に対応できるスクールカウン
セラー等の育成や確保が重要で
ある。
○専門性の高い人材を継続して
雇用するための安定した予算の
確保が必要である。

○県内全ての公立学校への配置
を継続する。
県内全市（11市）の教育支援セン
ターへアウトリーチ型スクールカウ
ンセラーを配置する。
○スクールカウンセラー等のさら
なる専門性の向上を図る。

○スクールカウンセラー等の配置
継続と拡充のために必要な予算
の確保と、人材の確保に努める。
○スクールカウンセラー等の専門
性を高めるための研修会を実施
する。

○新規スクールカウンセラー等を確保するため
大学を訪問する。（6月、7月）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャル
ワーカー合同研修会の開催　２会場
○スクールカウンセラー等研修講座の開催（年
間６回）

○新規スクールカウンセラー等を確
保するため、大学に事業内容、募集
についての説明資料を配布（12月:
四国内４大学）
○スクールカウンセラー等研修講座
の実施（年間４回　
10/18,11/8,1/24,2/14）

○児童生徒への適切な支援のため
に、より高い専門性のあるスクール
カウンセラー等の確保や育成が必
要である。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保
や会計年度任用職員としての雇用
条件等制度面の確認が必要であ
る。

○新規スクールカウンセラー等を確保するため
大学を訪問する。（6月、7月）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャル
ワーカー合同研修会の開催　２会場
○スクールカウンセラー等研修講座の開催（年
間６回）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１１　不登校対策などへの多方面からの取り組み）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

○主催事業の実施
　　青少年センター　７事業
　　幡多青少年の家　７事業

○中１学級づくり合宿事業の実施
　　青少年センター　２校
　　幡多青少年の家　８校

　不登校対策事業の実施
　　青少年センター　３回
　　　（延10人参加）
　　幡多青少年の家　４回
　　　（延51人参加）

○広報活動の実施
　・施設のパンフレットや主催事業の
チラシの配布
　・ホームページへの掲載　

○主催事業の実施
　新型コロナウイルス感染症の影響
により、やむを得ず中止した事業は
あったが、定員の減、日帰り日程へ
の変更など、内容を見直し工夫しな
がら実施することができた。
○中１学級づくり合宿事業は、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、キャンセルが多く発生したが、日
帰り日程への変更、受入時期の変
更、学校への出張指導への切り替
えなど、臨機応変に対応し、参加し
た学校からは好評価を得ることがで
きた。
　不登校対策事業についても、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、当初予定した日程での実施はで
きなかったが、市町村別に２日に分
けて受け入れるなど、工夫して実施
することができた。
○広報活動の実施
　訪問による事業説明は控えざるを
得なかったが、パンフレットやチラシ
の配布、ホームページへの掲載等
により、広く周知することができた。

地域福祉
政策課

190 ひきこもり地域支援セン
ター事業
　※再掲(171番)

ひきこもり地域支援センターにお
いて、関係機関のネットワークの
連携強化を図るとともに、ひきこも
り自立支援対策に必要な情報を
提供し、相談支援体制の充実を図
る。

○ひきこもりの要因は様々で、か
つ本人や家族が問題を抱え込む
傾向があるため、ひきこもりの人
数等その実態が把握できず、十分
な支援につながっていない。
○ひきこもりを支援する関係機関
が連携できるネットワークが十分
ではない。
○ひきこもり地域支援センターに
よるアウトリーチ（訪問）型支援に
はマンパワーに限界があるため、
市町村、福祉保健所との連携が
必要である。

○ひきこもり当事者や家族を支援
する体制が強化され、身近な地域
で適切な支援先や医療機関の受
診が可能になることで、早期のひ
きこもりの軽減や解消が図られ、
社会参加や自立につながってい
る。

ひきこもり地域支援センターを中
心に目指すべき姿に近づけるよう
適切な支援を行っていく。

（１）実態把握調査の実施
（２）ひきこもり地域支援センターを中心とした相
談機関のネットワークの構築・強化
（３）人材育成（研修等の開催）
（４）居場所づくり（青年期の集い等の開催）
（５）個別支援の充実
（６）普及啓発の促進

（１）実態把握調査の実施
県内に在籍する民生委員・児童委
員の協力のもと、担当地区のひきこ
もりの人の状況等について調査を実
施し、県内で692人のひきこもりの人
を把握。
・調査基準日　令和２年６月１日
・調査期間      令和２年６月２４日～
７月１５日
・調査方法　　　県内の民生委員・児
童委員を対象にしたアンケート
・有効回答率　89.6％（有効回答数
1,935件/調査対象数2,159件）　
（２）ひきこもり地域支援センターを中
心とした相談機関のネットワークの
構築・強化
①関係機関連絡会の開催（４回（全
体会：７月17日、ブロック会：９月４
日、９月17日、９月30日））
②若者サポートステーションとの情
報交換会（５回）
③市町村のケース会議への技術支
援・援助
・いの町、須崎市、中土佐町、四万
十町、幡多地域で計15回開催
④県内全34市町村を対象に、アン
ケート・聞き取り調査を実施
（３）人材育成
①市町村の保健師や教育支援セン
ター職員等を対象とした人材養成研
修等を実施（３回（10月２日、１月22
日、12～１月研修DVDを貸出））
（４）居場所づくり
①青年期の集いや家族教室の開催
（46回　延べ104人利用）
（５）個別支援の充実
①センターによる相談支援の充実
（来所704件・電話249件）
②ピア活動の実施（１名）
③社会体験活動の実施（２名）
④家族教室の実施（１回）
（６）普及啓発の促進
①啓発用パンフレットの配布
②ひきこもり本人や家族、支援者等
から意見や作品を募集し、web上に
て発表、交流を実施。掲載した作品
を収録した冊子も作成し、普及啓発
に活用。

実態把握調査を実施したことによ
り、県内のひきこもりの実態や傾向、
課題等がみえてきた。また、市町村
を対象としたアンケート、聞き取り調
査にて把握した現状や課題を元に、
支援者のニーズに応じた研修会の
企画や間接支援に活かしていくこと
ができた。
連絡会を県下３ブロックで実施し、地
域の状況に応じて、幅広い関係機関
とのネットワークの構築、強化につ
なげた。
より身近な地域で、多様なひきこもり
状態の方を支援していくためには、
福祉保健所や市町村等と連携し、県
下全体としての体制作りをすすめて
いく必要がある。

（１）ひきこもり地域支援センターを中心とした相
談機関のネットワークの構築・強化
（２）人材育成（研修等の開催）
（３）居場所づくり（青年期の集い等の開催）
（４）個別支援の充実
（５）普及啓発の促進
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R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

人権教育・
児童生徒
課

192 スクールソーシャルワー
カー活用事業
※再掲（175番）

教育・福祉に関する専門的な知
識・技能を有するスクールソーシャ
ルワーカーを活用することにより、
児童生徒の置かれた環境を改善
するよう、効果的な支援を実践す
る。
また、スクールソーシャルワーカー
の配置拡充を進めるとともに、ス
クールソーシャルワーカーのさら
なる専門性の向上や学校・スクー
ルカウンセラー等との連携を強化
する。

○児童生徒の諸課題の背景が、
複雑化、多様化しており、適切な
支援を行うためには、より高い専
門性が必要となっている。そうした
状況に対応できるスクールソー
シャルワーカーの育成や確保が
重要である。
○専門性の高い人材を継続して
雇用するために、待遇の改善や安
定した予算の確保が必要である。

○全市町村にスクールソーシャル
ワーカーを配置する。
県立学校への配置を30校に拡充
する。
○スクールソーシャルワーカーの
さらなる専門性の向上を図る。
○スクールソーシャルワーカーとし
て、継続して勤務できる待遇等の
改善を図る。

○スクールソーシャルワーカーの
配置拡充のために必要な予算の
確保と、人材の確保に努める。
○スクールソーシャルワーカーの
専門性を高めるための研修会を
実施する。
○スクールソーシャルワーカーの
待遇改善を図る。

○初任者研修の開催（年２回）
○連絡協議会の開催（年１回）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャル
ワーカー合同研修会の開催　8月２会場

○初任者研修の実施（11/13、2/18）
○ＳＳＷ研修会の実施（12/5）

○児童生徒への適切な支援のため
に、より高い専門性のある人材の確
保や育成に努める必要がある。
○専門性の高い人材を継続して雇
用するための安定した予算の確保
会計年度任用職員としての雇用条
件等制度面の確認が必要である。

○初任者研修の開催（年２回）
○連絡協議会の開催（年１回）
○スクールカウンセラー・スクールソーシャル
ワーカー合同研修会の開催　8月２会場
○スクールソーシャルワーカー研修会（年３回）

人権教育・
児童生徒
課

193 心の教育センター教育
相談支援事業（ふれん
どるーむCoCoを除く）
　※再掲（177番）

いじめや不登校をはじめとする子
どもの悩みや、子どもの教育に関
する悩み、発達上の課題や行動
上の諸問題について相談を心の
教育センターが一元的に受理し、
専門的な見地からの見立てをもと
に、課題解決に向けたトータルな
支援を行う。（来所、電話、メール
等による相談、出張教育相談、学
校支援の実施）

来所相談、出張教育相談、Ｅメー
ル相談等のいずれも増加傾向に
あり、県民のニーズが高い。個々
のケースに応じて、学校、関係機
関との連携を深め、効果的な支援
をしていく必要がある。
〇相談機能のさらなる強化
〇学校・関係機関との連携の強化
〇相談担当者の資質向上
〇相談事業に関する情報につい
ての広報活動の充実

○心の教育センターの相談支援
機能を強化することにより、学校
生活やいじめ・不登校、家庭問題
等、児童生徒を取り巻く課題の改
善につながっている。

○高度な専門性を有するスクール
カウンセラースーパーバイザー等
を配置する。
○各種広報媒体を活用するととも
に、子育て講演会、教員研修会、
関係機関会議等の機会を活用し、
心の教育センターの業務のさらな
る周知に努める。
○教育相談関係機関連絡協議会
等や日常における関係機関間の
情報共有により、対象事案に対し
て各機関が迅速かつ効果的な支
援を実施できるよう連携を深めて
いく。
○相談ニーズへの対応（土曜・日
曜開所、東部・西部相談室開室等
の実施）

○スクールカウンセラー及びスクールソーシャル
ワーカーの配置
○来所相談、出張教育相談、24時間電話相談、
メール相談、SNS相談の実施　
○相談チラシ、電話相談カード（小１～高３）の配
布など広報活動の拡充
○保護者の交流の場（やまももの会）、子育て講
演会の実施
○教育支援センター連絡協議会、教育支援セン
ター訪問支援の実施
○教育相談関係機関連絡協議会の実施

○スクールカウンセラー及びスクールソーシャル
ワーカーの配置
○来所相談（第1、第3土曜日開所の開始、日曜
日開所、東部・西部相談室開室の継続）、出張教
育相談、24時間電話相談、メール相談、SNS相
談の実施　
○相談チラシ、電話相談カード（小１～高３）の配
付など広報活動の拡充
○子どもたちの集団生活支援活動「ことことパー
ク」の実施
○保護者の交流の場（ほっとgarden）、子育て講
演会の実施
○教育支援センター連絡協議会、教育支援セン
ター訪問支援、ブロック別研修会の実施
○教育相談関係機関連絡協議会の実施

人権教育・
児童生徒
課

194 スマイルふれんど派遣
研究事業

高知大学との連携により、家庭に
ひきこもりがちな子どもたちの話し
相手として、学生・大学院生を派
遣する。

○高知大学との協力・連携による
実施

○スマイルふれんどの派遣によ
り、子どもの不適応状況の改善が
進み、学校復帰や社会的自立へ
の支援が進んでいる。

〇高知大学担当教官との協議や
大学教官、心の教育センター担当
者、「スマイルふれんど」での振り
返りを行うなど、大学との協力・連
携を得ながら、より充実した支援
の実施を図る。

○本年度は、学生ボランティアの募集を休止し、
今後のあり方の検討を行う。

○学生ボランティアの募集を休止
○スマイルふれんど派遣研究事業
について高知大学と協議

○派遣実績の減少等の理由から、
学生ボランティアの募集を休止し
た。
○事業内容の見直しを行うため、連
携先の高知大学と検討を行ってい
く。

○R3年度廃止

人権教育・
児童生徒
課

195 心の教育センター教育
相談支援事業（ふれん
どるーむCoCo）　
　※再掲（177番）

学生ボランティアの協力を得て、
不登校や悩みのある子どもたちの
居場所、交流を図る場を提供す
る。

○地域の大学の理解・協力を得た
学生ボランティアの確保

○小中学生とともに高校生や進路
未定者等さまざまなニーズを有し
た子どもたちの安心して参加でき
る居場所づくりが進んでいる。

〇高知大学や高知県立大学等の
担当教官との協議や振り返りを行
うなど、大学の理解・協力を得な
がら学生ボランティアを確保し、子
どもたちが安心して参加できる居
場所づくりを進めていく。

○子どもの居場所づくり「ふれんどるーむＣｏＣｏ」の実施 ○集団が苦手な子どもたちが、運動
等を通して楽しみながら集団になじ
んでいけるような活動を行う、集団
生活支援活動「ことことパーク」とし
て12回実施（参加者：児童生徒延24
名）

○新型コロナウイルス感染症対策
の影響もあり、11月からの開催と
なったが、定期的に参加する児童生
徒もおり、継続的な開催が定着し
た。

○土曜開所、日曜開所時一回1時間程度で開催

子ども・子
育て支援
課

196 無職少年等の立ち直り
につながる就労支援の
取組
（見守りしごと体験講習
事業）

無職少年等が就職を目指すため、
取組の趣旨を理解する見守り雇
用主のもとで、最長15日間の見守
りしごと体験講習を実施する。

子ども・子
育て支援
課

197 無職少年等の立ち直り
につながる就労支援の
取組
（見守り見舞金制度）

無職少年等をしごと体験講習で受
け入れた見守り雇用主が当該少
年から損害を受けた場合に、損害
に応じた見舞金（上限100万円）を
支払う。（県が直接支払い）

子ども・子
育て支援
課

198 無職少年等の立ち直り
につながる就労支援の
取組
（見守り身元保証制度）

無職少年等を雇用した見守り雇用
主が当該少年から損害を受けた
場合に、損害に応じた見舞金（上
限200万円）を支払う。
※全国就労支援事業者機構と協
定を締結

子ども・子
育て支援
課

199 無職少年等の立ち直り
につながる就労支援の
取組
（見守りしごと体験）

中学卒業後、就職を検討している
生徒や進路が定まっていない生
徒(中学3年生)を対象に授業の一
環として、見守り雇用主の元で最
長10日間の仕事体験を実施する。

子ども・子
育て支援
課

200 無職少年等の立ち直り
につながる就労支援の
取組
（見守り就労支援連絡
会）

無職少年等の自立に向けた就労
支援に関する課題について関係
機関が集まり協議する。

○スクールカウンセラー及びスクー
ルソーシャルワーカー７名の配置
○小１～高３の県内全児童生徒へ
の電話相談カード、相談チラシの配
付（年度当初）、コンビニ・スーパー
でのチラシの配布（電話相談カー
ド:76,060枚、チラシ:　80,000枚）
○来所相談、出張教育相談:受理
546件、延1,911件
○24時間電話相談:947件（予約等を
除く）
○メール相談:112件
○子どもたちの心の居場所（集団活
動支援活動「ことことパーク」）の実
施：12回、参加者：児童生徒延24名
○保護者の交流の場（ほっと
gardenn）10回実施、参加者：22名、
子育て講演会の実施：2回、参加者：
延52名
○スマイルふれんど学生ボランティ
アの募集停止（高知大学と協議しR3
年度廃止）
○教育支援センター連絡協議会の
実施：１回  4/28（中止）、2/10（Web
会議システムでの開催、参加者：92
名）
○教育相談関係機関連絡協議会の
実施：2回  7/17、2/18（参加関係機
関9団体）

○4月より日曜日の開所（45日開
所、延323件）、11月より月2回の土
曜試行開所（9日開所、延49件）を始
めた。また、週1日東部・西部相談室
を開室（55日開室、延91件)し、受理
件数、延べ件数ともに増加してい
る。相談体制を充実し、利用者の利
便性の向上に取り組んだ成果と考え
る。

○ふれんどるーむCoCo、保護者の
交流の会については、会の形態を
変更して実施した。

○コロナ禍においても厳しい環境に
ある子どもたちの支援が更に必要と
されている。今後もより多くの相談
ニーズに対応するため、専門性の向
上に努めるとともに、継続的な広報
活動、土曜日の開所に取り組んでい
く必要がある。

再非行率の低減に向けた各関係
機関の連携による取組の強化

・少年1,000人当たりの刑法犯少年
（非行率）は2.4‰（全国ワースト28
位）で、全国平均（3.0‰）を下回る
など改善されつつある。
・刑法犯少年の再非行率は35.8％
（全国ワースト4位）で全国平均
（29.5％）より高いため、再非行少
年（54人）の約6割（31人）を占める
中学･高校生に対する初犯段階で
の早期の支援が必要
・希望が丘学園退園児の自立に
向けては、地元の関係機関が連
携した支援の仕組みづくりが必要

・厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者
などへの就労支援の取り組みなど
により、子どもたちの進学や就職
の希望が叶うとともに、貧困の連
鎖が解消に向かっている。
・無職少年等の自立と就労支援に
向けた取組などにより、少年の非
行率や再非行率などが減少して
いる。

・刑法犯少年（特に中学･高校生）
への少年サポートセンターを始め
とする関係機関の連携による再非
行防止支援策の強化
・生活困窮者自立相談支援機関
（主に市町村社協）、若者サポート
ステーション等との連携による希
望が丘学園退園児のアフターケア
の強化

※上記の取組を進める中で、子ど
もの状況に応じて見守りしごと体
験講習につなげる。

・少年サポートセンター等関係機関と連携した刑
法犯少年（特に中学･高校生）への再非行防止
支援策の強化
・生活困窮者自立相談支援機関や若者サポート
ステーション等と連携した希望が丘学園退園児
童へのアフターケアの強化
・万引き及び深夜徘徊防止のための一声運動の
定着･普及に向けた関係機関･団体との連携
・中卒や高校中退等の進路未定者への支援体
制の構築に向けて、市町村における教育と福祉
の連携によるシステムづくりの検討

・見守り仕事体験講習　1件活用
・非行防止ネットワーク会議の開催
（3回）
※R2は、課題となっていた「青少年
に対する自画撮り画像要求行為の
禁止にかかる高知県青少年保護育
成条例の改正を実施（R3.7.1施行）

・コロナ禍の影響もあり体験講習の
活用が少なく、体験後の雇用につな
がらなかった。

・見守り仕事体験講習の実施
・見守り仕事体験講習制度のR4年度に向けた見
直し
・中卒時進路未定者等への支援方法検討のた
めの関係機関との協議（非行防止ネットワーク会
議の開催）
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１１　不登校対策などへの多方面からの取り組み）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

人権教育・
児童生徒
課

201 生徒指導推進事業
・生徒指導推進事業費
補助金

　※再掲（178番）

　　（R1廃止）

高知市教育委員会が配置する教
員OB等を、課題がある管内の学
校へ派遣し、学校での非行・問題
行動等の未然防止及び早期発
見、緊急時の対応等を行う。

・ＳＶの学校訪問（定期訪問）に県
教委としても同行し、学校の課題
を把握することで、県の夢プロ事
業の推進校の取組にいかす。
・既存の研修会等を活用し、若年
教員の育成や小中連携の充実を
図る。

○各学校において予防と対処の
両面から生徒指導に組織的に取
り組む体制が強化されている。

○「児童生徒の問題行動・不登校
等生徒指導上の諸問題に関する
調査」による不登校、暴力行為の
状況を把握し、高知市に配置され
たスーパーバーザーの助言を参
考に発現率の改善・減少に努め
る。
○スーパーバイザーの学校訪問
や研修会から、学校全体が組織
的・体系的な生徒指導体制を整
え、共通認識をもつ。

人権教育・
児童生徒
課

203 生徒指導推進事業
・不登校対策推進事業
費補助金

高知市教育委員会が教員OB等の
専門的な人材（不登校対策アドバ
イザー）を活用し、学校訪問を行
い、県教育委員会の不登校対策
チームと連携し、組織的な不登校
対策が行われるよう指導助言を行
う。

○本県の不登校児童生徒出現率
は、全国値よりも高く、厳しい状況
にある。
○高知市が、県全体の不登校児
童生徒数の約半数を占める状況
にある。また、新規不登校が占め
る割合が県平均より高く、未然防
止や予防、初期対応等において
組織的な取組を進めていく必要が
ある。

○高知市内の各学校の組織的な
不登校対策が充実することによ
り、県全体の不登校児童生徒数
及び不登校出現率が減少する。

〇高知市の効果的な不登校対策
の取組を県内に普及することによ
り、高知県全体の不登校児童生
徒出現率が改善する。
○不登校対策アドバイザーの指
導助言により、新たな不登校を生
じさせない取組や不登校支援につ
いての取組の充実を図る。
○県教育委員会と高知市教育委
員会が定期的に会議を開き連携
を図る。

○高知市教育委員会が配置した不登校対策アド
バイザーを6名が、管内すべての各学校を定期・
不定期で訪問し、新たな不登校を生じさせない
取組や不登校支援の取組について指導助言を
行う。
○別途「不登校担当教員配置校サポート事業」
の指定校については、不登校対策アドバイザー
と高知市教育研究所、県教育委員会の不登校
対策チームによる合同の学校訪問を実施するこ
とで取組の強化を図る。
○各学校の取組について情報共有し、進捗状況
の確認を行う。（毎月の活動報告書の確認）
○生徒指導スーパーバイザー定例会を実施し、
（高知市）
○県市合同の会議を開き、情報共有と取組の普
及を図る。

（1）定例会の実施（県市合同）
①7／30，②11／24，③3／5

（２）報告会の実施（市教委が主体）
・毎週1回実施

（３）学校訪問
・高知市内の各学校を定期的もしく
は集中的に訪問し、生徒指導上の
諸課題等への組織的な対応につい
て指導助言した。
・総訪問回数843回
（小：373回、中：444回、義務：26回）

○高知市における長期欠席児童数
は、小中ともに昨年より微減し、不登
校対策アドバイザーの学校訪問等
による成果が一定あったと考えられ
る。しかし、小学校においては、不登
校児童生徒数自体は増加している
ため、小学校に対する取組の強化
が必要である。

○教職員の指導の一貫性や初期対
応、保護者対応等が課題となってい
るケースが多く、組織的な生徒指導
体制の確立や関係機関との連携が
課題となっている。

○高知市教育委員会が配置した不登校対策アド
バイザーを6名が、管内すべての各学校を定期・
不定期で訪問し、新たな不登校を生じさせない
取組や不登校支援の取組について指導助言を
行う。
○別途「不登校担当教員配置校サポート事業」
の指定校については、不登校対策アドバイザー
と高知市教育研究所、県教育委員会の不登校
対策チームによる合同の学校訪問を実施するこ
とで取組の強化を図る。
○各学校の取組について情報共有し、進捗状況
の確認を行う。（毎月の活動報告書の確認）
○生徒指導スーパーバイザー定例会を実施し、
（高知市）
○県市合同の会議を開き、情報共有と取組の普
及を図る。

警察本部
少年女性
安全対策
課

202 少年の立ち直り支援活
動

非行少年や問題行動を伴う不登
校児童等に対して、学習支援、食
育支援等の体験活動を含めた立
ち直り支援活動を推進する。
※平成25年６月策定の「高知家の
子ども見守りプラン」の一施策

○支援対象少年の中には養育面
や経済面で出生時より厳しい環境
下で育ってきた少年が多く、その
対応は家庭支援や環境整備がを
含めた包括的な支援が必要。
○支援対象少年の中には特性へ
の配慮が必要な少年が多く、支援
者や少年の周囲の者の理解と適
切な対応が必要。

○支援を必要とするすべての少年
が相談しやすい体制を整える。
○関係機関が役割分担を行い、
少年を含めた家庭支援が切れ目
なく行える。
○配慮を要する少年への支援に
関する研修の強化を行う。

○少年相談専用電話「ヤングテレ
ホン」の広報を積極的に行う。
○児童相談所との定期的な情報
交換会や関係機関とのケース支
援会議の開催をタイムリーに実施
する。
○被害少年カウンセリングアドバ
イザー制度を効果的に活用し、支
援対象者が専門家のアドバイスを
受けられる体制を整える。

○ヤングテレホンの周知徹底
○スキルアップ研修会の開催
○被害少年アドバイザー制度の積極的活用
〇高知少年鑑別所・高知市少年補導センターと
の連携

[ヤングテレホンの周知徹底]　　　　　　　　　　　　　　
○ラジオ広報４回　　　　　　　　
○広報カード1,999枚配布　　　　　
[被害少年カウンセリングアドバイ
ザー制度の積極的活用]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　スーパーバイズ４回　　　　
○　被害者カウンセリング１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[高知少年鑑別所・高知市少年補導
センターとの協定に基づく連携]　　　　　　　　　　
○　心理検査　１回　　　　　　　　
○　学習支援　１回　　　

新型コロナウイルス感染症の対策
のため、スキルアップ研修会の開催
は自粛したが、その他は概ね計画
通り実施している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ヤングテレホンについては、ラジオ
広報や警察広報、関係機関の広報
誌等に掲載したほか、非行防止教
室の際に広報カードを配布し周知を
図った。　　　　　　　　　　　　　　　　　
立ち直り支援少年のアセスメントや
支援方法について被害少年カウン
セリングアドバイザーによるスー
パーバイズを実施したほか、被害少
年へのカウンセリングを実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
今後の課題としては、支援対象少年
の中には、いじめや児童虐待による
ＰＴＳＤを抱え社会適応が困難な者
が多く認められ、少年を理解し支援
する必要性が高まっていることか
ら、関係機関それぞれの機能を効果
的に活用し、専門家のアドバイスを
受けながら、少年の立ち直り支援を
推進していく必要がある。　　

○ヤングテレホンの周知徹底　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○スキルアップ研修会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○被害少年カウンセリングアドバイザー制度の
積極的活用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○高知少年鑑別所・高知市少年補導センターと
の協定に基づく連携

人権教育・
児童生徒
課

204 高知夢いっぱいプロジェ
クト推進事業
①魅力ある学校づくり調
査研究事業
②学校活性化・安定化
実践研究事業
③夢･志を育む学級運
営のための実践研究事
業（H31年度～）
※再掲（187番）

※R１まで
①魅力ある学校づくり調
査研究事業
②未来にかがやく子ど
も育成型学校連携事業
③学校活性化・安定化
実践研究事業
④夢･志を育む学級運
営のための実践研究事
業（H31年度～）

推進校（区）に推進リーダーを配置
し、小中学校において、児童生徒
の自己指導能力を育成するため、
育てる力を明確にし、教育活動の
中に生徒指導の視点を着実に位
置づけ、以下の視点から、PDCA
サイクルに基づく開発的な生徒指
導（子どもに内在する力や可能性
を引き出す生徒指導）を組織的な
推進を目的に、学校を指定し重点
的に支援する。
○実践研究の視点（①～③は事
業名に対応）
①市主体の取組の充実を図る
②新たな不登校を生じさせない取
組の充実を図る。
③学級活動を基盤とした話合い活
動の充実を図る。

※R1まで
○実践研究の視点（①～④は事
業名に対応）
①市主体の取組の充実を図る
②小中連携の取組の充実を図る。
③学級活動を基盤とした話合い活
動の充実を図る。
④新たな不登校を生じさせない取
組の充実を図る。

○生徒指導上の諸課題に対する
未然防止の取組が、学校組織とし
て十分に機能していないことが課
題であり、以下の取組を充実する
必要がある
・現在ある学校行事や体験活動
を、児童生徒主体の取組として工
夫改善する。
・生徒指導の３機能（自己存在感
を与える、共感的な人間関係を育
成する、自己決定の場を与える）
をすべての教育活動に働かせ児
童生徒の活躍の場を設定するな
ど、組織的な生徒指導を推進す
る。
・小中が連携した組織的な生徒指
導や、市町村教育委員会が主体
となった取組の充実。
・生徒指導上の諸課題について、
少しでも兆しのある児童生徒への
取組等が、学年間、校種間で共有
するなど、支援体制を充実させる
必要がある。

○児童生徒の問題行動等生徒指
導上の諸問題に関する調査にお
いて、児童生徒の不登校、暴力行
為、中途退学の状況を全国平均
まで改善する。
○各学校において開発・予防と対
処の両面から生徒指導に組織的
に取り組む体制が強化されてい
る。

○開発的・予防的な生徒指導の
取組の充実により、児童生徒の自
己指導能力の育成を図る。
・2年目推進校（区）における児童
生徒の自尊感情（「「あなたにはよ
いところがありますか」）の肯定群
を前年度以上に引き上げる。（H31
年度末目標値：小学校80%以上、
中学校75%以上）
・2年目推進校（区）における児童
生徒の規範意識（「あなたは学校
の決まりを守っていますか」）の肯
定群を前年度以上に引き上げる。
（H31年度末目標値：小学校94%以
上、中学校96%以上）
・2年目推進校区における教職員
の協働性（「小中が協働して取組
を進めている」）の肯定群を９０％
以上にする。

○推進校（区）の指定と学校訪問（各校10回程
度）
・アドバイザーや講師、指導主事による研究の推
進や実践に対する指導助言
○推進校における開発的な生徒指導の推進（年
間を通じて実施）
・生徒指導の三機能を働かせた授業づくり
・児童生徒主体の取組の充実
・すべての児童生徒の安心安全な居場所づくり
○推進校における予防的な生徒指導の推進
・校内支援会への学校訪問（各校４回程度）
・SC、SSW等の見立てを生かした支援会の実施
・学年間、校種間で抜かりのない情報共有と切
れ目のない支援の充実に向けた指導助言
○推進リーダー会議（4回）、学校支援会議（１
回）
・各推進校の情報共有と推進リーダーのスキル
アップを図るための集合研修会の実施
○公開授業研修会や生徒指導主事会（担当者
会）等での実践発表等を通じて、県内各校に取
組の普及を図る。
○新たな不登校を生じさせないという視点や小
中連携の視点を①魅力ある学校づくり調査研究
事業で推進
○推進拠点校の取組や、「高知夢いっぱいプロ
ジェクトリーフレット」を活用し、効果的な実践の
普及啓発を図る

○推進校（地域）の指定
①１市教育委員会、②7中学校、③4
小学校・1中学校

○学校訪問（アドバイザー、指導主
事、SV、SC等）→開発的・予防的な
生徒指導の組織的な推進に対して
指導助言の実施。
＜研究推進＞各推進校（区）年間10
～25回実施（推進会議、研究授業、
校内研修等）。
＜校内支援会＞各推進校（区）年間
3～5回。

○推進リーダー会議（5/28、7/10、
11/17、2/26）、学校支援会議はコロ
ナ感染症蔓延防止のため中止。

○公開授業研修会の実施→県内各
校への取組の言及。【学級活動
（12/8、2/16）参加延べ134名】※コ
ロナ感染症蔓延のため、一部リモー
トで開催。

○各推進校（区）の効果ある実践を
県内の学校に普及するために、「高
知夢いっぱいプロジェクト」リーフレッ
トを全小中高・特別支援学校に配
布。また、地区別生徒指導主事担当
者会にて、推進校（区）の取組を紹
介。

○児童生徒の自尊感情の肯定群
（R2.5～7：小85.5％、中81.2％→
R2.11：小86.5％、中83.7％）
○児童生徒の自己有用感の肯定群
（R2.5～7：小81.8％、中71.7％→
R2.11：小81.8％、中75.6％）
○教職員の協働性の肯定群（R2.7：
79.5％→R2.12：84.5％）
○市教育委員会が主体的に不登校
の未然防止のとりくみを推進するこ
とにより、モデル校区において新規
不登校の抑制が見られた。
○学級活動が充実した校区で、児
童生徒主体の取組が進み支持的な
風土の醸成が進んだ。
○担任1人が対応するのではなく、
学年内で生徒指導の共有がしっかり
できてきたことで学年として取り組め
るようになった。
○小中が連携した取組を行うこと
で、教職員の共同性が高まり、取組
が児童生徒に浸透した推進校区で
は、これまで以上に自己有用感の向
上が見られた。
○喫緊の課題である不登校につい
て、組織的な未然防止の取組をより
充実させる必要がある。
○依然として教師主導の活動が多く
を占める推進校もあり、児童生徒が
主体となった取組となるよう工夫・改
善することや、居場所づくりと絆づく
りをバランス良く行うことが課題であ
る。
○少しでもリスクがあると思われる
児童生徒への個別支援や、効果の
ある手立てを学年間・校種間で引き
継ぐためのSC・SAWの効果的な活
用が必要である。

○推進校（区）の指定と学校訪問（各校10回程
度）
・アドバイザーや講師、指導主事による研究の推
進や実践に対する指導助言
○推進校における開発的な生徒指導の推進（年
間を通じて実施）
・生徒指導の三機能を働かせた授業づくり
・児童生徒主体の取組の充実
・すべての児童生徒の安心安全な居場所づくり
○推進校における予防的な生徒指導の推進
・校内支援会への学校訪問（各校４回程度）
・SC、SSW等の見立てを生かした支援会の実施
・学年間、校種間で抜かりのない情報共有と切
れ目のない支援の充実に向けた指導助言
○推進リーダー会議（4回）、学校支援会議（１
回）
・各推進校の情報共有と推進リーダーのスキル
アップを図るための集合研修会の実施
○公開授業研修会や生徒指導主事会（担当者
会）等での実践発表等を通じて、県内各校に取
組の普及を図る。
○新たな不登校を生じさせないという視点や小
中連携の視点を①魅力ある学校づくり調査研究
事業で推進
○推進拠点校の取組や、「高知夢いっぱいプロ
ジェクトリーフレット」を活用し、効果的な実践の
普及啓発を図る
○生徒指導主事担当者会において、推進校
（区）の取組を紹介し、効果的な開発的生徒指導
の実践の普及啓発を図る。
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計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

私学・大学
支援課

205 私立高等学校等再就学
支援金交付金

　高等学校等を中途退学した者
が、私立高等学校等で学び直しを
することを支援するため所得に応じ
授業料の一部を助成する。（就学支
援金制度の対象外となった生徒で
高等学校等を卒業していない生徒
が対象）

○経済状況が厳しい家庭の生徒
は、進学における選択肢が限られ
たり、安心して教育を受けることが
難しい場合がある。

○家庭の教育費負担を軽減するこ
とにより、家庭の経済状況に関わら
ず、全ての生徒が安心して教育を
受けられる環境にする。

○事業の継続実施 ○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・支援金の交付

○学校訪問（４月）で事業説明及び
周知。
○６名に交付
・高等学校：３校、４名
・特別支援学校：１校、２名

○高等学校等を中途退学した者の
私立高校等での学び直しを支援する
ことができた。

○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・支援金の交付

私学・大学
支援課

206 私立学校授業料減免補
助金

　私立学校に在籍する児童・生徒
のうち、生活保護世帯、家計急変
世帯、市町村民税非課税世帯、年
収350万円未満程度世帯及び年収
500万円以上700万円未満程度世
帯（高校生のみ）で授業料の納付
が困難になった者に授業料軽減措
置を行う学校法人に対し補助する。

○経済状況が厳しい家庭の生徒
は、進学における選択肢が限られ
たり、安心して教育を受けることが
難しい場合がある。

○家庭の教育費負担を軽減するこ
とにより、家庭の経済状況に関わら
ず、全ての生徒が安心して教育を
受けられる環境にする。

○事業の継続実施 ○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・進学を検討する中学生への周知
・補助金の交付

○学校訪問（４月）で事業説明及び
周知。
○1,701名に対して補助金を交付。
・高等学校：９校、1,516名
・中学校：７校、151名
・小学校：２校、30名
・特別支援学校：１校、４名

○新型コロナウイルスの影響等で家
計が急変した世帯へ支援をすること
ができた。
○授業料軽減措置を行った学校法
人に補助することにより、家庭の経
済状況に関わらず、生徒が安心して
教育を受けられる環境にし、就学の
機会を確保することができた。

○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・進学を検討する中学生への周知
・補助金の交付

私学・大学
支援課

207 私立高等学校等就学支
援金交付金

　私立高等学校生等のいる世帯に
対して、保護者等の年収に応じ授
業料の一部を助成する。

○経済状況が厳しい家庭の生徒
は、進学における選択肢が限られ
たり、安心して教育を受けることが
難しい場合がある。

○家庭の教育費負担を軽減するこ
とにより、家庭の経済状況に関わら
ず、全ての生徒が安心して教育を
受けられる環境にする。

○事業の継続実施 ○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・進学を検討する中学生への周知
・支援金の交付

○学校訪問（４月）で事業説明及び
周知。
○4,224名に対して支援金を交付。
・高等学校：９校、4,207名
・特別支援学校：１校、13名
・専修学校高等課程：１校、４名

○家庭の教育費負担を軽減すること
により、経済状況が厳しい家庭の生
徒も安心して教育を受けられる環境
にすることができた。

○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・進学を検討する中学生への周知
・支援金の交付

私学・大学
支援課

208 私立中学校等修学支援
実証事業費補助金

　家庭の状況に関わらず、私立中
学校等に通う児童生徒が安心して
教育を受けられるよう一定の所得
以下の世帯に対して、授業料の一
部を助成することにより世帯の教育
負担を軽減する。

○経済状況が厳しい家庭の児童生
徒は、進学における選択肢が限ら
れたり、安心して教育を受けること
が難しい場合がある。
○実証事業のため、事業実施期間
が平成29年度より５年間とされてい
る。
○事業対象者の要件について、創
設年度から変更する可能性が有
る。

○家庭の教育費負担を軽減するこ
とにより、家庭の経済状況に関わら
ず、全ての生徒が安心して教育を
受けられる環境にする。

○事業の継続実施 ○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・補助金の交付

○学校訪問（４月）で事業説明及び
周知。
○152名に対して補助金を交付。
・小学校：２校、19名
・中学校：７校、133名

○家庭の授業料負担を軽減すること
ができ、世帯の年収に関わらず、児
童生徒が勉学に集中できる環境づく
りに貢献することができた。

○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・補助金の交付

私学・大学
支援課

209 私立高校生等奨学給付
金扶助費

　低所得世帯の教育費負担を軽減
するため、年収250万円未満程度
の世帯（特別支援学校を除く）に対
して、定額を支給する。

○経済状況が厳しい家庭の生徒
は、進学における選択肢が限られ
たり、安心して教育を受けることが
難しい場合がある。

○申請書が、保護者在住都道府県
への提出となるため、書類の未提
出者のチェックが難しい。

○家庭の教育費負担を軽減するこ
とにより、家庭の経済状況に関わら
ず、全ての生徒が安心して教育を
受けられる環境にする。

○事業の継続実施 ○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・進学を検討する中学生への周知
・給付金の交付

○学校訪問（４月）で事業説明及び
周知。
○621名に対して給付金を交付。
（県内）
・高等学校：９校、581名
（県外：保護者が県内在住）
・高等学校：18校　40名

○各家庭の教育費負担を軽減する
ことができた。また、新型コロナウイ
ルスの影響で前年と比較して家計が
急変した世帯にも支援を実施するこ
とができた。

○学校に対する事業の周知及び事業の実施
・学校訪問、校長会での事業説明及び周知
・進学を検討する中学生への周知
・給付金の交付

私学・大学
支援課

210 高知県夢・志チャレンジ
育英資金給付事業

　国や社会の発展に大きく貢献でき
る有為な人材を育成することを目的
に、学業成績が極めて優秀であり、
学費の支弁が困難な学生に対して
育英資金を給付する。

○平成28年度の事業開始以降、申
請者は毎回40名を超えており、当
事業は一定の役割を果たしてい
る。

毎年度奨学生10名の確保 ○分かりやすく、目にとまるリーフ
レットを作成

○県内高校訪問、テレビ・ラジオ等
ＰＲによる事業の周知

○事業の実施
○広報用リーフレットの作成及び配布、県内高校
訪問等によるＰＲ
○募集要項策定及び公表、奨学生募集

○ほぼ計画通りに実施した。 ○平成28年度の事業開始以降、申
請者は毎回40名を超えており、当事
業は一定の役割を果たしている。

○事業の実施
○広報用リーフレットの作成及び配布、県内高校
訪問等によるＰＲ
○募集要項策定及び公表、奨学生募集

高等学校
課

211 高等学校等奨学金貸付
事業

経済的な理由で高等学校等への進
学・修学を断念することがないよう、
高知県内に保護者が居住し、世帯
の収入が基準額以下の生徒に高
等学校等奨学金を貸与する。

○要件を満たす希望者全員への貸
与を実施し、教育の機会均等に寄
与する。

○奨学金制度について、対象者へ
の周知徹底を図る。

○要件を満たす対象者全員に貸与
が実施されている。

○対象者全員に奨学金制度が周
知されている。

○学校・市町村との緊密な連携を
図り、奨学金制度の周知に努め
る。

○要件を満たす希望者への貸与

○奨学金制度の周知
　・HPへの掲載
　・学校等への案内文書配布
　・テレビ・ラジオ等での広報
　・事務研修会での奨学金制度の周知

○R２年度新規貸与決定者者：146名
○ホームページへの掲載、案内文書
の配布などにより、制度の周知を
図った。

評価：要件を満たす希望者全員への
貸与を実施し、教育の機会均等に寄
与した。

課題：制度について、対象者への周
知徹底をさらに図る必要があるた
め、学校・市町村との緊密な連携を
図り、制度の周囲に努める。

○要件を満たす希望者への貸与

○奨学金制度の周知
　・HPへの掲載
　・学校等への案内文書配布
　・テレビ・ラジオ等での広報
　・事務研修会での奨学金制度の周知

高等学校
課

212 高等学校等就学支援金
事業

全ての意志ある生徒が安心して教
育を受けられるよう、高等学校等の
授業料に充てるために高等学校等
就学支援金を支給するとともに、低
所得世帯に対しては、授業料以外
の教育費について、各都道府県が
実施する高校生等奨学給付金事業
を支援することで、家庭の教育費負
担の軽減を図る。

○要件を満たす希望者全員への支
給を実施し、教育の機会均等に寄
与する。

○就学支援金及び奨学給付金制
度について、周知徹底を図る。

○要件を満たす希望者全員に支給
が実施されている。

○対象者全員に就学支援金及び
奨学給付金制度が周知されてい
る。

○学校・市町村との緊密な連携を
図り、就学支援金及び奨学給付金
制度の周知に努める。

○要件を満たす希望者への支給

○制度の周知
　・HPへの掲載
　・学校等への案内文書配布
　・テレビ・ラジオ等での広報
　・事務研修会での制度の周知
　・市町村を通じて中学校へ制度の周知

○R２年度支給者
　　　就学支援金：11,223人
      奨学給付金： 2,296人
○ホームページへの掲載、案内文書
の配布などにより、制度の周知を
図った。
○対象生徒全員への受給の意思確
認を行った。

成果：要件を満たす希望者全員へ支
給を実施し、教育の機会均等に寄与
した。

課題：学校・市町村等と連携を図り、
制度について周知徹底をさらに図る
ことが必要である。

○要件を満たす希望者への支給

○制度の周知
　・HPへの掲載
　・学校等への案内文書配布
　・テレビ・ラジオ等での広報
　・事務研修会での制度の周知
　・市町村を通じて中学校へ制度の周知

特別支援
教育課

213 就学奨励事業 特別支援学校へ就学する児童等の
保護者等の経済的負担を軽減する
ため、負担能力に応じ、就学のため
必要な経費を補助する。

○特別支援学校へ就学する児童等
の保護者等の経済的負担を軽減す
るため、負担能力に応じ、就学のた
め必要な経費を補助している。

○特別支援学校等に在籍する児童
生徒の保護者等へ、教育関係経費
の補助を行うことで、特別支援教育
の普及奨励が図られている。

○保護者等に就学奨励費の制度
及び手続きを周知し、円滑な事業
執行を行う。

○特別支援学校等に在籍する児童生徒の保護者
に、特別支援教育就学奨励費を支給。

○特別支援学校へ在籍する児童生
徒の保護者等へ、教育関係経費を
補助

○特別支援学校へ就学する児童等
の就学のために必要な経費を、保護
者等の負担能力に応じて補助。

○保護者等に就学奨励費の制度及
び手続きを周知し、円滑な事業執行
を行う。

○特別支援学校等に在籍する児童生徒の保護者
に、特別支援教育就学奨励費を支給。

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１２　子どもの置かれた環境にかかわらず学び育つための支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１２　子どもの置かれた環境にかかわらず学び育つための支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

子ども・子
育て支援
課

214 ひとり親家庭自立支援
教育訓練給付金補助金

ひとり親家庭の親が資格取得、技
能習得等のための短期教育訓練
（講座等）を受講した場合、受講料
の6割を補助する。また、雇用保険
法の一般教育訓練給付を受けるひ
とり親家庭の親に対しては、訓練に
要した費用の４割を補助する。
　補助先：ひとり親家庭の親（市部
を除く）
　補助率：60％
　補助基準額：上限80万円（20万円
×修業年数）

○利用者数は増加しているもの
の、利用が少ない。
○H27調査では、支援制度を知らな
い方の割合が50％を超えているこ
とから、制度の周知を強化する必
要がある。

・自立支援教育訓練給付金の利用
者数：H29:9人（H28:1人）

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施 ○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
専門学校等の関係機関へ配布(6月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

○給付金の申請受付、審査、給付
（通年）
○制度周知用のリーフレットを作成
し、 市町村、専門学校等の関係機
関へ配布(7月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食
堂、ハローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援セ
ンターと連携し、市町村・関係機関へ
の訪問による制度の説明・周知

・自立支援教育訓練給付金の利用
者数：R2:29人（H31:11人）

○R2は、支給実績は増加（1人→4
人）した。引き続き給付金制度の周
知を行う必要がある。

○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
専門学校等の関係機関へ配布(7月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

子ども・子
育て支援
課

215 ひとり親家庭高等職業
訓練促進給付金等補助
金

ひとり親家庭の親が資格取得、技
能習得等のために長期教育訓練
(専門学校等)を受講した場合、受講
期間の生活保障として給付金を支
給する。また、養成機関への入学
時に負担する経費を訓練修了時に
支給する。

○利用状況はほぼ横ばいである
が、正規雇用者数は増加している。
○H27調査では、支援制度を知らな
い方の割合が50％を超えているこ
とから、制度の周知を強化する必
要がある。

・高等職業訓練促進給付金の利用
者数：H29:105人（H28:114人）　
・資格取得者数：H28:36人（H27:31
人）
・正規雇用者数：H28:27人（H27:14
人）

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○ひとり親家庭の保護者における
高等職業訓練促進給付金の利用
者数：220人、資格取得者数：75人、
正規雇用者数：50人

○事業の継続実施
○高等職業訓練促進給付金の利
用者数：120人

○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
専門学校等の関係機関へ配布(6月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

○給付金の申請受付、審査、給付
（通年）
○制度周知用のリーフレットを作成
し、 市町村、専門学校等の関係機
関へ配布(7月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食
堂、ハローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援セ
ンターと連携し、市町村・関係機関へ
の訪問による制度の説明・周知

・高等職業訓練促進給付金の利用
者数：R2:67人（H31:65人）　

○R2の受給者数は微減（11人→8
人）であった。R3限りで制度拡充（6
月以上の訓練を要する民間資格等
の取得も対象）されることから、内容
について十分に周知することが必要
である。

○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
専門学校等の関係機関へ配布(7月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

子ども・子
育て支援
課

216 ひとり親家庭高等職業
訓練促進資金貸付事業

高等職業訓練促進給付金を活用し
て養成機関に在学し、就職に有利
な資格の取得を目指すひとり親家
庭の親に対し、入学準備金・就職
準備金を貸し付け、これらの者の修
学を容易にすることにより、資格取
得を促進し自立の促進を図る。

○利用者数は増加しているので、
引き続き周知を行う。

・利用件数：H29：33件（H28:6件）

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施 ○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
専門学校等の関係機関へ配布(6月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

○給付金の申請受付、審査、給付
（通年）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食
堂、ハローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援セ
ンターと連携し、市町村・関係機関へ
の訪問による制度の説明・周知

・利用件数：R2：27件（H31：24件）

○周知活動を継続し、貸付金を必要
とするひとり親家庭に対し適切に貸
付を行っていく必要がある。
また、R3から住宅家賃の貸付制度
が創設されたことから、制度につい
て十分に周知する必要がある。

○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
専門学校等の関係機関へ配布(7月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

子ども・子
育て支援
課

217 高等学校卒業程度認定
試験合格支援事業

ひとり親世帯の親及び子が高卒認
定試験合格のための講座（通信講
座を含む）を受け、これを修了した
時及び合格した時に受講費用の一
部を補助する。
　　補助先：ひとり親家庭の親及び
児童（市部を除く）
　　最大、受講費用の６割を支給
（上限15万円）

○利用実績がないため、制度の周
知を強化する必要がある。

・利用者数：H29:0人（H28:0人）

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施 ○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
専門学校等の関係機関へ配布(6月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

○給付金の申請受付、審査、給付
（通年）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食
堂、ハローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援セ
ンターと連携し、市町村・関係機関へ
の訪問による制度の説明・周知

・利用件数：R2：0件（H31：0件）

○支給実績がないため、ひとり親家
庭に対して制度を知っていただける
よう十分な周知活動を継続する必要
がある。

○給付金の申請受付、審査、給付（通年）
○SNSを利用した情報発信
○制度周知用のリーフレットを作成し、 市町村、
学校等の関係機関へ配布(7月)
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知（市町村については母子保健等の部署を
重点的に訪問）

○就業相談、就業情 報の収集・提供、就業あっせ
ん
○他の就業支援機関と連携した就業支援
○弁護士(月1回）、司法書士(月2回) による無料
法律相談の実施
○就業支援講座の開催
○市町村・ハローワーク等での出張相談の実施
○ハローワーク、高知家の女性しごと応援室との
連絡会の実施
○センターのリーフレット、周知用カードの作成・配
布
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○テレビ、ラジオ、広報誌等による広報、ＳＮＳを
利用した情報発信
○利用者へのアンケートの実施

○引き続き、センターのサービスの
広報、情報発信を行うことで、より多
くのひとり親家庭の利用を目指して
いく必要がある。

○就業相談、就業情報の収集・提供、就業あっせ
ん
○他の就業支援機関と連携した就業支援
○弁護士(月1回）、司法書士(月2回) による無料
法律相談の実施
○就業支援講座の開催
○市町村・ハローワーク等での出張相談の実施
○ハローワーク、高知家の女性しごと応援室との
連絡会の実施
○センターのリーフレット、周知用カードの作成・配
布
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○テレビ、ラジオ、広報誌等による広報、ＳＮＳを
利用した情報発信
○利用者へのアンケートの実施

子ども・子
育て支援
課

218 ひとり親家庭等就業・自
立支援センター事業

ひとり親家庭等を対象とした就業等
に関する相談業務等
委託先：特定非営利活動法人

○ひとり親家庭等就業・自立支援
センターへの相談件数は横ばいで
あるが、就業支援（新規求職者、就
職者）件数は減少している。
○就業相談者のニーズに対応する
ため、ひとり親家庭等就業・自立支
援センターと関係機関が連携した
支援のあり方を明確にする必要が
ある。

・新規求職者数：H29：66人(H28：89
人）
・就職者数：H29：38人（H28：68人）
・就職率：H29：57.6％(H28：76.4%）

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施
○ひとり親家庭等就業・自立支援
センターにおける就職率：80.0%

○就業相談、就業情 報の収集・提
供、就業あっせん
○他の就業支援機関と連携した就
業支援
○弁護士(月1回）、司法書士(月2回) 
による無料法律相談の実施
○就業支援講座の開催
○市町村・ハローワーク等での出張
相談の実施
○ハローワーク、高知家の女性しご
と応援室との連絡会の実施
○センターのリーフレット、周知用
カードの作成・配布
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食
堂、ハローワーク他）
○テレビ等による広報、ＳＮＳを利用
した情報発信

・求職登録者数：R2：46人(H31：61
人）
・就職者数：R2：25人（H31：40人）
・就職率：R2：54.3％(H31：65.6％）
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１２　子どもの置かれた環境にかかわらず学び育つための支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

子ども・子
育て支援
課

219 ひとり親家庭医療費補
助金

市町村が実施する母子・父子家庭
医療費助成事業への補助を通じ
て、医療費の自己負担分を助成し、
母子・父子家庭の母・父及び児童
の健康維持と生活の安定を図る。

○ひとり親になった方への周知を
市町村と連携して取り組む必要が
ある。
・対象受給者（実人数）：14,284人
（児童含む）

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施 ○市町村が実施する医療費助成事業への補助の
交付（34市町村）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○制度の拡充（みなし寡婦（夫）控除適用）と広報
（新聞、ＳＮＳ等の広報媒体を利用し、周知を図る）

○市町村が実施する医療費助成事
業への補助の交付（34市町村）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食堂、
ハローワーク他）
○R１.７から制度の拡充（みなし寡婦
（夫）控除適用）を実施したため、その
内容について周知を行った。

・R2年度対象受給者（実人数）：12,227
人（児童含む）

○引き続きひとり親になった方への
周知を市町村と連携して取り組む必
要がある。

○市町村が実施する医療費助成事業への補助の
交付（34市町村）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○新聞、ＳＮＳ等による広報

子ども・子
育て支援
課

220 児童扶養手当費 父又は母、あるいは両親と生計を
同じくしていない児童が育成される
家庭の生活の安定と自立の促進に
寄与するため、手当を支給する。
根拠法令：児童扶養手当法

○ひとり親になった方への周知を
市町村と連携して取り組む必要が
ある。

・受給者数　H30.2月末：8,244人

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施 ○手当の申請受付、審査、支給（通年）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）

○手当の申請受付、審査、支給（通
年）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食
堂、ハローワーク他）

・受給者数　R3.2月末：6,971人

○周知活動を継続し、手当を必要と
するひとり親家庭に対し適切に給付
を行っていく必要がある。

○手当の申請受付、審査、支給（通年）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）

子ども・子
育て支援
課

221 母子・父子自立支援員
設置

ひとり親家庭等の相談に応じ、その
自立に必要な情報提供・指導を行
う。 
根拠法令：母子及び父子並びに寡
婦福祉法

○母子・父子自立支援員による相
談、償還指導を行っている。

・相談件数：H29：1,050件（H28：
1,244件)

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施 ○ひとり親家庭等の相談に応じ、その自立に必要
な情報提供・指導を行う。 
○研修会等の実施及び参加
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(６月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）

○ひとり親家庭等の相談に応じ、そ
の自立に必要な情報提供・指導を
行った。 
相談件数：R2：790件
○ひとり親家庭福祉事務等担当者会
への参加（2回）
自立支援員各2名出席
○四国ブロック母子・父子自立支援員
等研修会及び養育費相談支援に関す
る四国ブロック研修会合同研修会
自立支援員2名出席
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作
成し、関係機関等へ配布(6月)　（ひとり
親家庭、市町村、保育所、学校、民生
委員・児童委員、子ども食堂、ハロー
ワーク他）

○相談件数の合計は昨年度比22件
増。主な増加要因は、母子父子寡婦
福祉資金貸付金の償還に関する相
談によるもの。
○四国ブロック研修会では、他県の
自立支援員との交流等を通じ、支援
員の相談業務における資質の向上
を図った。（R2年度は、高知県におい
て実施。）
○自立支援員の設置について、引き
続き周知していくことが必要である。

○ひとり親家庭等の相談に応じ、その自立に必要
な情報提供・指導を行う。 
○研修会等への参加
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(６月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）

子ども・子
育て支援
課

222 母子父子寡婦福祉資金
貸付事業

母子父子寡婦福祉資金の貸付
　根拠法令：母子及び父子並びに
寡婦福祉法
　事業開始資金、事業継続資金、
修学資金、技能習得資金、
  修業資金、就職支度資金、医療
介護資金、生活資金、
  住宅資金、転宅資金、就学支度
資金、結婚資金

○利用件数は伸びているがが、
H27調査では、支援制度を知らない
方の割合が50％を超えていること
から、制度の周知を強化する必要
がある。

・利用件数：H29:72件（H28:51件）

○厳しい環境にある子どもたちの
学びの場や居場所づくり、保護者な
どへの就労支援の取り組みなどに
より、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

○事業の継続実施 ○貸付金の申請受付、審査、貸付（通年）
○テレビ、ラジオ、広報誌等による広報、ＳＮＳを
利用した情報発信
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知

○貸付金の申請受付、審査、貸付
（通年）
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を
作成し、関係機関等へ配布(6月)　
（ひとり親家庭、市町村、保育所、学
校、民生委員・児童委員、子ども食堂、
ハローワーク他）及びＳＮＳ（児童家庭
課Facebook）を利用した情報発信
○ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ターと連携し、市町村・関係機関への
訪問による制度の説明・周知

・利用件数：R2：44件

○利用件数のうちR2年度に新規で
貸付を行ったものは21件と、昨年度
比11件減。制度の拡充（R2年度：就
学支度資金及び修学資金の限度額
引き上げ、修学資金の対象経費に
生活費等追加、R3年度：修学資金等
の限度額引き上げ）が行われるた
め、その内容及び、貸付制度の目的
（ひとり親家庭等の自立と児童の健
やかな育成を支援する）についても
十分に周知することが必要である。

○貸付金の申請受付、審査、貸付（通年）
○テレビ、ラジオ、広報誌等による広報、ＳＮＳを
利用した情報発信
○「ひとり親家庭等福祉のしおり」を作成し、関係
機関等へ配布(6月)　（ひとり親家庭、市町村、保
育所、学校、民生委員・児童委員、子ども食堂、ハ
ローワーク他）
○ひとり親家庭等就業・自立支援センターと連携
し、市町村・関係機関への訪問による制度の説
明・周知

地域福祉
政策課

223 生活困窮者自立支援事
業（住居確保給付金）

住居喪失者等に対し、就職に向け
た活動をするなどを条件に、一定期
間、家賃相当額を支給し、就職に
向けた支援、助言を行う。

本県町村では居宅がある場合が大
半であり、ニーズがほとんどない。

申請から給付までがスムーズに実
施されている。

自立相談支援機関と各福祉保健所
の連携強化を図る。

生活困窮者自立相談支援機関協議会（ブロック
会）の開催

○生活困窮者自立相談支援機関協
議会（ブロック会）の開催
・中央西ブロック　　11/27 　 　
・東部ブロック　　　 1/29
・須崎ブロック　　　 2/9
・中央ブロック　　　 コロナにより中止
・幡多ブロック　　 　コロナにより中止

R2年度住居確保給付金支給実績
（町村部）　17世帯延べ35件　　
2,927,200円

○各ブロックで自立相談支援機関と
各福祉保健所の連携強化を図ること
ができた
○新型コロナウイルス感染症の影響
による新たな生活困窮者の支援

○生活困窮者自立相談支援機関協議会（ブロック
会）の開催
○自立相談支援機関に対するヒアリング
○新型コロナウイルス感染症に対応するための、
自立相談支援機関の体制強化

福祉指導
課

224 被保護者就労支援事業 生活保護受給者の就労意欲喚起
のため、生活習慣の確立、社会参
加能力の形成、事業所での就労体
験など、一般就労に従事する準備
としての基礎能力の形成を計画的
かつ一貫して支援する。

就労意欲の高い被保護者が少ない 支援対象者が就労意欲を持って求
職活動が行えている。

○各福祉保健所における就労支援
プログラムの積極的な活用

○ハローワークで実施する生活保
護受給者等就労自立促進事業へ
着実につなげる。

生活保護就労支援協議会（ブロック会）の開催 新型コロナウイルス感染防止のため
本年度は中止したが、生活保護中四
国九州ブロック会議での就労支援部
門の資料を各事務所に配布し、取り
組み状況の情報提供を行った。

監査において就労意欲に乏しい受給
者に対しては適正な就労指導をする
よう実施機関に対し指導するととも
に、就労意欲のある受給者に対して
は高齢者であっても支援するよう指
導している。

生活保護就労支援協議会（ブロック会）等を通じて
支援のノウハウを共有
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１２　子どもの置かれた環境にかかわらず学び育つための支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

地域福祉
政策課

225 生活困窮者就労準備支
援事業

未実施市へのヒアリング及び事業実施に係る協
議

○高知県社会福祉協議会との協議
（随時）
○各市福祉事務所ヒアリング
7/29　　2市（室戸市、安芸市）
8/3　　　1市（土佐市）
8/6　　  3市（宿毛市、四万十市、土
佐清水市）
8/18     1市（須崎市）
8/28　　3市（香美市、南国市、香南
市）
○新たに１市が事業開始（未実施３
市）
○高知県社会福祉協議会実施実績
　　支援対象者数（うちプラン対象
者）　10(3)件
　　支援回数　132回

○新たに１市が事業を開始し、支援
が可能となった

○高知県社会福祉協議会との協議（随時）
○生活困窮者自立相談支援機関協議会（ブロック
会）の開催
○県内事業所への事業の広報・周知
○事業促進のため、研修等により支援員のスキ
ルアップを図る。

福祉指導
課

226 被保護者就労準備支援
事業
(R2より｢生活困窮者就
労準備支援事業｣から
分離)

高知県社会福祉協議会及び各福祉保健所との協
議

実施方針のヒアリング時及び施行事
務監査の際に支援対象者の選定を
各福祉保健所に要請したが実施を
希望する者がおらず、事業を実施す
る県社協との協議に至らなかった。

すべての実施機関で選定に向け取り
組んだ。障害や他者との関わりを拒
む受給者が多く事業参加につなぐこ
とができなかった。

高知県社会福祉協議会及び各福祉保健所との協
議

地域福祉
政策課

227 生活困窮者就労訓練事
業所支援事業

生活困窮者等の中間的就労を推進
するため、就労訓練事業所の新規
開拓を行うとともに、事業所の就労
支援担当者に対する支援を実施す
る。

○認定就労訓練事業所数
　4市町村7事業所(H30.4.1現在）

○認定就労訓練事業所の新規認
定

県内全域で就労訓練事業が実施さ
れ、生活困窮からの脱却が進んで
いる。

事業所支援の委託先である高知県
社会福祉協議会との連携により事
業を周知し、認定申請につなげる。

高知県社会福祉協議会との協議（随時） ○高知県社会福祉協議会との協議
（随時）
○事業所への認定就労訓練事業の
周知・説明

○認定就労訓練事業所
・新規認定　　1件　
・認定事業所数（R2）
　県認定　　　　　7件
　高知市認定　　5件

高知県社会福祉協議会との協議（随時）
県内事業所への事業の広報・周知

地域福祉
政策課

228 生活困窮者自立相談支
援事業

生活困窮者からの相談に応じ、必
要な情報提供及び助言を行うととも
に、さまざまな支援を一体的かつ計
画的に行うことにより、生活困窮者
の自立の促進を図る。

○新規相談受付件数（町村分）
　959件（H29)

○プラン作成件数（町村分）
　24件(H29)

○プラン作成件数が低調

積極的なプラン作成による早期の
自立支援により、生活困窮からの
脱却が進んでいる。

生活困窮者自立相談支援機関協
議会（ブロック会）を活用し、積極的
なプラン作成の働きかけや積極的
に取り組んでいる自立相談支援機
関の事例紹介などにより、プラン作
成件数の向上につなげる。

生活困窮者自立相談支援機関協議会（ブロック
会）の開催

○新型コロナウイルス感染症の影響
による新たな生活困窮者の支援
○引き続き、積極的なプラン作成を
実施する

○生活困窮者自立相談支援機関協議会（ブロック
会）の開催及び自立相談支援機関ヒアリング

地域福祉
政策課

229 生活困窮者家計改善支
援事業

家計に課題を抱える生活困窮者か
らの相談に応じ、相談者とともに家
計の状況を明らかにして生活の再
生に向けた意欲を引き出した上で、
家計の視点から必要な情報提供や
専門的な助言・指導を実施する。

家計改善支援事業が未実施の市
 4市(H30)

県内全域で家計改善支援事業が
実施され、生活困窮からの脱却が
進んでいる。

各福祉事務所と未実施事業（特に
就労準備支援事業及び家計改善
支援事業）の実施に向けての協議
を行い、県内全域での実施を目指
す。

事業促進のため、研修等により支援員のスキル
アップを図る。

○各市福祉事務所ヒアリング（再掲）
7/29　　2市（室戸市、安芸市）
8/3　　　1市（土佐市）
8/6　　  3市（宿毛市、四万十市、土
佐清水市）
8/18     1市（須崎市）
8/28　　3市（香美市、南国市、香南
市）
○新たに２市が事業を開始し、県内
全域での実施達成
○高知県社会福祉協議会実施実績
　　支援対象者数（うちプラン対象
者）　95(55)件
　　支援回数　1,685回

○生活困窮者自立支援事業従事者
人材養成研修に参加しスキルアップ
を図った

○事業促進のため、研修等により支援員のスキ
ルアップを図る。
○新型コロナウイルス感染症による生活困窮者の
増加に対応するための家計改善支援員の体制強
化（高知県社会福祉協議会）。

福祉指導
課

230 生活保護生活扶助費 義務教育及び高等学校等での教育
に関する費用（教材代、通学に要す
る交通費、授業料など）を支給す
る。

高等学校への進学率は90％を超え
るようになってきたが、留年した場
合には扶助が出ない。
留年や中退を防ぐための助言・指
導のため、進学状況や学力の程度
について学校と福祉事務所の連携
が不十分となっている。

学校との連携を図り修学状況や学
力の程度を把握し、適切な援助・指
導を行う。

施行監査時に事務所に対し指導を行う。R2年度施行事務監査におけるヒアリング及び事
業実施の指導

施行事務監査において各福祉保健
所に配置されている子育て支援専門
員とケースワーカーが学校や関係機
関と連携を図り適切な支援が継続さ
れているか確認を行う。

R元年高校進学率全国94％、高知県
87.1％で全国平均を下回った。高校
留年、中退者を減少させるための支
援が必要

R3年度施行事務監査におけるヒアリング及び事
業実施の指導
・県下16事務所

就労に向けた準備が整っていない
生活困窮者等に対して、一般就労
に向けた準備としての基礎能力の
形成からの支援を計画的かつ一貫
して実施する。

就労準備支援事業が未実施の市
 6市(H30)

県内全域で就労準備支援事業が
実施され、生活困窮からの脱却が
進んでいる。

各市福祉事務所と未実施事業（特
に就労準備支援事業及び家計改
善支援事業）の実施に向けての協
議を行い、県内全域での実施を目
指す。

○生活困窮者自立相談支援機関協
議会（ブロック会）の開催
・中央西ブロック　　11/27 　 　
・東部ブロック　　　 1/29
・須崎ブロック　　　 2/9
・中央ブロック　　　 コロナにより中止
・幡多ブロック　　 　コロナにより中止
○自立相談支援機関ヒアリング
・黒潮町社協、大月町社協　　　　　　　　　　　　　　　　　  
７/１７
・津野町社協、梼原町社協　　　　　　　　　　　　　　　　　  
７/２１
・安芸市社協、室戸市社協、奈半利
町社協　　　　　　　  ７/２９
・仁淀川町社協、土佐市社協、日高
村社協　　　　　　　  ８/３
・越知町社協、いの町社協、佐川町
社協　　　　　　　　　 ８/４
・宿毛市社協、NPOつながるねっと、
土佐清水市社協　 ８/６
・本山町社協、大豊町社協、土佐町
社協　　　　　　　　　 ８/１１
・しまんと町社協、須崎市社協、中土
佐町社協　　　　　　８/１８
・大川村社協、香美市社協、南国市
社協、香南市社協　８/２８
○新規相談受付件数（町村分）　
1,007件（R2.2時点）
○プラン作成件数（町村分）　73件
（R2.2時点）
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計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１２　子どもの置かれた環境にかかわらず学び育つための支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

住宅課 231 ひとり親家庭等の県営
住宅入居の優遇措置

県営住宅に応募した場合、応募者
数が住宅戸数を上回っていたとき
は公開抽選となるが、「小学校就学
前の子供がいる世帯」「18歳未満の
子供が3人以上いる世帯」等は、抽
選にあたり当選確率を高める優遇
措置（項目に該当する毎に当選確
率2倍）を受けられる。

ひとり親家庭等が県営住宅に応募
した場合において、応募者数が住
宅戸数を上回っていたときは公開
抽選となる。（当選確率は一般世帯
と同じ）

年４回の抽選時において、当選確
率が２倍になるように優遇措置を講
じる。

年４回の県営住宅の入居者募集時
の案内に、優遇措置の内容を記載
する。

HP等に掲載する。 住宅供給公社においてＨＰを全面改
修中

年度内の改修には至らず 県及び住宅供給公社のＨＰに掲載する。

住宅課 232 地域優良賃貸住宅家賃
低廉化事業

地域優良賃貸住宅に子育て世帯等
（収入分位0～40％）が入居する際
に、事業主体に対して家賃低廉化
のための助成を行う（1世帯当たり4
万円／月を上限）。

高知県の人口が減少しつつあり、
空き家が増えている状況で、かつ、
市町村の財政状況から新たな地域
優良賃貸住宅を必要量供給するこ
とは厳しい状況。

子育て世帯などの住宅の確保に特
に配慮を要する者に対する地域優
良賃貸住宅の供給を推進する。

市町村ヒアリングを実施のうえ、国
費の計画的かつ有用な活用と、必
要な国費配分の要望を行う。

子育て世帯などの住宅の確保に特に配慮を要す
る者に対する賃貸住宅の供給を推進するため、市
町村が負担する住宅の整備費用・家賃低廉化費
用に対し、県は国費の優先的配分等を行う。

国費の優先的配分を実施。 市町村が必要とする国費を配分する
ことができた。

子育て世帯などの住宅の確保に特に配慮を要す
る者に対する賃貸住宅の供給を推進するため、市
町村が負担する住宅の整備費用・家賃低廉化費
用に対し、県は国費の優先的配分等を行う。

子ども・子
育て支援
課

233 里親等養育推進事業 登録里親数の増加や里親委託の
向上に向けた里親制度の普及啓発
活動や、委託里親が安心して養育
できる環境づくりの充実を図る。

里親委託率は増加傾向にあるもの
の、全国平均を下回っており、新た
な里親の開拓や未委託里親に対し
委託に向けた継続的なサポート、ま
た委託里親に対する養育力の向上
など里親が安心して養育できる支
援体制の充実が必要である。

里親登録数が増加するとともに、里
親の質の向上が図られ、里親委託
率が増加している。

○里親への支援体制の充実
○新たな里親の確保

○里親養育包括支援事業として業務の民間委託
を継続する。
・里親制度等普及促進・里親リクルート事業
　里親制度説明会、講演会、ホームページやSNS
を活用した情報発信、各種広報活動
・里親研修・トレーニング事業
　各種研修（登録、更新）、就学前児童を委託して
いる里親を対象としたプログラム（月１回程度）、
フォスタリングチェンジプログラムの実施、未委託
里親を対象とした研修の実施
・里親訪問等支援事業
　里親訪問等支援員による定期的な里親宅訪問
（少なくとも年3回）、自立支援計画の確認
○毎月ミーティングを行い、児童家庭課、児童相
談所、業務委託先で支援の進捗状況を共有、確
認する。

○里親制度等普及促進・里親リク
ルート事業
・里親制度説明会（9回実施）
・講演会（中止）
・里親月間パネル展示（10/1～3/5、
８ヶ所で実施）
○里親研修・トレーニング事業
・グループ化された里親に対する研
修（33回）　　　　　　　　　　　・子ども
の問題行動等への対応を実践的に
学ぶプログラム　　（2回）
・未委託里親等を対象としたセミナー
（３回）
○里親訪問等支援事業
・里親訪問等支援員による里親宅訪
問、自立支援計画の確認（延べ200
回）
○毎月のミーティング実施

○今後、里親を中心とした家庭的養
育を推進していくに当たり、これまで
以上に里親の新規開拓を進め、支
援体制を強化していくことが不可欠
である。児童相談所の業務量が増大
する中、外部への業務委託を継続
し、里親の質・量の両面を向上させ
ていく必要がある。

○里親養育包括支援事業として業務の民間委託
を継続する。
・里親制度等普及促進・里親リクルート事業
　里親制度説明会、講演会、ホームページやSNS
を活用した情報発信、各種広報活動
・里親研修・トレーニング事業
　各種研修（登録、更新）、新規に委託を受ける里
親等に対する研修（随時）、子どもの問題行動等
への対応を実践的に学ぶプログラム（年間）、未
委託里親等を対象としたセミナー（年３回）、外部
講師等による講演会（年２回）の実施　
・里親訪問等支援事業
　里親訪問等支援員による定期的な里親宅訪問
（少なくとも年3回）、自立支援計画の確認
○児童家庭課、児童相談所、業務委託先で毎月
ミーティングを行い、支援の進捗状況を共有、確
認する。

子ども・子
育て支援
課

234 児童養護施設等児童措
置費（児童自立援助
ホーム）
　※再掲（123番）

義務教育等を終了したが、未だ社
会に自立できていない児童に対し、
自立援助ホームから通勤させたり、
就業先を開拓するなど相談援助を
行う。

里親委託措置又は児童養護施設
等入所措置を解除された者に対
し、自立に向けた支援が必要であ
る。

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

児童措置委託にかかる経費の支出 児童措置委託にかかる経費の支出 県内２施設に委託実施（女児）。
男児は県外の５施設に委託実施。

自立援助ホームにおいて就業や就
学の支援を実施。
入所児童に対して社会的な自立に
向けた援助を実施できた。

自立援助が必要な児童について、児童措置委託
にかかる経費を支出。

子ども・子
育て支援
課

235 入所児童自立支援等事
業

施設が相談支援職員を配置し、児
童養護施設等の入所児童の学習・
自立支援や退所児童の生活支援
等を実施することにより、社会的養
護施設の支援機能を強化し、施設
入所児童の処遇を充実させる。

児童養護施設入所者の高卒後の
進路状況（H29.5.1現在）は93.8％と
なっているが、生育歴や家庭の経
済状況が原因で、子ども自身が自
己肯定感が低く、学習意欲の向上
や学習習慣の定着も難しく、本人の
希望するところへの就職や大学等
進学を諦めがちであることから、次
期計画でも継続して取り組む必要
がある。

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

施設への自立支援職員の配置な
ど、施設入所児童の自立に向けた
支援の実施

人員確保が困難な施設があり、４施設において職
員を配置。引き続き、自立に向けた支援を行う。

自立支援を行う職員を配置（２施設） 学習支援や自立支援等が実施でき
ている。

自立支援の職員確保が困難な施設に対して支援
を行うことで、入所児童の自立に向けた支援を引
き続き実施する。

子ども・子
育て支援
課

236 児童家庭支援センター
退所児童等アフターケ
ア事業

児童家庭支援センター（県から事業
受託した社会福祉法人設置）が、退
所児童等を対象として退所後の生
活支援を行う。

児童養護施設入所者の高卒後の
進路状況（H29.5.1現在）は93.8％と
なっているが、生育歴や家庭の経
済状況が原因で、社会経験が不足
しているため、就職に対するイメー
ジや進学後及び就職後の継続が困
難な者に対する支援が必要であ
る。

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

児童家庭支援センターによる社会
的養護自立支援事業の実施

３施設において社会的養護自立支援事業を実
施。

３カ所の児童家庭支援センターにお
いて社会的養護自立支援事業を実
施

退所が見込まれる者や退所者につ
いて、就学や就労、生活不安等の相
談に対応するなど、退所後の社会生
活について支援を行った。

児童家庭支援センターにおいて社会的養護自立
支援事業を実施。

子ども・子
育て支援
課

237 身元保証人確保等対策
事業

児童養護施設等を退所する子ども
が身元保証人等を確保する場合の
負担金や、未成年後見人に係る報
酬等の全部又は一部を補助し、あ
わせて未成年後見人が加入する損
害賠償保険及び被後見人が加入
する傷害保険に係る費用を県が補
助することで身元保証人等を確保
する。

保護者からの養育拒否等により、
児童養護施設等を退所する子ども
が賃貸住宅契約の際に保護者から
身元保証を受けられない場合があ
る。

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

身元保証人確保等対策事業の実
施

身元保証が必要な児童に対する身元保証人の確
保。

３名の児童について身元保証人を確
保

退所後、住宅の賃貸について身元
保証人を確保し、安定した生活の場
が確保できた。

退所後、賃貸住宅契約の際に保護者等から身元
保証を受けられない児童に対して身元保証人の
確保を行う。

子ども・子
育て支援
課

238 児童養護施設退所者等
自立支援資金貸付事業

児童養護施設等を退所し就職又は
進学した者または資格取得を目指
す者に対して、家賃、生活費又は
資格取得費の貸付を行う。

保護者からの支援が困難であるこ
と等により、住居や生活費等、退所
後の安定した生活基盤の確保が困
難な場合がある。

・厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取り組みなどによ
り、子どもたちの進学や就職の希
望が叶うとともに、貧困の連鎖が解
消に向かっている。

児童養護施設退所者等自立支援
資金貸付事業の実施

・児童養護施設協議会を通じた、貸付事業の周知
を行い、利用者の増加を目指す。

延べ２２名の児童に貸付事業を実施 住居や生活費等、退所後の安定した
生活基盤の確保ができた。

児童養護施設等を退所し就職、進学した者又は
資格取得を目指す者に対して、家賃、生活費又は
資格取得費の貸付を行い、自立に向けた支援を
継続する。
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R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１２　子どもの置かれた環境にかかわらず学び育つための支援）

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

福祉指導
課

239 生活困窮世帯の子ども
に対する学習支援事業

（R1廃止）

親から子への貧困の連鎖を防止す
るために、生活困窮世帯（保護世
帯含む）の親への養育支援ととも
に、子どもに対しては、学習に取り
組むことができる環境を整備し、学
習支援を継続して行うことにより、
日常的な生活習慣や学習習慣を身
に付け、学力の向上を図り、高等学
校進学や将来への希望を持って進
路を選択し就労できるようにするこ
とを目的とする。
（対象者：主に小中学生）

○町村での実施箇所
　1町

○候補地の選定、学習支援員の確
保

厳しい環境にある子どもたちの学
びの場となり、生活習慣や学習習
慣の習得が将来の自立につながる
ことにより、貧困の連鎖が解消に向
かっている。

事業の効果検証を実施し、来年度
以降の拡充につなげる。

生涯学習
課

240 若者の学びなおしと自
立支援事業
※再掲（125番）

中学校卒業時や高校中途退学時
の進路未定者、ニートや社会的に
ひきこもり傾向にある若者、及び就
職氷河期世代（概ね40歳代）のうち
長期間無業であった方やひきこもり
傾向にある方に対して、修学や就
労に向け支援を行うことで、社会的
自立を促進する。

Ｈ２９新規登録者数　328名
       （うち15歳～19歳　105名　
32%）
Ｈ２９単年度進路決定率　35.9%

○より多くの厳しい状況にある若者
を若者サポートステーションにつな
げる必要がある。

○多様な若者に対し効果的な支援
を行えるよう支援関係者の資質向
上に努める必要がある。

○ニートや引きこもりなど多様な若
者の特性に応じた就職先の充実を
図る必要がある。

厳しい環境にある子どもたちの学
びの場や居場所づくり、保護者など
への就労支援の取組などにより、
子どもたちの進学や就職の希望が
叶うとともに、貧困の連鎖が解消に
向かっている。

新規登録者数　340名
　（15歳～19歳　108名　32%）
単年度進路決定率　40%

○広く事業の周知を徹底し、多方
面からの若者サポートステーション
への対象者の接続を図るとともに、
関係機関との連携強化を図る。

○定例会や研修会を開催し、
PDCAによる支援状況の進捗管理
や若者支援員のスキルアップを図
る。

○関係部局等と連携し、情報共有
することにより対象者のニーズや特
性を踏まえた就労先の掘り起こしを
行う。

○各市町村の中学校卒業時の進
路未定者の状況や支援内容を確認
し、切れ目のない支援を実施する。

○若者サポートステーションによる支援の実施(通
年)
・修学、就労支援　　　・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送迎支援、出張
相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職場体験等の実
施
○高等学校と連携した早期支援（就職セミナー、
個別相談等）の実施
○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学校、高等学
校、私立学校、市町村教育委員会、その他関係機
関）
○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会(6月)
○若者自立支援セミナー・相談会の実施(7月）
◯若者はばたけプログラム活用研修会の実施　3
回　
◯市町村教委への中学校卒業時進路未定者の
支援状況の確認（5月・8月・1月）　
○中学校。高等学校の全卒業生へのチラシ配布
(1月～3月)

○若者サポートステーションによる支
援の実施(通年)
・修学、就労支援　　
・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送
迎支援、出張相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職
場体験等の実施
新規登録者数：332名
単年度進路決定率：42,8% 
進路決定者数230名

○高等学校と連携した早期支援（就
職セミナー、個別相談等）の実施
・参加生徒数　
就職セミナー258名（実人数）
個別相談276名（延べ人数）

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学
校、高等学校、私立学校、市町村教
育委員会、その他関係機関）

○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会
(6月)
6地区・参加者計：194名

○若者自立支援セミナー・相談会の
実施(7月）
参加者：76名

◯若者はばたけプログラム活用研修
会の実施　3回（9・10・11月）
参加者：延べ90名

○中学校。高等学校の全卒業生へ
のチラシ配布(1月)

○市町村教委への中学校卒業時進
路未定者の支援状況の確認（6月・9
月・1月）
進路未定者数：13市町村29名→10
市町村16名

○新型コロナウイルス感染症の影響
で、来所のべ人数が6,228名（前年度
比-1,617名）と減少したが、新規登録
者数（前年度比-5）、進路決定者数
（前年度比-45）ともに一定の成果を
上げることができた。

○中学校卒業時の進路未定者や高
校中退者など、より多くの厳しい状況
にある若者を若者サポートステー
ションにつなげるために、支援対象
者の把握に努める必要がある。

○ニートやひきこもり傾向など、多様
な若者に対し効果的支援を行えるよ
う、定例会や研修会などの開催によ
り、支援の進捗管理や情報交流、支
援員の資質向上を図る必要がある。

○若者サポートステーションによる支援の実施(通
年)
・修学、就労支援　　　・臨床心理士による面談
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送迎支援、出張
相談）の実施
・ソーシャルスキルトレーニング、職場体験等の実
施

○高等学校と連携した早期支援（出張セミナー、
個別相談等）の実施

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学校、高等学
校、私立学校、市町村教育委員会、その他関係機
関）

○関係機関連絡会の実施
・地区別連絡会・高等学校担当者会(6月)

○若者自立支援セミナー・相談会の実施(7月）

◯若者はばたけプログラム活用研修会の実施　3
回　
（9・10・11月）

◯市町村教委への中学校卒業時進路未定者の
支援状況の確認（6月・9月・1月）　

○中学校。高等学校の全卒業生へのチラシ配布
(1月)

○就職氷河期世代支援
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■子どもの環境づくり推進計画（第四期）進行管理シート（プラン１３　子どもの健やかな成長を支える生活習慣づくりの推進）

R３

計画（P） 実施状況（D） 評価・課題（C･A） 計画（P）

健康長寿
政策課

241 子どもの健康的な生活
習慣支援事業

子どもの頃からの健康的な生活習
慣の定着を推進する。

○子どもに係る指標（子どもの生
活スタイル等の調査結果、肥満傾
向児割合）の改善。
○よさこい健康プラン21、日本一の
健康長寿県構想に定めた取組を
着実に進める。

○運動やスポーツを習慣的にして
いる子どもの割合
小学5年生　男子58.0%、女子39.0%
（H28）→増加傾向（R5）
○朝食を必ず食べる子どもの割合
　小学5年生　男子86.0%、女子
85.0%（H28)→95％以上（R5）
○肥満傾向にある子どもの割合
　小学5年生の中等度・高度肥満
傾向児の割合　男子5.3%、女子
4.3%（H28）→全国平均以下（R5）

○教育委員会と連携した健康教育
の実施
○学校関係者を対象とした研修会
の実施
○地域の人材育成の推進
○推進体制の構築

○教育委員会と連携した健康教育の実施
○学校関係者を対象とした研修会の実施
○地域の人材育成のための研修会の実施
○高知県健康づくり推進協議会子ども支援専門部
会の開催
◯食生活実態調査の実施

○教育委員会と連携した健康教育
の実施
〈講師派遣実績〉３件
①高岡高等学校
　令和２年９月11日（金）
②四万十市立中村南小学校
　・令和２年11月２日（月）
　・令和２年11月５日（木）
③ヒューマンキャンパス高校
　令和２年12月８日（火）
○高知県健康づくり推進協議会子ど
も支援専門部会の開催
　令和３年２月５日（金）
◯食生活実態調査の実施
　令和２年11月16日（月）
　　　　　　　～11月25日（水）

○新型コロナウイルス感染症の影響
等で学校関係者や、地域の人材育
成のための研修会の実施ができな
かった

○教育委員会と連携した健康教育の実施
○学校関係者を対象とした研修会の実施
○地域の人材育成のための研修会の実施

○高知県健康づくり推進協議会子ども支援専門部
会の開催

健康長寿
政策課

242 地域食育推進事業 若い世代の栄養・食生活の改善、
食育に取り組み、生活習慣病予防
に繋げるために、保育所や学校な
どでの食育講座や量販店における
食育イベントを開催し、多くの子ど
も、県民に食育の重要性を啓発し
ている。

○ヘルスメイトによる食育講座の
実施回数に限界がある。

○子どもの頃からの健康な生活習
慣が実践される。
○ヘルスメイトによる地域と連携し
た家庭の意識の向上
　食育講座の実施
　→毎年全市町村実施、小学校
100回以上

○ヘルスメイトによる小学校高学
年を対象とした食育講座を実施す
る。

○ヘルスメイトによる食育講座の実施
○保護者へのアンケート調査の実施

○ヘルスメイトの参画による児童へ
の健康教育の実施
・健康教育教材を健康教育（食育講
座）の実施及び教材の配布
　　28市町村　43校
　　小学校　57回　958人
　　中学校　 ９回　121人
・アンケート調査の回答率：62.1％

○新型コロナウイルス感染症の影響
で食育講座の実施回数は減少した
が、教材や食材等を配布のうえ、教
諭による食育講座を実施し、食育の
意識向上を図ることができた
○感染症対策を講じた対応と合わ
せ、より多くの学校でヘルスメイトに
よる食育講座を実施できる体制が必
要

○ヘルスメイトによる食育講座の実施
○食育講座実施校で、ヘルスメイトによる生徒の
状況把握（生徒の様子と発言、行動から評価）

幼保支援
課

243 親育ち支援推進事業
（基本的生活習慣向上
事業）

保護者が生活習慣定着の重要性
について理解し、早期から望ましい
生活習慣を確立するために、各園
における学習会の実施や基本的
生活習慣の確立に向けた取組の
啓発等を行う。

○各園での学習会の内容充実を
図り、保護者の基本的生活習慣の
定着に向けた取組が継続されるよ
う、様々な機会を通じて働きかけて
いく必要がある。

○保護者が乳幼児期における食
事・睡眠・運動などの基本的生活
習慣の重要性について理解を深め
ることにより、望ましい生活習慣に
向けた子育ての実践が行われる。

○3歳児保護者に対して基本的生
活習慣の学習会等を実施した保育
所・幼稚園等の割合
100％
・5月上旬にパンフレットを配付し、
各園に５月中旬から６月上旬の間
に基本的生活習慣に関する学習
会が開催されるよう働きかける。
・６・１１月には、各園における取組
強調月間の実施を呼びかけるとと
もに、実施状況を確認し、次の取
組に向けて、課題を洗い出す。

○３歳児保護者へ基本的生活習慣に関するパン
フレットの配付
○基本的生活習慣についての学習会（各園）
○基本的生活習慣の取組強調月間の実施

○３歳児保護者への基本的生活習
慣に関するパンフレットの配付

○３歳児保護者に対して基本的生活
習慣の学習会等を実施した保育所・
幼稚園等の割合　100%

○パンフレット等を活用した取組が
浸透したことにより、午後10時までに
寝る幼児の割合が増加した（81.9%→
95.1%）

○引き続き、パンフレット等の配付等により保護者
の意識啓発を図る

R２

担当課 番号　 事　　業　　名 事業概要
事業開始時点における

現状・課題

目標数値または
目指すべき姿（R４）

※関連計画と調整して設定

目標数値または
目指すべき姿に向けた

事業実施の方向性
（事業スケジュール）

生涯学習
課

244 家庭教育支援基盤形成
事業
　※再掲(104番)

市町村における家庭教育支援の
取組を支援するとともに、学校や
地域での出前講座を実施すること
により、家庭の教育力の向上を図
る。

○家庭教育支援基盤形成事業の
認知度の向上。

○実施市町村数の増加と内容の
充実。

○親への学習機会の提供や相談
対等などの家庭教育支援等、様々
な教育支援活動がより充実してい
る。

○実施市町村数：16市町村以上

○家庭教育支援チーム：６市町村
６チーム以上

○未実施市町村への訪問等をとお
して、家庭教育支援に関わる担当
者へ周知する。

○市町村における取組について、
担当者等から意見を聞きながら円
滑な実施となるよう支援する。

○家庭教育支援基盤形成事業の実施
・実施市町村数：16市町村
・事業内容：家庭の教育力の向上に関する各種講
座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づくり、子育て、食
育、コミュニケーション、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリテーターのスキ
ルアップ講座の開催及び認定者の派遣

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェックカードの配布
・イメージキャラクター啓発資材の貸出し
・「早ね早おき朝ごはん」フォーラムの開催

○家庭教育支援基盤形成事業の実
施
・実施市町村数：14市町村
（新型コロナウイルス感染症防止の
ため2市町がとりやめ）
・事業内容：家庭の教育力の向上に
関する各種講座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づく
り、子育て、食育、コミュニケーショ
ン、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリ
テーターのスキルアップ講座開催
 　参加者数：17名　　満足度：88.8％
　 派遣箇所数：７箇所　派遣者数：９
名

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動
の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した
取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェック
カードの配布
　取組学校園所数：313　取組人数：
40,132 名
　認定者数：17,544名　認定率：
43.7％
・イメージキャラクター啓発資材の貸
出し
　データ：１　着ぐるみ：２　パペット：１　
啓発教材：０

○高知家の早寝早起き朝ごはん
フォーラム2020開催
・オンデマンドにて開催
２月７日～２１日　アクセス数345回

○家庭教育支援プログラムファシリ
テーターの派遣数が新型コロナウイ
ルス感染症防止のため減少した。
（昨年度の35％）

○生活リズムチェックカードの取組人
数は減ったものの、学校園所数、認
定率は微増した。
取組箇所　
R1：300箇所→R2：313箇所
取組人数　
R1:40,385名→R2：40,132名
認定率
R１：43.1％→R2：43.7％

○コロナ禍においても全ての家庭に
よりよい生活習慣を啓発していくため
に、継続的な取組が必要である。

○家庭教育支援基盤形成事業の実施
・実施市町村数：18市町村
・事業内容：家庭の教育力の向上に関する各種講
座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づくり、子育て、食
育、コミュニケーション、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリテーターのスキ
ルアップ講座の開催及び認定者の派遣

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェックカードの配布
・イメージキャラクター啓発資材の貸出し
・早寝早起き朝ごはんフォーラム2021の開催
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保健体育
課

245 食育・学校給食課題対
応推進事業

（R1廃止）

学校給食の普及充実や食育の推
進に関わる課題解決に取り組む

○食物アレルギーや衛生管理に関
する組織的な取組が十分でない。
○完全給食実施率や学校給食に
おける地場産物の活用率が低い
市町村がある。
○食育を推進し、朝食を毎日食べ
る児童生徒の割合を増加させる。

○食物アレルギーや衛生管理に関
する組織的な体制が整う。
○地場産物を活用した学校給食が
推進される（活用率50%）。
○毎日朝食を食べる児童生徒の
割合が増加する（小90%　中85%　
高85%）。

○３つのチームに分かれ、それぞ
れの課題に対応していく。
　①食物アレルギー・衛生管理対
応チーム
　②学校給食普及・充実チーム
　③食に関する指導推進チーム
　※平成30年度は①②のチーム会
を開催

保健体育
課

246 食事提供活動 望ましい生活習慣の基礎となる朝
食摂取を推進し、児童生徒の実践
する力を育成するために、学校と
地域等が連携した家庭へのアプ
ローチや地域を巻き込んだ取組を
行い、ボランティアによる食事提供
活動の充実を図る。

○児童生徒、保護者の朝食に関す
る意識の高まりは見られるが、朝
食欠食傾向にある児童生徒が固
定化され、改善に繋がっていない
ため、ターゲットを絞った取組が必
要。

○毎日朝食を食べる児童生徒の
割合が増加する。
　・小　全国平均以上
　・中　全国平均以上
　・高　８５％以上

○朝食を提供するだけではなく、同
時に食育を行うことにより意識の向
上にも繋げ、朝食を毎日食べる児
童生徒の割合を増加させる。

○令和2年度：申請状況（予定を含む）
　・実施団体数…7団体
　・実施校数…9校
○（公財）高知県学校給食会との契約及び実施に
当たっての保険契約、実施団体への決定通知等
の準備中

○実施団体及び実施校の決定（7団
体、9校）
○4団体が6校で実施
・安芸市食生活改善推進協議会（安
芸中、安芸第一小）
・物部地域学校協働本部（大栃小、
大栃中）
・宿毛市立小筑紫PTA（小筑紫中）
・潮江南地域連合会（潮江南小）
※3団体3校がコロナのため中止
・あさひ朝ごはん食堂（旭小）
・上ノ加江小学校支援地域本部（上
ノ加江小）
・久礼中学校運営協議会（久礼中）

○新規の団体及び学校が増加した
（1団体2校）
○児童生徒が朝食づくりに参加し、
知識や技能を習得することで、朝食
の重要性や生活習慣に関する意識
を高めることにつながっている
○実施団体の意欲や協力が必要で
あることに加え、学校の協力も必要
不可欠であり、学校・家庭・地域が連
携・協力して実施する必要がある
○新型コロナウイルス感染症の影響
により実施を見送る団体や学校が
あったため、感染リスクを考慮した取
組方法について柔軟に対応する

○令和3年度の実施団体及び実施校を選定中
○（公財）高知県学校給食会との契約及び実施に
当たっての保険契約、実施団体への決定通知等
の準備中

○がん教育推進協議会の開催（2回）
○がん教育推進校における授業実践（県立2校）
　・選定中（国費決定後）
　・選定中（国費決定後）
○がん教育推進地域における事業の推進（２地
域）
　・四万十市（2年目）
　・本山町（1年目）
○がん教育に関する講師派遣事業
○がん教育に関する研修会

○がん推進協議会の開催
・第1回…8/3（出席者8名）
・第2回…1～2月書面開催（10名）
○推進校における実践
・山田高校
・高知北高校
○推進地域における実践
・四万十市（2年目）
・本山町（1年目）
○外部講師を活用したがん教育の
実践…56校、59回
○がん教育研修会…中止

○H30,R1年度にがん教育教材や外
部講師リストを作成するなど、外部
講師を効果的に活用したがん教育を
推進したことから、外部講師を活用し
たがん教育の実施が昨年度より増
加した（R1：34校、36回→R2：56校、
59回）
○今後も引き続き、県が作成した推
進計画や教材を用いて、外部講師を
効果的に活用したがん教育を更に推
進し、教員の指導力の向上を図る必
要がある

○がん教育推進協議会の開催（2回）
○がん教育推進地域における事業の推進
　・本山町（2年目）
○がん教育に関する講師派遣事業
○がん教育に関する研修会

健康長寿
政策課

248 子どもの健康的な生活
習慣支援事業
　※再掲（241番）

子どもの頃からの健康的な生活習
慣の定着を推進する。

○子どもに係る指標（子どもの生
活スタイル等の調査結果、肥満傾
向児割合）の改善。
○よさこい健康プラン21、日本一の
健康長寿県構想に定めた取組を
着実に進める。

○運動やスポーツを習慣的にして
いる子どもの割合
小学5年生　男子58.0%、女子39.0%
（H28）→増加傾向（H35）
○朝食を必ず食べる子どもの割合
　小学5年生　男子86.0%、女子
85.0%（H28)→95％以上（H35）
○肥満傾向にある子どもの割合
　小学5年生の中等度・高度肥満
傾向児の割合　男子5.3%、女子
4.3%（H28）→全国平均以下

○教育委員会と連携した健康教育
の実施
○学校関係者を対象とした研修会
の実施
○地域の人材育成の推進
○推進体制の構築

○教育委員会と連携した健康教育の実施
○学校関係者を対象とした研修会の実施
○地域の人材育成のための研修会の実施
○高知県健康づくり推進協議会子ども支援専門部
会の開催
◯食生活実態調査の実施

○教育委員会と連携した健康教育
の実施
〈講師派遣実績〉３件
①高岡高等学校
　令和２年９月11日（金）
②四万十市立中村南小学校
　・令和２年11月２日（月）
　・令和２年11月５日（木）
③ヒューマンキャンパス高校
　令和２年12月８日（火）
○高知県健康づくり推進協議会子ど
も支援専門部会の開催
　令和３年２月５日（金）
◯食生活実態調査の実施
　令和２年11月16日（月）
　　　　　　　～11月25日（水）

○新型コロナウイルス感染症の影響
等で学校関係者や、地域の人材育
成のための研修会の実施ができな
かった

○教育委員会と連携した健康教育の実施
○学校関係者を対象とした研修会の実施
○地域の人材育成のための研修会の実施
○高知県健康づくり推進協議会子ども支援専門部
会の開催

幼保支援
課

249 親育ち支援推進事業
（基本的生活習慣向上
事業）
※再掲（243番）

保護者が生活習慣定着の重要性
について理解し、早期から望ましい
生活習慣を確立するために、各園
における学習会の実施や基本的
生活習慣の確立に向けた取組の
啓発等を行う。

○各園での学習会の内容充実を
図り、保護者の基本的生活習慣の
定着に向けた取組が継続されるよ
う、様々な機会を通じて働きかけて
いく必要がある。

○保護者が乳幼児期における食
事・睡眠・運動などの基本的生活
習慣の重要性について理解を深め
ることにより、望ましい生活習慣に
向けた子育ての実践が行われる。

○3歳児保護者に対して基本的生
活習慣の学習会等を実施した保育
所・幼稚園等の割合
100％
・5月上旬にパンフレットを配付し、
各園に５月中旬から６月上旬の間
に基本的生活習慣に関する学習
会が開催されるよう働きかける。
・６・１１月には、各園における取組
強調月間の実施を呼びかけるとと
もに、実施状況を確認し、次の取
組に向けて、課題を洗い出す。

○３歳児保護者へ基本的生活習慣に関するパン
フレットの配付
○基本的生活習慣についての学習会（各園）
○基本的生活習慣の取組強調月間の実施

○３歳児保護者への基本的生活習
慣に関するパンフレットの配付

○３歳児保護者に対して基本的生活
習慣の学習会等を実施した保育所・
幼稚園等の割合　100%

○パンフレット等を活用した取組が
浸透したことにより、午後10時までに
寝る幼児の割合が増加した（81.9%→
95.1%）

○引き続き、パンフレット等の配付等により保護者
の意識啓発を図る

保健体育
課

247 がん教育総合支援事業 がん教育の普及啓発を推進するこ
とにより、健康教育の充実を図る。

〇健康の保持増進と疾病の予防と
いう観点から、がんに関する学習
は位置づけられているが、教員の
がんについての知識・理解が十分
でない。
〇学校において、外部講師が指導
する際の留意事項等の認識が十
分でない。
〇外部講師の派遣が進んでいな
い。

〇外部講師を活用したがん教育が
進んでいる。
○教職員のがん教育に対する知
識や理解が深まり、各校における
がん教育が進んでいる。

〇がん教育推進協議会において、
関係機関との連携体制を構築する
とともに、協議会での意見をもとに
各学校におけるがん教育の取組を
推進する。
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健康長寿
政策課

251 喫煙防止教育研修会事
業

各学校で、学年に応じた効果的な
喫煙防止教育が実施されるよう、
養護教諭等関係者のスキルアップ
を目的とした研修会を開催する。

○よさこい健康プラン21、日本一の
健康長寿県構想に定めた取組を
着実に進める。

○学年に応じた、効果的な喫煙防
止教育が実施される。

○養護教諭等学校関係者のスキ
ルアップをも目的とした研修会の実
施

○養護教諭等学校関係者を対象に、学年に応じた
喫煙防止教育が実施できるよう、対象者のスキル
アップをも目的とした研修会の実施（年１回）

実施なし ○令和２年度は新型コロナウイルス
感染症の影響で、研修会の実施が
行えなかった

○養護教諭等学校関係者を対象に、学年に応じた
喫煙防止教育が実施できるよう、対象者のスキル
アップを目的とした研修会の実施（年１回）

健康長寿
政策課

252 子どもの健口応援推進
事業

子どもの頃からのむし歯、歯周病
予防のため、関係者の正しい理解
を得るため、研修会を開催し、フッ
化物応用の普及促進や、子どもの
理想的な生活習慣の定着を図る。

○フッ素洗口実施市町村の増加
○子どもの歯科に係る指標（むし
歯、歯肉炎等）の改善
○第２期高知県歯と口の健康づく
り基本計画、よさこい健康プラン
21、日本一の健康長寿県構想に定
める取組を着実に進める。

○一人平均むし歯数（12歳）
　0.97本（H28）→0.5本以下（R3）
○歯肉炎罹患率（12歳）
　23.4%（H28）→20%以下（R3）

○フッ化物応用の普及促進のた
め、各圏域ごとに説明会や検討会
を開催するなどにより、実施施設
の支援を行う
○推進体制の構築

○実施率の低い市町村に対しフッ化物洗口を開始
するための補助支援
○学校関係者への働きかけ
○フッ化物洗口マニュアルを活用し、フッ化物洗口
事業実施施設へのフォローアップ支援
○市町村やPTA等に対してフッ化物洗口実施に向
けた個別協議の実施

○R２フッ化物洗口開始施設：８施設

○フッ化物洗口開始実施施設数：
398施設（R3.3末時点）
※新型コロナウイルス感染症の影響
で一時的にフッ化物洗口を休止して
いる施設（18施設）を含む

○フッ化物洗口実施率は64.1％と増
加傾向であるが、実施率が低い市町
村への学校・保育関係者との調整等
きめ細かな支援を実施することで実
施につなげ、全体の実施率を向上さ
せる
○R1年度に改訂したフッ化物洗口マ
ニュアルを活用し、既に実施している
施設へのフォローアップが必要
○新型コロナウイルス感染症の影響
で一時的にフッ化物洗口を休止して
いる施設（18施設）へ再開支援が必
要

○実施率の低い市町村に対しフッ化物洗口を開始
するための支援
○学校関係者へフッ化物洗口実施の働きかけ
○フッ化物洗口マニュアルを活用したフッ化物洗
口事業実施施設へのフォローアップ
○市町村やPTA等に対してフッ化物洗口実施に向
けた個別協議を実施
○新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に
フッ化物洗口を休止している施設（18施設）への再
開支援

保健体育
課

253 学校保健指導費 むし歯・歯肉炎予防、フッ化物応
用、仕上げ磨きの重要性と口腔清
掃定着を図るため、歯と口の健康
に関する表彰等を通じて啓発活動
を行う。

〇12歳の一人平均う歯数の割合
は減少傾向にあるが、全国平均と
比較すると上回っている。学校教
育における歯科保健教育の充実
に向けて、健康教育の推進及び各
関係機関との連携を密にして取り
組んでいく必要がある。

〇12歳の一人平均う歯数が減少
する。

○高知県歯科医師会や健康長寿
政策課との連携により、歯科健康
診断の精度の向上及び事後措置
における保健管理及び保健教育
の充実を図る。
○高知県歯科医師会や健康長寿
政策課との連携により、高知県歯
科保健条例や第３期高知県健康
増進計画よさこい健康プラン21の
取組が着実に進んでいる。

○健康長寿政策課と連携を図った新規採用養護
教諭研修の実施
○高知県歯科医師会と連携した「歯と口の健康に
関する図画・ポスター並びに啓発標語コンクール」
の実施（新型コロナウイルス感染症の状況により
開催を見送る可能性あり）
○高知県歯科医師会の協力のもと、日本歯科医
師会による「生きる力を育む歯・口の健康づくり推
進事業」への参加（指定校：南国市立後免野田小
学校）…2年目
○県立特別支援学校におけるフッ化物洗口の実
施（依頼中）

○新規採用養護教諭研修において
健康長寿政策課から歯科衛生士を
講師として招聘し、講義や演習を実
施…10/6（受講者23名）
○「令和2年度歯・口の健康に関する
図画・ポスター並びに啓発標語コン
クール」の実施
・図画・ポスターの部…724点
・標語の部…3,580点
・表彰式…中止

○研修では発達段階に応じた歯と口
の健康課題やその指導方法、フッ化
物の応用や全身の健康に影響を及
ぼす歯周病についての講義により、
現代的課題へ目を向け、指導に取り
組んでいこうとする受講者の意識の
変容と向上が見られた
○コンクールの実施により子どもが
歯と口の健康について改めて考える
よい機会となっており、表彰式等を通
じて作品を紹介することで、家庭や
地域、学校での意識の向上も期待さ
れる
○フッ化物洗口未実施の学校に対し
ては、今後も普及啓発が必要

○健康長寿政策課と連携を図った新規採用養護
教諭研修の実施
○高知県歯科医師会と連携した「歯と口の健康に
関する図画・ポスター並びに啓発標語コンクール」
の実施
○県立特別支援学校及び県立学校におけるフッ
化物洗口の実施

生涯学習
課

250 家庭教育支援基盤形成
事業
　※再掲(104番)

市町村における家庭教育支援の
取組を支援するとともに、学校や
地域での出前講座を実施すること
により、家庭の教育力の向上を図
る。

○家庭教育支援基盤形成事業の
認知度の向上。

○実施市町村数の増加と内容の
充実。

○親への学習機会の提供や相談
対等などの家庭教育支援等、様々
な教育支援活動がより充実してい
る。

○実施市町村数：16市町村以上

○家庭教育支援チーム：６市町村
６チーム以上

○未実施市町村への訪問等をとお
して、家庭教育支援に関わる担当
者へ周知する。

○市町村における取組について、
担当者等から意見を聞きながら円
滑な実施となるよう支援する。

○家庭教育支援基盤形成事業の実施
・実施市町村数：16市町村
・事業内容：家庭の教育力の向上に関する各種講
座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づくり、子育て、食
育、コミュニケーション、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリテーターのスキ
ルアップ講座の開催及び認定者の派遣

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェックカードの配布
・イメージキャラクター啓発資材の貸出し
・「早ね早おき朝ごはん」フォーラムの開催

○家庭教育支援基盤形成事業の実
施
・実施市町村数：14市町村
（新型コロナウイルス感染症防止の
ため2市町がとりやめ）
・事業内容：家庭の教育力の向上に
関する各種講座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づく
り、子育て、食育、コミュニケーショ
ン、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリ
テーターのスキルアップ講座開催
 　参加者数：17名　　満足度：88.8％
　 派遣箇所数：７箇所　派遣者数：９
名

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動
の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した
取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェック
カードの配布
　取組学校園所数：312　取組人数：
40,409名
　認定者数：17,530名　認定率：
43.3％
・イメージキャラクター啓発資材の貸
出し
　データ：１　着ぐるみ：２　パペット：１　
啓発教材：０

○高知家の早寝早起き朝ごはん
フォーラム2020開催
・オンデマンドにて開催
２月７日～21日　アクセス数345回

○家庭教育支援プログラムファシリ
テーターの派遣数が新型コロナウイ
ルス感染症防止のため減少した。
（昨年度の35％）

○生活リズムチェックカードの取組学
校園所数、取組人数、認定率すべて
において微増した。
取組箇所　
R1：300箇所→R2：312箇所
取組人数　
R1:40,385名→R2：40,409名
認定率
R１：43.1％→R2：43.3％

○コロナ禍においても全ての家庭に
よりよい生活習慣を啓発していくため
に、継続的な取組が必要である。

○家庭教育支援基盤形成事業の実施
・実施市町村数：18市町村
・事業内容：家庭の教育力の向上に関する各種講
座等の開催
　絵本の読み聞かせ、生活習慣づくり、子育て、食
育、コミュニケーション、親子参加行事等
・家庭教育支援プログラムファシリテーターのスキ
ルアップ講座の開催及び認定者の派遣

○「早ね早おき朝ごはん」県民運動の推進
・「よさこい健康プラン21」と連携した取組の推進
・リーフレット、生活リズムチェックカードの配布
・イメージキャラクター啓発資材の貸出し
・早寝早起き朝ごはんフォーラム2021の開催

55


